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３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員
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４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員
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４６番 田 中 愛 国 議員

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

中 尾 吉 宏 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長
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石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

辻   良 子 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

渡 邊 敏 則 選 挙 管 理 委 員 会 委 員 長

森   拓二郎 公安委員会委員長

國 広 達 夫 労働委員会委員長

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開会 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、令和7年6月定例会を開会いた
します。

これより、本日の会議を開きます。

この際、先般行われました県議会議員補欠選

挙において、めでたくご当選されました議員を

ご紹介申し上げます。

西海市選挙区において、ご当選をされました

田川正毅議員でございます。

〇田川正毅議員 どうぞよろしくお願いいたし

ます。（拍手）

〇徳永達也議長 次に、議席の指定及び一部変

更を行います。

議席の指定及び一部変更につきましては、お

手元の議席表のとおり決定いたします。

次に、知事並びに教育委員会教育長、警察本

部長及び人事委員会委員長より、新任の幹部職

員を紹介いたしたい旨、申し出があっておりま

すので、これを受けることにいたします。

知事。

〇大石賢吾知事 令和7年3月24日付け及び4月
1日付けで発令いたしました幹部職員をご紹介
いたします。

渡辺大祐地域振興部長。（拍手）中村泰博土

木部技監。（拍手）峰松茂泰地域振興部政策監。

（拍手）小畑英二労働委員会事務局長。（拍手）

坂木勇夫危機管理部危機管理対策監。（拍手）

下野明博県民生活環境部次長。（拍手）中尾 直

水産部次長。（拍手）晝間信児水産部参事監。

（拍手）不動雅之水産部参事監。（拍手）苑田

弘継農林部次長。（拍手）犬塚尚志土木部次長。

（拍手）

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 令和7年4月1日
付けで発令いたしました教育委員会事務局幹部

職員をご紹介いたします。

狩野博臣教育政策監。（拍手）

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇徳永達也議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 令和7年3月24日付け
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の人事異動で着任しました警察本部の幹部職員

をご紹介いたします。

山田恭市生活安全部長。（拍手）江口正広地

域部長。（拍手）松本武敏主席監察官。（拍手）

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇徳永達也議長 人事委員会委員長。

〇辻 良子人事委員会委員 令和7年4月1日付
けで発令いたしました人事委員会事務局幹部職

員をご紹介いたします。

小畑英二事務局長。（拍手）

なお、小畑英二事務局長は労働委員会事務局

長に併任されております。

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇徳永達也議長 次に、会期の決定をいたしま

す。

本定例会の会期は、本日より7月9日までの24
日間とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、会期は、24日間と決定されました。
次に、会議録署名議員の指名をいたします。

本定例会の会議録署名議員につきましては、

山口初實議員及び中村一三議員を指名いたしま

す。

この際、ご報告いたします。

去る4月22日付けで、田川正毅議員を観光生
活建設委員会、予算決算委員会及び成長産業・

県土強靱化対策特別委員会の委員に、長崎県議

会委員会条例第4条の規定により、それぞれ選
任いたしました。

次に、去る5月8日、深堀ひろし議員から、一
身上の都合により、議員を辞職いたしたい旨の

申し出があり、地方自治法第126条の規定によ

り、同日付けをもって、これを許可いたしまし

た。

次に、知事より、出資法人の経営状況説明書

等が、先に配付いたしましたとおり提出されて

おります。

以上、ご報告申し上げます。

次に、成長産業・県土強靱化対策特別委員会

委員の辞任許可の件を議題といたします。

お諮りいたします。

山田朋子議員から、一身上の都合により、成

長産業・県土強靱化対策特別委員会の委員を辞

任いたしたい旨の申し出があっておりますので、

これを許可することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

次に、議会運営委員会委員の補充選任の件を

議題といたします。

お諮りいたします。

議会運営委員会の委員として、山田朋子議員

を選任することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

次に、離島・半島地域振興特別委員会委員の

辞任許可の件を議題といたします。

お諮りいたします。

まきやま大和議員から、一身上の都合により、

離島・半島地域振興特別委員会委員を辞任いた

したい旨の申し出があっておりますので、これ

を許可することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。
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よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

次に、成長産業・県土強靱化対策特別委員会

委員の選任の件を議題といたします。

お諮りいたします。

成長産業・県土強靱化対策特別委員会の委員

として、まきやま大和議員を選任することにご

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

次に、知事より、第68号議案乃至第85号議案
及び報告第1号乃至報告第14号の送付がありま
したので、これを一括上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます。知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 本日、ここに、令和

7年6月定例県議会を招集いたしましたところ、
議員の皆様には、ご健勝にてご出席を賜り、厚

く御礼を申し上げます。

説明に入ります前に、去る4月6日、壱岐沖で、
対馬市から患者を搬送していた民間医療搬送用

ヘリコプターの事故により、3名の方々がお亡
くなりになられました。

離島の救急医療の要として重要な役割を担っ

てきたヘリコプターの事故で、尊い命が失われ

たことは、痛恨の極みであります。

県民を代表して、お亡くなりになられた方々

に心から哀悼の意を表しますとともに、ご遺族

並びに関係者の皆様に衷心よりお悔み申し上げ

ます。

多くの離島や半島を有する本県において、ヘ

リコプターによる急患搬送は、救命率の向上や

後遺症の軽減を図るなど、命を守るために欠か

せないものであります。

その中核を担う県ドクターヘリは、事故を起

こしたヘリと同型であったため、国土交通省か

らの指示に基づく検査等を行い、5月30日から
運航を再開しております。

県ドクターヘリの運航休止期間中、救急患者

の搬送にご対応いただいた佐賀県や海上自衛隊

等の関係皆様方に心からお礼を申し上げます。

県としては、引き続き、ヘリコプターの安全

運航を徹底し、救急医療体制に支障がないよう

に努め、県民の安全安心の確保を図ってまいり

ます。

また、去る、4月21日にご逝去されました前
ローマ教皇フランシスコ台下に謹んで哀悼の意

を表します。

前ローマ教皇フランシスコ台下におかれまし

ては、本県における潜伏キリシタンの歴史や被

爆の経験に心を寄せていただきました。

特に、令和2年11月に本県をご訪問になられ
た際には、原爆落下中心地においてメッセージ

を発信されるなど、かねてより、県民の悲願で

ある核兵器廃絶を世界に向けて訴えてください

ました。

そのご功績に改めて深謝いたしますとともに、

安らかなるご永眠を心からお祈り申し上げます。

第267代ローマ教皇に選出されましたレオ14
世台下におかれましても、世界に向け、引き続

き平和のメッセージを発信いただくとともに、

被爆地長崎をご訪問され被爆の実相に触れてい

ただきたいと考えております。

次に、このたび、県議会議員にご当選されま

した田川正毅議員に対しまして、心からお慶び

を申し上げます。

それでは、開会に当たり、当面する諸課題に

ついて所信を申し述べますとともに、前定例会
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以降、今日までの県政の重要事項について、ご

報告を申し上げたいと存じます。

（社会経済情勢とその対応）

本県の景気は、生産活動の増加や所得環境の

改善などから、「緩やかに回復している」とさ

れておりますが、エネルギー・食料品価格等の

物価高騰が依然として続いており、昨今の米国

の関税措置などにより、県民生活や経済活動へ

のさらなる影響が懸念されるところであります。

県では、これまで、プレミアム付き商品券な

どの生活支援や、生産性向上のための設備等の

導入支援をはじめ、国や市町等と連携しながら、

物価高騰対策を講じてきております。

また、米国関税措置の影響を受ける県内中小

企業の資金繰りに万全を期すため、県の制度融

資である「緊急資金繰り支援資金」の取扱いを

7月1日から開始することとしており、引き続き、
社会経済情勢の動向を注視し、必要な対応を図

ってまいります。

（新たな総合計画の策定）

近年、人口減少や少子・高齢化等に伴う人口

構造の変化に加え、デジタル技術の進展やエネ

ルギー・物価の高騰、気候変動の影響などによ

り、本県を取り巻く社会経済情勢や人々の意識

にも大きな変化が生じているものと認識してお

ります。

県では、こうした潮流を的確に捉えながら、

本県の将来像を見据え、ポテンシャルや特性を

最大限に活かし、グローバル社会における競争

力を高め、県勢の持続的な発展に繋げていくた

めに、令和8年度以降の5年間の政策の方向性を
示す新たな総合計画について、今般、素案骨子

を策定したところであります。

素案骨子においては、基本理念の考え方とし

て、国の地方創生2.0の基本姿勢と同様に、当面、

人口や生産年齢人口が減少するという事態を正

面から受け止めたうえで、都市と地方や地方同

士の人材交流・人材循環を促進しながら、人口

減少社会の中においても経済成長を図り、活力

ある地域社会づくりに取り組み、将来にわたり

持続的な発展を目指してまいりたいと考えてお

ります。

そのため、多様な主体と連携し、地域の力を

結集しながら、地域社会の基盤となる経済の活

性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者

や女性をはじめ誰もが活躍・チャレンジできる

環境づくり、最先端技術の効果的な活用による

稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐこととし

ております。

また、本県の優位性を活かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担うこどもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会

環境づくりなどにも積極的に取り組んでまいり

ます。

こうしたことから、次期計画については、実

効性の高いものとなるよう、「こども」「くら

し」「しごと創造」「にぎわい」「まち」の5
つの柱のもと、12の基本戦略と、その戦略に基
づく施策を掲げるとともに、本県及び県内各地

域の特性等を踏まえた分野別並びに地域別の取

組を盛り込むことについても、検討していると

ころであります。

併せて、厳しい財政状況の中においては、施

策の推進にあたり、新たな財源確保対策を含め、

さらなる税財源の充実・強化に努めてまいりた

いと考えております。

また、概ね10年後のありたい姿として先行的
に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」
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とタイアップするとともに、地方創生2.0をはじ
め国の政策と連動するほか、総合計画と同様に

令和7年度末で終期を迎える「第2期長崎県ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」とも整合を図

りながら、一体的に検討を進めてまいりたいと

考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお聴きしなが

ら検討を重ね、県民の皆様のご意見も踏まえつ

つ、今年度中の計画策定を目指してまいります。

（防災対策）

去る4月7日に五島市で発生した林野火災に
ついては、幸いにして、人的被害や住宅等の被

害が発生することなく、翌8日に鎮圧され、10
日に鎮火が確認されました。

火災発生以降、地元消防による地上からの消

火活動に加え、県においても、五島市からの要

請を受け、県防災ヘリコプターを出動させると

ともに、陸上自衛隊に対して災害派遣要請を行

い、連携して空中からの消火活動を実施いたし

ました。

また、県においては、長崎県広域消防相互応

援協定に基づき、長崎市、佐世保市、県央地域

広域市町村圏組合、新上五島町の各消防にも、

協定締結後初めての広域応援要請を行い、地上

からの消火活動にあたっていただきました。

私も現地の被害状況を確認してまいりました

が、連携した消火活動等により、被害が最小限

に食い止められたと実感したところであり、ご

尽力いただいた全ての関係機関の皆様に心から

感謝を申し上げます。

県としては、市町や関係機関と連携して、火

災予防の周知啓発に努めるとともに、今回の経

験を活かしつつ、さらなる訓練等を通じて、よ

り迅速かつ的確な消火活動に繋げてまいります。

去る3月31日、南海トラフ地震の被害につい

て、国は、最新の知見や防災対策の進捗等を踏

まえ、30センチメートル以上の浸水地域と避難
者数が全国で3割増加するなどといった新たな
想定を公表しました。

本県の被害想定についても、死者数が最大で

80人であったものが500人に、要救助者数が400
人から1,100人になるなど、見直し前と比較して、
大幅に増加しております。

今回の見直しに伴い、国から、大津波などに

よる被害が想定される地域を含む都府県に対し、

南海トラフ特措法に基づく「南海トラフ地震防

災対策推進地域」の指定に関する意見照会があ

り、本県は、指定基準を満たす7市にも意向を
確認のうえ、先月、指定に異議がない旨を回答

いたしました。

併せて、広域防災体制の一体性を確保する必

要があるため、津波高が指定基準よりわずかに

低い新上五島町についても、町の意向を踏まえ、

指定を求める意見を提出したところであります。

今後、国による地域指定が行われる予定であ

り、それを受け、県においては、「南海トラフ

地震防災対策推進計画」を策定し、県民の安全・

安心の確保に力を注いでまいります。

（半島地域の振興）

本年3月末が期限となっていた半島振興法に
ついては、去る3月26日に改正法が成立し、令
和17年3月までその期間が延長されたところで
あります。

この間、ご尽力を賜りました本県選出国会議

員の皆様をはじめ県議会及び関係皆様方に、心

から感謝申し上げます。

今回の改正では、本県として、能登半島地震

を踏まえ、特に強く要望してまいりました「半

島防災」が目的や基本理念に明記されるととも

に、配慮規定に「道路等の交通施設、水道、下
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水道等の施設の整備」、「災害応急対策・復旧

に係る体制整備」などの項目が新たに盛り込ま

れたところであります。

県としては、国の基本方針に基づき、地域の

特性に応じた実効性のある半島振興計画を速や

かに策定するとともに、関係市町等と連携しな

がら、半島地域の自立的発展に向けて取り組ん

でまいります。

（長崎空港の発展に向けた取組）

長崎空港は、昭和50年に、大村湾に浮かぶ箕
島を埋め立てた世界初の本格的海上空港として

誕生以来、長崎の空の玄関口として本県の発展

に大きな役割を担ってまいりました。

昨年度の利用者数は、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大による利用者の落ち込みを乗り

越え、5年ぶりの300万人台となる約307万人を
記録しており、平成30年度に記録した過去最高
利用者数の約94％まで回復しております。
こうした中、去る5月1日、多くの関係者のご

出席のもと、開港50周年の記念セレモニーが開
催されたところであり、改めて、これまで長崎

空港の開港・発展にご尽力いただいた関係者の

皆様に心からお礼を申し上げます。

県では、現在運航されている国内9路線と国
際2路線の11の定期路線の利用促進に加え、新
たな航空路線の誘致に積極的に取り組んでいる

ところであり、引き続き、国内外の活力を取り

込むことで、観光消費額の拡大を図り、地域経

済の活性化につなげてまいります。

（文化の振興）

長崎県美術館は、平成17年の開館以降、「呼
吸する美術館」をコンセプトに、水辺の森公園

と調和し運河をまたぐ開放的な美術館として、

多くの方々に親しまれ、本年2月には、総入館
者数が700万人を突破いたしました。

こうした中、去る4月11日には、多くの関係
者のご出席のもと、開館20周年記念式典を開催
したところであります。

今後も、現在開催中であり、歴代の企画展の

最多動員を更新した「金曜ロードショーとジブ

リ展」のほか、プラド美術館からゴヤの名画を

お借りして開催する企画展や「皇居三の丸尚蔵

館収蔵品展」などを実施することとしておりま

す。

引き続き、長崎県美術館が、本県の芸術文化

の発展に寄与し、また、本県の魅力を広く発信

していく文化活動の拠点として、県民の皆様に

親しまれる美術館となるよう取り組んでまいり

ます。

（中国との交流）

本年は、長崎県と中国との友好交流の懸け橋

として重要な役割を果たしてきた中国駐長崎総

領事館の開設40周年という節目の年でありま
す。

県ではこれを記念して、去る6月4日、長崎市
内において、呉江浩中国駐日本国特命全権大使

をお招きし、祝賀会を開催いたしました。

その際、私は、これまでの交流促進のための

ご尽力に対する感謝とお祝いを申し上げ、ご出

席の皆様と意見を交わす中で、改めて、本県と

中国との交流の歴史において中国駐長崎総領事

館が果たしてきた役割の大きさを認識したとこ

ろであります。

今後とも、中国駐長崎総領事館のご支援をい

ただきながら、長年にわたって築かれてきた本

県と中国との絆が、さらに強固なものとなるよ

う、様々な分野での交流を推進してまいります。

（日本産水産物の中国向け輸出再開にかかる日

中合意）

去る5月30日、農林水産省から、日本産水産
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物の中国向け輸出再開のために必要な技術的要

件について、日中双方で合意に至ったことが発

表されました。

令和5年8月のALPS処理水の放出以降、中国
向け日本産水産物の輸出が全面停止している中、

県としては、これまで国や中国に対し、停止措

置の早期解除に向けた要請を積極的に行ってき

たところであり、今般の発表は輸出再開への前

進であると受け止めております。

引き続き、輸出再開に向けた動向を注視しつ

つ、関係機関と連携し、再開時の速やかな輸出

に向けた調整等を進めてまいります。

（核兵器廃絶に向けた取組）

去る4月27日から5月3日まで、核兵器不拡散
条約再検討会議準備委員会の開催に合わせ、徳

永県議会議長とともにアメリカ・ニューヨーク

市を訪問いたしました。

現地では、広島県やモンゴル国政府等との共

催による安全保障と持続可能性などをテーマに

したシンポジウムを開催したほか、次代を担う

「ナガサキ・ユース代表団」が核軍縮と核兵器

廃絶に向けた新たな戦略を考えるイベントに参

加し、議長からも平和に対する思いをお話しい

ただいたところでございます。

また、アントニオ・グテーレス国際連合事務

総長やアメリカ合衆国、ロシア連邦、タイ王国

などの各国軍縮関係者と面会したところであり

ます。

その際、「長崎を最後の被爆地に」という県

民の皆様の強い思いをお伝えするとともに、次

期SDGsの目標に核兵器廃絶を位置付けること
を目指して、各国の政府関係者が参加する組織

体の立ち上げに向けた働きかけを行ってまいり

ました。

面会した方々からは、被爆80年を迎える中、

国際社会において、被爆県が果たす役割が、こ

れまで以上に大きくなっていくことへの期待が

寄せられたところであります。

また、広島県と連携して行っている持続可能

性の観点からの核兵器廃絶に向けた取組につい

てご賛同いただくとともに、人材育成やサイド

イベントでの本県との連携可能性に言及いただ

くなど、大変意義深いものとなりました。

県としては、今後とも、今回のNPT再検討会
議準備委員会への参加によって得られた新たな

ネットワーク等も活用しながら、長崎市や広島

県、関係団体等と連携のうえ、一日も早い核兵

器廃絶と世界恒久平和の実現に向け、全力を尽

くしてまいります。

（ながさきピース文化祭2025の開催準備）
「ながさきピース文化祭2025」の開催まで、

残すところ3か月となり、成功に向けて市町や
関係団体等と最終調整を行っているところであ

ります。

9月14日にアルカスSASEBOで行われる文化
祭の幕開けを飾る「開会式」については、先日、

さだまさしさんをはじめとした出演者を発表す

るとともに、一般観覧者の募集を開始したとこ

ろであり、大会の気運も一気に高まってまいり

ました。

そうした中、去る6月7日、させぼ五番街にお
いて開催した100日前イベントでは、本県の文
化芸術を披露する各種ステージイベントを実施

したほか、開会式に出演されるれるアンバサダ

ーの長濱ねるさんと共に、私も文化祭を積極的

にPRしてまいりました。
引き続き、本県が持つ文化の魅力が十分に感

じられ、多くの皆様の心に残る文化祭となるよ

う、市町や関係団体等と連携し、開催に向けた

準備に万全を期してまいります。
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（教育環境の充実と教育を支える人材の確保）

子どもたち一人ひとりの個性に対応した質の

高い教育や社会の変化に対応した学びを推進し

ていくためには、多様な学びの場の提供や教育

環境の充実のほか、教育を支える人材の確保が

必要であると考えております。

このような中、令和5年度から大村市の県教
育センター内に開設の準備を進めておりました

長崎県遠隔教育センターについては、九州初と

なる遠隔授業の拠点として、去る4月11日に開
所式を行ったところであり、今年度は離島半島

部の小規模校9校に、情報や理科の専門科目な
どを配信しております。

県としては、この遠隔教育センター、愛称、

「デクット」の活用により、地理的要因や学校

規模にとらわれない、多様で豊かな学びの提供

を推進してまいります。

（石木ダムの推進）

石木ダムについては、渇水や洪水などの自然

災害から地域の皆様の安全・安心の確保を図る

うえで必要不可欠な事業であり、早期完成を目

指す必要があることから、工期内の確実な完成

に向け、工事工程に沿って着実に工事を進めて

まいります。

一方で、川原地区にお住まいの13世帯の皆様
のご理解とご協力を得たうえで、事業を円滑に

進めることが最善であることから、去る4月20
日及び6月1日に川棚町において、石木ダムの技
術的な疑問等に対する説明会を開催し、川原地

区にお住まいの皆様にもご参加をいただいたと

ころであります。

また、佐世保市及び川棚町とともに策定を進

めております水源地域整備計画については、昨

年12月に素案の公表を行い、広くご意見を伺っ
たところであります。

今後、いただいたご意見や地元説明会の結果

等を踏まえ、国へ計画を提出する予定としてお

ります。

県としましては、石木ダムの一日も早い完成

に向けて、引き続き、佐世保市及び川棚町と一

体となって事業の推進に力を注いでまいります。

（幹線道路の整備）

県では、産業の振興や交流人口の拡大による

地域の活性化、さらには強靱な県土づくりに向

けて、高規格道路など幹線道路の整備を進めて

おります。

去る4月1日に発表された今年度の国土交通
省関係予算において、島原道路で唯一の未事業

化区間である諫早市小野町から長野町間につい

て、計画段階評価に着手されることとなりまし

た。

これは、同区間の新規事業化、さらには島原

道路全線開通に向けての大きな一歩として、大

変喜ばしいことであります。

さらに、今回、島原半島地域における道路網

について、計画の具体化に向けた検討を進める

ことが、国土交通省から示されたところであり

ます。

この間、ご尽力を賜りました本県選出国会議

員の皆様をはじめ、県議会並びに関係市の方々

に対し、心から感謝申し上げます。

また、西九州自動車道の松浦佐々道路につい

ては、松浦から平戸インター間の今年度の完成

供用に向け整備が進められるとともに、佐世保

市江迎地区では江迎2号トンネルに着工される
など、着実に事業が推進されております。

このほか、西彼杵道路については、大串白似

田バイパスにおいて、トンネル工事に向けた工

事用道路の整備に着手するとともに、未事業化

区間のうち長崎市長浦町から日並インター間の
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事業化に向けた環境影響評価の手続きを進めて

まいります。

引き続き、産業の振興や地域の活性化に寄与

する高規格道路の整備推進に全力で取り組んで

まいります。

（企業誘致の推進）

企業誘致については、特に誘致競争が激しい

アンカー企業の立地に適した大型の工業団地整

備に向け、民間活用による整備を図るため、県

と東彼杵町が連携し、公募しておりました事業

者について、去る6月11日に、大和ハウス工業
株式会社を優先交渉先事業者として決定いたし

ました。

今後、同社とスケジュールや整備手法等につ

いて、具体的な協議を進め、半導体など成長分

野のアンカー企業誘致に向けた工業団地の整備

に取り組んでまいります。

また、去る3月26日、兵庫県に本社を置く株
式会社Wave Technologyが、長崎市への立地
を決定されました。同社は、情報通信関連機器

の設計・開発を実施されており、5年間で15名
を雇用し、電気自動車などに使用されるパワー

エレクトロニクス機器の設計などを行うことと

されております。

さらに、6月10日には、東京都に本社を置き、
長崎市、佐世保市及び五島市に立地している株

式会社ディーソルが、新たに島原市への立地を

決定されました。同社は、5年間で100名を雇用
し、医療関連企業向けのBPOサービスなどを行
うこととされております。

引き続き、雇用の拡大と地域経済の活性化を

目指して、地元自治体や関係機関と連携しなが

ら、企業誘致の推進に力を注いでまいります。

（文化財の返還）

平成24年10月に盗難され韓国に持ち出され

た県指定有形文化財「観音寺の観世音菩薩坐像」

が、去る5月12日に、対馬市の観音寺に返還さ
れ、同日、対馬博物館に収蔵されました。

当該仏像は、地域の人々により大切に守り伝

えられてきた心の拠り所であり、無事に返還さ

れたことは、大変喜ばしく、関係皆様のこれま

でのお力添えに深く感謝申し上げます。

県としては、対馬博物館に収蔵された当該仏

像をはじめ、本県の貴重な文化財の保存活用に、

引き続き、尽力してまいります。

（スポーツの振興）

本年3月に開催されました「全国高等学校選
抜大会」において、本県高校生が素晴らしい成

績を収めました。

団体競技では、島原高校剣道部が、男子団体

で悲願の初優勝に輝き、個人競技では、ウエイ

トリフティング競技男子67㎏級で諫早農業高
校の田中彗斗選手が優勝を飾りました。

また、3月20日から23日まで行われた第62回
全日本ボウリング選手権大会では、男子3人チ
ーム戦で本県チームが優勝、個人総合において

も福満 亮選手が優勝を果たしました。

選手並びに指導に当たられた関係者の皆様の

ご健闘をたたえるとともに、引き続き、本県選

手の活躍に向け、競技団体等と連携しながら、

競技力の向上に取り組んでまいります。

プロバスケットボールチーム長崎ヴェルカは、

2年目の挑戦となったトップリーグのB1におい
て、26勝34敗の西地区6位という成績で今シー
ズンを終えました。

ハピネスアリーナを新たな本拠地とした今シ

ーズン、ホームゲームの平均入場者数はB1の全
24チーム中4位と、会場は毎試合、大きな盛り
上がりを見せたところであります。

国内最高峰の舞台で戦い抜いた監督、選手、



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月１６日）

- 12 -

関係者の方々のたゆまぬご努力に対して、深く

敬意を表しますとともに、厚いご支援をいただ

いた、県民の皆様方をはじめ、経済界、関係団

体の皆様に心から感謝申し上げます。

地元プロスポーツクラブである長崎ヴェルカ

の存在は、県民に夢や感動を与え、地域の活性

化に大きく寄与するものであり、来シーズンの

さらなる活躍を期待するとともに、県としても、

引き続き、市町や関係者、県民の皆様と一体と

なってしっかりと後押しをしてまいります。

次に、議案関係についてご説明いたします。

まず、補正予算でありますが、今回は、国庫

補助事業の内示に伴う事業費の追加、その他緊

急を要する経費について編成いたしました。

一般会計58億4,775万1,000円の増額補正を
しております。

この結果、現計予算と合算した本年度の一般

会計の歳入歳出予算額は、7,406億526万8,000
円となり、前年同期の予算に比べ50億7,248万
9,000円の増となっております。
次に、予算以外の議案のうち、主なものにつ

いてご説明いたします。

第69号議案「知事及び副知事の給与及び旅費
に関する条例の一部を改正する条例」は、私の

政治資金等に係る一連の問題で、県政の混乱を

招き、県民の皆様にご心配をおかけしたことに

対し、深く反省し、心からお詫びを申し上げる

とともに、私個人としての道義的責任を明確に

するため、自らへの処分として、給料について、

1か月間全額を減額するため、所要の改正をし
ようとするものであります。

第74号議案「長崎県立佐世保青少年の天地条
例等の一部を改正する条例」は、長崎県立千々

石少年自然の家の廃止及び県立青少年施設の安

定した施設運営の継続のため、所要の改正をし

ようとするものであります。

第75号議案「長崎県営バス運賃等条例の一部
を改正する条例」は、輸送サービスを継続して

提供するため、運賃の見直しをしようとするも

のであります。

第76号議案「長崎県技能会館条例を廃止する
条例」は、諫早市への移譲に伴い、長崎県立諫

早技能会館を廃止しようとするものであります。

第85号議案は、長崎県収用委員会の委員の任
命について議会の同意を得ようとするものであ

ります。

委員といたしまして、楠本 愛氏、久村豊彦

氏を任命しようとするものであります。

いずれも適任と存じますので、ご決定を賜り

ますよう、よろしくお願いいたします。

なお、収用委員会委員を退任されます、山口

雄二委員には、在任中、多大なご尽力をいただ

きました。この機会に厚くお礼申し上げます。

その他の案件については、説明を省略させて

いただきますので、ご了承を賜りたいと存じま

す。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

なにとぞ、慎重にご審議のうえ、適正なるご

決定を賜りますようお願い申し上げます。

〇徳永達也議長 本日の会議は、これにて終了

いたします。

明日から6月19日までは、議案調査等のため
本会議は休会、6月20日は、定刻より本会議を
開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１０時４０分 散会 ―
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令和７年６月２０日（金曜日）

出 席 議 員（４４名）

１番 欠     番

２番 大 倉   聡 議員

３番 本 多 泰 邦 議員

４番 白 川 鮎 美 議員

５番 まきやま 大 和 議員

６番 田 川 正 毅 議員

７番 虎 島 泰 洋 議員

８番 畑 島 晃 貴 議員

９番 湊   亮 太 議員

１０番 冨 岡 孝 介 議員

１１番 大久保 堅 太 議員

１２番 中 村 俊 介 議員

１３番 山 村 健 志 議員

１４番 初 手 安 幸 議員

１５番 欠     番

１６番 宮 本 法 広 議員

１７番 中 村 泰 輔 議員

１８番 饗 庭 敦 子 議員

１９番 堤   典 子 議員

２０番 坂 本   浩 議員

２１番 鵜 瀬 和 博 議員

２２番 清 川 久 義 議員

２３番 坂 口 慎 一 議員

２４番 千 住 良 治 議員

２５番 山 下 博 史 議員

２６番 石 本 政 弘 議員

２７番 中 村 一 三 議員

２８番 大 場 博 文 議員

２９番 近 藤 智 明 議員

３０番 宅 島 寿 一 議員

３１番 山 本 由 夫 議員

３２番 堀 江 ひとみ 議員

３３番 中 山   功 議員

３４番 小 林 克 敏 議員

３５番 川 崎 祥 司 議員

３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員

３９番 ご う まなみ 議員

４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員

４５番 溝 口 芙美雄 議員

４６番 田 中 愛 国 議員

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

中 尾 吉 宏 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 15 -

石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

安 達 健太郎 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

中 島 廣 義 選挙管理委員会委員

真 下 和 枝 公安委員会委員

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、一般質問を行います。

中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員）（拍手）〔登壇〕 皆

さん、おはようございます。

南島原市選挙区選出の中島浩介でございます。

よろしくお願いいたします。

1、知事の政治姿勢について。

（1）任期1期目の総括について。
大石知事におかれましては、令和4年3月に本
県の知事に就任されて以降、これまで約3年間、
まあ、いろいろございましたけれども、県内外

の多方面から選ばれる新しい長崎県の実現を目

指して、県政の基本方針である総合計画に基づ

き、各種施策を推進されてきたものと認識して

おります。

そのような取組の結果、企業誘致などによる

雇用創出や農業産出額、県外からの移住者数の

増加など、成果にもつながっているものと考え

ております。

そこで、知事としての任期は、最終年度の4
年目を迎え、残すところ1年を切ったところで
すが、これまで3年余りを振り返って、ご自身
の取組や成果をどのように考えていらっしゃる

のか、お尋ねいたします。

また、令和7年度は、知事としての任期だけ
じゃなく、総合計画も最終年度を迎えることを

踏まえて、どのようなことに力を入れていこう

となさっているのか、併せてお尋ねいたします。

以後は、対面演壇席にて質問させていただき

ます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 中島議員のご質問に

お答えをさせていただきます。

私は、知事就任以来、県民の皆様が、長崎県

が変わった、元気になったと実感され、長崎へ

の誇りや未来への期待感を抱き、自分のふるさ

とを愛し、自慢したくなるような長崎県を築い

ていきたいと、その思いから、様々な関係皆様

方と力を合わせて、日々、県勢発展に全力で取

り組んでまいりました。

また、県政の推進に当たっては、地域の声や

現場のニーズを的確に把握し、デジタル技術を
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はじめ、新しい視点も意識しながら、スピード

感を持って対処してきたところであります。

例えば、大規模な赤潮被害やびわ産地の寒波

被害、露地みかん等の降ひょう被害などが発生

した際には、私自身が迅速に現場に赴き、その

状況を確認のうえ、生産者等のお声をお聞きし

ながら、必要な対策を講じてまいりました。

また、新型コロナウイルス感染症の流行によ

って、国内外が未曽有の危機に直面する中、県

民の皆様の生命を守るため、様々な関係者とと

もに感染拡大の防止に取り組んだ結果、感染者

数及び死亡者数の割合は、全国平均よりも低く

抑えられたところであります。

こうした中、各種施策の成果についてであり

ますが、こども分野におきましては、高校生世

代までの医療費助成制度や保育士等の処遇改善

にかかる支援制度を創設するとともに、国際交

流関係では、Ｇ７保健大臣会合・国際賢人会議

の開催や長崎～上海及び長崎～ソウル間の国際

定期航空路線の運航再開ができました。

また、産業振興分野におきましては、世界的

な半導体企業や研究機関等の本県への企業誘致

が30件、約2,000名の雇用計画数となっている
ほか、肉用牛、クロマグロなどの生産性向上対

策等により、本県の重要な基幹産業であります

農林水産業の産出額は、令和5年度までの2年間
で約330億円増加するなど、具体的な成果につ
ながっているものと考えております。

さらに、県民生活の利便性向上を図るため、

ドローンの利活用を先進的に行う本県初となる

国家戦略特区の指定やジェットフォイル更新に

対する支援に加え、遠隔教育センターの開設や

オンライン診療体制の構築など、将来を見据え

た新しい取組にも着手することができたものと

認識しております。

こうした一方で、現下の物価高騰や人手不足

などの社会経済情勢を踏まえますと、さらに迅

速かつ的確な施策を講じる必要があることから、

今年度においては、中小・小規模事業者への支

援体制の充実をはじめ、きめ細やかな対応を図

るとともに、最終年度を迎える総合計画の総仕

上げと、「新しい長崎県づくりのビジョン」の

推進に力を注いでまいります。

今後とも、市町や民間、関係団体等と連携・

協働しながら、県民の皆様と思いや力を合わせ、

本県が抱える諸課題の解決を図り、県勢発展に

全力を尽くしてまいりたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員）（2）新たな総合計
画の策定について。

コロナ禍をしっかりと乗り越えられて、そし

てまた企業誘致はじめ、各産業の振興にこれま

で取り組んでいらっしゃる中で、新たな総合計

画の策定について、お考えということでござい

ます。

現在、県では、令和8年度から新しい総合計
画の策定を進められており、今議会には、素案

骨子が示されているところでございます。

総合計画は、社会経済情勢の動きや本県の特

性、課題を踏まえながら、将来の県の目指すべ

き姿の実現に向けた指針と基本的な計画であり、

大変重要なものと認識しております。

そのような中、国においては、地方創生2.0
の議論が行われておりますが、本県の計画策定

に当たっても、その内容を取り入れながら検討

し、本県の課題解決につなげていくべきだと考

えております。

そこで、素案骨子における計画の基本理念の
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考え方について、知事にお尋ねいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 新たな総合計画の策定に当た

りましては、人口構造や社会経済情勢の変化を

捉えながら、本県のポテンシャルや特性を最大

限に活かして、グローバル社会における競争力

を高め、県勢の持続的な発展を目指すこととし

ております。

基本理念の考え方におきましては、国の地方

創生2.0の基本姿勢と同様に、当面の人口減少に
つきまして、正面から受け止めたうえで、広域

的な人材の交流や循環を促進しながら、経済の

成長を図り、活力ある地域社会づくりに取り組

んでまいりたいと考えております。

そのため、経済の活性化に向けて、力強い産

業の実現と良質な雇用の創出のほか、若者や女

性をはじめ、誰もが活躍、チャレンジできる環

境づくりに力を注いでまいります。

また、最先端技術を効果的に活用し、稼ぐ意

識や力を高めて、国内外との交流を促進すると

ともに、子どもたちの健やかな成長を社会全体

で支えるほか、全世代の方々が健康で安心して

暮らせる社会環境づくりなどにも積極的に取り

組んでまいります。

今後、県議会や市町、県民の皆様のご意見を

十分にお聞きしながら、今年度中の計画策定に

向けて検討を深めてまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 次に、総合計画と

総合戦略の一体化についてでございますけれど

も、本県の第2期まち・ひと・しごと創生総合
戦略も、総合計画と同様に、本年度で終期を迎

えることになります。

次期総合計画は、総合戦略との整合を図りな

がら一体的に策定するとされておりますが、複

雑・多様化する社会においては、総合計画の施

策そのものが総合戦略と重なるものであり、ま

た、これまでの総合戦略に掲げられていない施

策も一体化により取り込めることから、非常に

意義のあるものと考えているところでございま

す。

そこで、今後、総合計画と総合戦略の一体化

については、どのような形で進めていかれるの

か、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 本県の総合計画と総合

戦略は、これまでも政策の整合性を確保し、体

系や目標を共通化するなど、一体的に推進して

きたところであります。

総合計画と総合戦略は、ともに今年度末で終

期を迎えますが、いずれも人口減少対策をはじ

めとする従来の施策に加え、複雑・多様化する

社会等に対応した、県政全般にわたる幅広い施

策の構築が必要となるなど、共通した課題や考

え方を有しております。

そのため、新たな総合計画においては、総合

戦略としても位置づけ、一体的に策定すること

とし、県民の皆様にとっても、わかりやすく、

実効性が高まるものとなるよう努めてまいりた

いと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） ご説明のとおり、

一体化することによって、なかなか今まで二本

化でわかりづらい部分もあったと思いますので、

ぜひ一本化して、県民の方々が、よりわかりや

すい計画にしていただきたいと思います。

（3）九州新幹線西九州ルートについて。
全線フル規格による整備の実現について。

開業3年目を迎えまして、インバウンドを含
めた多くの方に利用されるなど、期待どおりの
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効果を県内にもたらしている状況だと認識して

おります。

ただ、未整備区間である新鳥栖～武雄温泉間

は、いまだ整備方式が決まっておらず、昨年7
月、与党PTにおいて地元関係者のヒアリングが
行われて以降、大きな動きが見られていないの

が現状でございます。

全線フル規格の整備実現に向けて、今後どの

ように取り組んでいかれるのか、お尋ねいたし

ます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 全線フル規格で全国の新幹線

ネットワークにつながることは、交流人口の拡

大、そして地域振興に加えて、有事や災害時に

おける輸送機能として、防災、防衛の観点から

も、西九州地域全体に資するものであると考え

ております。

一方、未整備区間でございます新鳥栖～武雄

温泉間につきましては、国土交通省と佐賀県に

よる幅広い協議が続けられておりますけれども、

いまだ整備方式が決まってございません。

去る6月10日でございますけれども、政府施
策に関する提案・要望に際しましては、自民党

本部の小野寺政調会長や公明党本部の斉藤代表

などに直接お会いをしまして、フリーゲージト

レイン導入断念の経緯を踏まえた解決策の提示

や国を交えた関係者による協議の実施など、具

体的な対応を強く求めてまいりました。

今後、私自らが先頭に立ち、政府・与党に対

しまして議論の進展を働きかけるとともに、関

係者との意見交換を重ねるなど、全線フル規格

による整備の早期実現に向けて、全力で取り組

んでまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 全線フル規格に向

けた機運醸成についてですけれども、ご答弁の

とおり、知事もしっかり行政側として国、関係

団体に働きかけを行っていらっしゃるところで

ございますけれども、やはり地元の熱意が中央

を動かしていく原動力になるものじゃないかと

も思っております。

そこで、昨年、報道機関が佐賀県民に実施し

たアンケートによれば、フル規格の整備につい

て、賛否が拮抗しているという結果も出ている

ということでございますので、佐賀県内におい

ても、フル規格に対する考えや雰囲気が変わっ

てきたと感じております。

一日も早く全線フル規格の整備を実現するた

めにも、さらなる機運醸成を図る必要があると

考えますが、県では、どのように取り組んでい

かれるのか、お伺いいたします。

〇徳永達也議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 未整備区間である新

鳥栖～武雄温泉間の整備を推進するためには、

西九州新幹線の利用を促進し、その効果を西九

州地域全体で享受することで、全線フル規格の

機運を醸成することが重要であります。

このため、県では、新幹線を利用した修学旅

行への支援や記念イベントに合わせた県内各地

への周遊促進に取り組んでいるほか、JR九州が
幼稚園等を対象に実施した大村車両基地を新幹

線で訪れるツアー企画においても、大村市と連

携し、歓迎のおもてなしを行いました。

また、経済団体においても、昨年に引き続き、

整備促進に向けたシンポジウムを8月に開催さ
れると伺っており、今後も、市町や経済団体等

と連携しながら、西九州新幹線の利用を促進す

るとともに、全線フル規格整備の必要性を県内

外に発信することで、さらなる機運醸成を図っ

てまいります。
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〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 様々なイベントや

企画をされて、今後、こういった県民の機運の

醸成を図られるということでございますので、

ぜひ、このことがたくさんの話題になって、県

外、国の方にお話が伝わるような形でできれば

幸いと思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。

（4）石木ダムの整備について。
さきの2月定例会において、「川原地区にお

住まいの13世帯に対して、今後どのように理解
を求めていくのか」との私の質問に、大石知事

は、「説明会の開催や個別の説明を行うことで、

事業へのご理解をいただけるよう働きかけを続

けてまいりたい」との答弁をいただきました。

県は、4月と6月に川棚町において、石木ダム
の疑問に答える説明会を開催していますが、そ

の内容と結果はどのようなものだったのか、お

尋ねいたします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 説明会は、石木ダムに関

する技術的疑問等につきまして、川原地区にお

住まいの13世帯を含む住民の皆様方にご説明
するため、4月20日と6月1日に、川棚町におい
て開催しております。

その場には、市民による石木ダム再評価監視

委員会にも同席いただき、両日とも、約150名
の皆様の参加のもと、川棚川における治水計画

や費用対効果、環境への影響などの項目につき

まして、県の考えをご説明させていただいたと

ころでございます。

説明会につきましては、「一定の疑問が解消

された」との評価をいただきつつも、議論が平

行線となっているものもまだ残っております。

県としては、川原地区にお住まいの13世帯の

皆様のご理解、ご協力を得たうえで事業を進め

ることが最善との考えに変わりはなく、引き続

き、説明の努力を続けてまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 6月1日の説明会に
おきましては、住民側から、知事の出席を求め

る声もあったと聞いております。

事業への理解を得るためには、知事ご自身が

改めて川原地区の方々とお会いすることも必要

ではないかと考えますが、知事のお考えをお尋

ねいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 このたびの説明会につきまし

ては、技術的疑問等に対する説明会という位置

づけでありますことから、担当部局において対

応させていただいておりますけれども、今、中

島議員からお話あったとおり、6月1日の説明会
で、13世帯のお一人から、私の出席を求めるご
意見があったことは承知をしております。

私といたしましても、13世帯の皆様とお会い
したいということで、以前からお願いを続けて

きたところでございますので、そのような機会

をいただけるのであれば、ぜひお伺いをして、

石木ダム事業の必要性、また地域振興の取組な

どと併せて、お話をさせていただきたいと考え

ております。

技術的な説明を主眼としますこれまでの説明

会とは別の形で、どのように機会を設けるか、

改めて調整をさせていただきたいと考えており

ます。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 知事サイド側から

も、住民の方々にお会いして説明したいんだと

いうことをしっかりとお伝えいただいて、ぜひ

面会できる機会を設けてもらわないと、なかな
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かご理解を得られんで、ずっと先延ばしになっ

ていくのじゃないかということで心配しており

ますので、ぜひ取り組んでいただきたいと思い

ます。

（5）財政運営について。
新たな総合計画に基づく施策の積極的な展開

や石木ダム建設、九州新幹線西九州ルートをは

じめとした重点プロジェクトの推進、本県の重

要課題である人口減少対策、産業の振興、頻発

化・激甚化する自然災害等に対応するためには、

当然ながら、財源に裏打ちされた予算が必要に

なります。

県においては、持続可能な財政運営を目指し、

これまで「長崎県行財政運営プラン」に基づき、

歳入の確保及び歳出見直しの両面から収支改善

を積極的に推進されており、その結果、ここ数

年、基金を取り崩さない財政運営が達成できて

いることを評価しているところでございます。

しかしながら、「中期財政見通し」において

は、今後は厳しい財政状況が続く見込みとされ

ておりまして、このような中で、本県が直面す

る様々な課題の解決に必要な事業に取り組むた

めには、財政の健全性をしっかりと確保してい

く必要があると考えております。

そこで、今議会に提出されている令和6年度
の最終専決補正予算を踏まえ、県の財政状況の

現状と今後の財政運営について、知事はどのよ

うに考えていらっしゃるのか、お尋ねします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 本県の財政は、自主財源に乏

しく、歳入の多くを地方交付税や国庫支出金に

依存する脆弱な財政構造にあります。

そうした中、令和6年度は、政策評価等を活
用しまして、優先度の高い中核的な事業への見

直しや重点化を図りながら、物価高騰対策をは

じめ、子育て施策などの「新しい長崎県づくり

のビジョン」の推進や防災・減災、国土強靭化

対策など、県勢浮揚につながる各種施策の推進

に全力を注いできたところでございます。

一方、歳入面では、全国的な経済の持ち直し

等に伴い、県税収入は過去3番目となります
1,331億円を確保するとともに、地方交付税の増
額等を見込んでいるところでございます。その

結果、令和6年度は、基金を取り崩さない財政
運営を達成することができました。

しかしながら、本県財政を取り巻く環境は、

社会保障関係費や公債費の増加が見込まれるな

ど、厳しさを増していく状況にあります。

そのため、今後の財政運営に当たりましては、

物価高騰などの社会経済情勢を注視しつつ、引

き続き、歳入・歳出両面からの一層の収支改善

を図りながら、健全な財政運営に努めてまいり

たいと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） そこで、新たな歳

入確保が必要ではないかと考えているところで

ございますけれども、九州内を見ましても、既

に福岡県では宿泊税が導入されております。私

も前回の一般質問で質問させていただきました

けれども、また、ほかに佐賀県などにおいては、

特定のプロジェクトを応援する形でのふるさと

納税の活用が図られている状況でございます。

こういった他県の事例も参考にしていただい

て、今後、新たな財源確保にしっかりと取り組

んで、検討していただきたいと思っております。

（6）知事の給料を減額する条例案について。
長崎県議会においては、昨年6月定例県議会

一般質問に端を発した知事の政治資金等の疑義

に対し、議会としてチェック機能を果たすべく、

本会議での一般質問や総務委員会集中審査、全
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員協議会等、疑義の解明に膨大な時間と労力を

費やしてきたところでございます。

この問題に関し、我々自民党においては、去

る3月19日の2月定例会閉会後、知事に対し、「知
事自身が自らに処分を科してけじめをつけるこ

と」申し入れを行ったところでございます。大

石知事も、しっかりと重く受け止める必要があ

るとのことでございました。

そして、先日、自らの責任を明確にするため

に、給料の100％を1か月間減額するという条例
案が今議会に提出されたところでございます。

そこで、今回、ご自身への処分として、なぜ、

このような処分内容を判断されたのか、また知

事自身の思いや考え方をお尋ねいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 まずは、私の政治資金等にか

かる一連の問題で、県議会を巻き込み、県政の

混乱を招くとともに、県民の皆様や県職員をは

じめ、多くの方々にご心配とご迷惑をおかけし

たことに対して、深く反省をし、改めておわび

を申し上げる次第でございます。

この間、県議会におきましても、議員ご指摘

のとおり、様々な場面において、多くの時間を

割いてご議論いただく中で、私なりに事実関係

を整理し、県議会や記者会見の場などを通して、

できる限りの説明責任を果たすべく、丁寧な説

明に努めてきたところであります。

その中で、冒頭申し上げました、皆様にご迷

惑をおかけしたことに対する責任の大きさを感

じますとともに、この間の県議会における様々

なご議論を踏まえ、私個人の道義的責任を明確

にし、自らを処する必要があると、その考えに

至ったものであります。

そのうえで、速やかに直近の議会において、

自身の責任の重さと深い反省の気持ちをわかり

やすい形で県民の皆様にお示しをする必要があ

るものと考え、このような処分内容が適切であ

ると判断いたしました。

こうした考えのもとで、今議会において議案

の提出をさせていただいたところであり、二度

とこのようなことがないよう、反省の意を持ち

続けながら、これからも丁寧な対応に努めてま

いりたいと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） この一般質問が終

わった後の総務委員会の方でも説明されるとい

うことでございますので、今日は時間も限られ

ていることですから、しっかりと総務委員会の

方でご説明していただければと思いますので、

よろしくお願いいたします。

2、米国による関税措置への対応について。
（1）関税措置への対応について。
長い歴史の中では、様々な諸外国の情勢にお

いて、日本国また長崎県が影響を受けるという

こともございます。

今回の米国のトランプ大統領は、鉄鋼､アルミ

に続き、対日貿易赤字の中心である自動車につ

いて、4月3日に25％の追加関税を発動し、同日、
これとは別に、各国共通の10％の基本税率に加
え、日本には14％の上乗せ税率を設定すると発
表がありました。このうち、上乗せ分は、発動

を90日間猶予しており、7月9日を期限に、日米
政府間での交渉が継続されているところでござ

います。

貿易摩擦の激化が世界的な景気の後退を招き、

輸出関連企業の受注が減少することで、設備投

資の抑制や業績悪化等につながり、我が国の暮

らしにも影響が出るおそれがあると考えており

ます。

こうした中、本県におきましても、今後、地
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域経済への影響が懸念されますが、これまでの

県の対応と現状の認識について、お尋ねいたし

ます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 米国の関税措置によります本

県経済への影響を把握するために、県では、関

係部局からなる連絡会議を立ち上げまして、各

事業者への聞きとりを行うとともに、企業の資

金繰りに万全を期すため、相談窓口の設置や各

金融機関への要請など、一連の対策をスピード

感を持って実施してまいりました。

現時点におきまして、県内の窓口に寄せられ

ている相談は少ないものの、県内自動車関連企

業等へのヒアリングにおいては、一部の企業か

ら、「影響あり」との回答があってございます。

今後、関税協議の動向によっては、本県にお

いても、製造業また農林水産業などを中心に、

輸出が鈍化し、家計や企業のマインドの慎重化

を通じて消費や投資を下押しするおそれがあり、

本県経済全体を下振れさせるリスクがあるなど、

予断を許さない状況が続くものと認識をしてお

ります。

このような中、米国関税措置の影響を受ける

県内中小企業の資金繰りを支援するため、低利

な県の制度融資でございます「緊急資金繰り支

援資金」につきまして、7月1日から取扱いを開
始するとともに、農林水産業等については、関

係事業者への聞きとりを随時行うなど、県内経

済への具体的な影響を見極めながら、必要に応

じ対応策を検討してまいりたいと考えておりま

す。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 庁内連絡会議の開

催や相談窓口の設置、さらに中小企業に向けた

新たな制度資金の取扱いをされるなど、県の機

動的な対応を一定評価したいと思います。

一方、米国との協議は継続中であり、今後と

も、動向を注視していく必要がございます。

九州では、自動車産業を中心に、具体的な影

響も懸念されている中、次の質問に移りたいと

思います。

（2）企業の投資動向について。
九州におきましては、トヨタ自動車が電気自

動車向け電池工場の建設を延期するとともに、

日産自動車は、電池工場の建設計画自体を取り

やめるなど、企業の投資動向について、気がか

りな状況が続いている状況でございます。

そこで、米国との関税協議が進む中で、企業

の本県における投資の動向について、県では、

現時点でどのように把握されておられるのか、

お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県と県産業振興財団

では、米国関税措置の影響について、製造業の

本県における投資動向を把握するため、6月16
日まで県内外の企業147社に対し、ヒアリング
を実施しました。

このうち県内企業については、「影響あり」

が約1割、「現時点で不明」が約4割、「影響な
し」が約5割との回答があり、「影響あり」と
回答した企業のうち、7割以上は自動車関連企
業となっており、「今後、本県における投資計

画の見直しを検討する」といった回答がありま

した。

一方、「影響なし」と回答した県内企業は、

防衛やカーボンニュートラル関連で市場が拡大

している造船関連をはじめ、AI関連の需要が引
き続き拡大している半導体関連、欧州のエアバ

ス向けが中心となっている航空機関連の企業な

どとなっております。
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また、県外企業については、「影響あり」が

約2割、「現時点で不明」が約6割、「影響なし」
については約2割となっており、「現時点で不
明」と回答した企業の割合が県内企業に比べ高

くなっていることから、県外企業の本県に対す

る投資動向については、今後、より注視してい

くべきものと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 100社を超える県
内外の企業から聞きとりをされたということで、

ある一定、企業の動向については把握されてい

る状況ということで理解します。

今後、必要な対策を取るためにも、引き続き、

産業労働部と県の産業振興財団で企業の投資動

向の把握に努めていただき、対策を講じていた

だきたいと思います。

（3）県内企業の規模拡大や企業誘致の効果
について。

世界経済が不透明な中にあっても企業の投資

を引き出すため、県においては、5年後、10年
後の将来を見据えたインフラ整備など、着実に

進めるべきでございまして、先日、優先交渉先

の発表があった東彼杵町の工業団地の整備など

も着実に進め、本県産業の振興を図ることが大

変重要だと考えております。

隣県の熊本県においては、国や県の強力な産

業振興策のもと、半導体産業の集積が進み、特

に、菊陽町においては、固定資産税の税収が増

加し、地方交付税の不交付団体になる見通しで

あるといった報道や、小・中学校の給食費の無

償化、さらにはマンションや大型商業施設の建

設が相次ぐなど、企業立地により、県民の暮ら

しが大きく変わっているとお聞きしております。

本県においても、産業振興を図るため、県内

企業の規模拡大や企業誘致に当たって、投資や

雇用の規模に応じて補助金による支援を実施し

ておられます。

企業の立地が実現すると、地域では、衣食住

全てにおいて大きな経済効果が生まれ、税収的

にも大きな効果が生じるものと期待されており

ます。

そこで、県が工場の増設や立地などの規模拡

大に対して支援した企業について、その後の事

業活動により、どの程度県税収入があったのか、

また今後、本県における企業の投資をさらに促

進するため、県は、どのような方針で取り組ん

でいかれるのか、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 県では、県内企業の規模拡大

や企業誘致を促進するため、県と立地協定を締

結しました企業に対しまして、設備投資や雇用

創出数に応じて補助金による支援を実施してお

ります。

このうち、平成24年度から令和3年度の10年
間に補助金を受けた企業全78社について、工場
や事業所が本格的に稼働しはじめる補助金受給

3年後の平成27年度から令和6年度までの県税
収入を試算いたしますと、補助金額の約195億
円に対しまして、県税収入は約2.1倍の415億円
を超える額となっております。

県では、税源涵養の面からも大きな効果があ

る企業の投資を、さらに本県に呼び込むことが

重要であると考えておりまして、今後とも、半

導体や造船、航空機など、成長産業分野の県内

企業に対しまして、県内での投資を促すととも

に、企業誘致において、他県との競争に優位性

を発揮する工業団地の整備を進めるなど、県内

産業の振興に向けて、全力を尽くしてまいりた

いと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
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〇４０番（中島浩介議員） 答弁によりますと、

10年間で補助金総額よりも220億円多い県税収
入が得られているという状況でございます。1
年間で約22億円のプラスであり、財源が厳しい
本県にとっては、かなり大きい額と思っており

ます。

企業の投資を呼び込むことは、県税収入以外

にも、市町には固定資産税が入るほか、従業員

による日常の消費活動や住宅の購入など、大き

な経済波及効果が期待できます。

本県におきましても、ソニーや京セラなどの

投資が相次いでいる諫早市では、映画館なども

併設した大型商業施設の開業が予定されている

など、地域の暮らしが大きく変わる動きも見ら

れております。

県には、引き続き、本県に投資を取り込み、

新たな雇用も創出するよう、積極的な取組を期

待します。

（4）物価高対策について。
国におきましては、去る4月25日、米国関税

措置を受けた緊急対応パッケージを対策本部に

おいて決定され、現在、物価高騰対策として、

備蓄米の放出による米の価格抑制対策やガソリ

ン等の燃油価格支援策、電気・ガス料金支援な

どが進められているところでございます。

地方自治体に対しては、去る5月27日に、予
備費において、物価高騰対策重点支援地方創生

臨時交付金が1,000億円増額措置されたと聞い
ております。

本県におきましては、これまでも、国から交

付された重点支援地方交付金を活用しながら、

累次の生活者支援や各分野の事業者支援などに

取り組まれておりますが、今回も、これまでの

取組状況も踏まえつつ、国の動きに遅れること

なく、効果的な対策を講じていただくことが必

要と考えております。

そこで、今回の国の経済対策において、物価

高騰対策に対して、県として、どのような支援

が予定されているのか、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 県では、物価高騰など、厳し

い経済情勢が続く中、県民の皆様の生活や社会

経済活動をしっかりと支えていくことが重要で

あると考えており、これまでも、国の経済対策

による有利な財源を活用しながら、様々な対策

を積極的に講じてまいりました。

そのような中、5月末に、国の電気・ガス料
金支援にかかる閣議決定がなされ、新たに、重

点支援地方交付金が配分されたところでござい

ます。

県としましては、この交付金を活用し、国の

支援対象とならないLPガスや特別高圧電力料
金への支援のほか、医療機関等の公共性が高い

施設に対するエネルギー価格や食材料費高騰分

への支援を検討しており、今定例会への追加提

案も含め、速やかに対応してまいりたいと考え

ております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 高騰対策、じかに

影響を受けるエネルギー関係とかそういったと

ころ、あるいは医療、介護であったりとか、そ

ういった結構多岐にわたって対応されていると

いうことで認識しております。

ぜひ、今後とも、こういった予算の執行につ

いては、各方面の実情も踏まえた形で対応して

いただければと思いますので、よろしくお願い

します。

3、農業の振興について。
（1）園芸産地の振興について。
県では、「第3期ながさき農林業・農山村活
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性化計画」に基づき各種施策に取り組まれた結

果、本県の令和5年農業産出額は1,590億円と、
計画策定時から順調に増加している状況でござ

います。

特に、県全体の耕地面積の4分の1を占める島
原半島におきましては、恵まれた気候と土壌条

件を活かした産地が形成されており、本県で最

も農業が盛んな地域でございます。

また、農地の基盤整備が実施された地域にお

いては、生産性の向上を図れたことで、ブロッ

コリーやねぎ等の産地が拡大し、就農した若者

が定着するなど、地域の活性化につながってい

るものと考えております。

本県農業の振興を図るためには、こうした成

果を県全体に広げていく必要があると思います。

県は、今後、園芸産地の振興にどのように取り

組んでいかれるのか、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県といたしましては、地

域別・品目別に所得向上を図る「産地計画」を

基軸として、農地の基盤整備や集出荷施設の整

備のもと、省力化機械の導入や労力支援等を活

用した露地野菜の作付拡大、環境制御技術によ

る施設野菜の単収向上などにより、園芸産地の

維持・拡大を図ってまいりました。

こうした中、島原半島などの産地においては、

もうかる農業が実践され、就農した若者が地域

に定着することで、小学校の児童数増加につな

がる好循環が生まれております。

今後は、こうした事例が県内各地域に広がる

よう積極的に情報発信を行うとともに、関係団

体や市町と連携し、新たな基盤整備やJAのリー
スによる園芸用ハウスの整備等の推進により、

さらなる園芸産地の振興に取り組んでまいりま

す。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 県全体に広げてい

くためには、やはり農地の基盤整備を進めてい

くことが必要だと思っております。

（2）中山間地域における農地の基盤整備に
ついて。

園芸産地の振興を図り、しっかりと担い手を

確保し、将来にわたって地域の農業をつなげて

いくためには、その基礎となる農地の基盤整備

が特に重要と考えております。

島原半島では、20年ほど前から、中山間地域
の畑地を中心に基盤整備が進み、生産性の高い、

魅力ある園芸団地が形成され、多くの担い手が

育つなど、大きな成果が出ているところでござ

います。

今後、このような成果を県域に広げるため、

どのような農地の基盤整備を推進していかれる

のか、その考えについて、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県では、地域での話合い

をもとに作成された地域計画に基づき、営農計

画や地元農家の意向を踏まえ、担い手を確保し

たうえで、地形条件などの地域の実情に応じた

農地の基盤整備に市町や関係機関と連携して取

り組んでおります。

現在、大村市や五島市、西海市などの畑地や

樹園地で新規整備に向けて取組を進めており、

今後とも、生産性や農業所得の向上、地域活性

化に資する農地の基盤整備を積極的に推進して

まいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 実際もう成功例が

結構できているわけですので、これを基に、県

域にも広げていただければと思っております。

よろしくお願いいたします。
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（3）長崎・食の賑わい創出プロジェクトに
ついて。

プロジェクトの調査結果について、お伺いい

たします。

昨年、県では、「新しい長崎県づくりのビジ

ョン」を策定し、本県の農産物など、食材を活

かした「長崎・食の賑わい創出プロジェクト」

に取り組んでいると伺っております。

プロジェクトやビジョンに掲げる「THE ワ
ールドクラス 世界が惚れ込む食体験」の実現

とシビックプライドの醸成を目的に、食の賑わ

いの場の創出に向けた可能性調査を実施された

とお聞きしております。

そこで、昨年度実施された調査結果について、

お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 昨年行った調査結果では、

食の賑わいのあるべき姿として、本県の食材の

価値や生産者の思いが伝わる食体験を提供する

場であることが望ましいことと併せて、拠点候

補地と賑わい創出までのロードマップが示され

ました。

具体的には、県北地域において、佐世保朝市

という地域固有の食の施設を有する「万津エリ

ア」を拠点候補地とし、食の賑わいの場の創出

を目指していくことが提案されております。

また、県南地域においては、民間主導による

食に関する動きが複数あることを踏まえ、拠点

としては、元船の新施設を一つの目標としつつ、

まずは長崎エリア全体で民間の連携を促し、に

ぎわいを創出していくことが必要であると報告

されたところです。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 今年度、食の賑わ

いの場の創出に取り組むということでございま

すけれども、この食の賑わいの場の創出に向け

た現在の取組状況をお尋ねいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 食の賑わいの場の創出に

ついては、6月に、県北地域の「万津エリア」
において、朝市など、地元の関係者や市町等と

連携したイベントを実施し、訪れた人々に、小

値賀町のヒラマサや雲仙市の農産加工品など、

県内の様々な食を味わい、楽しんでいただくこ

とで、多くの交流が生まれる機会となりました。

今後は、秋以降の本格試行に向け、今回行わ

れた取組の課題を整理したうえで、旬の食材を

味わえる朝食の提供の仕組みづくりなどを検討

していくこととしております。

さらに、料理人や生産者など、食に携わる人々

がつながりをつくる交流の場の創出や観光客の

本県の食に対する理解促進と県民の誇りの醸成

を目的とした食文化の情報発信に努めてまいり

ます。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） まずは、県北の「万

津エリア」で、秋以降、本格的にされるという

ことであります。

一定、皆さんに周知徹底や認識度が高まって

から、結構皆さんがにぎわっていくのかなとい

うイメージをしておりますので、できれば一定

成果が出るまでは、根気強く継続していただけ

ればと思っております。そこの一点が成功する

ことによって、他の地域でも、じゃ、同じよう

な形でやりましょうかという流れになってくる

ものと思いますので、ぜひよろしくお願いした

いと思います。

4、水産業の振興について。
（1）中国向け輸出再開について。
中国からの輸出の全面停止ということが発令
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されて、今、停止が続いているところでござい

ます。

県も、その分を中国以外のほかの国に営業さ

れて、同額程度の輸出を確保されたということ

を聞きました。本当に苦労されたと思います。

こういった中で、日本産水産物の中国向け輸

出について、令和7年5月に、日中双方で輸出再
開に必要な技術的な要件について合意したこと

が農林水産省から発表されました。

本県産の水産物の最大の輸出先であった中国

に向け、輸出再開を一刻も早く実現することが

必要と考えますが、県は、どのように対応しよ

うと考えていらっしゃるのか、お伺いいたしま

す。

〇徳永達也議長 水産部長。

〇吉田 誠水産部長 輸出再開に当たっては、

中国当局による輸出施設の再登録や追加的な放

射性物質の検査が必要となることから、県は、

これらが円滑に進むよう、関係事業者への周知

徹底と水産庁との連絡調整を進めているところ

であります。

また、輸出再開の折には、「長崎鮮魚」ブラ

ンドの速やかなシェア回復のため、現地パート

ナーと連携し、現地での大規模展示会への出展

や販促プロモーションを展開してまいりたいと

考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） この輸出先が確定

したならば、逆に、プラスアルファになると思

いますので、ぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

（2）有明海における水産振興について。
令和6年12月の農林水産大臣談話に基づき、

有明海再生の加速化に集中的に取り組む特別の

措置として、今後10年間で総額100億円の「有

明海再生加速化対策交付金」を創設されました。

本県としましても、これまでの取組に加え、

この交付金を活用し、有明海再生の歩みをしっ

かりと進めるべきだと考えますが、県では、ど

のような有明海の水産振興を進めていかれるの

か、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 水産部長。

〇吉田 誠水産部長 有明海再生加速化対策交

付金は、これまでの取組で得られた知見を活か

し、漁業者による漁場環境改善や新技術導入な

どの取組をさらに後押しするためのものであり

ます。

本年度の交付額は2億5,000万円で、環境改善
に有効なアサリの再生産サイクルの形成のため、

砂の流出を防ぐ覆砂手法を施した漁場でアサリ

を採苗、育成する母貝団地を設置するほか、干

満を利用した振り子式カキ養殖の導入などを進

めることとしております。

引き続き、地域と連携しながら、有明海の水

産振興に取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 本件は10年間で100
億円ということで交付金が設定されたというこ

とですので、しっかりと地元の実情に応じた交

付金の出し方、それを協議していただきたいと

思います。

（3）赤潮対策について。
本県の養殖業は、地域の活性化、雇用を支え

る重要な基幹産業でございまして、ブリ、マグ

ロ、トラフグ、マダイなど、様々な魚種が盛ん

に養殖されております。

しかしながら、近年、有害プランクトンによ

る大規模な赤潮が発生し、令和5年には約11億
円、令和6年が過去最大規模となる約16億円の
甚大な被害が出ております。
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赤潮の発生メカニズム等については、いまだ

解明されていないと伺っておりますが、被害を

最小限にとどめるためには、想定し得る事態に

対して、事前に備えておくことが必要と考えて

おります。

そこで、これから赤潮シーズンを迎えるに当

たり、養殖現場における今期の赤潮対策の取組

状況について、お伺いいたします。

〇徳永達也議長 水産部長。

〇吉田 誠水産部長 県は、昨年の赤潮の発生

状況を踏まえ、漁協、養殖業者と連携し、観測

点の拡大やプランクトン測定機器の配備により、

監視体制を強化したところです。

また、赤潮発生時の被害軽減対策として、各

養殖産地に赤潮防除剤を配備するとともに、他

県で効果が確認されている足し網の導入を支援

し、昨年被害を受けた地域を中心に、県内3漁
協の7業者、47生けすへの設置を完了しており
ます。引き続き、赤潮対策に取り組んでまいり

ます。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 他県でも、足し網

は非常に効果があるということですけれども、

一定手間暇とか、そういった経費も踏まえ、な

かなか全体に行き渡らないということをお聞き

しておりますので、そちらの対策も踏まえたう

えで、しっかりと今後も取り組んでいただけれ

ばと思います。

5、教育行政について。
（1）高校再編に当たっての教育政策監の意

気込みについて。

県立高等学校の改革の担当者として、本年度

新設されました役職に就任されました狩野教育

政策監にお尋ねいたします。

教育政策監は、情報化やグローバル化による

学習環境の変化、生徒数の減少などの課題に対

応するため、県立学校の改革や他部局との連携

などに取り組まれていると伺っております。

報告によりますと、本県の中学3年生は、15
年後には、現在の約6割にまで減少すると聞い
ております。特に、離島や半島地域においては、

高校の維持がますます困難になってくるのでは

ないかと懸念しているところでございます。

このような中で、県立高校の再編整備は、地

域社会における高校の役割を再定義し、持続可

能な教育を構築するうえで、極めて重要である

と考えております。

そこで、教育政策監として、子どもたちや地

域の将来像をどのように描き、その実現のため

に、どのように県立高校の再編整備を進めてい

かれるのか、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 人口減少や産業構造の

変化が進む中、教育は、今、大きな転換期を迎

えております。これから10年後、15年後を見据
えた持続可能で魅力ある高校教育の構築に取り

組むことが、私の使命だと認識しております。

県立高校の再編は、子どもたちの学びや地域

の未来をどのように築くかという問いへの答え

であると考えておりますので、学校関係者はも

とより、地元自治体や産業界等とともに、未来

を描いていく議論を進めてまいりたいと考えて

おります。

まずは、再編整備の方針であります大綱を来

年度の早い時期にお示しできるよう、取り組ん

でまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） しっかりと取り組

んでいただきたいと思いますし、やはり離島や

半島の高校においては、同窓生やPTAの方々が
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非常に心配されておりまして、今後どうなって

いくのだろうかと、地域に学校がなくなるんじ

ゃないかという、非常に皆さんの声を、私もお

話を聞かせていただいている状況でございます

ので、特色ある学校づくりや、これまでいろい

ろ取り組んでこられましたけれども、ここはし

っかりと取り組んでいただいて、県民の皆さん

が納得できる取組をぜひ今後進めていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。

（2）遠隔教育センターの現状と今後の活用
について。

県教育委員会が本年4月に開設されました
「長崎県遠隔教育センター」は、運用の開始か

ら、今月で2か月経過したところでございます。
離島・半島部に多くの高等学校がある本県に

おきましては、ICTを活用して遠隔授業を配信
することで、高校生の学びを充実させるととも

に、高校生の学びの選択肢を拡大して、多様な

進路選択に対応することには、大きな意義があ

るものと期待しているところでございます。

そこで、遠隔教育センターにおける現在の取

組状況や県教育委員会として、遠隔教育センタ

ーを今後どのように活用していきたいと考えて

いらっしゃるのか、お伺いいたします。

〇徳永達也議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 今年4月に開設しまし
た遠隔教育センターには、授業を配信する専任

教諭を7名配置しておりまして、離島・半島部
の小規模高校9校へ、5教科12科目の遠隔授業を
配信しております。

配信する教員は、各学校のニーズや実情を踏

まえた授業を展開しておりまして、生徒からは、

「専門性の高い授業を受けられる」など、高評

価を得ているところでございます。

今後は、外部講師の活用など、本県の新しい

学びのスタイルとして確立できるよう研究を進

めまして、多様な学びを発信する拠点として活

用してまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 確かに離島・半島

地域の少数の学校におきましては、なかなか専

門の先生を配置できない状況であるということ

は考えております。こういった遠隔の授業をや

ることで、本当に専門的な授業を受けられると

いうことは、子どもたちにとっても、本当に実

のあることだと思いますので、ぜひこの制度を

進めていただいて、学習の向上につながるよう

によろしくお願い申し上げます。

6、県の人権施策について。
（1）人権尊重条例の制定やパートナーシッ

プ宣誓制度の導入について。

県議会では、令和6年2月、県に対して、人権
尊重に関する条例を速やかに制定していただき

たいとの意見書を提出したところでございます。

「人権施策のあり方に関する検討委員会にお

いて議論をしているところであり、今後、検討

委員会で取りまとめられた意見を参考にしなが

ら、人権施策の方向性について検討していく」

との答弁があっておりました。

検討委員会の意見の取りまとめは、3月末に
提出があっておりますが、人権尊重条例の制定

について、どのように考えておられるのか、お

尋ねします。

また、性の多様性については、他自治体では、

パートナーシップ宣誓制度の導入が進んでおり、

検討委員会の意見取りまとめでは、県の制度導

入について言及されているところであります。

そこで、パートナーシップ宣誓制度の導入に

ついて、どのようにお考えなのか、お伺いいた

します。
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〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 県では、昨年度、人権施策を

進めていく際の基本的な考え方等について、有

識者による検討委員会でご議論をいただきまし

た。

人権尊重を促す条例につきましては、昨年2
月に県議会から意見書をいただいておりまして、

検討委員会からは、県や県民、事業者の役割の

理解と人権の普及啓発につながると考えられる

とのご意見をいただきました。

県といたしましては、インターネット上での

誹謗中傷等、様々な人権問題が生じる中、人権

への関心と理解を深め、お互いの人権を尊重す

ることが重要であると考え、今後、人権尊重を

促す条例の制定に向けて、検討を進めてまいり

ます。

また、パートナーシップ宣誓制度の導入につ

きましては、これまで市町などとの意見交換等、

丁寧に課題整理を進めてまいりました。

検討委員会からは、制度導入は、性的少数者

が暮らしやすい環境づくりを目指すメッセージ

になることや性の多様性の啓発につながること

が期待されるといったご意見をいただきました。

これらを踏まえ、県といたしましては、今後、

制度導入へ向けて検討を進めてまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 導入について検討

を進めてまいりたいということでございます。

（2）今後の進め方と時期について。
具体的に、今後どのように進められて、時期

はいつ頃になるお考えなのか、お尋ねいたしま

す。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 人権尊重を促す条例につきま

しては、有識者会議を設置するなど、様々なご

意見をいただきながら検討を進めていく必要が

あると考えており、令和8年度中の制定を目指
してまいります。

また、パートナーシップ宣誓制度につきまし

ては、引き続き、市町や関係団体等と提供され

るサービスなどの協議、調整を行いまして、一

定の周知期間を設けたうえで、令和8年度の早
い時期で導入を目指してまいりたいと考えてお

ります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） しっかりと期限を

設定されて今後取り組んでいかれるということ

なので、ぜひ取り組んでいただきたいと思いま

す。

7、道路行政について。
（1）島原半島の道路整備について。
島原半島におきましては、現在、島原道路の

整備は着実に進められておりますが、これに続

く南島原市深江町から口ノ津港までの区間が延

伸されれば、第三次医療機関等へのアクサスが

大幅に改善されるものと見込まれます。

そのような中で、令和7年度の国の予算概要
において、島原道路で唯一の未事業化区間であ

る諫早市小野町から長野町間においては、計画

段階評価に着手することが示されました。これ

はしっかりとこれからやっていこうということ

が決められたということで認識しておりますが、

同区間の事業化に向けて、大きく一歩前進した

ものと理解しております。

これに加えて、島原半島地域の道路網につい

ても、計画の具体化に向けて、長崎県と連携し

ながら検討を進めていく方針が示されました。

今後、進展に大きな期待がされるところでござ

います。

こうした動きを受けて、地域住民の早期整備
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に対する切実な思いに応えるためにも、「島原

半島地域の幹線道路網に関する検討会」におい

て、議論を一層加速させていく必要があると強

く感じております。

つきましては、島原半島の幹線道路網の検討

について、現時点での進捗状況及び今後の予定

について、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 島原半島地域の幹線道路

網に関する検討会につきましては、令和5年1月
に設置したものでございまして、昨年度までに

3回開催しております。この中で、地域や道路
が抱える課題を踏まえ、道路に求められる機能

や役割について、整理を行ってまいりました。

今年度は、6月6日に第4回検討会を開催し、
「半島を一周する循環型道路ネットワーク」を

島原半島地域の将来の目指すべき全体像として

整理したところであり、今後の検討の土台にな

るものと考えております。

今後は、第5回検討会をできる限り早期に開
催し、地域のご意見を丁寧に伺いながら、優先

的に整備すべき区間を抽出するなど、検討を進

めてまいります。

〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員） 確かに、これまで

は協議会がほぼ年に一回ぐらいの頻度であった

と思います。今回は、準備もいろいろと大変だ

と思いますけれども、一定、期間を縮めていた

だいてやっていただくことになれば、検討、協

議もどんどん前倒しに進んでいくものと、私も

期待しております。

そして、先ほど答弁にございました、一定区

間をまず場所決めをされて、先にそこに取り組

むという、通常で言えば、工事はゼロ地点から

はじまるというのが通常なんですけれども、今

回は、一定区間をどこかでまずスタートライン

を決めてやろうということでございますので、

大きな期待をしているところでございます。

ぜひ今後、協議が前倒しでどんどん進んでい

って、できれば先ほどの小野～長野区間のよう

に、計画段階評価になるように頑張っていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

以上で、終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇徳永達也議長 これより、しばらく休憩いた

します。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 零分 休憩 ―

─ 午前１１時１５分 再開 ─

〇徳永達也議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員）（拍手）〔登壇〕 自

由民主党、佐世保市・北松浦郡選挙区選出、田

中愛国でございます。

通告に従って、一問一答方式で、3項目につ
いて質問をいたしますので、よろしくお願いを

いたします。

1、知事の政治資金収支報告書について。
（1）286万円の結末について。
知事、早いもので、この問題は一年を経過し

ようとしているんですね。私が質問をしたのは、

昨年の6月24日でした。私なりに今日までのこ
とについて、総括をしようと思います。整理を

してみます。

知事、よろしいでしょうか。一年前の私の一

般質問、その後の全員協議会、総務委員会の集

中審査、2度目の全員協議会と、議員の皆さん
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も予備知識がおありでしょうから、一緒に考え

ていただければ、ありがたい話です。

端的に質問することをお許しいただきたいと

思います。

まず、県議のところに286万円の寄附があり
ました。この寄附金は、数日のうちに知事の後

援会へ移されました。この286万円について、
政治資金収支報告書において、いろいろと検討

されたのでしょうが、後援会同士の貸借として

報告、借入金286万円、借入金の返済286万円と、
借入金の金利3％で7万3,106円でありました。
この知事と県議との貸借関係は、知事の選挙

の時期でもあり、一年近く精算されなかったこ

とも含め、政治倫理上、問題ではないのかと、

知事の見解を求めた私の一般質問でありました。

この質問に対し、知事の答弁は、「貸借関係

ではなく、寄附に切り替える」との回答でした。

「すぐに収支報告書を訂正します」と示唆され

たのであります。しかし、最初は今月中、あの

当時、6月中にですね。次に、「近々のうち」
と延長され、実行できないことに対し、議長よ

り叱責があったのは、事実だと思います。しか

し、1か月以上経過した8月4日の全員協議会で、
ようやく、「8月2日付の収支報告書を訂正した」
との回答をいただきました。

知事、県議との金の流れは、貸借関係から寄

附、一年経過して「寄附金の返金、金利分は誤

払い」と訂正され、終わったわけであります。

その後、知事は、記者会見を用意され、知事、

後援会長、弁護士が同席される異様な記者会見

があったことを覚えております。

その内容は、「286万円については、知事へ
の寄附献金ではなく、県議個人への寄附であっ

た」と、知事と後援会長は一貫して主張してお

られたようです。その記者会見の内容でですね。

しかし、その後、事の発覚から9か月程度の
期間を経て、最初、県議に寄附をした人たちよ

り県議へ申し出があり、「寄附をしたお金が県

議のところに残ったのであれば、私たちは県議

に寄附をしたわけではないので、返してほしい」

との内容でした。結局、そのほとんどにおいて、

寄附をした人に返却され、お金については、ひ

とまず、一応の決着を見ております。このお金、

寄附のあり方は、何だったのでしょうか。

ここで、知事へ質問します。

この結末から判断すると、県議は利用された

だけ、被害者にうつるのか、県議も入れての会

議のうえだとすれば、それはそれ、責任は出て

くるものであります。

知事と県議の間で、どのように解決され、結

末に至ったのか、結末に至るまでのいきさつに

ついて、説明をお願いしたい。

以上、壇上よりの質問を終わり、あとは対面

演壇席より続けさせていただきます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕田中議員のご質問にお

答えをさせていただきます。

286万円の件について、改めて説明をいたし
ますと、私が286万円の資金移動をはじめて知
ったのは、令和4年の終わり頃でございました。
この資金移動につきまして、迂回献金の意図、

認識はなく、違法ではないものの、県民に疑念

を与える可能性があるということでございまし

たので、県議の後援会への返金を私としては行

わせていただいたところでございます。

その時点では、この資金移動につきまして、

私は、貸借に基づく返金とすることが適切だと

認識をしておりましたので、その認識のもとで、

県議とも合意のうえで、そのことを明確にする

ために金銭消費貸借契約書を作成いたしまして、
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収支報告書には、「借入金と、その返済」と記

載しておりましたけれども、昨年6月の、先ほ
どご指摘があった定例会でのご指摘を踏まえま

して、改めて複数の専門家のご意見を伺ったと

ころ、令和4年2月に、この286万円の資金移動
が行われた当時、私が、その資金移動について

認識していなかったということを踏まえますと、

当事者間で貸し借りの合意があったことを前提

とする借入金とするよりも、一方の意向に基づ

いて実施される寄附と記載した方が、より実態

に即した記載と言えると、そういう助言をいた

だいたところでございます。

私自身、専門家からの助言を聞いて、確かに、

そのとおりだというふうに理解をいたしました

ので、収支報告書の記載を借入金から寄附に訂

正をいたしまして、県議の後援会への返金につ

いても、借入金の返済から寄附の返金というふ

うに、県議と双方の合意のうえで、訂正をした

ものでございます。

この訂正につきましては、収支報告書の記載

を借入金とその返済としていたものを、寄附と、

その返金と訂正したものであって、この286万
円の資金移動自体を変えるものではございませ

ん。これについても既に司法判断をいただいて

いるものであるという認識でございます。

一方、本件につきまして、医療機関、そして、

関係する県議はじめ、関係する方々にご迷惑を

おかけしたことについては、心からおわびを申

し上げたいと思います。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 若干、先の方まで

の答弁が入っていたような感じを、今、違和感

を感じましたけれども、質問をいろいろしてい

るもんだからね。

次に、この286万円について、記者会見での
説明、それと知事のこの案件の結末に大きな隔

たりを感じました。知事と後援会長は、いや、

県議なんだと、しかし、結末は県議にやったん

だということで、県議から、最初、寄附した人

に全部戻された、全部じゃないけれども、申し

出があった。大変違和感を私は感じるんですよ。

（発言する者あり）知事は本当のことの話をし

ておられたのかなと。

なぜなら、当時、自分への献金じゃないとい

っても、秘書を大口献金者のところにお礼に行

かせたような事実関係がちょっと出てきました

よね。そういう関係で、私は信憑性がなかった

ような感じを、当時、持ちました。

加えて、知事と県議の間で金銭消費貸借契約

書、金利3％が交わされていたことは、これは
事実ですね。この契約書、経済行為は何だった

んでしょうか。ただ、報告書に記載するために

できてたのか。あっさり寄附に切り替えますと

いう話だからですね。そこら辺に我々は違和感

を感じるんです。

だから、知事の政治資金収支報告書の内容に

ついて、若干、信憑性が疑われるなと、私自身

ですよ、そういう感じを持ってます。わざわざ

宣誓書まであるんですよ、あの政治資金収支報

告書の中にはね、宣誓書が。もう少し真摯な態

度が求められると思うので、知事の政治資金収

支報告書の意義みたいなものを考えて見解をち

ょっとお聞きしたい。

というのは、私は疑わしいと思っているんで

すよ、政治資金収支報告書の中身が、いろいろ

と変わってくるものだからね。お聞かせ願えま

すか、この政治資金収支報告書というのは、ど

ういうためにあるのかということを。
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〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 政治資金収支報告書について

は、議員ご指摘のとおり、宣誓書もあって、し

っかりと対応すべきものだと思っております。

まずはじめに、私は、後援会のこの政治資金

を巡る問題では、選挙運動費用と、また、後援

会の収支報告書について、確かに、一部、正確

性を欠いたものになってしまいました。それに

よって、結果として訂正をするに至ってしまっ

たということについては、もう心から反省をし

ております。

加えて、先ほどおわびを申し上げましたけれ

ども、一連の問題を通じて、その結果、県議会

を巻き込んでしまったということ、そして、県

政の混乱を招いて県民の皆様、県職員をはじめ、

多くの方々を巻き込んでしまい、ご迷惑をかけ

てしまったといったことにつながっております

ので、今後は、ご迷惑をかけたことを重く受け

止めて、真摯に対応していく必要があると考え

ておりますし、そのようにしていきたいと思っ

ています。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） この件の最後に、迂

回献金疑惑というのが不起訴になりました。こ

れはこれで、そういう位置づけだったのかなと

思うんですが、不起訴になったことで、全ての

問題が何もなかったんだという空気感があるこ

とについて、私は残念なんですよね。あれはあ

れ、これはこれでないといかんわけで、不起訴

になったから、全てよしというような話にはな

らないんじゃないかと。

県議より知事へ寄附、約一年後の知事より県

議への寄附の返金、違和感がありますよね。寄

附をして、一年たったら返金と、そういう手法、

やり方ですね。私は、むしろ、貸し借りの方が

よかったんじゃないかと思っているんです。金

は間違いなく動いたんですから、寄附、これは

迂回献金ですよ。寄附があって、また寄附があ

れば、誰だって迂回献金だと思う。ただ、これ

が戻っているから、またね、何でそんな回りく

どいことをしなきゃならなかったのか。何とも

後味の悪い結果ですよ、後味の悪い問題解決だ

ったと私は理解しています。

そこで、今後の問題ですけれども、これはも

う判断、286万円の事実関係も含め、全て県民
の皆さんの評価、判断を私も待ちたいと思いま

す。

286万円については、これで終わります。
（2）2,000万円の貸付金について。
私は、昨年の質問当時、収支状況についても、

知事の後援会の報告書を引用して述べているわ

けです。収入総額6,383万2,048円、支出総額
4,497万8,789円、翌年への繰越金1,885万3,259
円、これは大変な繰越金ですよ。私は、そうい

う理解をし、知事の収支報告書、初年度一年間

の収支にしては、やはり知事だから大したもん

だなと。私ら、貧乏県議は、そんなに金なんて

集まらないからね。だから、「大したもんです

ね。さすが、お金が集まったんですね」と述べ

た記憶がありますけれどもね。

加えて、知事自身の選挙運動収支報告書をプ

ラスしますと、収入で8,383万2,048円、支出で
6,324万9,445円となるわけで、選挙の年一年間
で自己資金を含めて8,383万円を集め、6,324万
円を一年間に使ったと、選挙も含めね。やっぱ

り知事の選挙は大変だなと。私も、ずっと前、

中村前知事の選挙を県連の幹事長として、ちょ

っとお手伝いをした記憶がありますが、当時の

ことを思い出して、知事選は金がかかるなとい

う感想を持ちました。
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これはさておきまして、お聞きしたいのは、

第1回の全員協議会に出てきた収支報告書の中、
私は、286万円の処理だと思っていた、あの収
支報告書は、第1回で出てきたやつはね。とこ
ろが、突如として借入金2,000万円が削除、変更
されたことがわかったんですね。借入金2,000
万円に線が2本引かれているだけで、この2,000
万円の借入金の削除は、もちろん何の説明もな

く、これは宮本議員の最後の最後の質問で指摘

があっただけで終わったと私は記憶しています。

加えて、知事から後援会への寄附390万1,944
円の追加訂正についても、何の議題ともならな

かったわけです。この借入金の削除、寄附の追

加、なぜ、この時点での収支報告書の報告の中

に出てきたのか。なぜ、あの時期に、もう一年

以上が過ぎているわけですからね、第1回目の
報告書ですからね、あの時期に同時に出てきた

のか。その後は、最初の286万円の訂正報告よ
り、この2,000万円の変更の方に関心が移ったこ
とは、事実ですよ。これは大変だなということ

になったわけです。

ここで、新たな問題として、2,000万円の貸付
けについて、知事に質問します。

時系列的に整理いたしますと、まず、選挙資

金として2,000万円を知事は準備されています
ね。1回目、2回目の選挙運動費用の報告、これ
は合計1,827万656円であり、後で公費負担分が
入ってきています。収入で217万2,600円、差し
引くと支出は1,609万8,056円となります。数字
は、私は何回も見ましたから間違いないと思い

ます。

そこで、390万1,944円が残り、知事本人に残
金として戻されたものと私は思う。なぜならば、

後になって知事からの寄附ということで出てき

た数字と一緒ですからね。この当時、一切の記

載はなかった、1回目の報告書の中では。
結論として、知事の選挙資金2,000万円には

1,609万円が使用され、390万円は知事の懐に戻
っていることが、はっきりするわけです、収支

報告書では。これは間違いない。後で知事から

390万円の寄附が突如として出てきた、2回目の
変更の時にね。

知事と後援会の間で2,000万円の金銭消費貸
借契約書が存在するようですが、このことはあ

り得ない、2,000万円の貸借ということはあり得
ない、実態がはっきりしているんです。選挙資

金に使った残りは、ちゃんと知事のところに戻

っている。そのお金は後で寄附されているとい

う筋書きができているわけです。

そこで、仮に後援会が選挙費用について考慮

したとしても、その合計は1,609万円、選挙資金
そのものはね、であり、これを後援会が知事に

用立てるということで、この契約書がつくられ

たとすれば、それはそれでわかりますが、でき

たとすれば1,609万円であるべきなんです、
2,000万円にはなりえない。
だから、知事の記憶に新たに2,000万円を別に
貸し付けたんですよという記憶があれば、私は

お聞きしたい。この件について、知事の見解を

求めます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 まず、2,000万円の貸付けにつ
いて、お答えをさせていただきます。

ご指摘の2,000万円につきましては、知事選の
際に用意をした2,000万円ですね。私が借り入れ
た2,000万円につきまして、令和4年の3月提出
の選挙運動費用収支報告書において、既に払い

切りの自己資金として計上されていたにもかか

わらず、そのことを認識しないまま、選挙コン

サルタントの方からの助言を踏まえて、誤って、
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この2,000万円を私から後援会への貸付金とし
て後援会の収支報告書に二重計上してしまった

ものでございます。

これは、これまでも反省を申し上げてきまし

たけれども、もっぱら私の管理不足によるもの

でございますので、本当に深く反省をしている

ところでございます。

この知事選の際に用意しました2,000万円と
は別に、実在しない架空の2,000万円をでっちあ
げて、これを貸付けとしたというようなことは、

そのような事実は一切ございませんので、あら

かじめ申し上げておきます。

もう一点、残金の390万円の部分についての
お話がございましたけれども、これが私の手元

に戻ってきたかという話がございました。

その件につきましては、選挙運動費用に関し

ましては、後援会名義の口座で全て管理をして

おりました、選挙の当時ですね。選挙運動費用

の剰余金約390万円につきましては、選挙の後
も、その口座にずっと残ったままになっており

まして、現金で私の手元に戻ってきたというこ

とはございません。

剰余金につきましては、直ちに後援会の収入

として計上する必要があったところでございま

すけれども、令和4年分の収支報告書において、
その処理が漏れていたということでございます。

そのため、昨年の8月に収支報告書の訂正を
行った際に剰余金約390万円を、令和4年分の後
援会の収入として記載する旨の訂正を行ったと

ころでございます。

併せて回答を申し上げます。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 知事、390万円の件
は、表に出なかったんですよ、記載されてない

んです、あの当時。記載されてなければ、知事

のところに戻ったと理解しなければいけない、

我々は。記載されてあれば、ああ、ここにいっ

たかとわかるけれど、後になって出てきた、そ

れは事実です、一年半も経過した後にね。

だから、あの当時は、やっぱり知事に戻った

としか考えられない。ただプールされていた、

プールされていたとしても、知事のお金ですよ、

あのお金は。なぜなら、知事からの寄附という

ことで新たな390万円が出てきているわけです
からね。それはやっぱりちょっと見解が違いま

すよ、私とはね。表に出さなければ、表に出な

い金は知事の懐にあったと言わざるを得ないと

いうことです。

だから、知事と後援会の間で金銭消費貸借契

約書があったような、それ自体があり得ないと

私は言っているんです。2,000万円出した、選挙
費に使った、残りは知事のところに残った。こ

れは、後で知事からの寄附ということでちゃん

と出ているんです。だから、純然と選挙資金に

使われたとすれば1,600万なにがしということ
を私は述べているだけなんです。

時間の関係で先に進みますが、もう少し議論

を深めます。

収支報告書の繰越金1,885万3,259円につい
て、お聞きします。

やっぱり1,885万円、この金額は大きいですよ。
そのお金は間違いなくチェックできたんですか、

繰越しの時に。誰でもやっぱり次年度繰越は、

繰越金がどのくらいあるかなと。私なんか、毎

月、事務所に請求して、毎月、繰越しをチェッ

クしますよ。そうしないと、いろいろな問題が

出てくるからね。1,885万円、このお金は確認で
きたんですか、繰越金。知事は、責任を持って

報告書を第1回分、上げているんですよ。その
内容の中で繰越金の1,885万円、これは大変大き



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 37 -

な数字ですよ。これが確認されたんですか、お

金はあったんですかということをお聞きしたい。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 訂正前の繰越金額は、今、お

話しになった1,885万3,259円という金額でご
ざいますけれども、これにつきましては2,000
万円の二重計上、そして、先ほどご説明いたし

ました選挙運動費用の剰余金が約390万円あり
ましたけれども、これの未計上などの誤りを前

提とするものになっておりますので、訂正後の

繰越金額でございます275万5,203円、これが正
しい繰越金額となっております。令和5年3月末
に、この令和4年分の後援会の収支報告書を提
出いたしましたけれども、その際、私は反省す

べきところではございますけれども、後援会ス

タッフらに、その作成、提出を任せてしまって

おりまして、収支報告書の内容をほとんど確認

をしておりませんでした。令和4年末における
後援会の現預金の残高と繰越金額の間に齟齬が

あること、これはもう把握ができておりません

で、収支報告書が不正確なものになってしまっ

たと、これはもう本当に反省をしております。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員）知事は公務が忙しい

でしょうからね。しかし、このくらいは常識で

すよ。報告書なんか上げる時に収支、売上げは

確認できませんよ、いろいろ積み上げたものだ

から、支出もある程度確認できない、帳簿を見

るだけ、しかし、繰越金が幾らあったんだとい

うことは、「知りませんでした」では、私は、

知事の素質を疑う。繰越金というのは、私も毎

月チェックします、しないと危ないから、足ら

ないと言われたら出さなきゃいかんから、事務

所に。

だから、1,885万円があったのか、なかったの

か、このぐらいははっきり知事の口から、私は

お聞きしたい。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど、ご回答の中で申し上

げたつもりだったんですけれども、正確なもの

は、訂正後の繰越金額275万5,203円、これが正
しい金額でございます。

ただ、議員ご指摘のとおり、しっかり確認を

すべき、管理をすべきといったご指摘は、ごも

っともだと思います。

今、後援会からちょっと離れておりますけれ

ども、今後、今回の件を踏まえて、このような

ことがないように後援会ともしっかりと連携を

して丁寧な対応に努めたいと思います。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 知事の後援会は1つ
でしょう、幾つもあるわけじゃないでしょう。

なれば、肝心の繰越金が幾らあるのかチェック

もしなかった。しかし、これは収支報告書に虚

偽の報告をしたということになるんですよ、間

違いなく、公文書ですよ、収支報告書は。私は、

知事が1,885万円があったのか、なかったのか、
わからないと言うのでは、ちょっと私は首をか

しげざるを得ない。

この虚偽報告をするということは、やっぱり

大変なことなんですよ、収支報告書。記載漏れ

で辞めた国会議員もおられるわけだから、記載

漏れで。

だから、1,885万円がどうだったのかなという
のは、私は本当ははっきり答えてほしい、あっ

たのか、なかったのか。もうこれ以上言いませ

ん。

この2,000万円については、真実が語られてい
ないので実態がわからない。私は、ここでとど

めますが、ある日突然に政治資金報告書と言え
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る公文書で借入金2,000万円が削除、削除される
と資金繰りできないから、収支がとれない、赤

字になるので、知事から寄附の追加として、先

ほどは、どこかにあったという話ですけれども、

390万円、初めて390万円が出てくるんですよ、
報告書の中には。これが追加されて、一応、資

金繰りとしては決着を見ているという内容にな

っているんです。しかし、私はちょっと疑問に

感じる。知事が、司法の判断、判断と言われま

すが、我々も仕方ない、司法の判断を待ちまし

ょう。

ただ、この2,000万円の事実関係が重大なこと
ですので、県民の皆さんにも関心を持って見届

けて、見守っていただきたいと思います。

（3）知事と語る会収入1,000万円について。
知事の2度目の収支報告書になるわけですが、

令和5年3月6日、「ホテルニュー長崎」会場に
て、「大石けんご長崎県知事と語る会」が開催

されたようです。私も案内をもらったような記

憶もするんですが、私は出席しませんでした。

ここに1,000万円の収入が報告されています。
語る会、1,000万円、入場者数は300人程度だっ
たと聞いているんですが、1万円のパーティー
で300人入ったとしても、やっぱり1,000万円の
収入と聞くと、どういう金なのかなという感じ

がするんですが、あらあら、この1,000万円は、
語る会の収入ということは知っています。中身

は、20万円以上出さなきゃいかんのだけど、パ
ーティーの形からいうとね。それは一切受けて

ないみたいだから、全部、小さく出たのかなと

いう感じなんですよ。ちょっと、お聞かせ願え

ますか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 ご指摘の「大石けんご長崎県

知事と語る会」でございますけれども、これは、

政治資金規正法に基づく政治資金パーティーで

ございまして、この時は1枚1万円で、パーティ
ー券を1,000枚、販売をいたしまして完売をした
ため、1,000万円の収入となっております。
パーティー券をご購入いただいた方々の中に

は、それぞれの事情で実際にご出席されなかっ

た方もいらっしゃるのではないかと、そう思っ

ております。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 300人ほどは集まら
れたんじゃないかなと風聞しました。収入は

1,000万円、1,000万円ジャストというのも、ち
ょっと私は、1,001万円か1,005万円か、1,000
万円ジャストというのも、あまりにも区切りが

いいなという感じも、しかし、これは事実関係

はそうでしょう、1,000万円は1,000万円でしょ
うね。

ただ、知事ですね、語る会のパーティーをや

ると、さっと1,000万円集まるんですよ。これは
私は失礼ながら、知事の人望でとは思いません、

知事というポスト、権力のポストが1,000万円を
集めるんですよ。私は、そう理解している。

だから、軽々に知事が金集めを、あんまり大

っぴらにやってほしくない、歴代の知事はやり

ませんでしたよ、大っぴらには、裏では知りま

せん。しかし、堂々と政治資金パーティーを、

金集めのパーティーというのを知事が先頭にな

ってやられると、これは権力ですからね、金は

集まります。しかし、私はあんまりやってほし

くない。知事という権力で金を集めるのは、い

かがなものでしょうか。やめてほしいと思いま

すが、答弁は求めません。

2、長崎県の長年の懸案事項について。
私は、昭和50年、当時の県議会議員の光武

顕さんの後援会事務所の職員が、この世界のス



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 39 -

タートです。概ね50年、この世界にいます。そ
の間、佐世保市の市議会議員を4期16年、県議
会議員としては、8期31年目になります。47年
間、議員活動を行っていますが、そこで50年を
振り返って知事に質問をいたします。これは、

知事だけの問題じゃない、歴代の長崎県知事の

問題です。

（1）石木ダム建設について。
石木ダムは、いつまで待つと完成するんでし

ょうか。現在、50年、待っていることになりま
す。石木ダムは、知事だけの責任ではない。歴

代の知事の責任です。しかし、今はもう知事だ

から、知事に聞かなきゃいかんということで聞

きます。

7年先に延ばして、令和14年に間違いなく完
成するんでしょうか。早くやれとは、もう言え

ない、14年を認めたわけだからね。だから、14
年に本当に完成するんですか。もう、ここ1～2
年のうちに本体工事を発注しなければ、私は、

この7年間だって簡単に進まないと思います。
だから、歴代の知事が、知事に就任したら一

からいろいろ対策を始めてもらったって困るん

です。歴代の流れがあるわけだから、知事がや

ってきた流れが。積極性に若干強度はあったか

もわからんけれども。概ね、一応、高田県政の

ことも知っている、それから金子県政も知って

います、中村県政も知っています、大石県政は

若干しか知らないけれどもね。

だから、そういう中で、少なくともここ1～2
年内にダム本体工事に着手しなければならない

という認識があるのかどうか、知事の意気込み

と決意のほどをお聞かせ願いたい。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私は、就任以降、この石木ダ

ム建設につきましては、県政の最重要課題の一

つとして位置づけて、地元住民の方々のご理解

を得る努力を続けつつ、ダム本体の掘削工事で

あったり、また、付替道路工事を途切れること

なく進めてまいりました。

それによって付替県道につきましては、2つ
の工区で工事を進めておりますけれども、その

うちの1つの工区では、概ね完成が図られてい
る状況でございます。

石木ダムにつきましては、これまでも繰り返

し述べておりますけれども、川棚川の洪水被害

を軽減するだけではなく、佐世保市の安定的な

水源確保のために必要不可欠なものでございま

す。県民の安全・安心を確保することは、これ

はもう行政の重要な責務でございます。

今後も、引き続き、新たな工事工程に沿って

着実に工事を進めて、令和14年度までの確実な
完成を目指していきたいと考えています。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） おっしゃるとおり、

知事、佐世保市の恒久的な水の安定なんですよ、

我々が求めているのは。

もう一つ言わせてもらうと、企業誘致ができ

ない、佐世保市は、大きな企業誘致がね。佐世

保市には水がないという風聞、風評、これがも

う50年続いているんです。私が50年前、帰って
きた時に、針尾工業団地、今のハウステンボス

のところにペンペン草が生えているから、何で

だと、いや、水がないからですよと。50年前か
らですよ、水がないから企業誘致ができない。

幸い、ハウステンボスがあの土地を活用してく

れたけれどもね。40万坪の工業団地でした。
そういういきさつがありますので、もう何し

ろ佐世保市のためと私は言わせてもらいたいん

だけれどもね。佐世保市の命運を握っているん

です、石木ダムが、佐世保市の、県北の活性化
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のね、という認識を私は改めてほしいなと、こ

れは要望します。

（2）九州新幹線西九州ルートについて。
①西九州新幹線の延伸鹿児島ルート合流につ

いて。

県の現在までの動きを私が見ていると、大石

県政もそうだけれども、新幹線に対するスタン

スが、概ね国に対して、どうにかしてほしいの

一点張りのようですね。

私は、こう思うんですよ。まず、佐賀県との

問題を解決しなければ先に進めないと。長崎県

と佐賀県で同じ土俵で、同じ考え方を持って、

初めて国に対して、JR九州に対して、要望にな
る。佐賀県の意思を無視して、長崎県だけ、国

にどうにしかしてほしいとお願いしても、佐賀

県は、ますますいこじになりますよ。それはわ

かると思いますよ、人間関係だって一緒だし、

そういう流れになれば。

だから、まず、佐賀県との問題を解決しなけ

ればと、私も、ここ4～5年ずっと言っているん
だけれども、私の言い分は誰も聞いてくれない。

何しろ国に対して、どうにかせろ、どうにかせ

ろと、佐賀県にもどうにかせろという話でね。

それでは、ますます佐賀県との関係はこじれま

すよ。

だから、まず、佐賀県との関係を処理してく

ださい。なぜなら、平成4年に、私は、県と佐
世保市が対立して新佐世保駅をカットする短絡

ルートの決定の時のいきさつ、全部知ってます。

生き証人は私だ。当時の桟市長も、高田知事も

いないし、何回も言うけれども、宮内議長はお

られる、当時の議長はね。

だから、佐賀県とやっぱり一緒になって頑張

るというスタンスに変えてほしいと、佐賀県と

一緒になって頑張るというスタンスという要望

を持っているんですが、いいです、時間の関係

もあるので先に進みます。要望です。

②新幹線新武雄温泉駅において、佐世保線の

直通乗入れの件（長崎県と佐世保市の約束につ

いて）

また、短絡ルート決定時の県と市との約束に

ついてというのがあるんです。これは前の知事

が約束したわけで、高田知事の時代ですけれど

もね。知らんと言われると、ちょっと困るんで

すがね。やっぱり歴代の知事の流れとして、つ

ないでもらわんとね。

長崎─福岡間にフル規格で建設できた暁には、

佐世保線についても、武雄温泉駅直通乗り入れ

ができるようという話なんだ、武雄温泉駅で直

通乗り入れができるようにという約束が前提、

約束が、県と市の間に、当時ですけれどもね。

それは申し継いでいただかないと困りますよ、

知事。

そこで、この県と佐世保市の約束について、

私は、2月定例会が終わった後、山形新幹線、
秋田新幹線、乗りに行きました、視察に行って

きました。もう三十数年ぶりだったけれども、

当時の山形新幹線には、短絡ルートの時に、私

は1回、佐世保市の議長として行った記憶があ
るけれどもね。

そこで、山形新幹線の乗り継ぎは福島駅、秋

田新幹線の乗り継ぎは盛岡駅、この乗り継ぎの

実態、何の問題もない、スムーズですよ、スム

ーズ、何の問題もない。車両だけがミニ新幹線

でして、フル規格は2列、3列みたいな一列にな
っていますね、横に。ミニ新幹線は2列、2列、
4人座る。ミニですよ、ミニ、それで、違和感
は何もない、違和感は。

私は乗っていて、佐世保線もこれでいいんだ

という気持ちで帰ってきたんですけれどもね。
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あのミニ新幹線で十分ですよ。まあまあ博多ま

でと言っていたから、博多まで行ければね、福

岡まで行ければ、佐世保線は助かる。

これはJR九州の理解を得なきゃいかん。国よ
りも、むしろJR九州、車両を造る。それから、
線路の幅を広くするので、それは国、JR九州、
佐賀県、長崎県で負担しなきゃいかん。

ぜひ、このことは知事にお願いしたいので、

見解をいただきましょう。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 JR佐世保線でございますけ
れども、佐世保市と福岡都市圏を結ぶ幹線の一

部として重要な路線であると、まず認識をして

おります。

先ほどお話があった平成4年にお示しをした
九州新幹線等の整備に関する基本的な考え方に

基づいて、佐世保線の輸送改善に努めている、

図っているところでございます。

また、未整備区間につきましては、この在来

線の取扱いは明らかになっておりませんけれど

も、令和3年の与党PT西九州ルート検討委員会、
こちらにおきまして、鉄軌道路線として維持す

ることが適当であるということ、その際、JR九
州による運行が不可欠と、その方向性が示され

ているものと認識をしております。

県としましては、引き続き、JR九州、そして
政府・与党に対しまして、県北地域の鉄道輸送

の利便性確保をはじめ、在来線を含む課題の解

決に向けて、議論の進展を働きかけていきたい

と、そう考えているところでございます。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 私らは、佐世保線

がカットされた。もう本当に屈辱でしたけれど

も、県から、佐世保が反対すると新幹線そのも

のができないんですと、諦めてくれという話じ

ゃなかったけれども、「どうにかなりませんか、

よろしくお願いします」という話だったけれど

もね。責められました。私が最後でしたから。

市長は、水面下で、メモかなにかではっきりし

たものが出てきていたから。

それで、余談だけれども、私ども佐世保市議

会は市長に対し、問責決議というのを行いまし

た。市長、もうあなたは資格はないよと、我々、

頑張っているのに、県との関係で、自分だけ勝

手に手を握るなんてあるか。問責決議というも

のを可決しました。

そうしたら、市長から、申し訳ないと。正確

には覚えていないけれども、給料の何か月分か

をカットするのでよろしくと、議案として上が

ってきました。議会はどうしたか。「市長、い

い格好するな」と、自分だけいい格好するんじ

ゃないよと否決しましたよ。それで桟市政は終

わったけれどもね。そういういきさつがちょっ

と頭の中でよみがえってくるんですけれどもね。

そんな感じで、やっぱり約束は守ってもらわ

なきゃいかん。そういう気持ちで、ぜひ、この

佐世保線対策は頭に入れてほしい。

当時から考えると、上下分離方式なんて、あ

んなものは何もなかった。諫早ルート、上下分

離なんていう話は。しかし、流れ的に、あれも

JR九州は譲歩したと言うけれども、むしろ県が
譲歩したんです。県が譲歩して、お金を出して

いるんです。私は、JR九州に汗を流させろと、
諫早までは当然じゃないかという話を当時した

記憶がありますけれどもね。

だから、その時、その時、知恵を働かせて新

幹線についてはやっていかなきゃ、ぜひ、佐世

保線対策、お忘れなく、よろしくお願いしたい

と思います。

（3）県の幹線道路（県北）整備について。
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これも50年、50年ですよ。県北において最初
の高速道路、幹線道路は、武雄佐世保道路でし

た。今の西九州道路ですけれども、武雄佐世保

道路がスタートです。長崎に横断道路ができた

時に、あと佐世保には、佐世保みなとインター

まで一応つなぐということでした。当時、我々

も頑張ったから覚えていますけれどもね。

その後、佐世保中央とか、相浦中里、佐々方

面と延伸された。そして、福岡の方からは、福

岡県、佐賀県の協力で西九州、向こうから来た

んです、西九州道路、まだ残りがありますので

ね、10年でどうかなと。今日、答弁願えて、10
年内にやりますという答弁であれば、私も「そ

れはよかったですね」と言いたいんだけれども、

10年、どうでしょうかね。今のは西九州道路で
すよ。

針尾バイパスについては、昭和54年に私が市
議会議員に当選した時に、針尾島の用地問題で

関与した記憶があります。一応できているんで

す。今の針尾バイパスは、4車線化をやってい
る。しかし、4車線化にしたって、現状でいく
と10年かかるなと。残事業費がわかっています
からね。この残事業費はもっと大きくなるから

ね。

この西九州自動車道、針尾バイパスともに、

50年以上の歴史があるわけです。ずっとつない
できている。しかし、速度があんまり芳しくな

いなということを言いたいわけです。

もう二つあるので、ちょっと述べます。

  まず、東彼杵道路。
これは平成4年、新幹線の新佐世保駅カット

の折に、これは固有名詞を挙げますけれども、

金子代議士から我々に、金子代議士が3期で2区
のトップでしたからね。虎島さんが2期、光武
さんが1期の時代だ。金子代議士から、「田中

さん、新幹線は諦めんと仕方なかろう。道路を

造ろうや」と言われて、我々、期成会をつくっ

た記憶があります、東彼杵道路、それからもう

35年。進んでいる、進んでいるという話だけれ
ども、まだ形が見えない。これは部長答弁でし

ょうか、何しろ形が見えるかどうか、教えてく

ださい。

最後に、西彼杵道路。

これは長崎県における県内2時間構想という
のがあって、佐世保─長崎間を1時間、だから、
本当は長崎─佐世保間は西彼杵道路なんです。

今、東彼杵を使っていますけれどもね。

この西彼杵道路、これも金子知事の時代に、

「東彼杵、ちょっと待ってよ。西彼杵を先にや

るから、これが済んだら東彼杵だよ」と。西彼

杵は進まない、だから、東彼杵まで行けない。

この環大村湾道路というのが、私は、長崎県の

広域交通網の一番のポイントだ、売りだと思い

ますよ。ぜひ、だからこの問題について、もう

少しどうにかならんのか。

これは私個人の話ですが、あえて言わせても

らえば、どうも最近は島原方面に予算が行き過

ぎているかなという、議長、これは議長に聞く

あれじゃないけれどね。そういう感じがするぐ

らい、県北がちょっと遅れつつある。

ぜひ、西彼杵道路を含めて、新西海橋を造る

時までは、西彼杵道路もある程度、順調にいっ

ていたんですよ。あれから先がいかない。

私が今思うのは、ハウステンボスと、新しく

できたジャパネットのあの施設と、この2つが
30分で行き来できれば、定期バスでもできれば、
相乗効果があるなと思って、この問題は、私は

いつも土木部の皆さんに「西彼杵、頼むよ」と

いう話をしているんですよね。

いろいろ話しましたが、幹線道路の問題につ
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いて、答弁をお願いします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 今、議員に挙げていただ

きました道路につきまして、少し進んでいる状

況も含め、まず現況について、お答えしたいと

思います。

国が整備を進めております西九州自動車道の

松浦佐々道路のうち、松浦から平戸インター、

この間につきましては、今年度の完成供用に向

けて、舗装工事などが進められているところで

ございます。

また、平戸から江迎鹿町インター間につきま

しては、トンネルや橋梁などの工事が進められ

ております。

同じく、国が整備を進めている針尾バイパス

の4車線化事業につきましては、現在、ハウス
テンボス入り口交差点周辺を中心に、軟弱地盤

の改良工事が進められております。

東彼杵道路につきましては、国において環境

影響評価が進められており、現在、最終的な評

価書の作成に向け、環境への影響について、予

測、評価が行われております。

西彼杵道路につきましては、大串白似田バイ

パスにおいて、今年度から工事用道路の整備に

着手する予定です。また、未着手区間のうち、

長崎市長浦町から日並インター間については、

事業化に向けた環境影響評価の手続を進めてお

ります。

これらの幹線道路ネットワークの形成は、地

域の発展に欠かせないものと認識しており、引

き続き、早期整備に向けて、国に対して積極的

に働きかけてまいります。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 一応は答弁いただ

きましたけれども、やっぱり50年を振り返って、

遅いですね。

西九州道路は、時間さえ待てば、15年ぐらい
あれば、私、素人でも、どうにか完成するのか

なと、20年かかるかな、今からという感じを持
っていますけれどもね。今度、平戸のところま

でくるそうですけれども、あれから佐々までの

間がまだ相当ありますからね。

針尾バイパスは、IRがくれば、どんといくな
という期待を持っていたんですけれども、IRが
だめになってしまいましてね、知事、残念です

よ、IRは。私は10年頑張ったけれども、これは
冗談ですが、IRがだめだったから、責任取って、
私は県会議員を辞めますと、あちこちで言うて

回っているんだけれどもね。そのくらいやっぱ

り残念だ、IR。私は、IRの問題は残念で残念で
たまらない。これも大石知事だけの問題じゃな

いけれども、やっぱり県政の取組が甘い。

私らは、皆さんもそうだけれども、議員活動

は命がけですよ。そこら辺をやっぱり皆さん方

も、県当局も少し思ってほしいなと思いますが。

それで、土木部長、西彼杵道路、100円、200
円と有料ですよ。もうそろそろ、橋の有料道路

ですからね。パールラインと新西海橋のね。そ

ろそろ無料にすべきですね。これはできるわけ

ですから、方程式がある程度ね。我々は、大島

大橋を無料にしたり、いろいろした経緯も持っ

ているからね。答弁は要りませんが、要望して

おきたいと思うし、針尾橋のところも、橋と橋

の間に蓋をかぶせるなんて、そんなばかな話を

しなくて、抜本的に、環大村湾の一番中心にな

るところだから、今後のことも踏まえて、ぜひ

この際、要望させてもらおうと思います。

3、知事の政治姿勢について。
（1）令和6年6月24日の一般質問の対応につ

いて。
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昨年ですけれども、知事、令和6年6月24日の
一般質問の前々日、私は、50年間近いこの世界
で、はじめての経験をしました。何かというと、

これは総務委員会に私は参考人に呼ばれていろ

いろ話をしていますので、あんまり詳細には言

いませんが、議会の一般質問で、見たこともな

い人が、私の自宅に夜の夜中、ずかずかと乗り

込んできて、たまたまほかの人に会う用事があ

ったので、「どうぞ、どうぞ」と言ったら、2
人どかどかと入ってきたので、誤解して入れて

しまったんだけれども、その人は、いろいろな

話をしていきました。しかし、こんなに知らな

い人、見たこともない民間人が、一般質問の問

題で、私の家まで来るなんていう話は聞いたこ

とない。アポなしですよ。アポがあればまだし

も、身分もわからない。後になってわかりまし

たけれどもね。

これはやっぱり政治ごろですよ、我々に言わ

せれば。本当にいんぎん無礼な男です。2時間
やりました。それで帰ってもらいましたけれど

もね。

大きな言われ方は、おまえも同じすねに傷持

つ身だと、「収支報告書を見たけれども、何だ、

おまえのは」というわけです。「何かあれば問

題にせろ」と、「俺はいつでも受けて立つぞ」

という感じです。

一番頭にきたのは、私がIR、カジノで東京で
は何千万円という金をもらったという風評だぞ

ということをこの男が言う、何だ、この男はと。

しかし、私のことを調べてきているんですよ、

気味が悪い。いろいろなことを、周辺を調べて、

私の家に乗り込んできているんですよね、びっ

くりしたけれども。

だから、詳細は総務委員会で私はしゃべった

から、ここで言いませんけれども、知事に聞き

たいのは、どういう意図を持って私のうちに行

かせたのか、この男を。そして、帰ってきた時

に、どういう報告があったのか、この男から。

風聞では聞いています。何か帰ってきた時に、

「明日から入院しろといって脅してきたぞ」と

言うて堂々と帰ってきたような話も聞くんです。

しかし、それはちょっと私の名誉を傷つける話

で、そこまでは私は言われなかった、私はね。

明日から入院しろなんてことは言われなかった。

しかし、次の日の日曜日一日、いい気持ちじゃ

なかったですよ。この男は何者だろうと。

それについて、行かせた理由と、帰ってきて

からの報告、知事にどういう報告があったのだ

けは聞かせてもらって、私は質問を終わろうと

思います。よろしくどうぞ。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 ご指摘の人物でございますけ

れども、昨年の5月下旬頃に、私の後援会の元
事務職員から紹介を受けまして、その後、約1
か月間、後援会の収支報告書の件等について助

言をいただいておりました。

その中で、私は、田中議員から286万円につ
いて通告をいただきましたけれども、私は、当

該人物から、この286万円の件についても、違
法性はないというふうに言われておりました。

6月24日の一般質問における田中議員からの
ご質問に対する答弁に当たっても、当該人物の

助言を参考にしたところでございます。

一方で、この6月24日の一般質問に先立って、
私は、この人物から、収支報告書における286
万円の考え方について、田中議員にも説明をす

るというその申出を受けていました。

私としては、一般質問における田中議員から

のご質問に正面からお答えをするために、事前

に、田中議員からのご質問の意図を正確に把握
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しておきたいと考えておりましたし、また、田

中議員に当方の考え方をお伝えしておきたいと

も考えておりました。

そのため、私は、当該人物からの申出を受け

入れて、田中議員へのご説明をお任せしたとこ

ろでございますけれども、当然のことながら、

この質問をやめてほしいとか、そういったこと

はありませんでした。そのようなことの依頼も

してございません。

ただ、田中議員におかれましては、先ほど、

総務委員会のお話ありましたけれども、その中

で、恐怖を感じられたということもお話をされ

ておりました。そのご発言もあって、改めてお

わびを申し上げたいと思っております。

今となっては、私の配慮が本当に十分でなか

ったと考えておりまして、今後は、同様のこと

がないよう、一層の配慮に努めていきたいと、

そう思っております。

加えて、ご報告の件でございますけれども、

その後のご報告については、ご面会をしたとい

うことについては、ご報告を受けたことはござ

いました。

以上でございます。

〇徳永達也議長 田中議員─46番。
〇４６番（田中愛国議員） 知事、このことは

議会軽視というか、人間性がそんなことではだ

めですよ。我々も、知事は知事、議員は議員と

して頑張っているわけだからね。本当に残念で

すけれども、私は、知事の猛省を促したいと思

います。

私の一般質問をこれで終わらせていただきま

す。

ありがとうございました。（拍手）

〇徳永達也議長 午前中の会議は、これにてと

どめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇徳永達也議長 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）（拍手）〔登壇〕 皆

さん、こんにちは。

議席番号24番、自由民主党、諫早市選挙区選
出、「“いさはや愛”が原動力‼」、千住良治でご
ざいます。

24番と言えば、我々世代におきますとジャイ
アンツ、中畑 清選手でございます。絶好調男

中畑 清選手、私も今回、貴重な一般質問でご

ざいますので、絶好調といきたいところでござ

いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、通告に従いまして、一問一答方式

で進めさせていただきます。

知事、教育委員会教育長、関係部局長、警察

本部長の皆様、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

1、長崎県総合計画2025について。
（1）総合計画の進捗と最終年度の取り組みに
ついて。

長崎県の人口減少につきましては、年間1万
人以上減少し、自然減はもちろん、社会減も大

きな課題であると言えます。

厚生労働省が6月に発表した「人口動態統計
月報年計」によりますと、昨年1年間に生まれ
た日本人の子どもの数は、概数で、前の年から

およそ4万1,000人減少の69万人余りで、9年連
続で過去最少を更新しました。また、長崎県内

で生まれた子どもの数は、前の年より656人減
った7,000人で、過去最少となりました。
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一方で、出生者数から死亡者数を引いた人数

は、マイナス1万2,969人で、2002年以降、死亡
者数が出生者数を上回る自然減の状態が続いて

おり、少子・高齢化は全国よりも早いスピード

で進んでいます。

こうしたことから、労働力不足、地域経済の

衰退、公共交通や地域コミュニティの維持確保

の問題など、様々なところで大きな影響が出て

きております。大変厳しい状況の中、県政運営

は難局を迎えております。

そういった中、知事におかれましては、昨年、

新しい長崎県づくりのビジョン「未来大国」を

発表されました。「こども」、「交流」、「イ

ノベーション」、「食」の4つの重点分野に、
10年後のありたい姿と、その実現に向けた施策
の方向性を示したものであります。

その新しい長崎県づくりのビジョン「未来大

国」を具現化していくうえで、大変重要となる

のが長崎県総合計画であります。

これまでの「総合計画2025 チェンジ＆チャ
レンジ」では、「人」、「産業」、「地域」の

3つの柱に基づき計画が取り組まれてきました。
本年、令和7年度が取組最終年度となる中、

目標の達成に向けて全力で施策を推進していく

必要があると考えます。

同時に、令和8年度からの新しい総合計画の
策定が進められ、この6月定例会において、素
案骨子が出されております。

その新しい総合計画をより充実させるために

も、現在の総合計画2025の検証が重要ではない
かと思います。

そこで、現在の総合計画のこれまでの進捗を

どのように考えているのか。また、最終年度で

ある令和7年度において、どのように取り組ん
でいこうとするのか、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 現総合計画におきまし

ては、施策、事業群ごとに成果指標を掲げ、そ

の進捗状況の評価・検証を行いながら、最終年

度である令和7年度における目標達成に向け、
様々な取組を進めているところであります。

その結果、誘致企業等による雇用創出数や県

内の外国人労働者数など、順調に推移し、成果

につながっている施策もあり、こうした分野で

は、今年度においても着実に推進することとし

ております。

一方で、例えば、海外活力の取り込みや農林

水産業の収益性向上などにかかる施策について

は、コロナ禍や物価高騰の影響等により、進捗

に遅れが見られることから、今年度当初予算に

おいて、インバウンド誘客に向けた新たなプロ

モーションの実施や、気候変動に強い農業産地

づくりなど、充実、強化を図ったところであり

ます。

今後とも、市町や関係団体等と連携しながら、

計画に掲げる最終目標の達成に向けて、全力で

取り組んでまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） （2）次期総合計画
の政策の柱立てについて。

総合計画2025においては、「人」、「産業」、
「地域」の3本柱に基づき施策が進められたと
のことでございますが、これは、国の地方創生

の取組や、人口減少対策や地域活性化を図る「長

崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」とも整

合性を取りながら施策を推進してきたと認識を

しております。

令和8年度から次期総合計画については、開
会日の知事の議案説明の中で、「こども」、「く

らし」、「しごと創造」、「にぎわい」、「ま
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ち」の5つの柱を立てて施策を行っていくとの
説明がありました。

私としては、人口減少、少子・高齢化の進行

などにより、多様化・複雑化する諸課題にしっ

かりと取り組む必要があると考えておりまして、

柱立てを増やしたことは大変いいことじゃない

かなと思います。

そこで、政策の柱立てにつきまして、その狙

いや趣旨について、知事にお聞きしたいと思い

ます。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 現総合計画につきましては、

先ほどお話があったとおり、「人」、「産業」、

「地域」の3つの柱のもとに各種施策を展開し
ているところでございますけれども、次期総合

計画におきましては、「こども」、「くらし」、

「しごと創造」、「にぎわい」、「まち」の5
つの柱を掲げ、新しい社会経済システムへの転

換、そして、複雑・多様化する諸課題にもきめ

細やかに対応してまいりたいと考えております。

具体的には、5つの柱に沿って、本県の将来
を担う子どもたちの能力と可能性を高めること

を社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、

全ての世代の方々が、健康で安心して暮らせる

社会環境づくり、そして、地域社会の基盤とな

ります経済の活性化に向けた力強い産業の実現、

最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識、そ

して、力の底上げなどに力を注いでまいります。

さらに、本県の優位性を活かし、国内外との

多様な交流を促進することに加え、激甚化、頻

発化する災害から県民の皆様の生命や財産を守

るための対策などにも積極的に取り組むことと

しております。

今後とも、県議会、そして、県民の皆様のご

意見をお聞きしながら、次期総合計画の施策や

事業群を構築し、本県の強みやポテンシャル、

特性等を活かして、県内外の多方面から選ばれ

る長崎県の実現に向けて、全力を尽くしてまい

りたいと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 安心・安全な暮らし

はもとより、県民の皆さんと一丸となって取り

組めるようなものになるよう期待をしておりま

す。

2、新技術実装連携“絆”特区について。
（1）ドローンの活用について。
本県は、離島・半島が多く、また、人口減少

や少子・高齢化も進んでおり、物流や医療、建

設、販売など、あらゆる分野において人手不足

などの問題を抱えております。

これらの問題に対しまして、課題解決の一つ

となるのが、ドローンなどの新たなデジタル技

術の活用が重要であると考えます。

県は、昨年6月に、福島県とともに「新技術
実装連携“絆”特区」の指定を受けました。地

域の課題解決に向け、規制や制度改革の実現や

デジタル技術を活用した新たなサービスの実装

などにより、その解決を図り、日本での社会課

題解決の先進事例となることを期待されており

ます。

ドローンを活用した、これまでの取組と、今

後、どのように展開していく計画なのか、お聞

きします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 県におきましては、

様々な地域課題の解決に向けて、国家戦略特区

制度を活用しながら、民間事業者等による先駆

的なドローンサービスの実証を推進しておりま

す。

具体的には、本年2月に、九州地区では初と
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なるドローンのレベル4飛行による処方薬配送
の実証を行ったほか、送電鉄塔設備の広域的、

遠隔での点検や、AI技術を活用した一人のオぺ
レーターによる複数のドローン運航に向けた実

証を行ったところであります。

今後におきましては、ドローンのオンデマン

ド配送の実現を目指し、今年度、国内初となる

エリア単位でのレベル4飛行について、まずは
離島地域での実証事業が計画されております。

県としましては、実証事業の検証も踏まえな

がら、エリア単位でのレベル4飛行にかかる早
期の社会実装が図られ、県内の他の地域にも、

その取組が広げられるよう努めてまいりたいと

考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） （2）福島県との連
携について。

我が長崎は、離島も多く、地理的に離れた複

数の自治体が連携して取り組むというのが非常

に大事ですので、ぜひ進めていただきたいと思

います。

今回、一緒に指定を受けました福島県との連

携状況について、お聞きしたいと思います。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 ドローンによるエリア

単位でのレベル4飛行の実現に向けましては、
長崎県、福島県、両県の実証をモデルケースと

して、安全対策の検討やリスク評価等について、

両県で連携しながら、国との協議を進めてまい

りました。

その結果、本年4月には、国土交通省より、
両県が当該飛行申請を行うに当たっての留意事

項や安全確保措置の例などが示されたことから、

エリア単位でのレベル4飛行にかかる基本的な
実証環境要件が整理されたところであります。

今後、国から示された留意事項等を踏まえて、

両県でエリア単位でのレベル4飛行の実証を重
ねることにより、ドローン飛行制度のさらなる

充実化を図り、利便性の高いドローンサービス

の社会実装につなげてまいりたいと考えており

ます。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 昨年、福島県のロボ

ットテストフィールドの方に視察に行ってまい

りました。非常に広大な施設で、最新の設備も

整っておりましたので、ぜひ福島県と実際連携

をしっかり図りながら、進めていっていただき

たいと思っております。

この新技術実装連携“絆”特区につきまして

は、大変意義あるもので、国や各県が大変注目

されているものと思います。期待が大きい一方、

県民の認知度、理解度は大変薄いんじゃないか

なと、まだまだ認知度は薄いんじゃないかなと

思います。その認知度を高めるために、ドロー

ンやデジタル技術を活用した取組を広げていく

必要も重要ではないかと思います。

例えば、県民をはじめ、県外の方々への観光

PRを兼ねて、県、あるいは市町がエリアの飛行
許可を取りまして、ドローンの撮影大会を開催

し、地域や観光のプロモーション動画コンテス

トを開催、もちろん、表彰の順位をつけて競っ

ていただきまして、よりよいものをたくさん作

っていただきまして、それを観光のPRにも使用
したりというのが非常にいいんじゃないかなと、

企業に頼むよりも、コストを削減して、多くの

PR動画もできるということもありますので、そ
ういったところをやってみると、また、県民の

皆さんの認知度も広がっていくんじゃないかな

というふうに思いますので、ぜひ取り組んでい

ただきたいと思います。
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3、教育行政について。
（1）部活動地域移行（展開）について。
これまで、中学校の部活動の地域移行につき

ましては、何度も質問させていただきました。

それは、子どもたちの活動の機会を失うこと

なく、その都度出てきた課題を解決しながら、

スムーズに部活動から地域での活動へと移るた

めの質問を行ってまいりました。

何度も、県は、しっかりと先頭に立って、子

どもたちのために旗を振り、進めてほしいと述

べてまいりました。

しかしながら、これまで、県は、庁内におい

てはワーキンググループで、21市町とは情報交
換を行っているとのことでしっかりと対応して

いると答弁がございました。

生徒数の減少により、活動の機会が失われな

いようにするための部活動地域移行のはずだと

私は認識しております。

それを踏まえて、質問に入ります。

先日の新聞記事に、「スポーツ庁と文化庁の

有識者会議は、休日の部活動は2031年までに全
ての部活動での移行を目指す。また、民間クラ

ブの活動費について、保護者の負担額の目安を

示すよう求め、クラブの信頼性を国と地方公共

団体で担保する仕組みの構築を要請した」とあ

りました。

そこで、県では、令和8年度の休日部活動の
地域移行の実施を目標としていましたが、市町

の地域移行の進捗はどのようになっているのか、

現況をお聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 各市町におきま

しては、それぞれ策定した方針等に基づきまし

て、休日における部活動の地域移行に向けた取

組が、現在、計画的に進められているところで

ございます。

具体的には、全ての部活動を地域に移行して

いる長与町に加えまして、本年度から新たに小

値賀町でも地域の活動に移行したところでござ

います。

このほか、13市町において、一部の部活動や、
学校に限定した段階で地域への移行がはじめら

れたところでございます。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） それぞれ、長崎は、

結構進んでいる方だとはお聞きしております。

そういった中ですが、各市町において、地域

クラブの認定や助成制度が行われはじめており

ます。認定を受ければ、中総体への参加に必要

条件となる指導者資格の取得の補助や、あるい

は活動経費の補助などを行っているものでござ

います。

しかしながら、中総体への参加資格があるに

もかかわらず、隣の市や別の町の生徒が部員に

いるため、認定はしない、補助も出さないとい

った問題も出てきております。生徒がいる中学

校や、その地域に活動する場がないため、活動

機会を求めて隣の市や町のクラブへ入部するこ

ととなりますが、現在のところ、その隣の市や

町のクラブへ入ったがために、そのクラブは、

市、町からの認定を受けられず、また、助成制

度も利用できないという、この事実を県はどの

ように見ているのか、お聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 生徒の新たなス

ポーツ、文化芸術活動の場となる地域クラブに

は、総合型地域スポーツクラブや民間事業者、

あるいは保護者会など、多様な実施形態がござ

いまして、地域の実情に応じて望ましい活動の

場として構築していくことが重要と考えており
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ます。

そのため、活動の主体となる生徒や保護者が、

安心して地域クラブ活動に参加できる環境を整

備するという観点から、各市町が一定の基準を

設け、認定等を行うことは必要であろうかと思

っております。

県といたしましては、今後、国から示される

予定の地域クラブ活動の定義や要件、また、認

定方法等を踏まえ、議員ご指摘のような状況に

ならないように、各地域において、生徒のため

に、豊かで幅広い活動機会が保障される認定の

仕組みが構築されるように、市町としっかりと

連携をして取り組んでいきたいと考えておりま

す。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 現に、そういった課

題は出てきているんですよね、問題はですね。

子どもたちの活動の場を確保するための地域移

行にもかかわらず、市町で線引きをされるとな

りますと、子どもたちの中では、あるいは保護

者同士の中において、隣の市から入りたいと言

っても、いや、もうそれは入らないでくれと、

逆に、入らせないといったところ、あるいはや

めてほしいなど、大変辛辣な事態が十分起こり

得るものだと思います。子どもたちは、何の不

備や落ち度もないはずですけれども、そのあた

りはどうお考えでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 市町間をまたが

るような、そういった課題については、しっか

り県教育委員会が市町教育委員会の間に入って

調整をしていかないといけないと思っておりま

す。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）市町が線引きをしな

ければならないとなれば、市町の枠を超えた県

という大きな枠で認定、あるいは補助などを行

ってはどうかと私は思っております。

ただし、公益財団長崎県スポーツ協会の中の

競技団体という枠を決めたりしながら、条件を

つけて県が認めてあげると、市町で認められな

いところは県が認めるといったところをやるべ

きじゃないかと思っております。ぜひそれをし

ていただければと思います。

長崎県スポーツ協会の会長は、大石知事でご

ざいますので、ぜひ、知事が、子どもたちの機

会を守ってあげていただきたいなと思っており

ます。

次に、中総体における地域クラブ参加要件に

ついて、県の見解をお聞きしたいと思います。

ある地域クラブの話です。

昨年より、クラブ結成に向けた相談を受けて

おりまして、いよいよ今年4月、中学1年生が十
数名入部され、発足、スタートしたクラブがご

ざいます。

そして、そのクラブは、競技団体へ登録をさ

れまして、次に中総体へ出場するための申し込

みをしたところ、4月20日までに長崎県中総体
出場条件として、日本スポーツ協会コーチ資格

がある指導者がいること、また、競技審判員資

格を持っている者がいることの条件を出され、

大変困られておりました。

日本コーチ資格を取るには、競技団体が行う

研修を受ける必要があります。座学と実技を合

わせて60時間を超える講習を受けなければな
りません。費用は数万円かかり、年会費もかか

ります。

私も持っておりますが、4年間で2万7,000円
という費用が私はかかっております。4年ごと
に振込用紙がきまして払っております。そうい
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った更新の費用も必要になると。

各県の競技団体で行われる講習は、不定期で、

毎年あっているわけでもなく、すぐに資格を取

得できるわけではありません。

また、審判員資格も同様に、毎月講習会が開

催されているというわけではなく、競技のオフ

の期間に、年に1回から2回しか行われておりま
せん。その講習を受け、資格を取得しなければ

ならないのに、その指導者、あるいは審判員資

格を持っていないとなりますと、その年は中総

体に子どもたちは出られないということになり

ます。その出場機会を失うこととなり、地域移

行の目的、子どもたちの活動機会の確保をする

ためということに矛盾していると考えますが、

いかがお考えでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 令和5年度から、
各競技団体が開催する予選会で選ばれた地域ク

ラブの代表も、県の中学校総合体育大会への出

場ができることとなりました。

地域クラブでの活動は、学校外の活動ではあ

りますけれども、教育的意義があることから、

主催者である中体連、あるいは競技団体等が、

安全確保と教育的配慮の観点から、大会参加に

際しての責任の所在や指導者資格の有無など、

一定の参加要件を定めるということは必要と考

えております。

しかしながら、議員ご指摘のとおり、生徒の

参加に不利益となるような要件が設定されてい

ると、こういった場合には、関係団体等としっ

かりと協議をし、生徒が日々の活動の成果を十

分に発揮できる機会が確保されるようにしてい

かなければならないと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 実際、今までの部活

動でいきますと、外部の指導者というのは別に

資格要件があるわけでもございません。校長が

認定すればというようなところがありますので、

そういったところと同じような形でやるべきだ

と私は思います。

これまで県は、県庁内でワーキンググループ、

各市町の担当者会議などによって意見交換をし

ておりますので、十分それらの課題は取り組ん

でおりますというような返事が毎回あったと思

います。

実際、今起きているような、これらの課題な

どは、把握していたんでしょうか。もしくは認

識はしていたのですが、何も手は打たなかった

んでしょうか。どちらですか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 一部、そういっ

た課題が出ていることをお聞きしている部分は

ございまして、そこはその当該競技団体と協議

したり、全中連との協議、あるいはスポーツ庁

を通じて国の上部団体へ申し入れを行ったりで

すとか、そういった活動を行っております。

議員がご指摘の競技団体の部分と一致するか

どうかわかりませんけれども、私どもの耳にそ

ういった課題、状況が入った時にはそういった

対応をさせていただいているところでございま

す。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）現に起こっているわ

けですから、その上部団体とかになると長くか

かりますので、もうすぐやってもらわないと、

子どもたちはもうその年しかないので、ぜひ、

すぐ対応をお願いしたいと思います。

それでは、県は、部活動地域移行に対して、

これまでの取組姿勢について、どう考えるのか、

また、役割は十分果たせているのか、今後、県
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は、どのように取り組むのか、お聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県におきまして

は、各市町が地域の実情に応じた持続可能な活

動環境を整備できるように、市町の取組の進捗

状況を把握しながら、必要な助言、支援等を行

うなど、移行に向けて、これまで積極的に関わ

ってきたところでございます。

その結果、先ほど申し上げた内容の移行の状

況も進んでいるかと考えているところでござい

ます。

また、一方では、そうした取組を進める中で、

議員のご指摘もございましたとおり、様々な課

題が出てきております。

生徒の移動の手段の問題や、地域クラブを統

括する組織の設立が必要ではないかというよう

な声も、私どもの耳には入っているところでご

ざいまして、そういった新たな課題が生じてい

るところでございます。

このため、本年度は、国の重点地域として指

定を受けておりまして、市町が抱える様々な課

題解決に取り組み、また、併せまして市町間に

またがる地域クラブの認定方法などの広域的な

課題にも先導的に取り組みたいと考えておりま

す。

引き続き、市町と連携しながら、子どもたち

のスポーツ、文化芸術活動の持続可能な環境の

構築に努めてまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） ぜひ、しっかりと取

り組んでいただきたいと思います。

（2）コミュニティ・スクールについて。
こちらも過去に質問させていただいておりま

す。その時は、まだコミュニティ・スクールを

導入している学校は数少ないものでございまし

た。

そこで、先生方の働き方改革や地域との連携

などによる役目を担っているコミュニティ・ス

クールの推進について、現状をお聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 コミュニティ・

スクールにつきましては、学校が抱える諸課題

の解決に有効であるとの認識をしておりまして、

その導入拡大に取り組んできているところでご

ざいます。

令和3年度末の時点では、導入校は20市町の
70校でございましたが、翌令和4年度末には21
全市町に広がりまして、93校に拡大、さらに、
昨年度末におきましては、21市町の143校と、
県下全域において、着実に増えてきているもの

と考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） コミュニティ・スク

ール制度、学校運営には非常にプラスになるん

じゃないかなと思います。

一方、私が心配なのが、校長の学校方針に対

する運営方針の承認が必要とうたわれていると

ころもありまして、地域が入りすぎてしまうと

いうような懸念も起きております。

そこで、このコミュニティ・スクールを進め

ていくうえで、県の支援、あるいはこれまで取

り組まれている事業の進捗状況について、お聞

きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県では、これま

で、地域を含む学校関係者を対象に、相談会や

研修会の開催、さらには先進地への視察等を通

じてコミュニティ・スクール制度に対する理解

の促進を図ってきております。

その結果、今年度は、新たに35校が制度導入
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を検討しているところでございます。

また、昨年度から、コミュニティ・スクール

を活用した働き方改革にも取り組んでおりまし

て、指定したモデル校においては、授業支援や

学校行事の見直しなど、地域と連携した具体的

な取組が進められております。

今後は、モデル校や先進地区における実践事

例を他市町に紹介しながら、各地域の実情に応

じた取組が、県内各地で着実に展開されるよう、

事業を推進してまいります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） コミュニティ・スク

ールも、働き方改革の方にもプラスになると思

いますので、ぜひ取組を進めていただきたいと

思います。

（3）教員の確保について。
全国、多くの都道府県において、教員の不足

は大きな課題となっております。特に、小・中

学校の義務教育では、深刻な問題にあります。

そこで、長崎県の現況とその要因について、

どう捉えているのか、まずお聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 現在、小・中学

校における病気休暇等に関する代替職員の未配

置数につきましては、本年6月1日現在におきま
して、小学校で11名、中学校で6名でございま
す。計17名の教員不足が生じております。
現状といたしまして、教員の大量退職による

採用数が増加いたしておりまして、これまでの

臨時的任用教員の多くを本務教員として採用し

ていることから、年度途中に配置する代替教員

の確保が、現在、困難な状況になっているとこ

ろでございます。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 6月1日時点で、全

校に代替教員を配置できてないとなると、これ

から2学期、3学期と進んでいきますと、未配置
の数が増えていくんじゃないかと、大変心配を

しております。

また、精神疾患を原因とする休職者の数の状

況についてもお伺いをしておりますが、増加傾

向で大変心配になっております。

教員の負担感を軽減し、病休・休職者を減ら

すことは大変重要であり、教員不足解決への一

つのはずでございます。

そのために、教員が子どもたちに正面から向

き合うことができ、子どもたちの教育に集中で

きる環境づくり、そして、サポートが大変重要

と考えます。

そこで、県では、教員が児童生徒を教育する

という本来の業務に注力できるように、どのよ

うなサポート体制をつくり、取り組んでいるの

か、お聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県におきまして

は、教員が授業をはじめとする教育活動に打ち

込める環境整備を促進するために、令和6年度
に「働きがい推進室」を設置いたしまして、教

職員からの業務改善に向けた声を拾い上げる

「職員提案制度」の運用や、外部有識者から知

見をいただく「教職の魅力化作戦会議」の開催

などによりまして、働き方、働きがい改革の一

層の推進に取り組んでいるところでございます。

また、学校におけるサポート体制につきまし

ては、教員の業務負担軽減に資するコミュニテ

ィ・スクールの導入、また、業務支援員の配置

に取り組むなどを行っているところでございま

す。

また、全市町が参加する「超勤改善等対策会

議」を通じまして、市町教育委員会とも連携、
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協力を図りながら、体制の充実・強化に取り組

んでいるところでございます。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）文部科学省の公立学

校の教職員の人事行政調査におきましては、精

神疾患による休職者は増加傾向にあり、特に、

小学校と特別支援学校において多いとされてお

ります。精神疾患になる原因は様々であります

けれども、保護者との関係をめぐるストレスも

大きいと推察をされます。

全日本教職員連盟の教職員の勤務環境に関す

る実態及び意識調査によりますと、複数回答で

ありますけれども、令和6年度で、業務で精神
的に負担を感じているもの1位は「保護者対応」
で62％、2位が「生徒指導」で34％、3位は「職
場の人間関係」で23％と、保護者の対応が圧倒
的に多い結果となりまして、それもまた前年度

より7％アップしている結果が出ております。
こうした調査結果を見てみますと、保護者対

応は大きな課題であると言えます。

また、若い先生方が多くなってきており、年

上の保護者への対応において悩む先生も多いん

じゃないかなと思っております。

市町によっては、スクールロイヤー配置に取

り組んでいるところもあると承知をしておりま

すが、そこにたどり着く前に解決していくのが

必須ではないかなと思います。

奈良県天理市では、「子育て応援・相談セン

ター～ほっとステーション～」という機関を設

置いたしました。

市長は、会見で、多くの保護者は協力して学

校を創っていこうとしていると、しかしながら、

一部に理不尽な要望で、どなったり、叱責を続

けたりするケースがあると、そこで、この「ほ

っとステーション」を設置したと。

この天理市の「ほっとステーション」のよう

に、保護者から学校への相談や苦情を直接受け

入れる機関を設置することで、教員の負担軽減

につながると考えますが、県はどのようにお考

えでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 学校に寄せられ

た保護者からの相談は、現在、まずは学校が対

応しておりまして、必要に応じて教育委員会を

はじめ、関係機関が連携して適切な対応支援を

行っているところでございます。

議員ご提案の天理市の「ほっとステーション」

につきましては、教員の負担感を解消するため

に一定の効果を上げているというお声があるこ

とは認識をいたしております。

ただ、その一方で、「保護者と学校との信頼

関係の希薄化も懸念される」という有識者等の

声もございまして、その効果や課題については、

まだ今後、いましばらく注視していく必要があ

るのかなと考えております。

県としましては、まずは、これまでの取組と

併せまして、学校が抱える様々な問題の解決に

向けまして、スクールロイヤーや相談員等を配

置して、実際に効果を上げている市町の取組を

県全体で共有するなど、学校や教員の負担を軽

減する、さらなる環境づくりを推進してまいり

たいと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） ぜひ、力を入れて、

先生方が自由に、思い切った教育ができないと、

子どもたちは大きく伸びないと思います。幾ら

子どもたちに伸び伸びと言っても、それは非常

に難しいところがありますので、まず、先生が

思い切った教育ができる環境づくりを、ぜひお

願いしたいと思います。
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（4）長崎県教育方針について。
現在、学校現場においては、情熱を持って熱

心に頑張る教員に業務のしわ寄せがきていると、

よくお聞きします。また、頑張る先生に仕事が

大変多く回ってきて、心身ともに疲弊していく

姿を目の当たりにしたこともあります。

そういった姿は、本来ならばあってはならな

いものだと思います。

「第四期教育振興基本計画」、本年度からは

じまっているんですけれども、中身は大変すば

らしい計画になっております。

「つながりが創る豊かな教育」をテーマに、

「子どもたちのために教員が輝く働きがい改

革」が掲げられております。

そこで、昨年度からはじまっている「第四期

教育振興基本計画」の現状について、お聞きし

ます。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 生き生きと学び

に向かう子どもたちを育むためには、何よりも

教員自身が生き生きと、やりがいと情熱を持っ

て子どもたちの指導に当たることが非常に重要

であると考えております。

そのため、「第四期長崎県教育振興基本計画」

において、「子どもたちのために教員が輝く働

きがい改革」というものを主要施策の一つとし

て掲げております。

学校や教員が担う業務の適正化や、支援スタ

ッフの配置など、教員の働き方を見直し、また、

「夏休み充電宣言」など、教員自身が自己の課

題に応じて主体的に研さんを積むことができる

取組を進めているところでございます。

その結果、超過勤務が月45時間を超える小・
中学校の教職員の割合は、令和元年度から3年
度までの3年間の平均は約25％でございました

が、令和6年度は13.6％まで減少いたしておりま
して、一定の成果があらわれていると考えてお

ります。

併せまして、本年3月に有識者等で構成する
「教職の魅力化作戦会議」からいただいた提言

を踏まえまして、コミュニティ・スクールの活

用や、また、県が発出する文書削減など、さら

なる対策の充実と強化にも努めてまいりたいと

考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）「教職の魅力化作戦

会議」から様々な提案がなされまして、業務の

負担軽減、あるいは超過勤務時間の短縮などの

取組を行っているということで、成果も出てい

るということですね。大変いいことだなと思い

ます。

一方、働きがい改革の部分であります、「教

員としての誇りと情熱を持って子どもたちと一

緒に進むことができる環境づくり」というのが

大変重要になるかなと思います。

学校は、人が人を育てるところでございます

ので、とにかくその人が一生懸命やれないと人

は育たないと、教員が教員を育てることもあり

ますし、教員が子どもたちを育てる、子どもが

逆に教員を育てる、地域が教員を育てる、ある

いは、教員が地域と一緒になって育っていくと

いうような形もとれると思います。

そのためには、一人ひとりの頑張る教員を見

守り、育てるというようなことを長崎県が全力

でやりますというような強いスタンスのもと、

教員を目指す方だけでなく、県民、あるいは全

国に対して強いメッセージを出していくことが

大事でありまして、そうすることで教員の魅力

や、やりがいを感じる、また、長崎県で教員を

やりたいと、ここはすばらしい教育をやってい
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るんだと、選ばれる長崎県になるんじゃないか

なと思いますが、そのあたりはいかがでしょう

か。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 教員が、仕事に

誇りと情熱を持って生き生きと働くことは、子

どもたちの学びの質の向上だけではなく、教員

を目指そうとする生徒や学生など、若い世代に

とっても、その姿が魅力的に映り、そしてまた、

それが持続的な質の高い人材の確保につながっ

ていくものと考えております。

そのために、教員一人ひとりが働きがいを実

感できるよう、教員の声に耳を傾け、また、市

町教育委員会や校長と共通理解を図りながら、

業務改善に向けた実効性のある取組を進めてい

く必要があると考えております。

併せて、こうした取組をより強力に推進して

いくためには、教員はもとより、保護者や地域

の皆様など、多くの県民の方々のご理解とご協

力が不可欠でありますことから、様々な機会を

捉えまして、私自身の言葉でしっかりとしたメ

ッセージを発信してまいりたいと考えておりま

す。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） ぜひ、その力強いメ

ッセージを全国に発信していただけたらと思い

ますので、よろしくお願いします。

（5）県立高校再編整備について。
午前中もご質問がありましたが、私の方では、

15年後、生徒数が現在の6割程度になるという
ことですので、その大綱の策定につきまして、

今後、どのようなスケジュールで進めていくの

かをお聞きしたいと思います。

〇徳永達也議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 大綱の策定に当たりま

しては、まずは県立高校に対する期待やニーズ

等を的確に把握することが必要と考えておりま

すので、現在、中学生、高校生及び小・中学生

の保護者等を対象としたアンケート調査の準備

を進めているところでございます。

9月頃には有識者を含めた会議を立ち上げま
して、アンケート結果等を踏まえながら、再編

整備の方針となる大綱の内容につきまして、ご

協議いただくこととしております。

また、その会議と時期は並行しながら、市町

や学校関係者などからも、未来の学校や教育の

姿について、直接意見を伺うこととしておりま

す。

再編整備の大綱の策定に向けて、着実にその

プロセスを踏みながら進めてまいりたいと考え

ております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 現在、様々な分野に

おいて人材の不足というのが言われております。

そういった中で、洋上風力発電、あるいは半導

体、造船、土木技術者など、今後、県内経済を

牽引する分野における人材の育成・確保も喫緊

の課題ではないかと思います。

午前中もちょっと触れておられましたが、再

編整備の大綱の策定に当たっては、産学官の連

携のもと、県の産業界の将来を見据えた人材育

成について協議していく必要があると考えます

が、県の見解を求めます。

〇徳永達也議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 令和6年度から産業界
や高校、また、県の関係部局が協働・連携する

仕組みを構築しておりまして、地域産業の持続

的な発展につながる人材の育成を目指す事業を

実施しているところでございます。

県立高校の再編整備は、地域や産業の未来と
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も関連する重要なテーマでもありますことから、

この事業の中で、高校における産業人材の育成

について、各分野のニーズや今後のビジョン等

を丁寧に伺いながら、大綱の検討を進めてまい

りたいと考えております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） そういった中で、昨

年度、公立の高校卒業生の県内・県外の就職率

を見てみますと、工業系学科では約56％が県内
就職、残り44％が県外となっております。ほか
の普通科、農業科、商業科、水産科などは75％
以上が県内に就職というふうになっております。

工業系の人材は、全国的に見ても採用の需要

が大きく、好条件での募集が全国的にあってい

るところであります。こういった点からも、工

業系学科の設置は必要だと私は考えております。

ぜひ、大綱策定に当たっては、産業界からの意

見も取り入れながら策定をしていただきまして、

重ねて、ぜひとも諫早市への工業系学科設置を

強く求めて、次の質問に移りたいと思います。

（6）私立学校への監督、指導について。
学校におけるいじめやハラスメント事案など、

様々な問題や不祥事については、県立・私立に

かかわらずに起こる可能性がありまして、教員

や生徒、保護者等への影響も大きなものであり

ます。毎年、県立・私立問わずに、問題事案が

起こり、話題となっております。

そこで、私立学校において、いじめやハラス

メント等の事案が起こった場合、県としてどの

ように指導しているのか、お聞きします。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 まず、私立学校は、学校

法人などが設立した独立した自主組織でござい

ますので、問題発生時には、設置者である法人

等の管理責任において対応するということにな

ります。

学校における問題発生を把握した場合、県で

は、私立学校法等に基づき、報告聴取、立ち入

り検査による事実確認を行い、その内容によっ

て必要に応じて助言を行っているところでござ

います。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 私立学校では、学校

の設置者である学校法人の管理責任において対

応するというのが基本ということでございます

ね。

今年の4月1日に「私立学校法」が改正され施
行されております。今回の法改正では、学校法

人のガバナンス改革を推進するための大きな制

度改正を伴うものであるため、学校法人として、

改正法の趣旨を十分理解したうえで対応する必

要があると思いますが、法改正までの県の取組

をお聞きします。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 県では、今、議員からご

指摘がございました法改正の概要や必要となる

寄附行為の変更申請手続き等について、所轄学

校法人に対して説明会を実施し、法施行となる

今年、令和7年4月1日までに全法人の寄附行為
の変更認可を終えたところでございます。

引き続き、改正法に基づき、学校法人の手続

き等が円滑に行われるよう、県として必要な助

言を行ってまいります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）これまでの県の取組

に対しては理解するところでありますけれども、

就学支援金の拡充などによりまして、進学先に

私立学校を選択する生徒は変わらず、あるいは

増加し、公教育の一翼を担う私学の役割は、今

後ますます重要なものと考えます。
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そのような中、法改正により寄附行為が変更

されて間もないことから、法の趣旨を理解し、

正しく運用してもらうために、県におかれまし

ては、私学に対しまして、今後、より一層適切

で、丁寧な監督、指導、助言を行っていただき

たいと思います。よろしくお願いします。

4、スポーツ行政について。
（1）スポーツを活かした賑わいづくりについ
て。

スポーツ合宿や大会が行われますと、皆さん、

ご存じのとおり、関係者等の宿泊、飲食、観光

などによる消費拡大により、地域経済の活性化

につながります。

また、トップクラスのチームなどが合宿を行

えば、マスコミ等に取り上げられ、シティプロ

モーションにもつながり、地域の魅力発信など

においても、様々な効果が期待できます。

そこで、お聞きします。

県では、総合計画2025において、「スポーツ
による地域活性化」を掲げ、スポーツ合宿、大

会の誘致による地域の賑わいづくりを進めてお

られると思いますが、これまでの取組状況につ

いて、お聞きします。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 県におきまして

は、市町や競技団体等と連携し、PRパンフレッ
トの制作のほか、チームや大会主催者等への訪

問活動を行うなど、積極的にスポーツ合宿や大

会の誘致、支援に取り組んでおります。

合宿につきましては、本明川下流域や離島の

砂浜など、本県特有のトレーニング環境などを

活用しながら、ローイングの日本代表や実業団

女子バスケットボール、箱根駅伝出場校等、様々

な強豪チームの誘致につなげてきております。

また、大会につきましても、昨年度の日本ス

ポーツマスターズや、今年度のピックルボール

ジャパンオープン、フェンシングの全国高校選

抜大会などの開催実現につながったところであ

ります。

スポーツ合宿や大会の開催は、賑わい創出に

よる地域経済の活性化など、本県の地域振興に

大きく寄与することから、県といたしましては、

引き続き、本県の強みや魅力をアピールしなが

ら、合宿、大会の誘致に積極的に取り組んでま

いります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） 長崎は、がんばらん

ば国体、昨年はマスターズ、あるいはインター

ハイと、県内には全国大会クラスの大会、ある

いは合宿ができる会場や環境はあると思います。

ただ、21市町単独での開催は大変ハードルが高
い。そのため、会場だけでなく、運営費やプロ

モーション、あるいは宿泊費などのサポートが

必要であると考えますが、県のスタンスについ

て、お聞きします。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 県では、先ほど

答弁いたしましたとおり、合宿、大会の誘致に

向けては、市町や競技団体等と連携して、チー

ム等への訪問などのプロモーション活動を実施

しておりますが、そのほかにも合宿を行う際の

宿泊費や交通費、大会を開催する際の経費につ

いても、市町と協調して支援を行っております。

今後とも、合宿や大会の誘致については、市

町の意向も踏まえながら、しっかりと連携して

取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） （2）観戦型のスポ
ーツイベント・大会の誘致について。

昨年は、北部九州インターハイ、日本スポー
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ツマスターズが県内で開催されまして、今年も

先ほどありました大会、あるいは国民スポーツ

大会の九州ブロック大会などが開催されるなど、

スポーツ大会を通じて多くの方々に来県いただ

けるものと思います。

スポーツによる交流人口の拡大は大変重要で

あり、また、競技大会のみならず、観戦型のス

ポーツ大会、イベントなども来県される方が多

いとお聞きしております。

Ｖ・ファーレン長崎、長崎ヴェルカ、サッカ

ー、バスケットボール等の試合を観戦する機会

はありますが、それ以外の競技については、な

かなか観戦の機会がないといったところではな

いかと思います。

そこで、やる方ではなくて、今度、観戦型の

スポーツイベントや大会の誘致について、県の

見解をお聞きします。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 観戦型のスポー

ツイベントや大会の開催は、交流人口の拡大や

県民の競技力向上、スポーツへの関心の高まり

など、本県のスポーツ振興に大きく寄与するも

のであると認識しており、県では、これまで誘

致等に積極的に取り組んでまいりました。

県内では、昨年度、プロ野球やラグビーリー

グワン、女子バレーボールなどのスポーツイベ

ント等が開催されたところでありますが、今年

度も「ツール・ド・九州2025」をはじめとした
観戦型のスポーツイベントが開催される予定で

あります。

県としましては、今後もさらにそうした機会

が増えていくよう、市町や競技団体、施設管理

者等とも連携しながら、誘致の強化に努めてま

いります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。

〇２４番（千住良治議員） ぜひ市町と、あるい

は競技団体とダッグを組んで、誘致をぜひお願

いしたいと思っております。よろしくお願いし

ます。

（3）スポーツ人材の定着化について。
スポーツにおいては、中学、高校、大学まで

はスポーツに打ち込める環境が比較的ありまし

て、全国においても活躍する選手も数多くおり

ます。

しかしながら、社会人になって競技を続ける

環境は、大変大きく制限をされ、また、県外企

業にて競技を続けなければならないなど、大変

狭き門で厳しい状況にあります。

成年選手及び指導者が安心して競技を続けら

れるような環境づくりが必要であると思います。

昨年度から、県では、社会人アスリート雇用

促進のため、「未来ながさきスポーツプロジェ

クト」に取り組まれておりますが、その進捗状

況をお聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 本県競技スポー

ツの振興を図っていくためには、社会人アスリ

ートや指導者が安心して競技に取り組むことが

できる環境を整備し、また、ジュニアから成年

世代の選手育成と強化につなげる仕組みが必要

であると考えております。

そのため、昨年度から長崎県スポーツ協会内

に設置した「アスリートサポートセンター」が

中心となりまして、県内企業への就職を希望す

るアスリート等に対する就職支援に取り組んで

きた結果、これまでに31名の就職希望者と56社
の求人企業が登録をいたしまして、そのうち、

1名の就職者と1名の内定者が決まっていると
ころでございます。

引き続き、サポートセンターにおきましては、
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就職希望者や求人企業の登録数の増加に取り組

み、また、本年度は、特に、専任職員による企

業情報の提供や面接指導、企業側へのアスリー

ト紹介など、支援内容の充実を図り、スポーツ

人材の定着に向けて取り組んでいくことといた

しております。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）そういったマッチン

グというのが非常に難しいところですので、ぜ

ひ、県も力を入れて、今後もやっていっていた

だきたいと思います。また、そういったスポー

ツ人材は、ジュニアスポーツの育成にもつなが

りますので、ぜひ、力を入れてやっていただき

たいと思います。

文部科学省では、学校現場に外部専門人材を

呼び込む施策としまして、教職に関心のあるア

スリートの優れた知識、経験などを有する社会

人を教員として迎え入れる「特別免許状制度」

を活用して、外部専門人材の登用を促すことを

進めているということでありますので、ぜひ長

崎県も積極的にその「特別免許状制度」を活用

して、スポーツ人材の確保をお願いしたいと思

いますので、そちらもどうぞよろしくお願いい

たします。

5、児童・生徒等における交通事故防止対策
について。

（1）交通事故防止対策について。
まず、生徒・児童の登校中や下校中、車両が

突っ込み負傷する事故が起こっていると報道を

耳にします。

社会的な車両数の増加に加え、登下校の児

童・生徒の送迎の増加、そのために登下校にお

ける安全確保が難しくなってきたのではないか

と危惧いたしております。

子どもたちが、安全に、安心して登校するた

めには、登下校時の安全対策が必要だと考えて

おります。

そこで、児童・生徒が関係する交通事故の現

状につきまして、お聞きします。

〇徳永達也議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 お答えいたします。

本年4月末現在の人身事故件数は、782件でご
ざいます。前年同時期とほぼ同数となっており

ます。このうち、高校生以下の事故につきまし

ては17件です。前年同時期よりも8件少なくな
っております。

17件の内訳でございますが、高校生が10件、
中学生が2件、小学生が5件でございます。
これら高校生以下の事故のうち、約4割が登

下校中の事故となっております。具体的には、

登校中が5件、下校中が2件となっております。
〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）私が想像していたよ

りは少ないので非常にいいかなと思っておりま

すが、これがゼロになるような取組がやっぱり

必要かなと思います。

それでは、児童・生徒の登下校時の事故防止

対策について、警察の取組状況をお聞きします。

〇徳永達也議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 警察では、通学路での

交通指導取締り、学校、道路管理者等と連携し

て実施する通学路の合同点検、及びこれを踏ま

えた交通安全施設等の設置・補修のほか、関係

機関・団体と連携した登下校時の見守り活動や、

学校における交通安全教育等を進めております。

特に、本年4月からは、過去の交通事故発生
状況を踏まえた対策を強化しております。

具体的には、登下校時間帯の小学校周辺や通

学路上の信号機のない交差点、自転車が多く通

行する高校周辺の路線に特に着目しまして、こ
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ういった箇所での街頭活動を強力に推進してお

ります。引き続き、関係機関と連携して、児童・

生徒等の交通事故防止に努めてまいります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員） それでは、児童・生

徒の登下校時の事故防止対策について、今、警

察にお聞きしたんですが、同じように教育庁の

取組をお聞きします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 小・中学校、高

校では、児童・生徒に対する交通安全教育を行

っているほか、各学校の実情に応じて、通学路

の安全点検や通学路マップの作製、集団での登

下校、あるいは保護者や地域の方による通学路

の見守り活動等を行っております。

また、県では、教職員、市町の教育委員会職

員、幼稚園、保育所の関係者を対象に、毎年「学

校安全教室推進研修会」を実施いたしておりま

して、県警本部の警察官を講師として招き、児

童・生徒等の交通安全防止の講話を実施して、

教職員等の意識向上を図っております。

引き続き、関係機関と連携して、児童・生徒

等の交通事故防止に努めてまいりたいと考えて

おります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）今年の通学路を見ま

すと、警察の車両がパトロールをよくやってい

ただいているというのは、すごく感じておりま

した。ぜひ、そういった取組を広げていってい

ただけたらと、続けていっていただけたらと思

います。大変だと思いますけれども、お願いし

たいと思います。

次に、一般財団法人長崎県交通安全協会との

連携について。

次に、一般財団法人長崎県交通安全協会は、

道路交通法に規定された「交通安全活動推進セ

ンター」として、公安委員会の指定を受け、県

民に対する交通安全の高揚を図り、交通秩序の

確立に寄与し、交通の安全を円滑に促進して、

交通事故を防止する役割を担っていると承知し

ております。

そこで、交通安全指導員の現在の活動と指導

員数について、お聞きします。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 長崎県交通安全

協会の交通安全指導員は、県内15地区に2名ず
つ、合計30名の配置となっており、幼児・児童
の交通安全教育をはじめ、街頭指導や広報活動

などの交通安全活動に従事されております。

特に、幼児等の交通安全教育は、長時間、集

中して話を聞くことが苦手な子どもでも理解し

やすい効果的な指導を行うため、手作りの教材

を利用したり、横断歩道等における道路の正し

い渡り方などの模擬的実演指導を実施されてお

ります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）その交通安全指導員

の方を最近あんまり見なくなったといったとこ

ろは私の視点なんですけれども、その子どもた

ちの交通安全教育は、大変意義あるものだと思

います。

しかしながら、その交通安全指導員の不足等

により、交通安全教室等の開催に支障が出てい

るというお話を複数お聞きしております。

その点につきまして、どう対応しているのか、

お聞きします。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 一部の地区にお

いては、退職等で一時的に欠員が生じているこ

とがあり、その場合は交通安全教室を優先的に
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実施したり、警察と協議をして、警察官に講話

を実施してもらうなど、工夫しながら交通安全

教室の開催に取り組んでおられるとお聞きして

おります。

また、欠員の補充に関しましては、現在、県

交通安全協会において、交通安全指導員が働き

やすい勤務環境を構築するため、勤務時間の短

縮や交通安全教室を優先した業務内容の見直し

を行い、雇用の確保に努めていると伺っており

ます。

県といたしましては、運営費の半分ずつを負

担している市町と連携を図りながら、交通安全

協会の活動をサポートしてまいりたいと考えて

おります。

〇徳永達也議長 千住議員―24番。
〇２４番（千住良治議員）交通安全指導員の処

遇改善というのも非常に大事じゃないかと思い

ます。また、先ほどありましたように、県と自

治体が半分ずつ補助を出してということもあり

ますが、交通安全協会の会員を増やすのも非常

に大事じゃないかなと思いますので、そのあた

りも県も協力してやっていったらいいんじゃな

いかなと思います。

以上で、一般質問を終わります。（拍手）

〇徳永達也議長 これより、しばらく休憩いた

します。

会議は、2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３０分 再開 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

〇大場博文副議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）（拍手）〔登壇〕 皆

様、こんにちは。

西彼杵郡選挙区選出、改革21、「あいばせん
ばこいばせんば」の饗庭敦子でございます。

私は、皆様の声を県政に届け、誰もが笑顔で

暮らせる長崎県、誰一人取り残さない社会の実

現を目指して、様々な課題に取り組んでいます。

本日も、皆様の声をもとに、よりよい長崎県

になりますよう、質問をさせていただきます。

本日、最後の登壇となります。これからの一

時間、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、一問一答方式にて質問します。答

弁によっては、深掘りもさせていただきますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

知事をはじめ、警察本部長、教育委員会教育

長、関係部局長におかれましては、簡潔で、県

民にやさしく、わかりやすい答弁をお願い申し

上げます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）政治資金問題の責任。
知事の政治資金問題は、昨年の6月定例会の

一般質問で指摘された収支報告書、286万円の
迂回献金疑惑にはじまり、2,000万円の架空貸付
疑惑、公職選挙法違反の疑い、県職員に政治活

動をさせた公務と政務の混同と、次から次へと

浮上してきたこの一年でございました。

私ども県議会としましても、全員協議会、一

般質問、総務委員会集中審査と、多くの多くの

時間をかけてまいりました。

私たち4会派は、この間、百条委員会の設置
を2度求めてまいりましたが、動議は残念なが
ら賛成少数で否決されました。

そして、今回、知事の政治資金にかかる一連

の問題に関して、自身の責任を明確にするため

として、給料を減額する条例案が突然出されま

した。定例会前の議会運営委員会がはじまるそ

の日に提出をされるということでお知らせをい



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 63 -

ただきました。この減給提案は、唐突感が否め

ず、なぜ、このタイミングなのか、議案を提出

するに至った考え、経緯をお伺いします。

また、これまで知事の説明責任は、まだまだ

十分に果たされていないものと考えております。

前回、2月定例会以降も、定例会見で記者の
方が質問されておられましたけれども、ほぼ答

えておられない状況かというふうに思います。

この一連の問題に関する県民への説明責任を、

いつ、どこで、どのように果たしていくお考え

なのか、お伺いします。

以上、質問いたします。

この後の質問は、対面演壇席にて質問させて

いただきます。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕饗庭議員のご質問にお

答えをさせていただきます。

私の政治資金等にかかる一連の問題によりま

して、県政の混乱を招いたことについては、自

らの責任を強く認識しておりましたけれども、

先の2月定例県議会における皆様からの様々な
ご意見、県民の声を踏まえ、自らを処する必要

があるとの考えに至り、その処分内容について、

直前まで熟考したところでございます。

私としましては、これまでのこの一連の問題

に関しまして、県議会や記者会見などにおいて、

できる限りの説明を行って、その説明責任を果

たすべく丁寧に努めてきたところでございます。

一方で、司法の判断に委ねるべきとの考えも

ございますけれども、引き続き、丁寧な対応に

努めていきたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）今後も丁寧に説明責

任を果たしていくということでしたけれども、

いつ、どこで、どのように果たしていくのか、

先ほども申し上げましたが、2月の定例会見後、
納得のいく説明は全くないように思いますが、

そのあたりはいかがでしょうか。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 あらゆる機会を捉えて、ご質

問にはできる限り丁寧に対応させていただきた

いと思います。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） 今後も、本当に丁寧

に説明していただきたいのと、なぜ、このタイ

ミングなのかは、総務委員会でもまた質問があ

ることかというふうに思いますので、次に移り

たいと思いますが、この政治資金収支報告書で、

今回、また実態と異なる個人献金者の住所表記

問題というのが起こりました。

他県の知事は、訂正する意向でございました

が、大石知事におかれましては、「法的に定義

がないので、訂正する必要はない」というふう

に言っておられます。

政治資金規正法第12条第1項、第3項、政治団
体の収支報告書には、寄附者の氏名、住所、金

額、年月日、方法等を記載することが義務づけ

られています。

どうして、そういう法的な定義がないという

解釈なのか。また、法的に訂正が不要だとしま

しても、倫理的・道義的責任や説明責任はある

というふうに思います。

特に、疑惑が浮上している政治家の場合は、

寄附者リストの不備が隠ぺいの意図と疑われる

可能性があるとも言われております。

ぜひ、透明性を確保し、長崎県民の信頼回復

のために、これも訂正し、透明性を明らかにし

てはどうか、お伺いします。
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〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 政治資金規正法、今、触れて

いただきましたけれども、第12条第1項、第3項
に、寄附者の住所を記載するよう義務づける条

文がございまして、その中に実態に則してとい

うことの文言がございます。この実態が何であ

るかといったことについて、総務省にも見解を

尋ねましたけれども、そこについて、住所の定

義はないということでございました。

そういったことを踏まえて、寄附者から申告

された住所の正否を確認することまでは求めら

れているわけではないというふうに認識をして

おります。

そのため、私の後援会におきましては、これ

まで寄附をいただいた支援者の方々から申告を

された住所を、そのまま収支報告書に記載をし

てございます。

今後は、寄附者、寄附いただく支援者の方々

に対しましては、自宅の住所を記載いただくよ

うにお願いするといったことなども含めて対応

を検討していきたいと思います。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） 今後は、もちろんし

ていただくことかと思いますけれども、先ほど

も言いましたけれども、やっぱり県民の信頼回

復が必要かというふうに思います。また、収支

報告書に関して出たのかと、これまでも何度も

訂正されておられるかというふうに思います。

その中で、やはり訂正した方がいいのではない

かと思いますが、再度お伺いします。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど申し上げましたけれど

も、やはりそれぞれの寄附者の住所というもの

に定義がないという中で、私も、個人からの寄

附をいただいておりますので、そこに何ら疑念

を持たれない形が一番よろしいかと思いますけ

れども、今回のこの報道も踏まえて、いろんな

お声もお聞きをしております。やはり自分のご

住所を載せるといったことについて不安を感じ

ていらっしゃる方もいらっしゃいます。そうい

った声も踏まえてですけれども、やはり法令で

自宅の住所、例えば何か定義がある、例えば住

民票に記載をされている住所であるとか、そう

いったことまで定義がされていない中で、そう

いったお声があるということも踏まえて、こち

らからそういったことについて訂正を求めると

いったことはなかなか難しいのが現状でござい

ます。

ただ、先ほど来申し上げているとおり、疑念

を持たれないという形が一番適切だとは思いま

すので、そういったことも踏まえて、今後、こ

ういった報道もあるといったことも、お知らせ

するといったことなども検討しながら、支援者

の方々のお声も聞いて慎重に対応していきたい

と思っております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）県のリーダーでござ

いますので、ぜひ疑念を持たれないようにして

いただければと思います。

（2）知事の現任期の総括と今後について。
知事は、初当選当時は現役医師でもありまし

て、離島の医療資源不足や高齢化社会への対応

など、期待されておられたというふうに思いま

す。

そういう中で、この3年半、様々な問題が起
きました。この3年間を振り返り、政治家とし
ての透明性、誠実さの観点も踏まえた総括と、

来年2月に予定されている次期知事選挙への出
馬に向けた意思をお伺いします。

〇大場博文副議長 知事。
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〇大石賢吾知事 私は、これまでの3年間、県
民の皆様が、長崎県、自分のふるさとへの誇り、

また、その未来への期待感といったものを抱い

ていただいて、自分のふるさとを愛して自慢を

したくなるといったような、そんな場所にして

いきたいという思いで県勢の発展に全力で取り

組んできたところでございます。

また、各種の災害対応等については、私自身、

現地に赴きまして、関係者の皆様のご意見をお

聞きしながら、必要な対策を速やかに講じると

ともに、地域の声に耳を傾けて、現場のニーズ

を踏まえたうえで、スピード感、そしてデジタ

ル技術等の新しい視点も意識しながら、様々な

施策を幅広く推進をさせていただいてきたとこ

ろでございます。

こうした結果、こども分野におきますと、高

校生世代までの医療費助成制度の創設のほか、

Ｇ７保健大臣会合の本県での開催、世界的な半

導体企業の誘致実現、また、これは本県にとっ

て非常に重要だと思いますが、国家戦略特区の

指定であったり、様々な各分野において着実な

成果につながっているものと認識をしておりま

す。

今後においても、本県の振興を図るために、

現下の社会経済情勢等も踏まえながら、今年、

最終年度を迎えます県総合計画の総仕上げと、

「新しい長崎県づくりのビジョン」の推進に向

けて力を注いでいきたいと思っております。

なお、現時点におきまして、次の知事選挙に

つきましては、何も決まったものはございませ

んので、私としては、まずは県政を一歩でも前

に進めるような、そのような環境づくりも含め

て、しっかりと全力を注いでまいりたいと思っ

ております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。

〇１８番（饗庭敦子議員） （3）「犬猫の殺処
分『ゼロ』へ」について。

前回の一般質問でも行いましたけれども、犬

猫の殺処分が、令和3年度の937頭から、令和5
年度は93頭まで減少していると言われており
ました。令和6年度も減少していることと思っ
ております。その取組は、とてもいいというこ

とで評価したいと思います。

その一方で、野良猫が増えて困っている状況

が続いております。地元でも多くの相談を受け、

他の地域でも同じように、そのことが全てでは

ございませんけれども、野良猫が増えていると

いう状況です。

アンケートを実施しても、前より増えてきて

困っているというような状態です。

前回質問した時に、野良猫の実態把握も必要

だというふうに言っていただいたかというふう

に思いますが、野良猫の実態把握と取組状況に

ついて、お伺いします。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 野良猫につきま

しては、その行動範囲が広いことや、個体の識

別が難しいことなどから、その数の把握は行っ

ておりませんが、地域における野良猫の実態に

ついては、保健所への猫に関する苦情、相談や

野良猫を増やさないための不妊化事業にかかる

ボランティア団体からの報告書などから、状況

把握に努めているところでございます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） その状況の中で、何

らか野良猫が増えているとか、減っているとか

ということがわかっているのか、お伺いしたい

と思います。

それと、令和6年度の実績としてはどうか、
お伺いします。
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〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 先ほども申し上

げましたとおり、数の把握自体は行っておりま

せんので、増えている、増えてないということ

については、今、申し上げることはできません

けれども、例えば、先ほど言いました地域猫活

動の申請書等から、県内171地区の申請が上が
ってきている中で、例えば頭数でいくと11頭を
把握している地区は、全体の申請地区の中では

37％を占めているとか、また、171地区のうち
15地区は野良猫の流入があっているとか、そう
いったことの把握を進めているところでござい

ます。

先ほど、令和6年度の状況というのは、殺処
分数のことかというふうに思いますが、そちら

につきましては、治療見込みのない病気や攻撃

性があるなどで譲渡できない動物を除いた数、

こちら、令和5年度が93頭ですけれども、令和6
年度は速報値で54頭まで減少している状況で
ございます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、一方で増えて

いる野良猫対策にも、今後も、もう少し県とし

て取り組んでいただければというふうに思いま

す。

次に、動物の譲渡を推進する取組の中で、ボ

ランティアが様々なところで活動をされている

かというふうに思います。

譲渡会というところでは、「譲渡会をしてい

るけれども、知らない人もいて、なかなか周知

が行き届いてないように思っている」というよ

うなお声を聞いております。

昨年は、猫の譲渡会をこの県庁で開催されて

います。犬の保護をされている方も、犬の譲渡

会も、ぜひこの県庁で開催していただきたい。

そして、やはり本気で県全体がこの犬猫殺処分

「ゼロ」を目指しているというのを、県民の皆

さんに知っていただくことが大事かと思います

が、県の見解をお伺いします。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 県が実施してお

ります譲渡会については、県ホームページの「な

がさき犬猫ネット」やSNSによる発信、チラシ
の配布などで周知し、ボランティア団体にも

SNS等の発信にご協力をいただいているとこ
ろです。

また、ボランティア団体が実施される譲渡会

について、県からも「ながさき犬猫ネット」で

情報発信をしております。

昨年9月に県庁で開催した「ながさき動物愛
護フェスタ」では、ボランティア団体による保

護猫の譲渡会を開催していただきましたが、今

年度も県庁での開催を予定しておりまして、保

護犬の譲渡会についても検討したいと考えてお

ります。

県民への周知につきましては、譲渡会などの

イベントや動物殺処分「ゼロ」の取組について、

引き続き、関係機関と連携し、様々な工夫を図

りながら取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、保護犬の譲渡

会も開催していただければというふうに思いま

す。

この政策は、やはり知事が人と動物が共生で

きる社会の実現を目指しているのだというふう

に思います。

そういう中、ボランティアの皆さんに対して、

一定の支援はされているということは承知して

おります。そういう中で、相談を受けているボ

ランティア団体からは、「なかなか支援が届い



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 67 -

ていない」、「もう少し支援をしていただきた

い」というような声もあります。

子犬や子猫を譲渡できるまでに飼育されてい

る、譲渡するボランティア団体や、地域猫の健

康管理やTNRに協力する団体など、様々なボラ
ンティア団体があります。

本気で共生社会を目指すには、この様々な団

体のところに、今よりもなお一層、運営補助と

か、また別の形の表彰制度とかをしながら、本

当に「ゼロ」を目指していくことが必要かと思

いますが、知事の見解をお伺いします。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 私は、かけがえのない動物の

命が数多く失われているといったこの現状を、

どうしても改善をしたいという思いで、この動

物殺処分「ゼロ」を目指しております。

その達成に当たっては、議員おっしゃったよ

うに、ボランティア団体の方々との連携をして

取り組むこと、これは不可欠だと思っておりま

す。

私自身もボランティア団体主催の動物愛護イ

ベントにも伺いまして、SNSでも発信をさせて
いただきました。

ボランティア団体の支援につきましては、「動

物殺処分『ゼロ』プロジェクト」を立ち上げて

以降、野良猫不妊化にかかる費用負担の拡充で

ありましたり、県ホームページやSNSでのボラ
ンティア団体の活動紹介などに取り組んでいる

ところでございます。

新たな支援につきましては、様々な面からの

検討が必要になるものと考えております。

今後とも、様々なボランティア団体と連携を

させていただきながら、動物愛護を推進して、

人と動物が共生できるような、そんな社会の実

現に力を尽くしていきたいと思っております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、様々なボラン

ティアの方と連携を取りながら進めていただけ

ればというふうに思います。

2、インフルエンザ等治療薬の備蓄について。
（1）備蓄治療薬の廃棄状況と配布体制。

2024年から2025年にかけてのインフルエン
ザシーズンでは、患者数が過去最多を記録し、

治療薬の供給に一時的な遅れが生じたと聞いて

おります。

2024年12月23日から29日の1週間に、全国約
5,000の定点医療機関から報告されたインフル
エンザ患者数は31万7,812人で、一医療機関当
たり64.39人となり、1999年の統計開始以来、
最多とのことです。

厚生労働省は、医療機関に対し、抗インフル

エンザ薬の過剰な買い占めを行わないように通

知したが、供給不足の原因は、買い占めではな

く、買い占めたくても出荷調整で薬が手に入ら

ない状況でしたとのことです。

一方で、厚生労働省によりますと、国や都道

府県が備蓄しているインフルエンザ治療薬は、

約3,619万人分、そのうち長崎県は19.9万人分で
あるとのことです。

これらの治療薬は、新型インフルエンザ発生

時にのみに放出されるという仕組みで、季節性

インフルエンザの流行時は活用できないという

ふうになっているそうです。

その結果、使用されることなく有効期限を迎

え、廃棄される状況が続いているというふうに

思います。

治療薬の備蓄・廃棄状況や配布体制の確立に

ついて、お伺いします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県におきましては、



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２０日）

- 68 -

「新型インフルエンザ等対策特別措置法」に基

づき、新型インフルエンザ等対策の実施に必要

な医薬品を備蓄しております。

現在、国により示される備蓄方針等を踏まえ

まして、5品目の抗インフルエンザ薬を19万
9,300人分備蓄しているところです。
また、備蓄薬の廃棄状況につきましては、5

年から10年と規定されている有効期間が切れ
たものから、順次廃棄処分としており、直近3
年間では4万7,200人分を廃棄し、その処分費用
は約120万円となっております。
なお、備蓄薬の配布につきましては、「感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律」に基づき、新型インフルエンザ等感染

症の発生を厚生労働大臣が認め、「新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法」に基づく措置を実

施する時に、「新型インフルエンザ等対策政府

行動計画」に基づき、政府が定めるガイドライ

ンを踏まえ、流通する抗インフルエンザ薬の在

庫量が一定量以下になった時点で供給すること

となっております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）国の定めによって放

出していくということかというふうに思います。

放出するとなった場合に、長崎県においては、

いつ、誰がそれを決定し、放出決定から隅々の

医療機関までに抗インフルエンザウイルス薬が

届くのには、何日ぐらいかかると想定されます

か。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県におきましては、

「新型インフルエンザ等対策特別措置法」の規

定により、政府対策本部が設置された際に、直

ちに設置される知事を本部長とする「長崎県新

型インフルエンザ等対策本部」において、県内

の抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を把

握したうえで放出を決定し、県内の医薬品卸売

販売業者を通じて、即日、医療機関に届けられ

ると想定しております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）即日届けられるとい

うことですので、必ず放出が必要な場合は、即

日、隅々の医療機関まで届けていただきたいと

いうふうに思います。

過去の季節性インフルエンザ流行時、または、

新型コロナ感染時には、県内の受入れの病院が

満床となり、入院させたくても入院できないと

いう事態が発生したというふうに聞いておりま

す。

一方で、地域医療構想では、県内の急性期病

床を減らすことが計画されております。計画ど

おり、県内の急性期病床を減らしていくと、感

染流行時の入院体制が心配されますが、そのま

まで大丈夫なのか、お伺いします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 新型インフルエンザ

等が急速に蔓延する際には、感染者の急増が想

定されるため、必要となる入院病床の迅速な確

保が重要であると認識しております。

本県におきましては、新型インフルエンザ等

が急速に流行しはじめる時期に、「感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律」に基づき、病床を確保していただける医療

機関との医療措置協定の締結に努めており、

337床の目標に対しまして、現在、395床を確保
しているところです。

県といたしましては、地域医療構想に基づき、

病床数の適正化や、不足する病床機能への転換

により、効率的・効果的な医療提供体制の構築

を推進するとともに、感染症の流行期において
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も必要な病床が確保されるよう、積極的に取り

組んでまいります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）入院体制が大丈夫な

ようにしていただきたいというふうに思います。

（2）備蓄治療薬の有効的な活用方法。
前回、全国的にインフルエンザが流行し、治

療薬の不足が深刻な問題となりました。その中

で、やはり医療機関、県民の皆さんに不安が広

がったことはご承知のことというふうに思いま

す。

そういう中、タミフルを例にとりますと、備

蓄分を合わせると全国で2,000万人分を超える
タミフルがあるけれども、12月の1か月間に医
療機関に供給されたタミフルは、わずか89万人
分だったということです。

こういう形で、非常に供給が遅いというよう

な状態があるかというふうに思います。そうい

う場合には、やはり抗インフルエンザ薬を都道

府県備蓄分を放出できるように、国の方に要請

することが必要と思いますが、県の見解をお伺

いします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県が備蓄する抗イン

フルエンザウイルス薬は、「新型インフルエン

ザ等対策特別措置法」に基づき、新型インフル

エンザウイルス等対策の実施のために備蓄をし

ております。

県といたしましては、抗インフルエンザウイ

ルス薬の備蓄について、廃棄処分を最小限にす

るような運用体制の効率化や調達方法の見直し

を図るよう、国に対して、全国知事会を通じて

要望を行っているところです。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） 先ほど、廃棄された

治療薬は、3年間で4万7,200人分、廃棄する費
用は120万円というふうに答弁がありました。
廃棄した治療薬の費用を事前にお伺いしたと

ころ、1億1,600万円とのことでございました。
これまで廃棄された治療薬の量や費用、そし

て、廃棄処理にかかるコストを考えた場合には、

県独自での活用方法や備蓄を検討することで、

より効率的で効果的な運用になるのではないか

と考えますが、こういう可能性について、県と

しての見解をお伺いします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県が備蓄する抗イン

フルエンザウイルス薬は、「新型インフルエン

ザ等対策特別措置法」に基づき、新型インフル

エンザウイルス等対策の実施のために備蓄して

おりますことから、議員ご指摘の事項につきま

しては、法律の改正が必要であると認識してお

ります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） これは、やはり法律

がないと、県独自でするのは難しいということ

かというふうに思いますけれども、そういう中

で、知事は、県のトップとして、その法律改正

を求める考えがないか、お伺いします。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど、部長から答弁がござ

いましたけれども、現時点においては、やはり

法令に基づくということで、県において備蓄を

している抗インフルエンザウイルス薬を独自に

活用するといったことは困難であると考えてお

りますけれども、その運用の見直し等について

は、国に対して、引き続き、要望していきたい

と、そう考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、要望して、実
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質、治療薬が無駄にならないようにしていただ

ければというふうに思います。

3、教育行政について。
（1）佐世保市で起きた同級生殺害事件から10
年目の節目を超えて。

県内では、2003年に長崎市の中学1年生によ
る事件、そして2004年に佐世保市で小学6年生
による同級生殺害事件が起きており、非常に悲

しい事件が続いている状況の中で、再び11年前
に事件が発生しておりました。

そういう中、学校では、やはり命や心を大切

にする教育が必要だというふうに思います。

毎年、命の尊さを問う集会は開催されている

というふうに思います。しかしながら、なかな

か止まらないというか、こういう事件が起きな

いようにするために、被害者にも加害者にもな

らないためには、幼い頃からの教育が必要かと

いうふうに思います。

この事件があった日に、ほかの学校でも命の

大切さというようなことでお話をしていくこと

が、より共通的なことで理解ができるのではな

いかというふうに思いますが、教育委員会の考

えをお伺いします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 本県では、佐世

保市での事案も含めて、子どもの命に関わる重

大な事案が過去に複数発生しております。この

事実を重く受け止め、決して風化させてはなら

ないと考えております。

このため、県では、平成16年度から「長崎っ
子の心を見つめる教育週間」を実施しておりま

して、命に関する講話や、学校と家庭、地域、

関係機関等が連携して企画する行事などを通し

て、生命を尊重し、大切にする心情の育成に努

めているところでございます。

なお、この教育週間につきましては、その趣

旨を十分に踏まえたうえで、それぞれの市町教

育委員会や県立学校が、最も適切で効果的と考

える時期に実施することが望ましいのではない

かと考えているところでございます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、命の尊さを皆

さんにご理解いただくことが必要なので、それ

ぞれの学校でされているということですけれど

も、一定統一してやるということで、より浸透

するのではないかというふうにも考えます。

（2）犯罪加害者にならないための教育の推進。
犯罪加害者にならないためにも、幼い頃から

教育が必要かというふうに思います。

最近では、SNSを使ったトラブルや、そして、
闇バイトなど、だんだん年齢層が低くなってき

て、10代の若者の重大犯罪につながっているケ
ースも多くあるかというふうに思います。

そのうえで、やはり教育も時代に合った教育

が必要かというふうに思いますが、犯罪加害者

にならないための教育の推進として、どのよう

なことをしておられるのか、お伺いします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 全国的に若者が

関係した重大な犯罪が複数発生しておりまして、

それらを未然に防ぐための教育の必要性につき

ましては、十分に認識をしているところでござ

います。

そこで、県教育委員会では、県警や関係部局

などと連携をいたしまして、児童生徒を対象と

した犯罪となる行為や刑罰への理解を促す教育

に取り組んでいるところでございます。

また、令和6年度にSNSの健全な利用と危険
性について学ぶ活用型情報モラル教材「GIGA
ワークブックながさき」と申しますが、この
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「GIGAワークブックながさき」を作成いたし
まして、令和7年度では、生成AI活用や盗撮ト
ラブル等の時代に即したコンテンツを新たに追

加をしたうえで、県内学校での活用を図ってい

るところでございます。

今後も、児童生徒の未来を守るために、犯罪

加害者とならないための教育を推進してまいり

ます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、犯罪にならな

いようにしていただきたいと思います。

（3）自殺者ゼロを目指して。
全国では、小・中学生の自殺者が529人で、

過去最多となっております。

その原因としましては、学校の問題、学業不

振、学友との不和となっています。

県内の自殺者は、2024年は214人となってい
て、前年より12人減っております。
しかしながら、19歳以下の子どもたちは、割

合にしますと20％増ということで、6人となっ
ております。子どもたちのSOSを早期に把握し、
対応することが必要と考えております。

ぜひ、この子どもたちの自殺者もゼロを目指

していきたいと思いますが、そのための自殺対

策の強化をお伺いします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 子どもの自殺を

未然に防ぐために、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーを各学校に配置をし

ているほか、24時間SOSダイヤルやメールでの
相談窓口の設置など、相談体制の充実を図って

いるところでございます。

さらに、「自殺予防研修」や「カウンセリン

グリーダー研修」を毎年実施しておりまして、

これはSOSを発する子どもの声を受け止める

ことができる教職員の育成にも努めているとこ

ろでございます。

今後も、学校と関係機関との連携をしっかり

と図りながら、子どもの命を守る取組を進めて

まいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、子どもたちを

守るというところで、自殺者ゼロを目指してい

ただきたいと思います。

（4）県立学校の体罰について。
不祥事による教員の処分状況について、お伺

いします。

県立高校柔道部の顧問をしていた40代の元
教諭の男性が、暴力的な指導で県教育委員会か

ら4回処分を受けて、昨年8月に退職したという
ふうに報道されていました。

その後も、その教諭の方が、隠れて部員の指

導をしていたというふうに、これも報道をされ

ておりました。

そして、その間、子どもたちは2人、部員が
転校し、また、今年の2月にも2人転校している
という状況の中で、県としては、どのようにし

て、この体罰、不適切な指導から生徒を守って

いくのか、お伺いします。

併せて、教員の処分状況についてもお伺いし

ます。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 現在、全ての学

校が、校内に「服務規律委員会」を設置いたし

ておりまして、体罰の根絶に向けた研修を実施

しているところでございます。

また、このほか、全ての教職員が、体罰根絶

に向けた各自の取組内容や目標を設定いたして

おりまして、年間を通じて実践をしているとこ

ろでございます。
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近年、体罰の件数は減少傾向にはございます

が、引き続き、根絶に向けて、粘り強く取り組

んでまいりたいと考えております。

県立学校における令和6年度の処分状況につ
きましては、不適切な指導による停職が1件と
なっております。

なお、体罰につきましては、懲戒処分までは

至らない指導措置が6件でございます。
〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）やはりここもゼロで

はないので、ぜひ体罰を減らしていただきたい。

その体罰ですけれども、この不祥事が行われ

た事案があると、情報の共有が必要かというふ

うに思うんですね。情報の共有をする場合には、

どのような形で、なかなか県をまたげないとい

うのもあるかとは思うんですけれども、どのよ

うな状況でされておられるのか、お伺いします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 懲戒処分のうち、

停職以下の処分を受けた教員の情報を他県と共

有する仕組みというのは、現状のところないと

いうところでございます。

懲戒免職となった場合は、教員免許が失効と

なりまして、その情報が全国で共有されるとい

う仕組みでございます。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）なかなか他県との共

有ができないとなると、知らなくて雇ってしま

うみたいなことがあろうかというふうに思うん

ですけれども、今後、これを、県をまたいでも

広げていける、そして、今回の柔道の場合は、

柔道協会もやはり県をまたげないというふうに

なっておりますので、そのあたりをちゃんと広

げていって、子どもたちが体罰とか不適切な指

導にならないようにしていただきたいんですが、

そのあたりはどのようにお考えでしょうか。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 特に、部活、ス

ポーツでの体罰につきましては、そういった競

技団体との情報共有をしっかり図りまして、競

技団体レベルでは、ある程度そういった情報と

いうのは流れてまいりますので、そこを教育委

員会、学校側がしっかりと連携を取りながら、

そういった状況にならないように取り組んでま

いらないといけないと考えています。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、共有のところ

も考えていただきたいと思います。

そして、やっぱり何よりも大事なのが、体罰

の再発防止かというふうに思います。再発防止

に向けた取組について、お伺いしたいと思いま

す。

やはり体罰は、今でも熱心な指導と思う価値

観というものがあろうかと思います。また、教

員が忙しい、そしてストレスがかかるというこ

とで、心に余裕がない状況で体罰につながると

いうこともあろうかと思います。そして、やは

り子ども自身も、体罰を受け入れるんだという

ふうに思わないように、子どもも自分で予防で

きるような再発防止が必要かというふうに思い

ますが、県の再発防止に向けた取組をお伺いし

ます。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県におきまして

は、アンガーマネジメント研修や学校マネジメ

ント研修を実施するなど、弁護士や民間の人材

を活用いたしまして、教職員が自身の指導のあ

り方を見つめ直す機会を設けているところでご

ざいます。

また、教職員の心の余裕は、生徒たちと向き
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合い、信頼関係を築くためにも必要なことでご

ざいまして、学校現場でのDXを進めるなど、業
務の削減や効率化にも努めているところでござ

います。

さらに、生徒が体罰等を容認しない姿勢を身

につけることも重要であると考えておりまして、

県立学校では、生徒が主体となって校則を見直

したり、あるいは学校行事の運営に参画するな

どいたしまして、主体性や自立心等を育む教育

活動を進めております。

これは、生徒自身が自ら考え、行動すること

で、自分の意思を持つことの大切さに気づき、

また、教職員が自身の指導観を見つめ直すこと

にもつながっているものと考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） そうですね。やはり

子どもたちの主体性、子どもたちが、本当にそ

れを受けるものではなく、だめだよというふう

にできるようにしていただき、体罰が二度と起

こらないようにしていただければと思います。

4、地域公共交通を維持・確保するための取
組。

地域公共交通は、高齢者や学生、通勤・通学

者、車を持たない住民にとって欠かせない移動

手段でございます。

一方で、人口減少や利用者減少により、路線

の廃止や縮小が相次ぎ、交通空白地も拡大して

います。

また、運転免許を返納したりすることにより、

住民の移動の足を確保できない状況にもなって

いるかというふうに思います。

県内の状況でも、利用者が少ないから便数を

減らし、便数が減ると、また利用者がさらに減

るという悪循環に陥っております。

路線の廃止や減便の背景には、深刻なバス運

転者の不足があります。今後、実証実験で自動

運転の技術なども確立していくかとは思います

が、まだまだ時間がかかるというふうに思いま

すので、そこに至るまで、市町でも取り組んで

おりますが、市町や交通事業者任せではなく、

県としても積極的な支援策が必要と思いますが、

支援策が十分行われているのか、お伺いします。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 令和2年に「地域交
通法」が改正され、全ての地方公共団体におい

て、地域公共交通のマスタープランであります

「地域公共交通計画」を策定することが努力義

務化されたところであります。

これに伴いまして、県内の多くの市町におい

ては、地域公共交通計画の策定や改定が行われ

ているところであり、当該計画等に基づき、地

域の実情に応じた路線バスの運行形態の効率化

や、コミュニティ交通の活用など、持続可能な

公共交通ネットワークの構築に努められており

ます。

県におきましては、「県地域公共交通計画」

を策定のうえ、広域的な幹線バス路線へ支援を

行うとともに、市町が実施するコミュニティ交

通につきましては、市町の区域を越えた広域的

な見地から必要な助言や支援を行うなど、国や

市町と役割分担をしながら、地域公共交通の維

持・確保に努めているところであります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） ぜひ、コミュニティ

交通を進めるというところなどを市町と連携し

ながらしていただきたい。ただ、市町も、なか

なか予算がなく、難しいという面もあろうかと

いうふうに思いますので、今後は、財政的な支

援も含めて考えていただければというふうに思

います。
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5、物価高騰対策と中小企業への賃上げ支援
について。

物価高騰と人手不足が続く中、2025年度、日
本政府は、中小企業の賃上げと生産性向上を支

援するため、様々な補助金や助成金を新設・拡

充しています。

中小企業への賃上げにつきましては、岩手県

では60円以上の賃上げを行った中小企業等を
対象に、従業員一人当たり6万円を令和7年2月
20日から受け付けして実施されています。
一方、長崎県では、長崎県デジタル力向上支

援事業費補助金、長崎県製造業物価高騰対策支

援事業費補助金など実施されておりますけれど

も、今の物価高騰や最低賃金は上昇しています

が、普通の中小企業の中での賃上げがなかなか

見えない中ですけれども、こういうことを行っ

ている成果はどのようになっているのか、お伺

いします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県内の中小企業が厳

しい経営環境を乗り越えていくためには、賃上

げ等の原資となる売上げの増加を図ることが必

要であり、これまで県では、生産性向上のため

のデジタル化や設備投資、価格転嫁の機運醸成

など、各種支援策を推進してまいりました。

このような中、広く中小企業の取組を支援す

るため、国の交付金を活用した事業を実施し、

最低賃金の大幅な上昇がはじまった令和5年度
以降の2年間で、デジタル化支援においては538
社を、また、製造業の小規模な設備投資支援の

うち、賃金引上げ計画策定を要件としたものに

ついては104社を支援しました。
その結果、令和5年度にこれらの事業を活用

した企業のうち、デジタル化については77.9％
が、設備投資については89.3％の企業が、令和6

年度に平均賃金を引き上げたと回答するなど、

支援した企業においては、一定の賃上げが実施

されております。

さらに、売上げ拡大など賃上げにつながる前

向きな企業活動を支援するため、昨年12月に創
設した制度融資については、利用実績で見ると、

九州では第2位となるなど、県内企業の経営力
強化につながる支援に一定なったものと考えて

おります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）支援により賃上げに

つながったということでしたけれども、どれく

らいの賃上げにつながったか、わかれば教えて

いただきたいのと、そういう取組は一定評価し

たいというふうに思います。

しかしながら、県内の倒産は、2024年度52
件で、前年度よりやはり増えている、15件増え
ているという状況です。

そういう中で、物価高の中、県内では賃上げ

が連動せず、消費の低迷で企業の環境は厳しさ

が増しているというふうに言われております。

特に、長崎は、やはり大企業の下請けなどに

中小企業が組まれているという状況もあります

し、原材料費や人件費の高騰分を価格に転嫁で

きない、なかなか価格転嫁もできない状況であ

るというふうに思います。

そういう中で、様々な支援策はありますけれ

ども、先ほど申し上げた、岩手県みたいな賃上

げが直接的な支援になるような支援をする考え

がないのか、お伺いします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 まず、先ほどご答弁

申し上げました、今までの実績の企業につきま

しては、アンケート調査では、申し訳ございま

せんが、どの程度上げたというのは手元にデー
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タがございません。

そのうえで、直接支援をやらないのかという

ご質問でございますが、エネルギー価格の上昇

などに伴う物価高が長期化する中、厳しい経営

環境にある県内の中小企業にとって、賃上げの

ための一時金の給付については、県としても一

定の効果はあるものと考えております。

これまで、県においても、コロナ禍で休業や

時短営業をお願いした際に協力金を給付するな

ど、緊急時の対応として、一時金の給付を行っ

てまいりました。

一方、コロナ禍が終息し、経済が平時に移行

している中、県においては、限られた財源で企

業の持続的な賃上げを図るためには、後年度ま

で売上増などが見込めるデジタル化や設備投資

の支援など、県内企業の生産性向上に資する取

組がより効果的と考えております。

さらに、今年度からは、県内中小企業の経営

力向上を図るため、商工会や商工会議所の経営

指導員を増員し、巡回等による経営指導など、

プッシュ型の支援も強化してまいります。

いずれにしましても、地域経済を支える中小

企業の支援は重要であることから、今後、国の

経済対策の動向等も注視しながら、賃上げに向

けた効果的な施策の構築に努めてまいります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）プッシュ型の支援と

か、様々取り組んでおられるというふうに思い

ますが、直接的な賃上げも含めて、また考えて

いただければというふうに思います。

6、パワーハラスメント・カスタマーハラス
メント対策について。

働きやすい職場環境を維持するには、やはり

ハラスメントの未然防止が重要だというふうに

考えております。

2020年に、長崎県警佐世保交通課の男性警部
補が自殺したのは、上司のパワハラや長時間労

働が原因だとして、ご遺族の方が県に損害賠償

を求めて訴訟を起こされております。

そういう中、6月10日に判決がございました。
私も傍聴に行かせていただきました。

その時に、計1億3,500万円の支払いを命じる
判決で、ほぼほぼ請求どおりの金額が示された

ということでございましたが、その中で上司の

重過失やパワハラについては触れられておらず、

ご遺族の方は、金額よりも県警の組織改善のた

めの裁判だったので、とても複雑な気持ちだと

いうふうに話されておられました。

これに関して、警察本部長の見解と、この組

織改善をどのようにしていくのか、お伺いしま

す。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 お答えいたします。

判決確定前でございますので、内容にわたる

回答は差し控えさせていただきますが、この判

決につきましては、重く受け止めております。

そのうえででございますが、今、議員からご

遺族の受け止めについて言及がございましたの

で、あえて、若干敷衍させて申し上げたいと思

います。

ご指摘のありました議員の受け止めについて

の報道は、当然承知をしてございます。

ご指摘の判決の具体の書きぶりにつきまして

は、当方としてコメントできる立場ではござい

ませんけれども、事実関係について申し上げま

すと、元課長によるパワハラ行為につきまして

は、県警としても、これを認定していて、令和

2年12月でございますが、行為責任で処分をし
ております。

また、元署長につきましては、その監督責任
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による措置を講じたところでございます。

重過失についてでございます。

具体の行為が重過失に当たるかどうかという

ことでございますが、さすがにこれは県警だけ

で決められる問題ではありませんで、また、判

決自体が確定しておりませんことから、現時点

でのお答えは困難であるというふうに考えてお

りますが、いずれにしましても、県警といたし

まして、今後、二度とこういった事案を発生さ

せないように、職員やそのご家族など、関係す

る方々の声に耳を傾け、寄り添いながら、組織

を挙げて職員が働きやすい勤務環境の整備に取

り組んでまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） そういう中で、やは

り組織改善が必要かと思うんですけれども、ど

のような形で組織改善をしていかれるのか、お

伺いします。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 これまで、県警では、

相談しやすい職場環境の構築、幹部職員を対象

とした有識者による講習会の開催などに取り組

んでまいりましたが、ご指摘のように、ハラス

メントの根絶には至っていないというのが現状

でございます。

県警では、引き続き、こうした取組を強力に

進めますほか、さらなる取組といたしまして、

新規採用職員にハラスメントの正しい知識や被

害、加害両面の防止に関する意識の醸成を目的

としました教養を行いますなど、組織を挙げて

対策にさらに取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員） そういう中で、具体

的に、これから県警として組織改善をやってい

こうと、もう二度と、もちろん起こってはなら

ないというふうに思いますので、もうちょっと

具体的にハラスメント対策が必要ではないかと

思いますが、そのあたりはどのようにお考えか、

お伺いします。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 先ほど申し上げました

答弁でございますが、新規採用職員、これは警

察学校に入った、本当に若手でございます。こ

の若い段階から、ハラスメントと指導というの

はどこら辺が境になるのかと、また、こういっ

た行為をすると、どういうことになるのか、ま

た、そういった行為を受けた人がどんな辛い目

に遭っているのかということも含めて教養をし

ていかなきゃいかんだろうと思っています。

また、先ほどは答弁には申し上げませんでし

たが、県警ではアンケート調査を毎年やってお

りますけれども、その内容につきましても、ハ

ラスメントの意識がどれだけ深まっているかと

いうことに加えまして、そもそも、そのハラス

メント防止教養として、職員がどんなニーズを

持っているのかということも我々として把握で

きるように、ブラッシュアップして、さらに進

めてまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）警察学校へのハラス

メント対策も含めて、ぜひ強化していただいて、

ハラスメントを撲滅するということで、いろん

な形で防いでいく、それでもなかなか処分の状

況は上がってきているということかと思います

ので、ぜひとも、積極的に取り組んでいただき

たいと思います。

次に、カスタマーハラスメントについてです

けれども、県では、介護事業所を対象にアンケ

ートをしたということが報道もされていました。
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その中で、回答した685事業所のうち約4割が、
現在と過去3年以内にカスハラと感じる行為を
受けていたということです。

そうすると、職員が疲弊し、別の利用者に不

安を与えたりするような影響が見られ、また、

12の事業所では職員の退職や退職の申し出が
あったということでございます。

こういう結果を考えますと、県内の他の分野

においても、カスハラがあるのではないかとい

うふうに思いますので、県内の企業へのカスハ

ラ対策への取組と企業の状況がわかれば教えて

ください。

〇大場博文副議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 カスタマーハラ

スメントにつきましては、これまで国が発行す

るリーフレットや企業向け対策マニュアルを、

県のホームページや企業向けのメールマガジン

で周知することにより、企業における対策を促

してまいりました。

一方、労働問題の相談窓口でございます「長

崎労働相談情報センター」には、カスタマーハ

ラスメントに関する相談の実績がなかったこと

から、本県の実態を把握するため、事業者及び

労働団体へのアンケート調査を実施していると

ころでございます。

現時点の集計では、約4割から「過去一年間
にカスハラがあった」との回答をいただいてお

り、県としても、さらなる取組が必要であると

考えております。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）県内の企業において

も、やはり4割近くはあったということでござ
います。

このカスタマーハラスメント対策は、もう改

正案が通常国会で成立されましたので、来年に

は法律が変わるかというふうに思いますが、そ

れまでも、やはり県としては、県内企業、また

は県職員も含めてカスハラ対策を実施する必要

があるかというふうに思いますが、法が施行さ

れるまでの県の取組をお伺いします。

〇大場博文副議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 今国会において

成立しました「労働施策総合推進法」の改正法

において、カスタマーハラスメントの定義が明

確化され、事業主が講ずべき措置、国、事業主、

労働者及び顧客等の責務が規定されたところで

ございます。

県としましては、この改正法の内容や、今後、

国が定める指針等について、法施行を待つこと

なく、今年度から研修会等において周知徹底を

図るとともに、企業等が実施するセミナーへの

講師派遣や労働相談窓口の紹介など、取組を強

化してまいります。

さらに、先般は、労働団体から相談がござい

まして、勉強会の準備も進めているところでご

ざいまして、個別の相談にも対応してまいりた

いと考えております。

また、県民の皆様に対しましては、関係部局

と連携しまして、広報、啓発に取り組み、カス

タマーハラスメントの防止に向けた意識の醸成

に努めてまいります。

〇大場博文副議長 饗庭議員―18番。
〇１８番（饗庭敦子議員）カスタマーハラスメ

ントに対しましても、やはり全県的に撲滅し、

安心して皆さんが働くことができる環境をつく

っていただくことを要望して質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇大場博文副議長 本日の会議は、これにて終

了いたします。

6月23日は、定刻より本会議を開き、一般質
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問を続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４７分 散会 ―
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令和７年６月２３日（月曜日）

出 席 議 員（４４名）

１番 欠     番

２番 大 倉   聡 議員

３番 本 多 泰 邦 議員

４番 白 川 鮎 美 議員

５番 まきやま 大 和 議員

６番 田 川 正 毅 議員

７番 虎 島 泰 洋 議員

８番 畑 島 晃 貴 議員

９番 湊   亮 太 議員

１０番 冨 岡 孝 介 議員

１１番 大久保 堅 太 議員

１２番 中 村 俊 介 議員

１３番 山 村 健 志 議員

１４番 初 手 安 幸 議員

１５番 欠     番

１６番 宮 本 法 広 議員

１７番 中 村 泰 輔 議員

１８番 饗 庭 敦 子 議員

１９番 堤   典 子 議員

２０番 坂 本   浩 議員

２１番 鵜 瀬 和 博 議員

２２番 清 川 久 義 議員

２３番 坂 口 慎 一 議員

２４番 千 住 良 治 議員

２５番 山 下 博 史 議員

２６番 石 本 政 弘 議員

２７番 中 村 一 三 議員

２８番 大 場 博 文 議員

２９番 近 藤 智 明 議員

３０番 宅 島 寿 一 議員

３１番 山 本 由 夫 議員

３２番 堀 江 ひとみ 議員

３３番 中 山   功 議員

３４番 小 林 克 敏 議員

３５番 川 崎 祥 司 議員

３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員

３９番 ご う まなみ 議員

４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員

４５番 溝 口 芙美雄 議員

４６番 田 中 愛 国 議員

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

中 尾 吉 宏 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監
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石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

辻  良 子 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

原  章 夫 選挙管理委員会委員

森  拓二郎 公安委員会委員長

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、6月20日に引き続き、一般質問を
行います。

坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）（拍手）〔登壇〕 皆

様、おはようございます。

自由民主党、諫早市選挙区選出の坂口慎一で

ございます。

一般質問2日目、1番を務めさせていただきま
す。機会をいただきました会派、同僚議員の皆

様に感謝を申し上げまして、一問一答にて質問

をさせていただきます。

また、傍聴にお越しいただたきました皆様、

ありがとうございます

1、「ながさきピース文化祭2025」の開催に
ついて。

（1）現在の進捗状況について。
開幕まで、残り83日となりました。県庁舎行
政棟1階入り口の総合案内前には、開催日まで
の残り日数をカウントする電光掲示板が設置し

てあります。

去る6月7日には、プレイベントが、させぼ五
番街で開催され、県北地区の文化の披露のほか、

大石知事と本文化祭アンバサダーの長濱ねるさ

んとのトークショーも行われ、県外の方も含め、

多くの方にご来場いただいたと伺っております。

本文化祭開幕に向けての盛り上がりも高まって

きているものと思います。

そこで、開催準備も大詰めを迎えていると思

いますが、現在の進捗状況について、お尋ねい

たします。

なお、以後の質問は、対面演壇席より行いま

す。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 「ながさきピー

ス文化祭2025」期間中は、県下全域において、
180を超える事業を実施いたしますが、これま
で実施内容の確定、出演者や参加者、出展作品

の募集などを順次進めてきており、現在、その

準備は最終段階に入っているところであります。

また、機運醸成や認知度向上に向けても、節

目、節目でのイベントやSNS等を活用した情報
発信、アンバサダーによる広報活動等を行って
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きており、文化祭の機運も高まってきておりま

す。

併せて、宿泊や交通の手配を行うトラベルセ

ンターの設置や、大手旅行会社と連携した県内

観光情報の発信などの取組も進めております。

現在のところ、文化祭の開催準備は順調に進

んでおりますが、今後は、これまでの取組に加

えまして、公式ガイドブックの発行や各文化祭

会場を回遊してもらうための仕掛けづくりなど

にも取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） （2）開会式につい
て。

開会式については、開幕100日前に当たる6月
6日に出演者を発表するとともに、一般観覧者
の募集も開始されたとお聞きしております。

開会式は、ピース文化祭の幕開けを飾るとと

もに、全国植樹祭や国民スポーツ大会などと並

ぶ四大行幸啓の一つとされているなど、本文化

祭のメインイベントでもあることから、県とし

ても、準備に全力を注いでいるものと思います。

そこで、開会式の進捗状況や一般観覧者の募

集の応募状況について、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 開会式につきま

しては、総合演出家の金沢氏と連携して進めて

おりますが、現在、台本や演出などの最終調整

を行っており、今後は、合同練習やリハーサル

の段階に進んでまいります。

開会式には、スペシャルアンバサダーのさだ

まさしさんのほか、EXILEのTAKAHIROさん、
俳優の長濱ねるさんや水上恒司さんなど、多く

の著名人にもご出演いただくこととしておりま

す。

一般観覧者の募集期間については、6月6日か

ら7月25日までの50日間となっておりますが、
募集開始から約2週間で、定員の800人を大幅に
超える約5,000人から応募いただいており、大き
な注目を集めております。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） （3）知事の意気
込みについて。

ピース文化祭の開幕に向け、準備は順調に進

んでおり、開会式の一般観覧者募集についても、

多くの方々にご応募いただいているということ

で、大変喜ばしく思っております。

開幕まで残された時間はわずかであり、本文

化祭の成功のために、県、市町、関係団体が、

より一層連携し、残された時間を有効に活用し

て、少しでもよい文化祭としていただきたいと

考えております。私たち県議会としても、本文

化祭の成功に向け、全力で応援したいと思って

おります。

周知のように、本文化祭実行委員会の会長は、

大石知事でございます。実行委員会の会長とし

て、この項目の最後に、ぜひ大石知事から、「な

がさきピース文化祭2025」の成功に向けた思い、
強い意気込みをお聞かせいただきたいと思いま

す。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 「ながさきピース文化祭

2025」につきましては、令和3年7月の開催内定
以降、県実行委員会の立ち上げ、基本構想や実

施計画の策定、節目、節目でのイベントの実施

など、開催に向けて様々な準備を進めてまいり

ました。

昨年の開催県でございます岐阜県での閉会式

に参加した際には、参加者が一丸となって演じ

る姿、そして、熱意に大きな感動を覚えるとと

もに、大会旗の引継ぎを受けて、改めて本県で
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開催することに向けて決意を新たにしたところ

でございます。

また、開閉会式の総合演出家でございます金

沢氏をはじめ、アンバサダーや協賛企業の皆様

方と意見交換を行ったり、様々なPRイベントに
参加しまして、多くの皆様方の熱意に触れる中

で、私自身、すばらしい文化祭につくり上げて

いきたいという思いが、日に日に高まってきて

いるところでございます。

開幕が、いよいよ目前に迫ってきております

けれども、「文化をみんなに」というキャッチ

フレーズのもと、多くの方々に参加していただ

き、長崎らしい、心に残る文化祭だったと感じ

ていただけるよう、市町や関係団体等と連携し

て、残された期間、全力を尽くしていきたいと、

そう考えております。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）文化祭開催への大石

知事の思い、強い意気込みをお聞かせいただき

ました。私たちも、知事と同様の思いでありま

す。どうか、「ながさきピース文化祭2025」が
成功裏に開催されますことを心から願いまして、

次の質問へ移らせていただきます。

2、財政運営について。
（1）基金の運用状況について。
今回は、家計でいうところの貯金に当たる本

県の基金について、伺ってまいりたいと思いま

す。

総務省の統計資料によりますと、本県の定額

運用を除く積立基金の残高は、令和元年度末で

542億円でありましたけれども、令和3年度末に
は833億円、令和5年度末では1,005億円となっ
ており、増加傾向にあります。

令和元年度末残高と比較して、令和5年度末
残高は、ほぼ倍増しているような状況にありま

す。

このうち、かなりの額が国債等の有価証券で

の運用がなされているものと推察をいたします。

日銀によるマイナス金利政策や、イールドカー

ブ・コントロール導入以降、各地方公共団体は、

償還年限が10年を超える超長期債での保有比
率を高めてきているものと推察いたしますが、

本県においては、どのような状況か。

昨年、マイナス金利政策が解除されて以降、

国債の金利上昇に伴い、保有国債の評価額が下

落しているものと考えますが、まずは県が設置

している基金の令和6年度末残高及び国債等の
有価証券による運用状況について、お尋ねいた

します。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 本県が設置しております

37基金の令和6年度末の残高は、約1,390億円で
あり、預金や債券で運用しております。

令和6年度末時点において、国債や地方債等
の元本が保証される債券で約880億円運用して
おり、その運用益は約7億2,600万円となってお
ります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 債券による運用、

1,390億円のうち880億円ということで、かなり
の部分が債券運用によるものとなっております。

債券による運用は、7億2,600万円の運用益が出
ているということでありますが、債券による運

用が効率的であることは理解をいたします。

（2）保有国債等の含み損について。
先ほど申し上げました日銀の金融政策の変更

による金利のある世界の到来によって、マイナ

ス金利時代に購入した国債等については、含み

損が発生しており、満期前に売却した場合には

損失が発生いたします。
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例えば、災害発生時など緊急的な財政出動が

必要な場合には支障が生じるおそれがあると考

えますが、県の見解を伺います。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 現在、金利については、

上昇傾向にあり、仮に過去に購入した国債等、

満期前に売却した場合、損失が発生するおそれ

がございますが、県では、満期保有を原則とし

おりますので、損失が発生することは、想定し

ておりません。

なお、年度間の財源の調整を目的に造成して

いる財政調整基金については、令和6年度末残
高が約98億円ございます。災害発生時など緊急
的な財政出動も考慮し、全額預金での運用とし

ているところでございます。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）含み損の金額をちょ

っと聞いたつもりであったんですが、ご答弁と

してありませんでした。これはあくまでも含み

損のお話でありますので、満期前に売却した場

合の損失の話であります。

マイナス金利時代においては、超長期国債で

の運用が安全かつ効率的というふうに言われて

おりました。ただ、時代が変われば、状況も変

わるものでございます。近年の災害は、激甚化、

頻発化しているとも言われます。そういった場

合に一定のリスクも存在するということを把握

しておく必要があると考えましたので、質問を

させていただきました。

本当に先行きが不透明な時代でありますので、

そういった状況下で本県の金融財産の安全かつ

効率的なポートフォリオの形成に努めていただ

ければと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

3、道路行政について。

（1）国道207号（佐瀬・長田）拡幅の現状に
ついて。

国道207号は、佐賀県を起点として、諫早市
を経由して長与町から時津町に至る幹線道路で

あり、日々の暮らしや産業を支え、サイクル・

ツーリズムなど観光ルートや大規模災害時にお

ける代替道路としても、大きな役割を持つ主要

幹線道であります。

このような中で、諫早市多良見町の佐瀬地区

におきましては、道路幅が狭く、見通しも悪い

ため、基幹産業であるみかんの収穫時期には支

障を来しております。

また、諫早市の長田地区においては、朝夕を

中心に混雑しており、住民の日常生活に支障を

来しております。

多良見町佐瀬地区におきましても、長田、高

来、小長井地域といった諫早市東部地域におき

ましても、特に、小長井地域が過疎地域に指定

されるなど、人口減少、過疎化が著しい地域で

あります。

やはり幹線道路の脆弱性、交通アクセスの悪

さが、その要因の一つであるとも言われており

ます。

地域の振興発展という観点から、地域住民は、

事業の早期完成を期待している状況であります

つきましては、現在、整備が進められている

国道207号の佐瀬拡幅、東長田拡幅の現在の進
捗状況について、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 土木部技監。

〇中村泰博土木部技監 国道207号の佐瀬地区
で進められております拡幅事業につきましては、

令和5年度に用地取得が全て完了し、昨年度か
ら諫早市側の整備済み区間に続く約300メート
ル区間の拡幅工事を進めております。

また、長田地区で進めております拡幅事業に
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つきましては、これまでに約7割の用地を取得
し、現在、白浜地区において、軟弱地盤の改良

工事を進めております。

今後も、両事業の予算確保に努め、着実な事

業推進を図ってまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 国道207号の拡幅に
ついては、佐瀬地区も、長田地区においても、

地域住民の早期完成に向けた期待は、非常に大

きいものがあります。一日でも早い完成に向け、

鋭意ご尽力いただきますよう、お願いをいたし

ます。

（2）有明海沿岸道路の早期実現について。
有明海沿岸に位置する鹿島市から諫早市間は、

これまで広域道路ネットワークの空白区間とな

っておりましたが、令和3年7月に、将来的に高
規格道路としての役割が期待される有明海沿岸

道路として構想路線に位置づけられました。

こうした中、令和6年8月には有明海沿岸地域
の26市町が連携し、地域全体の魅力向上や定
住・交流人口の増加、さらには、持続可能な地

域発展を目指す「有明海沿岸地域振興会議」が

設立され、一体となった取組が始まっておりま

す。

本県からも、私の地元である諫早市をはじめ、

島原市、雲仙市、南島原市の4市が参画してお
ります。

有明海沿岸道路の整備は、有明海沿岸地域の

一体的な発展を図るためにも、極めて重要であ

ります。県におかれましては、諫早市、鹿島市、

太良町で構成する地元期成会とともに検討を進

めていると伺っておりますが、現在の検討状況

について、お伺いいたします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 有明海沿岸道路につきま

しては、4県にまたがる広域的な道路ネットワ
ークを形成するものでありまして、地域間の交

流促進や物流の効率化を図るうえで重要な路線

であると認識しております。

このうち、鹿島市から諫早市間につきまして

は、現在、地元期成会とともに、地域が抱える

課題の整備を進めているところでございます。

引き続き、広域的な視点も踏まえ、整備の必

要性や効果について、検討を進めてまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 国道207号の拡幅と
併せて、この有明海沿岸道路の早期実現も、地

元の強い要望、期待がありますので、早期に実

現に向かうようにご尽力をいただきたいと思い

ます。

（3）都市計画道路破籠井鷲崎線の整備につ
いて。

昭和44年に都市計画決定された都市計画道
路破籠井鷲崎線は、国道34号と国道57号を結ぶ
全長6キロの都市計画道路であります。諫早市
中心市外地の慢性的な交通混雑を緩和する幹線

道路として、重要な役割を果たす路線であると

考えております。

平成21年に小豆崎から鷲崎までの区間の約2
キロが供用済みとなっておりますが、残りの4
キロの区間がいまだ事業化されていない状況に

あります。

こうした中、諫早市中心部近郊では、大規模

な住宅団地や商業施設、産業団地の建設が予定

されており、中心部を通過する交通量の増加が

懸念されております。

諫早市においては、令和4年に諫早外環状線
の南回りルートである諫早南バイパスが完成し

ており、国道57号の交通状況が劇的に改善する
など、市内の渋滞緩和に大きな効果を発揮して
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おります。

交通の要衝であり、商業施設や産業団地の集

積が進む諫早市において、北回りの外環状線で

もある破籠井鷲崎線の整備は、諫早市の今後の

市街地形成、特に、市街地北部の発展において、

極めて重要な路線であります。

そこで、破籠井鷲崎線のうち未完成である小

豆崎町から西栄田町間の整備に向けた現在の取

組状況について、お伺いいたします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 都市計画道路破籠井鷲崎

線の西栄田町から小豆崎町間につきましては、

昨年度までに諫早市や地元自治会と意見交換を

行ってきており、道路の必要性は高いものと認

識しております。

一方、地形的な条件などから高架橋が多いこ

とに加え、4車線の計画であるため、多額の費
用を要することが課題となっております。

また、延長が約4キロメートルと長く、接続
する市の道路計画もあることから、複数区間に

分けて段階的に整備を進める必要があると考え

ております。

このため、今後はコストを抑えた道路の在り

方や区間ごとの優先度などについて、諫早市と

連携しながら、検討を進めてまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）破籠井鷲崎線につき

ましては、都市計画決定から50年以上経過して
おります。その間に大規模な企業の立地であっ

たり、新幹線の開通等、状況も変わってきてお

ります。併せて、地形の問題等含めて課題があ

ることも認識をしております。

ただ、先ほども申し上げましたように、今、

県央地域は、大きく変貌しつつあります。県央

都市諫早の今後の大いなる飛躍を考えた場合、

交通の大動脈ともいえる破籠井鷲崎線の整備は、

急務であると考えております。

市の方も、平成23年か24年から、一定、負担
金を県にお支払いしておりまして、その金額も

数千万円に上るというふうに言われております。

また、市の方も、この破籠井鷲崎線に合わせ

て都市計画道路の市道を3本、計画しておりま
すけれども、なかなか本道といいますか、この

破籠井鷲崎線の整備のめどがつかないと、市の

方もなかなか取りかかれないような状況でござ

います。

こういったことをぜひ考慮していただきまし

て、早期の事業化を要望したいと思いますので、

よろしくお願いをいたします。

4、福祉行政について。
（1）公益財団法人長崎県健康事業団の経営

状況について。

①経営状況について。

当事業団は、県民の健康及び福祉の増進への

寄与を目的に、県が設置した団体であります。

また、役員として副理事長に福祉保健部長、理

事に国保・健康増進課長、常務理事に県OB、評
議員に医療政策課長が就任しておりまして、県

は、経営に一定の影響力を持ち、関与している

ということができます。

昨年11月定例会の文教厚生委員会で、当事業
団の経営状況を質問させていただいたところ、

令和5年度末の赤字額が約1億2,600万円であっ
たという答弁をいただきました。当事業団の経

営改善に向け、早急に取り組むことが必要と考

えます。

そこで、まず、現在の長崎県健康事業団の経

営状況について、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 長崎県健康事業団は、
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離島を含めた県下全域において、県民の健診や

保健指導を行うとともに、臓器移植の調整支援

なども実施するなど、長崎県における疾病の予

防及び健康の保持・増進に寄与している公益法

人であり、今後も経営改善を図りながら、事業

を継続することが必要な法人であると認識して

おります。

長崎県健康事業団の経営状況につきましては、

令和6年度の決算額におきまして、当期経常利
益が1億9,800万円の赤字であり、主要な事業で
ある健診事業が約2億3,000万円の赤字となっ
ている状況でございます。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）赤字が続いていると

いう状況でありまして、決算額の推移を見まし

ても、経営状況の悪化が主要事業である健診事

業の収益の減少が続いていると、このことが要

因ではないかと推察いたします。

②経営改善に対する県の方針について。

決算書の正味財産増減計算書の経常収益の大

部分を占める健診等事業収益の推移を見ますと、

令和4年度の20億3,300万円から令和5年度には
16億1,000万円、それから令和6年度末には14
億6,200万円へと減少しており、これが経常収益
を大きく押し下げているということは明白であ

ります。

今般の少子化による人口減少が影響している

と思いますが、収益向上のための対策を強化し

なければ、一向に経営改善は望めないのではな

いかと考えます。

そこで、長崎県健康事業団の経営改善に向け

た県の方針について、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 長崎県健康事業団の

経営改善につきましては、喫緊に取り組むべき

ものであると認識しておりまして、昨年度から

福祉保健部長以下、担当者が事業団を定期的に

訪問し、経営改善に向けた課題整理を行うとと

もに、具体的な対応策について協議を行ってま

いりました。

事業団におきましては、県との協議を踏まえ、

今年度から経営状況の分析や進捗管理を行う部

署を新たに立ち上げ、組織横断的な連携協力体

制を構築するなど、事業の運営を抜本的に見直

す様々な取組をはじめたところです。

具体的な経営改善策といたしましては、健診

を実施するたびに1件ごとの収支を確認し、赤
字が出ないよう、適正なスタッフ数による健診

の実施に努めるとともに、業務に余裕が生まれ

たスタッフによる新規事業所での健診の実施を

目指すため、営業活動の強化も図ることとして

おります。

また、離島での健診は、赤字の要因の一つと

なっておりましたが、市町と協議のうえ、採算

が確保できる基本料金を設定し、赤字を生むこ

となく健診を実施できるような改善についても

実施したところです。

その結果、令和7年4月の月別収支は、約1,400
万円の黒字となっており、着実に経営改善が図

られております。

県といたしましては、引き続き、こうした事

業団の取組状況をしっかりと確認し、経営改善

が図られるよう取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 県としても、経営改

善に向けた様々な取組を行っていただいている

ということであります。新田福祉保健部長も副

理事長として、度々、自ら足を運んで助言をし

ておられるそうで、現場からもそのことに感謝

する声というものがあっているもの事実であり
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ます。

ぜひ、長崎県健康事業団が策定する経営改善

計画の中に営業力の強化等を盛り込んでいただ

き、売上額の増加と収益の確保につながるよう、

県としても促していただくことを強く要望した

いと思います。

収益の改善でありますので、売上げを上げる

か、コストを抑えるか、どちらかしかないんで

すけれども、コスト削減の取組も様々行ってい

ただいていると思いますけれども、なかなかコ

スト削減だけでは一定限界があると思いますの

で、落ち込んでいる売上げを確保する方策をぜ

ひとも考えていただければと思いますので、ど

うぞよろしくお願いをいたします。

（2）高齢者の生きがいづくりについて。
①高齢者の生きがいづくりに向けた取組につ

いて。

2040年には、本県の65歳以上の人口は、全人口
の4割に達する見込みとなっており、県では、
これまでも地域包括ケアシステム構築に取り組

まれてきたところであります。

地域包括ケアシステムは、地域共生社会をつ

くっていくうえでの核となる仕組みでありまし

て、高齢者に加えて障害者や子どもたちを含め、

全ての人にとって住みやすい地域づくりを進め

ていかなければなりません。

そのためには、人口の4割を占める高齢者の
果たすべき役割は、ますます重要なものとなっ

ております。

地域では、高齢者の様々な活動が盛んになっ

ており、諫早市におきましては、市が主体とな

って報告会を定期的に開催するなど、高齢者の

活動を社会貢献につなげていく取組が行われて

おります。

また、そのような報告会がきっかけとなって

地域の見守りや移送支援、買物支援といった生

活支援の取組が新たにはじまるという効果も出

てきております。

生きがいづくり、高齢者の社会参加に向けた

取組は、市町が主体となることは理解をしてお

りますが、国のガイドライン等にも示されてお

りますように、県においても、広域行政の役割

として、市町に対してニーズに応じた支援を行

っていく必要があるのではないかと考えており

ます。

県は、高齢者の社会参加について、現状を踏

まえ、どのように取り組んでいくのか、お伺い

いたします。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県といたしましては、

市町で行われております高齢者の社会参加に向

けた取組を増やしていくとともに、地域で若者

の減少が続く中、困りごと解決や助け合いなど、

地域の担い手としての活動につなげていくこと

が重要であると考えております。

これまで県では、すこやか長寿財団に補助を

行い、高齢者を対象として、趣味や教養の講座

を中心とした学びや交流の場を提供する事業を

行ってまいりましたが、近年、市町でも同様の

取組が多数行われてきており、その内容が重複

しているという課題がありました。

こうしたことから、市町へのヒアリングを行

ったうえで、今年度、すこやか長寿財団が実施

する学びや交流の場を提供する事業を廃止し、

県において、市町が推薦する高齢者を地域貢献

活動の担い手として育成する事業を新たに開始

したところです。

県といたしましては、引き続き、市町とさら

なる連携強化を図り、地域の意欲ある高齢者に

よって様々な活動が生み出されるよう、高齢者
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の社会参加の取組を進めてまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） ②2040年に向けた
方向性について。

2040年には、高齢者が県人口の4割、約41万
人に達する見込みであります。介護保険料も

徐々に高くなっている中で、医療や介護のサー

ビスをどのように持続させていくのかが課題と

なっております。

住民が助け合い、地域を支えていくためには、

これまで以上に高齢者の力が必要となります。

先ほど、すこやか長寿財団のお話がありまし

たが、地域住民と密接な関係を構築し、地域共

生社会の実現を目指して取組を進めていくため

には、すこやか長寿財団では、市町及び地域住

民との連携は難しい部分もあるのではないかと

推察しているところです。

地域包括ケアシステム構築の一環として、時

代に応じた見直しをしっかりとしていただいて、

市町の支援に取り組んでもらいたいと考えてお

りますが、県の考え方について、改めて知事の

見解を伺いたいと思います。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 平成12年の介護保険制度の
開始以降、地域包括ケアシステムの充実化が進

みまして、市町の役割が拡大していることに加

え、一人暮らし世帯の増加、就業率の上昇、趣

味や嗜好の多様化といったことなど、高齢者を

取り巻く環境は、大きく変化をしてきておりま

す。

また、市町におきましては、介護サービスの

基盤整備に加えまして、高齢者の社会参加を促

進する取組が積極的に行われて、年々、活発に

なってきております。

医療や介護ニーズが高い85歳以上の人口に

つきましては、今後も増加が見込まれておりま

して、人生100年時代に備え、高齢者が健康を
保ちながら、生きがいを持って暮らし続けるこ

とができる地域づくりが必要でございます。

県といたしましては、社会環境の変化を踏ま

えて、県と市町の役割を明確にし、そして、市

町の取組がさらに効果的なものになるように、

引き続き、必要な見直しを行いながら、市町と

ともに高齢者が生き生きと活躍できる長崎県づ

くりに取り組んでいきたいと、そう考えており

ます。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）地域包括ケアシステ

ムの目指すところは、地域共生社会でありまし

て、これは「地域まるごと社会」というふうに

も言われております。地域のことを行政サービ

スだけに頼ることなく、地域住民相互の協力の

中で様々なことに取り組んでいかなければなり

ません。

そのような中で地域との密接な関係づくりを

行うということは、非常に重要なことでありま

す。そのような関係づくりができる体制の構築

を進めていただければと思いますので、どうぞ

よろしくお願いをいたします。

5、農政について。
（1）地域計画について。
①地域計画の概要と意義について。

最近は、長引く米価の高騰が国民的な関心事

項、課題であることは、周知の事実であります。

政府備蓄米の放出によって、米価の高騰対策と

しては一定の成果を見せているものの、一方で

は、今後、再生産可能な安定した価格で米の供

給ができるかどうか、農業者の懸念が示されて

いることも事実であります。

現在、我が国の食料自給率は、令和5年度時
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点でカロリーベースが38％、生産額ベースで
61％であります。食料安全保障の観点からも自
給率の向上が課題となっている中で、自給率が

ほぼ100％を占める米の安定供給の重要性は極
めて高いことが明らかであります。

地域における農業については、農家の高齢化

や担い手の減少及び耕作放棄地の拡大という状

況を受けて、農地の集約化等の取組を加速化す

ることが喫緊の課題であるとされております。

これまで、「人・農地プラン」によって将来

の在り方が計画づけされておりましたが、令和

5年4月に施行された「農業経営基盤強化促進法
等の一部を改正する法律」を受けまして、より

具体性を持った「地域農業経営基盤強化促進計

画」、いわゆる地域計画への移行、策定が求め

られております。

そこで、まず、地域計画とはどのようなもの

か、その概要や意義について、伺います。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 地域計画は、市町が「農

業経営基盤強化促進法」に基づき、農地を次世

代に引き継いでいくための具体的な取組を定め

るものであり、令和7年3月までに県内全21市町
が策定しています。

計画においては、地域の農業者や関係機関に

よる話し合いをもとに、将来、誰が、どの農地

を担うのかを明示した目標地図が作成されてい

ることから、これにより農地の集積化が期待さ

れるほか、計画に位置づけられた担い手には、

国庫事業を活用する際に優遇措置が設けられて

おります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）②県下の策定状況に

ついて。

答弁にもありましたように、市町は、令和7

年3月までに地域計画の策定を求められており
ます。県下の地域計画の策定状況、また、策定

することで明らかとなった課題や対策等につい

て、伺います。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 本県における地域計画の

策定状況は、令和7年3月末現在、全21市町の428
地区で策定されており、7月末までに9地区が追
加される予定になっております。

一方、策定された計画においては、担い手が

決まっていない農地が2割程度を占めているこ
とから、県といたしましては、計画の充実に向

け、地域の話し合いの場に参画し、地域外から

の担い手の呼び込みや農地集積の推進等を支援

してまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 県下21市町で428地
区の地域計画が策定され、7月中には9地区が追
加されるという状況であります。また、策定さ

れた計画の中身については、また、県も地域と

一緒になって協議をしながら進めていくという

ことでありました。

地域農業は、今現在、大変な岐路に立たされ

ているものと考えております。農業者が安心し

て農業を営むことができるように、県としても

最大限の支援を行っていただきたいと考えてお

りますので、よろしくお願いをいたします。

6、教育行政について。
（1）タブレット端末の更新状況について。
①予備機の状況、故障時等の対応について。

  我が国におきましては、「GIGAｽクール構
想」のもとで、一人一台端末と高速容量の通信

ネットワーク等の整備がなされ、プログラミン

グ教育と併せてICT教育の環境が整えられてき
ました。



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 91 -

一人一台端末の環境整備から一定の期間が経

過しております。運用の過程で支障などが生じ

ていないか、まずは、このことから伺いたいと

思います。

現状で端末が故障した場合の対応、予備機の

状況などについて、伺いたいと思います。

また、子どもたちの手元に端末がないという

状況が発生していないかどうか、小・中学校、

高等学校の状況について、それぞれご答弁いた

だきたいと思います。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 まず、児童生徒

用の端末が故障した場合の対応、予備機の状況

についてでございます。

公立小・中学校におきましては、端末が故障

した場合、校内に保管されている予備機または

市町の教育委員会が保有しております予備機を

活用することで対応いたしております。

それでもなお、端末の確保が困難な場合には、

教職員用の端末を一時的に貸与するなど、柔軟

な対応を講じておりまして、児童生徒の学びに

影響を及ぼすような端末の不足というものは生

じておりません。

また、県立高校におきましても、まずは学校

に配備されている予備機を活用いたしまして、

それでもなお不足する場合には、学校間で調整

をいたしまして、配置替えにより対応している

ところでございます。

次に、子どもたちの手元に端末がないという

状況が発生していないかということでございま

すけれども、公立小・中学校におきましては、

先ほど答弁申し上げましたとおり、柔軟な対応

を講じておりまして、児童生徒の学びに影響を

及ぼすような端末の不足が生じているという報

告、あるいはご意見などは、市町教育委員会に

も確認を行っておりますが、特段寄せられては

おりません。

一方で、県立高校におきましては、新1年生
に貸与する場合は、卒業生から返却された端末

を使用いたしますので、一部の学校で一時的に

端末を配布できない状況にあります。この場合

も電子黒板を活用するなどいたしまして対応し

ているところでございます。

なお、今年度、諫早高校におきまして、複数

のOSが混在する環境下での運用を試験的に実
施するために、生徒の私有の端末の持ち込みを

許可いたしております。生徒及び保護者へは、

希望する場合は、私有端末の持ち込みができる

こと、そして、希望しない場合は、公有の端末

の使用が可能であること、この点をお知らせい

たしましたが、十分にご理解いただけていない

こともあったのではないかと思っております。

諫早高校におきましては、再度、生徒及び保

護者へ公有端末の使用ができるということを周

知いたしまして、現在、対応しているところで

ございます。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 小・中学校、高校、

それぞれお答えをいただきましたけれども、

小・中学校においては、今のところ、不足して

いる等の声などは寄せられていないということ

でありました。

一方、高校では諫早高校の事例をご答弁いた

だきましたけれども、3年生が使用していたも
のが1年生に渡る過程において、少しタイムロ
スが生じているような状況、1年生が全員持っ
ていないという状況があるようでありますので、

そのあたり、今後、対応をお願いしたいと思い

ます。

また、導入から一定期間が経過したことによ
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りまして、最近では故障が非常に多いというこ

とを伺います。修理に出した端末が、なかなか

戻ってこないとか、修理に時間がかかっている

というお声もよくありますし、学校に予備機が

ないために自己負担で購入したというような声

も私の方には入ってきておりますので、そのあ

たりもご対応をお願いしたいと思います。

これ、「GIGAｽクール構想」が導入された時
に文科省が示した文言ですけれども、

「Society5.0時代に生きる子供たちにとって、
PC端末は鉛筆やノートと並ぶマストアイテム
である」という記載があります。これが「GIGA
スクール構想」、ICT教育の根幹にある考え方
です。

PC端末が、タブレット端末を含めて、手元に
ないという状況は、決してあってはならないこ

とだと思いますので、こういった状況が発生し

ないようにご対応いただくことを要望したいと

思います。

②端末の更新について。

一人一台端末の導入につきましては、購入に

かかる費用の大きさや財源構成のうち、国庫負

担の割合が大きかったこともありまして、端末

の更新について、導入の時点から更新について

の議論があったように記憶をしております。

一人一台端末の更新について、財源の問題や

更新の時期などを含め、どのように進められる

のか、伺いたいと思います。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 小・中学校や高

校におけるタブレット端末につきましては、議

員のご質問にもございましたとおり、児童生徒

の学習に有効な文房具の一つであると考えてお

ります。

現在、公立の小・中学校におきましては、児

童生徒の学びの継続及び学力向上を図るために、

国の補助金を活用いたしまして、令和6年度か
ら令和10年度までの5年間をかけまして端末を
計画的に更新しているところでございます。

一方、高等学校に対しましては、国の補助金

がございませんので、現下の厳しい本県の財政

状況の中で、県単独予算による端末の更新は困

難な状況にございます。

このため、令和7年1月に国から示された「学
校のICT環境整備3か年計画」を踏まえまして、
先の政府施策要望におきましても、国に対して

財源の確保を強く要望してきたところでござい

ます。

高等学校における一人一台端末の更新につき

ましては、令和8年度以降の実施に向けまして、
引き続き検討してまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） 小・中学校について

は、現在、更新を計画的に進められているとい

うことであります。ただ、高校については、な

かなかやっぱり財源の確保が困難な状況にある

ということであります。政府施策要望にもそう

いった要望をしていただいたということであり

ますので、私たちも一緒になって要望をしてい

かなければならないというふうに考えておりま

す。

ただ、先ほども申し上げましたように、やは

り手元にないという状況をつくらないというこ

とがまず一番かと思います。鉛筆やノートと並

ぶマストアイテムでありますので、高校もスム

ーズな更新ができるように、また今後も検討を

進めていただければと思いますので、よろしく

お願いをいたします。

7、地域づくりについて。
（1）諫早湾干陸地の利活用の現状について。
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諫早湾干拓事業により創出された干陸地の利

活用につきましては、私も県議会議員として当

選以後、一貫して取り上げてきたテーマであり

ます。

約600ヘクタールにも及ぶ広大な干陸地のう
ち、特に、高来町深海地区におきましては、フ

ラワーゾーンにおけるコスモス等の栽培や、「幻

の高来そば」の栽培、クロスカントリーコース

の整備など、地元有志による管理団体をはじめ、

国、県、市といった様々な関係団体、関係機関

の協力と連携によって、環境保全や利活用が図

られております。

また、令和3年に長崎県によって5,000メート
ルにも及ぶセンターブイを設置していただいた

本明川水上競技場ボートコースでは、この5月
にも長崎県高校総体ローイング競技が開催され、

また、7月には国民スポーツ大会・九州ブロッ
ク大会が開催される予定となっておりまして、

これまでにもまして利活用が図られ、さらなる

にぎわいが見られるようなりました。

しかしながら、地域資源として利活用を図っ

ていくためには、通年での利活用や深海地区以

外の適正な管理、利活用など、課題が多く残さ

れております。今後の管理や利活用について、

県としての見解を伺います。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 諫早湾干拓事業によって

創出された干陸地につきましては、貴重な地域

資源であり、県といたしましては、引き続き、

地元の方々や、国、市等と連携して適正な管理

を行い、利活用をさらに広げていくことが重要

であると考えております。

こうした中で、小江干拓地に隣接する諫早市

高来町深海地区においては、昨年11月に、地域
の関係者や行政等による「本明川・深海地区か

わまちづくり協議会」が設立され、地域のにぎ

わい創出を目指した話し合いが行われるなど、

新たな取組が進められているところであります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員） （2）「かわまちづ
くり制度」を活用した取組状況について。

答弁にもありました「本明川・深海地区かわ

まちづくり協議会」の設置について、伺います。

昨年11月に、各行政機関、市民団体、スポー
ツ団体によって、「本明川・深海地区かわまち

づくり協議会」が設立され、本明川・深海地区

での河川空間の利活用を目的として協議が進め

られております。

「かわまちづくり」とは、河川とまちのつな

がりを活かしながら、安全で快適な空間を創出

して、地域のにぎわいや交流を生み出すために

設けられた国土交通省による支援制度でありま

す。

住民、事業者、行政が連携して川沿いの遊歩

道や親水空間、地域資源を活かしたイベント拠

点などを整備する事例などがあります。

現在、諫早湾干陸地で検討されている「かわ

まちづくり制度」を活用した取組について、現

状と今後の予定について、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 「かわまちづくり制度」

を活用した取組状況につきましては、現在、協

議会において、親水護岸や水上競技施設、クロ

スカントリー施設などの具体的な整備内容につ

いて、検討が進められております。

今後は、国、県、市、地元関係者などと整備

に関する協議を重ね、令和8年度に、「かわま
ちづくり計画」を国へ申請する予定となってお

ります。

県といたしましては、引き続き協議に参画し、
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できる限りの協力をしてまいります。

〇徳永達也議長 坂口議員─23番。
〇２３番（坂口慎一議員）「かわまちづくり制

度」を活用した取組について、今後の進展に大

きな期待をしたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

また、諫早湾干陸地は、広大でありますので、

いまだ手をつけられていない場所も多数ありま

す。むしろ、そちらの面積の方が大きいという

のが現状でございます。

ほかの地区においても、適切な管理や利活用

の推進をお願いしたいと思いますので、引き続

き、ご対応をよろしくお願い申し上げたいと思

います。

少し時間が余りましたけれども、以上で、質

問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。（拍手）

〇徳永達也議長）これより、しばらく休憩いた

します。

会議は、11時10分から再開いたします。
― 午前１０時５３分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

〇徳永達也議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）（拍手）〔登壇〕皆

さん、おはようございます。

自由民主党、平戸市選挙区選出、大久保堅太

でございます。

2月に続けて､3か月ぶりです。
質問させていただく機会をいただきましたこ

とに感謝申し上げます。

また、傍聴いただいた皆様にも感謝申し上げ

ます。今日は孫も来ておりますので、頑張りた

いと思います。

さて、近年、AIの急速な普及により、あらゆ
る分野が大きく変わろうとしております。つい

先日も、このまま進めば、ユーチューバーとい

う職業もAIに取って代わられる時代がくると
話題になっておりました。動画の編集も、シナ

リオ作りも、ついに話すところまでAIがやって
のけるのではないかと、こうなると、ふと考え

てしまいます。議員も、そのうちAIに代わられ
るのではないかと。

ですが、AIにできないことがあります。地域
に寄り添い、声なき声を聞きとり、悩みや喜び

を共有する、この人間くささこそ議員の本分で

あり、AIには決して代わられないと信じており
ます。そうした思いを胸に、本日も、人間代表

として、全力で一般質問に臨みたいと思います。

それでは、通告に従い、質問を行います。

1、県北振興について。
（1）総生産額から見る県北振興について。
先日、特別委員会にて、諫早市役所へ伺いま

した。現在の企業誘致における成果と課題をお

聞きしましたが、ソニーの3,800名の雇用、さら
には京セラの2026年に雇用数1,000人規模の工
場開設と、シリコンアイランド九州の拠点とし

ての存在を高めております。

さらには、2026年秋に開業を目指す九州最大
規模のゆめタウンは2,000人の雇用が生まれる
とされており、諫早市は、長崎駅を中心とした

100年に一度の再開発変革期に加え、雇用を生
み出す、稼ぐまちとして、これからの発展が楽

しみな自治体でもあります。

もちろん、一朝一夕のことではなく、昭和59
年、50年前、アメリカ大手半導体企業、フェア
チャイルド社が諫早中核工業団地に工場を進出

させたところからの積み上げであります。
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これまでも、長崎県において、経済の浮揚・

再生を最大の課題の一つとしてきた中では、大

きなチャンスであると考えます。

一方、長崎県北に目を向けますと、新幹線の

効果もなかなか実感できず、併せて、統合型リ

ゾートIRの不認定から、南高北低のイメージは、
県北民に閉塞感として広がっております。

伸びゆく地域は伸ばし、てこ入れが必要なと

ころには手を加えることは、県行政として大き

な役割の一つであると考えます。地域の経済力

を見るうえで、一つの指標となるのが総生産額

と考えており、本日、議長の許可を得て資料を

配布させていただいております。(資料掲示)
大分類として、令和8年度に統合予定の県南

振興局管内、そして県北振興局管内、離島とし

ております。小分類として、各市町の総生産額

を表にしております。

先月公表された直近2022年の長崎県市町民
経済計算では、県北振興局管内の総生産額の合

計は約1兆2,000億円、県全体に占める割合は約
25％に対し、県南振興局管内の合計は約3兆
1,200億円、県全体に占める割合67％。その割
合を10年間の推移で見てみますと、県北2.2％の
マイナス、県南は2.5％のプラスとなっておりま
す。離島がほぼ変わらずでありまして、南高北

低の差がさらに開いていることがわかります。

県全体の総生産は、2012年からの10年間で
4,800億円上がっております。総生産額10年間
の推移で見ると、増加額は約県南4,300億円、県
北300億円、離島200億円となります。県南と県
北の総生産額対比は3対1です。
現在の県内の稼ぎどころは、1兆5,000億円の

長崎市に次いで、佐世保市8,100億円であります。
ここ10年間の成長率で見ると、1位、諫早市32％、
そして2位、大村市26％となります。

長崎県はこれまでも、離島を含め、長崎市を

中心とした県南経済圏域と佐世保市を中心とし

た県北経済圏域の二大圏域として事実、分けら

れると思っております。

こうした中で、県北経済圏域の活性化を実現

するためには、私は、平戸市選挙区選出であり

ますけれども、人口や経済においても県内第二

の都市である佐世保市が、人口だけではなく、

経済の面においてもダム機能を果たすべきであ

り、佐世保市の経済規模を維持・発展させ、そ

の効果を県北の各地域へ波及させていく、それ

こそが経済圏域であると考えております。また、

県北地域の経済浮揚を図ることによって、長崎

県の経済浮揚に県北経済圏域として貢献したい

という思いでございます。

そこで、県としては、佐世保市が県北地域に

おける経済の面でのダム機能であることを意識

したうえで、今回、県北振興策を講じておられ

るのか、お尋ねをいたします。

以下の質問は、対面演壇席にて行います。議

長のお取り計らいをお願いします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 IRの取組等を活かし
た県北地域の振興策では、交流人口拡大や産業

振興、雇用創出など、官民が連携した取組によ

って地域経済の活性化を図り、佐世保市をはじ

めとする県北地域の振興を通じて、県全体の発

展を目指すこととしております。

具体的には、周辺エリア一帯を滞在型リゾー

トと位置づけて取り組むハウステンボスとの官

民連携による周遊対策や西海橋公園の再整備な

どの観光振興をはじめ、防衛関連等の新たな需

要獲得に向けた造船関連産業のサプライチェー

ン強靭化への取組などの産業振興のほか、「ツ

ール・ド・九州2025佐世保クリテリウム」の開



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 96 -

催など、特色ある地域資源等を活かした地域振

興にも取り組んでまいります。

また、民間事業者が主体となる設備投資やノ

ウハウ等の活用により事業効果を高めますとと

もに、佐世保市を中心とした周辺市町で構成す

る「西九州させぼ広域都市圏」における振興策

との連携を図るなど、ダム機能というものも意

識しながら、その効果を周辺地域へも波及させ

るよう、官民一体となって推進してまいりたい

と考えております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）先ほどお示しした

表で、もう一つ注目したい数字がございます。

資料をお願いします。(資料掲示)
佐世保市が総生産額約8,100億円となってお

ります。諫早市が約7,200億円、その差、900億
円でございます。

この10年で、諫早市が約2,300億円成長して
おります。現在の大型投資と雇用がこれから新

たに加わる諫早市の成長に対し、現在の佐世保

市の成長率を考えると、総生産から見る自治体

の順位が佐世保市と諫早市が逆転するのは時間

の問題と考えております。ここは個人的にも大

変危機感を覚えております。

そこで、ご説明の振興策では、観光振興や産

業振興などの分野ごとに、様々な取組を進めて

いこうとしていることは理解できましたけれど

も、例えば、総生産額がどの程度伸びるのか、

またあるいは、どの程度の投資が行われる想定

かなど、今回の振興策の規模感がなかなか伝わ

りません。

市町や、特に、民間の投資を促して効果を高

めたりするためには、そういった規模感を共有

することが大変重要でありまして、県北地域の

住民の方にも理解が得られるものだと考えてお

ります。また、佐世保市の経済的側面でのダム

機能を維持するという視点においても重要であ

ると思っております。

もちろん、行政は民間企業とは違うため、総

生産額の目標を積み上げで設定することがどこ

までできるかではありますけれども、県北地域

の振興策の効果を総生産額や投資額などによっ

て、その規模感を示すことができないか、お尋

ねいたします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 総生産額につきまして

は、民間支出が大半を占めるため、その予測が

難しく、今回の振興策における総生産額や投資

額等の規模感を全体としてお示しすることは難

しいところであります。

一方で、例えば、「ツール・ド・九州2025」
における集客目標数や今後民間からの提案を踏

まえ、事業内容を検討することとしている西海

橋公園の再整備など、個々の取組で一定の規模

感が把握できるものについては、可能な限りお

示しできるよう努めてまいります。

また、地域経済の活性化に向けましては、民

間投資も含めて、今後の動向を見据えつつ、官

民が連携し、地域の特性や強みを活かして施策

の構築に努めますとともに、関連する経済指標

等の動向を注視しながら施策を推進してまいり

たいと考えております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）なかなか厳しいと

いうことでございますけれども、「ツール・ド・

九州2025」とかいっても、言っても何億円の世
界だと思うんですけれども、規模感という中で、

先ほど示す総生産にわかるように、何十、何百

億円の規模感を示していかないと、やはり県北

民は理解できないという思いでございます。
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今回、質問で取り上げている総生産額は、県

の経済浮揚の状況をはかる一つの物差しであっ

て、こういった経済指標をしっかりと追いかけ

ながら、施策の効果があらわれているかについ

て検証を行っていってほしいというふうに考え

ております。

それで、提案もさせていただきたいと思いま

すけれども、県北経済の浮揚、そして総生産額

を伸ばすために、県北地域へ十分な予算配分や、

例えば、今回、県北振興策を検討する中におい

て、補助金制度などで県北地域の補助率をかさ

上げして、民間投資を呼びやすくするなど、思

い切った施策を検討できないのか、お尋ねをい

たします。

〇徳永達也議長 企画部長。

〇早稲田智仁企画部長 令和7年度当初予算に
おいて取りまとめました県北地域の振興策にお

きましては、個別地域に対する補助のかさ上げ

ではなく、施策の内容に応じて、公共性などの

観点から補助金等の制度設計を行い、施策の効」

果を高めることにより、地域経済の活性化につ

なげることとしております。

県としましては、引き続き、事業効果が最大

化されるよう、各種事業の執行に取り組んでま

いりたいと考えております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 県としては、かね

てからの課題である南高北低に関する打開策と

して、IR誘致を推進してこられましたけれども、
それも現状は暗礁に乗り上げる中、知事も、県

北地域に焦点を当てた対策、必要性について、

様々な場面で発言されており、また、地域から

も一定の理解を得られるのではないかと感じて

おります。

これまでは、地域を限定した補助金のかさ上

げなどはできなかったかもしれませんけれども、

県北振興に力を入れている今こそ、県北地域で

民間等による投資を促し、経済効果を高め、総

生産額の増加につなげていくためにも、補助金

のかさ上げについて検討していただきたいと思

っております。

最後に、大石知事へ、県北振興対策への所見

をお伺いしたいと思います。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 佐世保市を含む県北地域の発

展に関しましては、県勢浮揚のために、これは

非常に重要なものだというふうに考えておりま

す。先ほど議員もおっしゃったとおり、伸びゆ

く分野、伸びゆく地域について、しっかりとテ

コ入れをしていくといったことが重要だという

ことを考えますと、本当にこれは賛同いたしま

す。

佐世保市だけではございませんけれども、佐

世保市を含む県北地域、この各地域には、県南、

ほかの地域にはない、離島にもない魅力がたく

さん、強みも備わっていると思っております。

そういったものをしっかりと見極めながら、単

発的ではなく、持続的な発展につなげていくと

いったことが必要になってくるかと思います。

先ほど来、お話があっておりますIRの取組等
を活かした県北地域の振興策につきましては、

官民が連携した取組によって、地域経済の活性

化につながっていけるように、しっかり県全体

の発展につなげていけるよう、取組を進めてい

きたいと、そう思っておりますけれども、佐世

保市を中心といたします県北地域の振興につき

ましては、議員がおっしゃった中にもありまし

たけれども、地域経済への投資、それにつなげ

ていくことも重要ですし、それがしっかりと波

及していくと、周りの地域に波及していくとい
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ったことも重要であると思っておりますので、

そういった視点もしっかりと意識をしながら、

官民、また地域の声も聞きながら、しっかり取

り組んでいきたいと、そう思っております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）前向きな答弁と捉

えます。

私は、平戸ながらも、佐世保を中心としてと

言うのは、やはり経済圏域という大枠で捉えな

がら、この第二の圏域を発展させないと、雇用

もそうですけれども、県の税収にもつながって

いくというふうに思っておりますので、稼げる

県北経済圏域をつくらなければならないと思っ

ております。今後とも、よろしくお願いします。

2、商工業振興について。
（1）中小・小規模事業者の現状について。
人口減少が続く長崎県において、人手不足が

深刻な課題となる中、原材料や光熱費など、物

価は高騰し、特に、小規模事業者にとって、厳

しい経営状況が続いております。

そのような中にあって、地域の経済や県民生

活を下支えしているのは、それぞれの地域で頑

張っている中小・小規模事業者であります。

まずは、地域の担い手である中小・小規模事

業者の数が、この20年程度でどのように推移し
ているのかをお尋ねします。

〇徳永達也議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県内の中小企業数は、

国の統計によると、平成16年の5万1,864社から、
令和3年には3万8,236社となっており、この17
年間で26.3％、約1万4,000社の減となっており
ます。

このうち、小規模事業者については、約1万
3,000社減少しており、減少数全体の9割以上を
占めております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）20年間で約26％、
1万4,000社、企業数が減ってきているというこ
とで、大変驚きます。この瞬間にも経営努力を

されておられる既存企業についても、かなり厳

しい経営状況にさらされております。

中小・小規模事業者は99％と言われる中で、
これまでは、民間企業は淘汰される競争の世界

と言われてきましたが、淘汰されるということ

は、強い会社は残るということになります。し

かし、この県下郡部においては、廃業すると、

代わりの商店も工場もなく、つまりは商店、工

場がなくなるということに直結すると思ってお

ります。

既存の会社を1年でも長く、1社でも多く残し
ていかなければ、地域の雇用、そして社会基盤

が維持できなくなると考えております。地域経

済や生活を支えていくために不可欠な中小・小

規模事業者を取り巻く環境について、お尋ねい

たします。

〇徳永達也議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県では、若年層を中

心に人口減少が進む本県において、中小・小規

模事業者を取り巻く環境は、大変厳しい状況に

なっているものと考えております。

具体的には、これまでの人手不足や後継者問

題などの構造的課題に加え、昨今では、物価の

高騰や金利の上昇、最低賃金の引上げなどの経

営課題も抱えており、今後とも、経営の維持・

発展を図るためには、デジタル化などによる生

産性の向上や事業承継に向けた対応などが急務

となっております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） （2）商工団体と
の連携強化と今後の支援策は。



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 99 -

中小・小規模事業者を取り巻く環境は厳しい

と県も認識されておられますけれども、こうい

った状況の中、どうやって地域の中小・小規模

事業者を支えていくのか。私は、事業者に身近

な商工会・商工会議所などの商工団体を大いに

活用すべきと考えております。

そこで、商工団体の経営指導者数及び団体数

が同じく20年間どのように推移してきている
のか、聞かせてください。

〇徳永達也議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 商工会・商工会議所

の経営指導員については、地方分権改革により、

人件費などの財源が国から地方の一般財源に変

更されるとともに、三位一体の改革を契機に地

方交付税が削減されたことに伴い、各県におい

て削減が進められました。

本県においても、平成17年度から約4割の経
営指導員を削減する計画を策定し、商工団体に

おいて、本計画に基づき削減を行った結果、経

営指導員の数は、平成16年度の431名から、20
年後の令和6年度には約4割減の267名となって
おります。

また、県内の商工会・商工会議所の数につい

ては、合併による事業実施体制の強化が進み、

同じく20年間で、団体数は81から28へ、約7割
減少しております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）商工団体において

は、「平成の大合併」など、時代の流れもあっ

て、この20年間で、経営指導員が約4割、商工
団体も約7割減少していることは一定理解でき
ますけれども、一方で、中小・小規模事業者の

経営環境が厳しい現状、商工団体に担ってもら

うべき役割の重要性は、さらに増していると考

えております。

これまでの話を合わせると、約3割の企業が
減り、そこを支援していく経営指導員は4割減
っております。さらに、2014年に「小規模事業
者支援法」が改正され、商工団体、経営指導員

の役割は格段に増えました。そう考えると、経

営指導員のマンパワーが不足していることは容

易に考えられると思っております。

現在、県内にも、商工団体のほか、国が設置

する事業承継・引継ぎ支援センターや中小企業

庁認定の経営相談窓口、よろず支援拠点があり

ますけれども、これらの組織も、まずは支援が

必要な企業の情報が必要になることから、何と

いっても商工団体が総合的なフロント機能を司

っております。

そこで、そのような課題が顕在化している中

で、県は、商工団体と連携して、今後、中小・

小規模事業者をどのように支援していこうと考

えておられるのか、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県では、人手不足や

最低賃金の上昇など、県内中小・小規模事業者

が直面する課題を乗り越えていくためには、事

業者にとって一番身近な支援機関である商工

会・商工会議所と連携して経営支援や操業支援

等に取り組む必要があるものと考えております。

このような中、令和7年度から、商工団体の
経営指導員を12名増員し、デジタル化や事業承
継、価格転嫁等について、プッシュ型支援の強

化を図ってまいります。

今後とも、県では、中小・小規模事業者が一

層厳しさを増す経営環境を乗り越えていくため、

商工団体等と連携した支援に力を尽くしてまい

ります。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 今回、20年ぶり
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に経営指導員の増員については、日経新聞の電

子版で大きく全国配信をされております。長年

にわたって要望してきた経営指導員の増員が実

現したことに、大変ありがたく思っております。

ぜひとも、中小・小規模事業者を支える商工

団体の役割は、ますます重要性が高まるものと

考えておりますので、来年度以降についても、

指導員増員を含め、商工団体のさらなる体制強

化をご検討いただきますようにお願いを申し上

げます。

3、農業振興について。
（1）畜産振興について。
今回は、農業振興、獣医師確保の取組につい

て、お尋ねをします。

本県の農業を支える重要な柱の一つが肉用牛

をはじめとする畜産業であり、県北地域におい

ても、繁殖農家の努力と技術によって、県産和

牛の質の向上と地域経済の支えとなっておりま

す。

しかしながら、近年、家畜診療や繁殖管理、

防疫体制を担う獣医師の確保が非常に困難とな

っており、地域畜産の基盤そのものが揺らぎは

じめております。

とりわけ、繁殖経営においては、人工授精、

分娩対応、疾病管理など、獣医師の専門的支援

が不可欠であり、その担い手不足は、子牛生産

の停滞や農家離農リスクに直結しております。

また、獣医師の多くが都市部や小動物診療へ

と志向する中で、地域の産業動物獣医師の育

成・確保は喫緊の課題であります。

このような状況を踏まえ、本日は、獣医師の

人材確保や配置の在り方、さらには県として持

続的な支援体制について、具体的な方針を問い

たいと存じます。

そこで、本県における県職員や市町診療所な

どの畜産に関わる獣医師の不足状況を教えてい

ただきたいと思います。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 本県の畜産分野に携わる

獣医師の欠員状況は、令和7年4月現在、県職員
が定員59名に対して13名、市町の家畜診療所が
定員20名に対して3名、農業共済組合の診療所
が26名に対して1名の欠員が生じております。
〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 今、答弁いただい

たとおり、畜産に関わる各職場において一定の

欠員が出ており、対策を急がれるところであり

ます。

私が調べたところ、昨年の県職獣医師の採用

状況については、22名の募集に対し、6名しか
採用できておらず、獣医師の確保が難航してお

ります。本年度も募集しておられますけれども、

お聞きする雰囲気としては、依然として厳しい

状況ではないかと感じております。

近年、全国では、獣医師学部の新卒者が国家

資格に合格し､1,000名が新たな獣医師になられ
ております。その内訳として、23％、230名が
産業・行政関連分野へ就職し、47％、470名が
ペットなどの小動物診療、そして残り30％、300
名が企業、研究等に進んでおられるようです。

まさにこのことが、年間1,000名もの新しい獣医
師が生まれているものの、畜産・公衆衛生領域

での獣医師不足の構造的原因となっているわけ

であります。

新卒者数では退職分をカバーできておらず、

少なくとも数百名が不足していると全国では言

われております。これ以上獣医師が不足した場

合に、農家段階において、どのようなことが心

配されるのか、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 101 -

〇渋谷隆秀農林部長 獣医師の欠員により、一

人当たりの診療頭数が増加することから、疾病

が発生した際、迅速に診療を受けられないこと

や、繁殖検診の遅れなどにより生産性の低下が

懸念をされます。

また、家畜伝染病予防のための衛生管理指導

が行き届かないことや伝染性疾病の診断の遅れ

により、家畜伝染病の発生及び感染拡大につな

がるおそれがあります。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）獣医師業界全体で

は、8割以上の獣医師が人材不足を感じている
というアンケート結果もあります。産業動物分

野において、負担感が懸念されております。

現場の声であります。

獣医師が不足するとどのようなことが起きる

か、一例です。

先生が忙しいのは週末と週明けであります。

畜産農家が、牛の様子がいつもと違い、気には

なっているけれども、先生が忙しいのをわかっ

ているので、週末には呼ばず、週明けに呼ぶこ

とがあります。その結果、先生から、病状がひ

どくなった牛を見て、「早く呼んでくれれば」

と言われるということがあるそうです。

一方、またこれとは逆で、心配で、早めに先

生を呼んだケースでは、「これくらいでは」と

言われることもあったと聞いております。

このことは、誰が、どちらが悪いわけではな

くて、獣医師不足や負担の増加が、互いの行き

違いや精神的余裕がなくなることに生じやすい

例ではないかというふうに思っております。こ

のような窮状を解決するために、職場環境、働

き方改革も含めて、人員の確保は急務でありま

す。

そこで、これまで獣医師確保に向けて、どの

ような取組を行ってこられたのか、質問をいた

します。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県では、県内の畜産分野

に携わる獣医師を安定的に確保するため、獣医

師確保修学資金貸与事業の活用、大学訪問での

就職説明会やインターンシップ研修の開催によ

り、県職員や県内の家畜診療所への就職促進を

図っているところです。

特に、県職員獣医師の採用に関しては、試験

会場を全国5か所に拡大するとともに、給与面
では、令和5年度に初任給調整手当の改善を、
さらに今年度から、職務内容に応じて加算され

る調整数の引上げを行い、処遇の改善にも努め

ております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 当局として、これ

まで、奨学金制度や他県に比べても高水準の給

与、手当の見直し、インターン、試験会場など、

努力されてこられたのは理解しております。県

としても、大変苦慮しながら様々な手だてを講

じてこられたようです。しかしながら、それで

もなかなか採用に苦戦するのであれば、採用年

齢の引上げなど、さらなる新たな取組が必要で

はないかと考えております。

現在、採用年齢上限を長崎県は45歳としてお
られますね。他県では、大幅な引上げの例もご

ざいます。九州でも、鹿児島県は49歳、佐賀県、
宮崎県は59歳、福岡県、熊本県、大分県61歳と
なっており、長崎県が、年齢上限で言えば、一

番低い状況であります。

誰でも年齢とともに、両親や子どもなどの家

族のことで、ふるさと長崎に帰らなければなら

ないケースも出てまいります。このような機会

を見逃すことなく、獣医師へ採用間口を年齢的
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に広げることは、この地方と言われるところに

とって、大切なことであると思っております。

経験者であれば、即戦力で助かるのではないか

とも思っております。

これまでも、採用要件の拡充は様々に取り組

んでこられましたけれども、次の手も幾つか選

択肢はあると思いますけれども、具体的に、年

齢の引上げなどを取り組んでもらえないか、お

尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県では、これまで他県の

状況等を調査し、採用条件の見直しを検討して

きたところであり、今後、新たな取組として、

民間や他自治体などでの経験者の採用を強化す

るため、今後、実施する県職員獣医師採用試験

においては、年齢要件の上限を45歳から61歳へ
引き上げることを検討しております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）前向きな年齢引上

げについて、答弁をいただいたと思っておりま

す。

今回、県の獣医師採用について質問をさせて

いただきましたけれども、家畜診療所において、

今のところ、定数を満たしているところもござ

いますけれども、さらに組織をのぞいてみると、

高齢化しており、近い将来の不安を抱えている

ところも多々ございます。

組織は違えど、県庁などの公的機関に獣医師

が一定在籍することは、農家や家畜診療にとり

まして、大変頼もしいことであります。ぜひと

も一日でも早く、一人でも多くの採用が実現で

きますことを願い、獣医師確保についての質問

とさせていただきますけれども、よろしくお願

いします。

4、森林行政について。

（1）長崎県林業公社の経営状況について。
本県では、昭和34年に、全国に先駆けて林業
公社が設立され、現在では、県内人工林の12％
を占める約1万1,000ヘクタールの人工林が林
業公社によって経営され、木材生産や環境保全

の面で重要な役割を果たしていると認識してお

ります。

ところが、先般、滋賀県の林業公社は解散が

検討されていると報道がありました。記事によ

ると、当公社は、1965年に設立をされておりま
すけれども、2011年に、出資者である兵庫県や
大阪府などが総額956億円の債権を放棄しまし
た。民有地から預かり管理する森林もあること

から、これから10年かけて公社を廃止し、滋賀
県は、182億円の債権放棄を検討しているとの
ことであります。長年にわたる経営や事業の積

み重ねの結果として生じているものであり、全

国的にも、林業公社の在り方が問われているよ

うでございます。

こうした状況の中、本県の林業公社の現在の

経営状況はどのようになっているのか、お尋ね

をいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 長崎県林業公社において

は、第7次経営計画に基づき、経営コストの削
減、協定販売の推進や国の補助金を活用した木

材生産の拡大などによる経営基盤の強化等によ

り、健全な運営に努められております。

さらに、J－クレジットの販売や市町からの
森林経営管理制度の事務受託など、新たな取組

も進められており、その結果、直近の令和5年
度の収支差額は約8,000万円となり、6年連続し
て黒字経営との報告を受けております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）長崎県の林業公社
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は6年連続の黒字と聞いて、一安心しました。
しかしながら、林業は、国産材価格の低迷、

林道、搬出コストの増加や高齢化の課題など、

経営を取り巻く環境は大変厳しい状況でありま

す。その中で、採算面においてご努力されてお

られることに敬意を表します。

県当局においても、引き続き、しっかりと指

導と支援を続けていただきたいと思います。

（2）県営林の管理方針について。
さて、改めまして、本県には、林業公社を含

め、戦後、拡大造林政策のもとで植栽された約

9万ヘクタールに及ぶ人工林が存在します。こ
れらの人工林は、戦後の木材需要の高まりに対

応するために植栽されたものであり、現在では、

その多くが利用期を迎えつつあると聞いており

ます。人工林の所有形態は、林業公社のほか、

個人所有や市町所有など、多岐にわたりますが、

県も、森林管理を行っている県有林と県営林2
つがあります。

県有林は、土地も森林も県所有、そして県営

林は、県が土地所有者から土地を借り受け、森

林の整備や伐採を行い、その販売収益を土地所

有者と分配するという、いわゆる分収契約とい

いますけれども、林業公社と同じ仕組みで運営

されております。

現在、本県には5,000ヘクタールを超える県営
林が存在しておりますけれども、その管理方法

はどのようになっているのか、お伺いをします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県営林は、造林による県

有基本財産の造成のほか、山村地域の振興や国

土の保全などを目的に設置しており、間伐など

にかかる5か年の事業計画及び25年間の長期計
画を策定し、管理を行っております。

具体的には、現在の5か年の事業計画に基づ

き、間伐材の販売額や土地所有者の収益を増加

させながら、森林の多面的機能の発揮を目指し

た管理を行っていくこととしております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）先ほどの部長の説

明で、森林の多面的機能の発揮を目指した管理

を行っていくとのご答弁でありましたけれども、

この点については、具体的な考え方をお尋ねし

たいと思います。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 森林は、木材の生産だけ

でなく、洪水緩和や水質浄化などの水源涵養、

土砂の流出や崩壊を防ぐ山地災害防止、二酸化

炭素を吸収し固定する地球温暖化防止などの多

面的な機能を有しております。

こうした機能を最大限発揮するためには、長

期間にわたって適切な間伐を行うことで、太陽

光を地表に届かせ、樹木の成長等を促すことが

重要と考えております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）ご説明であったと

おり、森林の有する多面的機能を維持していく

ためには極めて重要であるというふうに認識し

ておりますけれども、しかしながら、県営林は、

伐採後に、契約に基づき、借り受けた土地を所

有者へ返還する仕組みとなっております。その

後の再造林については、土地所有者任せとなっ

ているわけでございます。全国的には、伐採後

の再造林があまり進んでいないというふうに聞

いております。森林資源の循環利用や森林の荒

廃、治山、水源涵養機能の低下などが懸念され

ているようでございます。

このようなことから、私としては、森林の多

面的機能を維持させていくためには、県として、

しっかり再造林をしていくべきだと考えますけ
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れども、返還後の再造林については、どのよう

に考えておられるのか、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県営林から返還された土

地に所有者が再造林する場合は、苗木の植栽や

下刈りなどの管理を林業事業体へ委託すること

ができ、その経費については、国の補助事業に

加えて、令和4年度から、県の「ながさき森林
環境税」を活用した支援を行っているところで

す。

今後とも、土地所有者に対し、こうした支援

制度の周知を図り、伐採後の再造林を推進して

まいります。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 県営林の返還後、

土地所有者が再造林を進める支援制度があるこ

とについては理解をしましたけれども、しかし

ながら、50年から80年へと契約延長し、長期間、
80年といったら大体3世代ですね。3世代にわた
り県に森林を預けていた土地所有者は、返還さ

れた伐採跡地について、山について、入ったこ

ともなければ、知識もない方が相当数おられる

と推察します。今後どのように対応すべきか、

戸惑われるのではないかと懸念もしているとこ

ろであります。

県営林には、模範的な森林づくりを推進する

という重要な役割があると認識しておりますけ

れども、だからこそ、長期的視点に立った、持

続可能な森林づくり、県がリードしていくべき

だと考えております。

つきましては、土地所有者に返還された伐採

跡地は、県が主体となって再造林や、その後、

森林管理、育成を行うといった選択肢を用意す

るなど、県には、積極的に関与していただく必

要があると思っておりますけれども、ここは部

長の考えをお尋ねしたいと思っておりますので、

よろしくお願いします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 本県の県営林の樹齢は

60年前後であり、間伐などの管理に対する国の
補助制度の対象が樹齢80年まで延長されてい
る中で、今後、20年程度は大規模な伐採は計画
していない状況ですので、県営林の管理につい

て、どのようなことができるのか、全国の事例

等を情報収集しながら研究してまいります。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員） 地域、地域には森

林組合というものもあるので、県は、森林組合

にも頼らざるを得ないところもあるという方向

性も聞いております。

ただ、森林組合についても、今、なかなか森

林の採算性が合わない中で、少し遠のいている

ところがあって、組織も小さくなっておりまし

て、そこに任せるというのもなかなか厳しいも

のもあるというふうに思っておりますので、や

っぱり県が、今後の森林づくりについて、どう

するかというのはリードしていただきたいとい

うふうに思っておりますので、今後の100年後
の森林づくりを積極的に、また模範的にも示し

ていくために、100年後、子どもたちにどうい
った長崎県の山を残していくか、こういったこ

とを考えていただければと思っております。

5、高校教育について。
（1）高校における部活動の在り方について。
県立高校における部活動の在り方について、

質問させていただきます。

本県においても、少子化による影響は深刻で

あり、年々、高校でも小規模校が増加したこと

で、生徒が集団の中で多様な考え方に触れる機

会や学び合い、切磋琢磨する機会が少なくなっ
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てきていると感じております。また、生徒数の

減少によって、体育祭や文化祭といった集団で

行う学校行事や部活動の実施が難しくなってき

ているようにも思います。

特に、部活動においては、運動部、文化部と

もに、選択できる部の種類が狭まり、子どもた

ちの貴重な経験の場となる部活動に制限がかか

っているようにも感じております。先週、一般

質問では、中学校の地域移行の課題と対策につ

いてありましたけれども、私は、高校部活動に

ついて、お尋ねをいたします。

そこで、県立高校における部活動について、

現状どのようになっているのかをお尋ねいたし

ます。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県立高校におき

ましては、議員ご指摘にございましたとおり、

年々、学校の小規模化、少人数化が進んでおり

まして、これに伴って、県全体の部活動設置数、

また部活動生徒数が減少しておりますことから、

特に、団体競技のチーム編成が難しい状況にご

ざいます。

このため、高体連や各競技団体におきまして

は、合同チームによる大会出場を認めておりま

して、小規模校や部員不足に悩む高校において

も、生徒が成果を発表する、そうした場を確保

しているところでございます。今年の県高総体

におきましては、延べ20校､4競技､8チームの合
同チームが参加をいたしております。

一方で、各学校におきましては、部活動が学

校の特色の一つとなっておりますことから、生

徒数の減少に伴う部活動数の見直しに対しては、

慎重になる状況にございます。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）中学生からすると、

進学で高校を選択する際に、やりたい部活動が

あるのかは、重要な要件の一つになっていると

思っております。そのような意味では、高校に

おいては、設置する部活動は大事にしていきた

いという思いもあられると思っております。

ただし、少子化による影響は、生徒の多様な

学びや活動に制限がかかるだけではなくて、学

校が小規模化しても、業務内容は大規模校と変

わらないために、教員1人当たりの仕事量が増
えたり、部活動の業務に従事したりするなど、

労働環境が厳しくなり、多忙感を感じる先生方

が増えてくるのではないでしょうか。

そこで、県教育委員会として、県立高校の先

生方の部活動に対する負担感について調査され

ていると伺っておりますけれども、どのような

結果が出ておられるのか、お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県教委におきま

しては、部活動指導の実態を把握し、今後の部

活動の活性化や改善に役立てることを目的とい

たしまして、3年ごとに、高校の部活動顧問を
対象に、「部活動等に関する調査」を実施して

いるところでございます。

令和4年度が直近の調査でございますけれど
も、令和4年度調査結果によりますと、「部活
動に意義を感じるか」という質問に対しまして

は、90％以上の顧問が「意義を感じる」と回答
いたしております。

一方で、「指導に対して負担を感じるか」と

いう質問に対しましては、50％以上の顧問から、
「負担を感じている」という回答が得られてい

るという状況でございます。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）ただいまの説明で

も、ほとんどの先生方が部活動の意義は認めて
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いる反面、半数を超える先生方が部活動に対し

て負担感を感じているとの調査結果が出ている

わけでございますけれども、やはり顧問の先生

方は、部活動を通して得られる生徒の成長には、

教育のやりがいともいいますけれども、大いに

携わりたい反面、様々な業務を抱えていること

もあって、部活動指導には負担を感じていると

いうことではないでしょうか。

県教育委員会として、顧問の先生方の負担軽

減を図るために、対策を講じる必要があると思

いますけれども、いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 平成31年度か
ら、部活動指導における顧問の負担軽減を図る

ために、希望する県立高校に対しまして、技術

的指導や、あるいは大会の引率業務などに従事

をできる部活動指導員を学校職員として配置い

たしております。本年度は、運動部で13名、文
化部で2名の計15名を配置することといたして
おります。

これまでに配置した高校からは、顧問が放課

後の早い時間から様々な業務を進めることがで

きて負担軽減につながっているですとか、ある

いは生徒が専門的な指導を受けられることで、

生徒のモチベーションが向上したと、そうした

ことを聞いておりまして、多方面での効果があ

るものと考えております。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）県立高校に部活動

指導員を配置して、先生方の働き方改革を進め

ようとされていることは、大変すばらしい取組

だというふうに思っております。

ちょっと気になったのは、県立高校54校に対
して、運動部で13名、文化部で2名の配置では、
まだまだ少ないのではないかなと、もっと需要

があるのではないかなというふうに思っており

ます。

希望する高校に配置されているということで

すけれども、希望した全ての高校への配置がな

されておられるのでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 本年度、高校か

らは、運動部、文化部合わせまして15名の配置
予定でございますけれども、希望自体は、21名
の希望があっておりまして、6名の配置ができ
ていない状況でございます。

〇徳永達也議長 大久保議員―11番。
〇１１番（大久保堅太議員）まだ設置できてい

ない状況もあるということで、これは予算面や

学校が求める人材を地域で見つけられないなど

といった課題もあるというふうにもお聞きして

おりますけれども、配置効果があっているとい

うことでありますので、配置を希望する高校に

対しては、少なくとも配置をしていただきたい

というふうに思います。

少子化の中でも、子どもたちが継続的に文化

芸術活動、スポーツに取り組むことができるよ

う、中学校では、部活動の地域連携や移行を進

め、活動環境を整える取組が進められておりま

す。

県立高校においては、中学校と異なって、部

活動など、学校の特色を踏まえ、生徒自身が選

択して進学していることも承知はしております

けれども、中学校と同様、少子化に伴って、生

徒の活動が限定的になったり、先生方の負担感

も増加しているわけでございますから、この部

活動指導員制度が先生の負担感の軽減や働き方

改革の意義に加えて、高校生のスポーツ部の活

動・質的充実、スポーツの競技力向上だったり、

プロ、オリンピック選手育成にもつながる指導
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員制度へと発展させていただければなというふ

うに思っております。ぜひとも、今後とも拡充

に向けて、お願いを申し上げます。

時間5分余しましたけれども、今回､5項目に
わたり、私なりに長崎県の課題に優先順位をつ

けながら、通告して、ご提案も含めながら一般

質問をさせていただきました。

中には、長崎県の方向を示すトップとしての

決断が必要なこともございました。先日も、大

石知事の一期目の任期の話もあっておりました

けれども、答弁は要りませんけれども、一期で

辞めるおつもりはあられないと思っております。

現在、知事は、大石賢吾知事でございます。せ

っかくなられたこの知事という職を、今期とか、

来期とか区切りを考えずに、現在の長崎県、ま

た県民のため、また未来の長崎県、また県民の

ために、一日一日を思い切り突き進んでいただ

きたいと思っております。与えられた職をひた

むきに行えば、必ず来期がくるものと、私自身

に言い聞かせております。引き続き、よろしく

お願い申し上げます。

以上で、一般質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。（拍手）

〇徳永達也議長 午前中の会議は、これにてと

どめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時 ７分 休憩 ―

─ 午後 １時３０分 再開 ─

〇大場博文副議長 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）（拍手）〔登壇〕皆様、

こんにちは。

自由民主党、長崎市選挙区選出、虎島泰洋で

す。

貴重な一般質問の機会をいただきまして、誠

にありがとうございます。

そして、本日、傍聴にお越しの皆様、インタ

ーネット中継をご覧になっている皆様、誠にあ

りがとうございます。長崎県民、そして長崎が

健康であるように、政治家として、医師として、

邁進してまいります。知事はじめ、教育委員会

教育長、関係部局の皆様、ご答弁をよろしくお

願いいたします。

それでは、質問通告に従いまして、一問一答

方式にて進めてまいります。

1、医療・介護について。
（1）大石県政における医療政策について。
①大石県政におけるこれまでの医療政策、こ

れからのビジョン。

全国的に出生率の低下傾向が続く中、人口流

出が著しい本県では、高齢化及び人口減少が加

速しており、医療従事者の不足も深刻化してい

ます。また、本県は、離島や半島など隔絶され

た地域が多く、医療資源の地域偏在が顕著です。

このような厳しい医療環境、そして、先の知

事選当時、コロナ禍にあえいでいた医療界にお

いては、日本で唯一の医師である知事に大きな

期待を寄せてきたと思っております。

知事も、任期の3年が経過いたしました。大
石県政が、これまで、どのような医療政策を実

施してきたのか。また、今後、どのような方針

で対応していくのか、今後のビジョンについて、

ご教示願います。

以降の質問は、対面演壇席にて行います。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 虎島議員のご質問に

お答えをさせていただきます。

私は、県民の皆様が住み慣れた地域で安全・
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安心に暮らしていくためには、医療提供体制の

整備や医療人材の確保などの環境づくりが重要

であると考え、その実現に向けて各種施策を推

進してまいりました。

長崎県は、全国と比較をして、高齢化や人口

減少が進んでおり、医療人材不足が深刻化して

いることから、看護職員等の処遇改善や離島・

へき地医療を担う人材の育成に取り組むととも

に、今年度は医療機関の勤務環境改善、薬剤師、

歯科医師、歯科衛生士の確保対策などに取り組

むこととしております。

また、診療科の偏在や過疎地域等への医薬品

の配送機会が少ないといった課題があることか

ら、ドローンによる医薬品配送の実証などに取

り組み、さらに、今年度はドクターヘリの2機
目の導入や、離島診療所におけるオンライン診

療体制の構築などに取り組むこととしておりま

す。

離島や半島など、条件が不利な地域が多い本

県にあっては、全国一律の診療報酬で採算を取

ることが難しいことから、国への要望を行いつ

つ、関係者の皆様と連携を図りながら、県民の

皆様が将来にわたって、いつでも、どこでも、

誰でも、必要な医療が受けられるよう、持続可

能な医療提供体制の構築に力を尽くしてまいり

たいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 大石知事は、就任時よ

り、とりわけ県北地域における医師不足解消を

対策として掲げられておりました。

そこで、県では、どのような施策に取り組ん

できたのか、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 佐世保県北医療圏で

は、医師多数区域であるものの、局所的に医師

が少ない地域が存在するほか、救急医療等に従

事する医師が少ないといった課題があり、県北

地域における医師確保は、重要な課題であると

認識しております。

このため、県では、救急医療提供体制への影

響が懸念される平戸市南部地区を、令和5年9月
に、「医師少数スポット」として指定し、令和

6年度から平戸市民病院へ県養成医を派遣して
おります。

また、令和７年度から、同圏域内唯一の三次

救急医療機関である佐世保市総合医療センター

の救命救急センターに県養成医を派遣しており、

同センターにおける患者受入れ等の負担軽減に

つながったものと認識しております。

今後とも、地域の実情を踏まえ、市町や関係

機関と連携を図りながら、医療提供体制の確保

に努めてまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 県として、差配できる

医師が限られる中、県養成医を離島に限らず、

県北に派遣するということを実現したことは、

評価いたしますけれども、その県北においても、

松浦地区での救急体制、そして県南、特に、南

島原地域での医療過疎化は、深刻な状況となり

つつあります。

地域としても、知恵を絞りながら対策を講じ

ているところですけれども、県もしっかりと地

域に寄り添い、サポートをお願いいたします。

②地域医療構想におけるモデル推進区域の対

応について。

一方で、長崎区域に目を向けますと、令和6
年度に長崎医療圏が地域医療構想のモデル推進

地域として、国より指定されました。モデル地
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域というと、聞こえはいいですけれども、実情

は、地域医療構想の中で立ち遅れている地域で

あるということを認識しています。

本事業の現在の状況、今後の方針について、

お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 国においては、地域

医療構想を進めるうえで、医療提供体制上の課

題や重点的な支援の必要性がある構想区域をモ

デル推進区域として設定しており、令和6年度
には全国で16か所が設定されております。
本県においては、長崎医療圏が医療機能別の

必要病床数と許可病床数との差が特に生じてい

ることや、病院の数が多く、医療機能の分化及

び連携に向けて調整が困難であるといった理由

から、「長崎区域」としてモデル推進区域に設

定されたところであります。

モデル推進区域の設定後、長崎区域における

課題解決に向けて、地域の医療事情に関するデ

ータ分析といった国による技術的支援を受けな

がら、医師会や医療機関など関係者と議論を重

ね、本年3月には「区域対応方針」を策定いた
しました。

本年度は、この方針に基づき、さらなる病床

数の適正化や病状に応じた病床の効率的利用や

円滑な転院に向けた連携体制の構築など、さら

なる医療機関の機能分化、連携推進などに向け

て取り組むこととしており、今後とも、関係者

と協議を重ね、持続可能な医療提供体制の確保

に向けて取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）「地域医療構想」のモ

デル推進区域に指定され、今後、病床数の適正

化は進んでいくものと考えます。これは、病院

経営の安定化を図るための取組であり、その必

要請については、私も十分に認識しております。

③長崎医療圏の救急医療提供体制について。

報道などでも取り上げられましたとおり、長

崎の急性期医療を担う基幹病院である長崎大学

病院では、全病床の約1割に当たる98床が削減
されました。また、長崎みなとメディカルセン

ターでも、急性期病床を約30床、休床するとい
う対応がなされています。

こうした動きは、地域医療構想において示さ

れた適正病床数に基づく再編として評価される

一方で、今後、高齢者の患者数の増加に伴い、

高齢者特有の疾患の増加や救急要請の増加も予

想されます。

また、患者を受け入れる医療機関側では、長

崎市内の二次救急医療が輪番制で運用されてい

ますが、その当直を担う医師の高齢化も進んで

おり、将来的にこの体制を維持できるのか、大

きな懸念を抱いております。

そこで、お尋ねいたします。

長崎医療圏における救急医療体制の安定的な

確保に向けて、県としてどのように対応してい

くお考えか、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 長崎市消防局管内に

おける令和元年度の救急車による患者搬送件数

は、約2万2,000件、救急搬送の応需率は80.7％
でありましたが、令和5年度には、搬送件数が
約2万5,000件に増加し、応需率は61.1％に低下
しております。

救急車による搬送件数の約7割を高齢者が占
めており、逼迫する救急医療の現場に新たな活

路を見出していくためには、誤嚥性肺炎といっ

た高齢化に伴い増加する疾患に対して、地域全

体で連携して対応する必要がありますことから、

患者の治療計画などを共有する取組を推進すべ
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く、関係者と協議を開始したところであります。

また、令和5年度の病床機能報告における長
崎医療圏の病床稼働率は83.8％であり、長崎医
療圏全体では、病床に空床がありますことから、

高度急性期の病院に搬送された患者が、ほかの

医療機関でも対応可能と判断される場合には、

転院搬送を促すなど、効率的な救急医療提供体

制の構築に向けて、長崎市や市内の救急医療機

関と協議を重ねているところであります。

県といたしましては、今後とも、関係者と連

携を図りながら、長崎医療圏におけ病床数の適

正化を推進しつつ、医療機関の役割分担や連携

強化を図り、持続可能な救急医療提供体制の確

保に取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 今回、質問には至りま

せんでしたけれども、「♯7119」の導入により
まして、救急搬送の適正化が進むということが

期待されているということでございました。

しかし、導入後も救急搬送件数の増加傾向に

大きな変化は見られておりません。救急医療体

制を維持していくためには、長崎県全体の医療

提供体制そのものを見直し、適正化していくこ

とが不可欠であります。

現在、病院の6割以上が赤字に陥っており、診

療所も相当数が経営困難な状況にあると報告が

あります。診療報酬という公的な枠組みの中で

収入が決まる医療機関にとって、賃上げや物価

上昇の波は、極めて深刻な影響を及ぼしていま

す。ほかの業種が値上げや賃上げに踏み切る中、

医療介護現場だけが取り残され、特に、看護職

を中心に人材確保が困難となる負のスパイラル

に陥りつつあると思っています。このままでは、

明日には身近な医療機関がなくなってもおかし

くない、そうした現実が迫っています。

私が、最も懸念しているのは、適正化の前に、

病院、医療機関が共倒れとなり、医療が崩壊し

てしまうことです。

そのような事態を回避するためにも、今後、

さらに関係機関との連携を強化し、構想の推進

に全力で取り組んでいただくよう、強く要望い

たします。

④分娩取扱施設減少への対応について。

今朝の朝刊でも一面で取り上げられておりま

した人材不足や少子化、つまり分娩数の減少に

伴って分娩を取り扱う施設が県内で相次いで減

少しております。医療施設は、地域における重

要なインフラであると思っております。特に、

分娩取扱施設は、その最たるものです。産婦人

科がなければ里帰り出産もままなりません。

地域の維持のためには、将来においても、安

心して出産できる産科医療体制が必要と考えま

すが、県としてどのように取り組んでいくのか、

お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 本県の分娩件数は、

令和元年の約1万400件から令和6年には約
7,600件と大きく減少しており、分娩数の減少に
よる経営への影響や、産科医の高齢化、後継者

の不在などの理由により、分娩取扱施設の数が

減少しているところでございます。

出産は、常にリスクが伴い、妊婦の大量出血

や新生児の無呼吸発作など不測の事態が生じた

場合には、複数の医療スタッフにより即座に対

応することが必要であり、妊婦や新生児の命を

守るためには、県内4か所の周産期母子医療セ
ンターを中心とした周産期医療提供体制の構築

が重要であると認識しております。

このことから、本県におきましては、分娩の

現状や課題、将来の意向などを把握するため、
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県内の分娩取扱施設を対象にアンケート調査を

行うこととしており、その結果を踏まえて医師

会や産科の医療関係者などと課題解決に向けて

対策を検討することとしております。

県といたしましては、今後とも、関係者との

連携を図り、安全・安心に出産できる環境の整

備に取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 先日、委員会視察で伺

いました長崎医療センターでは、既にハイリス

ク分娩で手いっぱいの状態であるというような

お話もいただきました。

これまで地域の診療所が担っていた正常分娩

症例を基幹病院に集約することが現実的にでき

るのか、難題と思いますけれども、しっかりと

よろしくお願いいたします。

医療過疎の問題について、続けて質問いたし

ます。

⑤ドローンによる医薬品配送について。

離島など医療過疎地において、医師の退職や

高齢化などの事情により診療所の維持も困難な

状況に直面しており、離島における医療資源の

確保が厳しい状況となっています。

こうした中、五島市では、通院が困難な高齢

者のため、看護師が車で患者宅を訪問し、遠隔

で医師の診察を受けるモバイルクリニック事業

が実施されているとともに、ドローンによる医

薬品配送サービスを利用した取組が行われてい

ると聞いております。

そこで、医薬品配送におけるドローン技術を

活用したこれまでの取組事例と今後の方向性に

ついて、お伺いいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 ドローンによる医薬

品配送につきましては、本年2月、五島市にお

いて、国家戦略特区の調査事業を活用し、モバ

イルクリニックでのオンライン診療を組み合わ

せ、回転翼型ドローンを用いて患者宅まで配送

する実証事業が行われました。

また、5月には、二次離島である黄島に居住
する患者に対し、黄島診療所での診察後、福江

地区にある調剤薬局からオンラインによる服薬

指導を行い、処方された薬を固定翼型ドローン

を用いて配送する社会実装に向けた取組も行わ

れたところです。

しかしながら、これらの社会実装に向けた取

組において、固定翼型ドローンによる医薬品搬

送については、処方薬の投下地点から患者宅ま

での配達などをどのように行うかといった課題

があるほか、現在、国が定める「ドローンによ

る医薬品配送に関するガイドライン」において、

向精神薬を配送することができないといった課

題などもあるところでございます。

県といたしましては、ドローンによる薬剤搬

送の規制等について柔軟な適用ができる仕組み

を構築することについて、今般、政府施策要望

を行うなど、克服すべき課題の解決に向けて取

り組んでおり、引き続き、関係事業者や医療機

関、市町などと連携し、服薬指導などの実施体

制や、医薬品が患者の方々へ確実に配送される

体制を整えるなど、安全や安心がしっかりと確

保されたうえで、ドローンによる医薬品の配送

が日常的に活用されるよう、尽力をしてまいり

ます。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）ドローンによる医薬品

配送、そして、モバイルクリニックや遠隔医療

は、これから長崎県が直面する医療過疎に有用

な技術であると期待をしております。

先ほどいただいた課題、あらわになった課題、
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それ以外にも現場では細かな既存の規制により

身動きがとりづらいという話も伺っております。

規制改革に向けた支援もよろしくお願いいたし

ます。

⑥医薬品提供体制について。

昨今、医療用医薬品が長期にわたり、供給停

止や限定出荷となることがあり、医療機関や薬

局において、必要な時に必要な医薬品を入手す

ることが困難な状況が見受けられます。

そのため、医療の現場では、代替医薬への処

方変更を余儀なくされ、それでも必要な医薬品

が手に入らない場合もあるなど、医療提供に支

障を来していると聞いておりますが、県として、

医薬品提供体制の確保について、どのように考

えているのか、見解をお伺いいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 我が国において、令

和6年10月現在、医療用医薬品の約5分の1が限
定出荷、供給停止の状況であり、患者への医療

提供に支障が生じていると指摘をされておりま

すことから、現在、厚生労働省の厚生科学審議

会医薬品医療機器制度部会において、医療用医

薬品の安定的な供給の確保について、審議がな

されているところです。

県といたしましては、医療用薬品の安定的な

供給体制の早期復旧に向け、実効性を持った対

策を講じるよう、全国知事会を通じて国へ要望

をしているところであり、県民の皆様が安心し

て医療を受けられるよう、現状や課題などにつ

いて、薬剤師会などの関係者の方々にもお伺い

しつつ、連携をしながら対応してまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）地域単位で治療方針に

応じた薬剤の選定指針を定める地域フォーミュ

ラリというものがございます。これは他自治体

での導入実績もあり、医薬品の安定供給と医療

の質の両立に資するという報告もございます。

そもそも、この問題は、ジェネリック医薬品

の在り方や医薬品メーカーの製造の問題が根底

にあると思っておりますけれども、安定供給に

向けて地方行政として考え得るあらゆる手段を

検討してまいりましょう。頑張りましょう。

（3）長崎健康革命プロジェクトについて。
①長崎健康革命プロジェクトの成果について。

「健康長寿日本一」を目指して取り組まれて

いる「長崎健康革命プロジェクト」、これは令

和4年度開始から4年目となります。本県は、全
国より早く高齢化が進んでいることからも、県

民の皆様がいつまでも元気で暮らしていただく

ために、ぜひ成果を出していただきたいと考え

ているところです。

そこで、これまでの「長崎健康革命プロジェ

クトの成果」について、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 「長崎健康革命プロ

ジェクト」につきましては、「健康長寿日本一」

を目指して、「運動」、「食事」、「禁煙」、

「健診」の4つを柱として、県民が主体的に健
康づくりに取り組める環境の充実を目指して実

施をしてまいりました。

具体的な成果の一例といたしましては、なが

さき健康づくりアプリ「歩こーで！」の普及が

挙げられます。アプリのダウンロード者数は、

現在、8万人に達しており、ユーザー1人1日当
たりの平均歩数が、1年間で約300歩増加してお
りますことから、多くの県民の運動習慣の定着

に貢献しているというところでございます。

また、民間企業に対する取組も着実に成果が

出ており、運動や禁煙、健診に取り組むなど、

従業員の健康づくりを積極的に行う「健康経営
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推進企業」につきましては、県として認定を進

めた結果、令和6年度に過去最多の131社を認定
し、累計では496社となりました。
こうした企業の活動は、働き盛り世代の健康

づくりの意識改善につながっており、令和6年
度の県民意識アンケート調査によれば、健康管

理や生活習慣改善に取り組んでいる30代と40
代の割合は、前年度の4割から6割に大きく上昇
しております。

県といたしましては、「長崎健康革命プロジ

ェクト」の様々な取組において、県民の健康に

つながる具体的な成果が出せるよう、今後もし

っかりと取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）「歩こーで！」アプリ

のダウンロード数が8万人を超えたとのこと、
しかし、「健康革命」という大きな旗を掲げた

以上は、具体的な成果を期待したいところです。

②喫煙率低下に向けた対策について。

「長崎健康革命プロジェクト」の4つの柱の
一つに「禁煙」があります。

たばこには5,300種類以上の化学物質と70種
類以上の発がん物質が含まれていることから、

喫煙は、がん、循環器病、糖尿病などの生活習

慣病に共通した主要な危険因子と言われており

ます。

このような生活習慣病にかかっている方が多

い本県といたしましては、発症予防、重症化予

防の観点から、禁煙は大変重要な取組であると

考えます。

そこで、禁煙についての今後の対策について、

お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 本県の現状といたし

ましては、県民の喫煙率が17.3％であり、全国

平均よりも高く、特に、男性については、3人
に1人が喫煙者であり、喫煙率の高さといたし
ましては、全国ワースト6位という結果となっ
ております。

国民の健康づくり運動の基本方針である「健

康日本21」では、様々な疾病のリスク要因であ
る喫煙の対策といたしまして、喫煙率の減少が

重要であり、目標を定め、対策を行うこととさ

れております。

本県でも、健康増進計画「健康ながさき21」
において、喫煙率の目標を設定し、禁煙につい

ての啓発活動として、禁煙週間に合わせたパネ

ル展や肺年齢などの健康測定会などのほか、リ

ーフレットの配布やテレビ番組による情報発信

などを行っております。

今年度は、これに加えて県内大学と連携し、

大学生に対し、近年、利用者が増加している加

熱式たばこが健康に悪影響を及ぼす可能性が否

定できないことなどの周知啓発を実施する予定

としております。

県といたしましては、引き続き、「健康なが

さき21推進会議たばこ対策検討部会」において、
有識者などにご意見をいただきながら、関係機

関と連携して喫煙率の低下に向けて、より実効

性のある取組を進めてまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 前回の一般質問では、

COPDのリスクから禁煙の必要性を訴えました。
しかし、これはすぐに症状が出るものではござ

いませんので、なかなか響かない。言及のあっ

た加熱式たばこにも有害物質が含まれているこ

とは、明白であります。また、その受動喫煙に

よる健康被害も最近懸念をされているところで

ございます。

より一層の啓発をよろしくお願いいたします。
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（4）介護職員の離職防止について。
①カスタマーハラスメント対策について。

先日、介護事業所のカスタマーハラスメント、

カスハラに関する県の調査結果が報道されまし

た。

それによると、回答した事業者の4割が、「カ
スハラと感じた行為を受けたことがある」との

ことです。また、その内容も介護事業所の職員

の方にとっては、かなりのストレスとなる深刻

なものであると感じております。

県は、今回、はじめてこうした調査をされ、

さらに調査結果を公表したことは、県民の方に

広くカスハラの深刻な現状を知ってもらうよい

取組であったと思います。

介護職員を守るためにも、事業所自身がしっ

かりと対策をすることが重要と考えますが、こ

の調査結果について、県はどのように捉えてお

られるのか、お聞きいたします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 県において、本年3
月に実施したアンケート調査の結果によります

と、685の介護事業所のうち約4割の事業所が
「過去3年以内にカスタマーハラスメントと感
じた行為を受けたことがある」と回答しており、

精神的な負担から退職につながった職員の事例

も認められたところでございます。

介護事業所は、正当な理由なくサービスの提

供を拒否することができないため、苦情との線

引きが難しいカスタマーハラスメントに対して、

サービスの提供を中止するなどの対応を行うこ

とが困難な場合があることから、どのような行

為がカスタマーハラスメントに当たるのか、利

用者にも理解をしていただく必要があると考え

ております。

県といたしましては、介護事業所に対し、啓

発ポスターの掲示や利用者へ事前説明を行うよ

う指導するなど、事業所のカスタマーハラスメ

ント対策の取組を支援してまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）カスハラを感じたこと

で離職につながったり、検討したりされた例も

あったとのこと、地域では、介護人材の確保が

喫緊の課題となっています。県も様々な人材確

保対策をされておりますが、こうした中で離職

者がこれ以上増えると、さらに大変なことにな

ります。人材を確保していくためには、介護現

場自体が、もっと働きやすい職場になる必要が

あります。

介護職員の離職の状況を踏まえ、介護現場の

勤務環境改善に向けて知事の見解をお伺いいた

します。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 議員ご指摘のとおり、各産業

分野で担い手の確保が今困難となっている中で、

医療や介護ニーズが高い85歳以上の方が、今後、
人口ピークを迎えるということが2040年と言
われておりますが、それに向けて地域で必要な

介護サービスを維持していくために多様な介護

人材を確保して、その離職を防いでいくという

取組は、これまで以上に重要になっていくもの

と考えております。

令和5年度における介護労働実態調査の結果
によりますと、本県の介護職員の離職率は

10.8％ということで、前年度から5ポイント以上
改善をして、九州各県の中で最も低くなってい

る状況でございます。

これは、各事業所において、テクノロジー導

入であったり、勤務環境改善の取組が少なから

ず寄与しているものと、そう考えております。

こうした状況を踏まえまして、先日、長崎市
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で開催されました全国の先進事例を紹介する

「介護フォーラム」におきまして、私からも200
名を超える介護事業所の皆様に対しまして、ぜ

ひ選ばれる事業所になるため、働きやすい職場

づくりに取り組んでいただきたいというお願い

をさせていただきました。

今回の調査によって、カスタマーハラスメン

トに関する実態がはじめて明らかとなったとこ

ろでございますけれども、介護事業所における

対策の強化に向けた支援も含めて、今後とも、

介護現場の働き方改革が進み、人材の確保、定

着につながっていくように、県としても現場の

声をしっかり聞きながら、効果的な支援に努め

ていきたいと、そう考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 離職率が5％以上改善
したと、これまでの取組が効果が出てきたと思

いたいところですけれども、介護現場の環境改

善に向けて、より一層、引き続きの取組をお願

いいたします。

また、饗庭議員の質問にもありましたけれど

も、この問題は介護職員にとどまらず、産業界

全体の問題でもあります。労働施策総合推進法

改正により、カスハラ対策が事業主の雇用管理

上の措置義務となったわけですけれども、事業

主のサポートはもちろん、県民全体の意識醸成

にも取り組んでいただきますように、よろしく

お願いいたします。

2、教育施設の統廃合について。
（1）県立高校の再編整備について。
①統廃合となる学校数の規模感について。

県教育委員会では、県立高校の再編整備に向

け、来年度の早い時期に大枠の方針を大綱とし

て取りまとめ、公表すると伺っております。

今後の子どもの数の減少を踏まえると、実際

にどのくらいの高校を削減する必要があると試

算しているのか、まず、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 例えば、10年後の中学
校卒業者数で申し上げますと、現在より約4,500
人減少することが見込まれております。この人

数は、1学年4学級の高校を想定した場合、約20
校分に相当いたします。現在、県立高校が56校
ございますので、3割を超える校数となります。
ただし、これはあくまでも机上での計算の数

字でありますので、実際には、例えば離島地域

におきましては、高校がなくなれば、島外への

進学を余儀なくされる可能性もありますことか

ら、様々な地域性も配慮しながら再編整備を進

めてまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）丁寧に進めていくとい

うご答弁をいただきました。

②私立高校無償化と県立高校再編について。

来年度から私立高校の授業料が実質的に無償

化されることにより、全国的に公立高校離れが

進む可能性が指摘されています。

こうした状況を受けて、国においても、「経

済財政運営と改革の基本方針2025」において、
高校教育改革などへの支援を抜本的に強化し、

質の高い公教育の再生を通じて、我が国の学校

教育のさらなる向上を目指すことが定められま

した。

県立高校の再編を進めるに当たり、地域や生

徒に選ばれるような魅力ある県立高校づくりを

目指してほしいと期待しておりますが、どのよ

うに取組を進めていくのか、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 県立高校の再編につき

ましては、単に生徒数の減少に応じた機械的な
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統廃合ではなく、学科の枠を越えたり、学校同

士の特色を掛け合わせたりするなど、未来を見

据えた新たな学びを創出しまして、中学生や地

域にとって魅力ある再編に取り組んでまいりた

いと考えております。

学校は、生徒が主役の場であり、教育は、未

来を創造する営みでありますので、再編におけ

る軸足は、子どもたちと未来に置きながら、大

綱の策定に向けた検討を進めてまいります。

また、議員のお話にございましたとおり、現

在、国におきましても、高校改革に関する基本

方針の策定や、新たな財政支援の枠組みについ

て検討がなされておりますので、その動向も注

視してまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）③再編整備が地域に与

える影響について。

将来的に少子化や人口減少が進んでいくこと

を鑑みますと、高校の再編整備は、やむを得な

いというところでございますけれども、一方で、

高校がなくなることで若者の流出が進み、地域

の活力が低下するのではないか、過疎化が進行

するのではないかと、地域の人々が心配する声

もあります。

県教育委員会は、統廃合が地域に与える影響

について、どのように認識しているのでしょう

か。また、今後、生徒や保護者、地域の人々の

理解をどのように得ていくのかについて、お尋

ねいたします。

〇大場博文副議長 教育政策監。

〇狩野博臣教育政策監 特に、離島や半島部に

おきましては、高校が地元の活性化の核として

重要な役割を果たしている地域もあると認識し

ております。

一方で、生徒数の減少により学校の規模が縮

小しますと、教育活動に制約が生じますことや、

高校教育の質の低下が懸念されますことから、

将来を見据えた再編整備は進めていかなければ

なりません。

議員ご指摘のとおり、県立高校の再編は、地

域への影響もあると認識しておりますので、市

町の関係者とも未来を見据えた率直な意見交換

を行うとともに、子どもたちや保護者を対象と

したアンケート結果や、地域のまちづくりビジ

ョンを十分に踏まえたうえで再編を進めてまい

りたいと考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）長期的なビジョンを持

ちながら、しっかりと丁寧に進めていただけれ

ばと思います。

（2）千々石少年自然の家の廃止について。
教育施設の統廃合としまして、千々石少年自

然の家の廃止についてもお伺いいたします。

同施設は、今年度末で廃止ということで条例

改正も進められているところでございますけれ

ども、地元では、今後どうなっていくのか、不

安の声も挙がっております。

施設廃止後の活用をどのように考えているの

か、改めてお伺いいたします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 廃止後の県立

千々石少年自然の家につきましては、まず、県

庁内での活用の意向を確認しながら、地元雲仙

市における活用につきましても、引き続き協議

をしていくことといたしております。

公的な活用が見込めない場合は、県のホーム

ページで広く周知するなど、民間による活用も

含めまして、市と連携して検討してまいりたい

と考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
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〇７番（虎島泰洋議員） 昨年9月定例会におい
て、施設の今後の在り方に関する請願が採択さ

れました。それを踏まえましても、少子化等の

この情勢で廃止はやむなしと理解いたしますけ

れども、廃止後の活用については、地元に寄り

添い、教育委員会で最後まで責任を持って進め

ていただけるよう、お願いいたします。

3、県庁舎跡地の利活用について。
（1）県庁舎跡地の整備イメージについて。
県庁舎跡地の整備基本構想によりますと、主

な機能として、「広場」、「情報発信」、「交

流支援」、この3つを整備すること。そして、
歴史を活かした新たなにぎわいづくりを実現す

るとしており、去る2月定例会において、その
配置イメージ案が公表されました。

以前の一般質問でも申しましたおり、これか

らの観光にはストーリーが重要であると考えて

います。単なる施設やイベントではなく、なぜ、

そこを訪れるのかというストーリー性こそが、

観光客を引き寄せる力となると考えています。

長崎は、キリスト教の布教、そして禁教、ま

た、国際貿易の玄関口としての歴史、近代化の

歩み、こういったほかの地域にない多様な物語

を有する土地であります。このような語れる歴

史、これを凝縮した場所の一つが県庁舎跡地で

あると考えます。

ここは、古くは岬の教会、長崎奉行所、そし

て歴代の県庁舎等があり、まさに長崎発祥の礎

となった重要な場所であり、立地的には開発が

進む長崎駅周辺とまちなかエリアをつなぐ重要

な拠点です。長崎のへそとなり得る場所である

と大きな期待が寄せられています。

一方で、今回、県が示した配置イメージは、

芝生広場でした。県庁舎跡地がにぎわいを生み

出す場所となるようなイメージが、県民、市民

に浸透するまでには至っていないというふうに

感じています。県の見解をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 先般、2月定例会で
公表いたしましたイメージ案は、公共で整備す

る機能をどの位置に配置するのかをお示しした

ものでありまして、より詳細な施設用途や規模

等につきましては、今年度、着手しております

基本計画の策定過程において、具体的に検討を

進めてまいります。

また、にぎわいのある空間づくりに向けた民

間集客、収益施設の併設や、江戸町公園の一体

活用の可能性などについても、サウンディング

の実施や長崎市をはじめとする関係者とも連携

しながら、検討を進めてまいりたいと考えてお

ります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） 2月に公表されました
配置イメージ案が最終形ではないと、集客、収

益施設として民間活力の導入も視野に入れた、

より充実した整備を目指す旨の話を聞けて安心

をいたしました。

100年に一度の大変革が行われているこの長
崎、刻々と移りゆくまちの様子を踏まえ、地域

や民間の声に耳を傾けるサウンディング等、こ

れからの取組が重要になってくると思います。

(2）整備に向けた今年度の取組について。
そこで、今年度実施する取組内容について、

具体的にどのようなことを行っていくのか、お

尋ねいたします。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 今年度実施する取組

としましては、「県庁舎跡地整備基本構想」に

基づき、整備する機能等をより具体化した基本

計画や管理運営計画の策定を進めていくことと
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しております。

また、既存建物等に関する劣化状況や耐震性

を確認するための調査、敷地の地質調査など、

必要な調査についても行ってまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） （3）可変性の確保に
ついて。

整備を見据えた取組を着実に進めるというこ

とでございますけれども、県庁舎跡地の整備に

当たっては、今後の社会経済情勢の変化等によ

る機能等の見直しなどに柔軟に対応できる余地

を残しておく、いわゆる可変性を確保すると基

本構想にもされております。

今後、整備に向けて具体に進める中で、どう

やって実現していこうと考えているのでしょう

か。いきなり巨大な箱物を造るものではなく、

正確に予測できない将来に向かって変化できる

余地を確保するということは重要であると、私

自身も捉えております。

それと同時に、整備後も、それを運営する組

織自体が、こういった変化の必要性を感じとる

ことも重要であると考えます。

そのためには、地元や県内市町など関係者の

声を酌み取っていく仕組みも必要であると思い

ますけれども、県の考えをお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁舎跡地の整備に

当たりましては、整備後の運営の中で生じてく

る新たなニーズ、さらには、社会情勢等の変化

による機能等の見直しなどにも柔軟に対応でき

るよう、低層で改修が容易な建築物とすること

や、一定の拡張に備えたスペースの確保などに

留意することとしております。

加えまして、今後、基本計画を取りまとめる

中で、地元や県内市町など、幅広く地域の声を

酌み取るような運営の仕組みについても検討し

てまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） ぜひ丁寧に、こちらも

進めていただければと思います。

4、人材確保に向けた住環境整備について。
（1）若者の住宅確保に向けた県の取組につ

いて。

長崎県は、多くの若者が県外に転出していま

す。若者に選ばれる県であるために、若者が住

みたい賃貸住宅の選択肢を増やすなど、住環境

整備の観点から様々な視点での支援を行うこと

が重要であると考えます。

県は、これまで「ナガサキSTARTハウスプロ
ジェクト」の取組や、県営住宅の入居要件の緩

和などの対応を行っていることは認識しており

ますけれども、県の取組の状況について、お尋

ねいたします。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 県では、令和2年度から
令和5年度まで、県営住宅や民間賃貸住宅を活
用し、県内企業に就職する若者に安価な家賃で

住宅を提供する「ナガサキSTARTハウスプロジ
ェクト」を実施してきたところでありまして、

入居実績は18件となっております。
また、長崎県営住宅条例を令和5年度に改正

し、県営住宅の入居者資格としていた同居親族

要件を撤廃したことから、現在、若者を含む8
世帯の単身世帯が入居しております。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） （2）県営住宅の活用
について。

単身世帯が8件ということで、ある程度の需
要に応えられたとも言えると思いますけれども、

若者を含む単身世帯に県営住宅の空き住戸のさ



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 119 -

らなる活用が必要ではないかと考えています。

また、他県では、社宅として活用するなど、

県営住宅の柔軟な活用を行っている事例があり

ますけれども、県としてはどのように考えます

か、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 県営住宅は、低廉な家賃

で低所得者に提供することが原則ではあります

が、本来、入居者の入居を阻害しない範囲内に

おいて、国の目的外使用の承認を得たうえで活

用することが可能となっております。

他県におきましては、若者の住まいを確保す

るため、国の承認を得たうえで、法令に定める

収入基準に関係なく入居を可能としている事例

もあります。

本県においても、様々なニーズや地域課題の

解決に向けた空き住戸の有効活用を考えてまい

ります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）県営住宅のさらなる活

用が可能であることのPRが足りないのではな
いかと危惧をしております。

若者のみならず、外国人労働者にも届くよう

なPRを要望いたします。
また、空き県営住宅の活用についてもニーズ

はあると考えます。事業者などの要望に対して

丁寧な対応をお願いいたします。

（3）外国人労働者の住環境整備について。
県は、今年度から、長崎農業労働力確保支援

事業や、外国人介護人材居住環境整備支援補助

金を創設するなど、外国人材の確保について本

腰を入れてきたと評価をしているところです。

そのほかの業種においても、外国人材を受け

入れている事業者の方々からは、住居の確保が

難しい、さらに、家賃の負担や事業所の受入れ

環境の整備など、外国人材の受入れに必要な費

用の負担が課題となっているといった声を伺っ

ています。

中小企業を取り巻く経営環境が依然として厳

しい中、今後も外国人材の受入れを進めていく

には、こうした課題を抱える事業者への支援が

重要だと考えます。

そこで、県としては、現在、どのような取組

を行っているのか、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 外国人材の受入

れを促進するためには、県内事業者のニーズを

把握したうえで対策を考える必要があることか

ら、昨年度、施策の充実・強化を図るためのア

ンケート調査を実施いたしました。

この調査により、主に受入体制、受け入れる

費用、住居の確保が課題となっていることが明

らかとなったため、今年度は、モデル的に長崎

市、佐世保市、雲仙市と連携し、事業者による

就労及び居住環境の整備を支援することといた

しております。

また、住居の確保につきましては、不動産事

業者等と連携し、今年7月に開設予定の相談窓
口において、受入事業者の相談に応じ、外国人

の方が入居可能な住居の情報を提供することと

いたしております。

今後とも、本県産業を支える担い手確保に向

け、事業者をしっかりと後押しし、外国人材の

受入れを促進してまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）住宅環境につきまして

は、移住者のアンケートに必ずといっていいほ

ど上位にくるものでございます。若者にも外国

人にも選ばれる県を目指して頑張ってまいりま

しょう。
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5、カーボンニュートラルに向けた取組につ
いて。

（1）長崎港港湾脱炭素化推進計画について。
カーボンニュートラル、いわゆる脱炭素化の

推進については、ここ長崎において、平和や先

進的な医療と並んで、今後、世界に発信できる

大きなポテンシャルを持っているものと信じて

おります。

中でも、長崎を代表する港湾である長崎港に

おいては、カーボンニュートラルポートとして

の先進的な取組を大いに期待し、これまでも注

目してまいりました。

そんな中、県におきましては、今年2月、「長
崎港港湾脱炭素化推進計画」が策定されました。

CO2排出量の数値目標は、中期目標として2030
年度、年間7.7万トンとなっており、2013年度
比46％減と設定されました。
しかし、現状値数値として、2022年度のCO2

排出量が示されていますが、コロナ禍や香焼工

場休止により排出量が落ち込んでいたであろう

時期の推計値であります。2022年度時点で、既
に2013年度比40％減となっています。
近年、洋上風力関連や造船業の活性化の兆し

が見える中、今後、CO2排出量が増えていくと

いうことも考えられますが、現計画との乖離が

発生した場合、県として、どのように対応して

いくのか、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 「長崎港港湾脱炭素化推

進計画」におきます2022年度の推計値は、新型
コロナウイルス感染症の蔓延や、造船企業の再

編等に伴う生産活動の影響を受けていると考え

ております。

今後、企業活動により排出量が変動すること

も想定されることから、引き続き、実態の把握

に努め、必要に応じて計画を見直してまいりま

す。

なお、長崎港の温室効果ガス排出量の約9割
は、港湾周辺の民間企業の生産活動に由来する

ものでありますため、県としましては、排出削

減に有効な他地域の先進的事例を収集するとと

もに、関係企業と共有を図るなど、脱炭素化の

取組を推進してまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員） （2）カーボンニュ
ートラルと産業振興について。

カーボンニュートラルの実現に向けては、単

に脱炭素化を図るということだけではなく、県

内企業がカーボンニュートラルに関する市場の

拡大に伴う需要を獲得するなど、県の産業振興

につなげていくという視点が必要であると考え

ます。

特に、県内で取組が進められている洋上風力

発電について、五島市では、来年1月には8基の
浮体式風車の設置が完了し、いよいよ運転が開

始される予定であること。

また、昨年、住友商事と大島造船所など、県

内関連企業が連携し、浮体式洋上風力に関して、

世界初のサプライチェーン構築を目指すことが

発表されるなど、県内企業の参画も進みつつあ

ると思います。

浮体式については、造船業で培った技術や人

材が生きるものであり、まさに、長崎県の企業

が市場を獲得する段階にきていると思いますけ

れども、現在の本県における浮体式のサプライ

チェーン構築に向けた動きについて、お尋ねい

たします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県では、「洋上風力

発電で2040年に最大45ギガワット」という国の
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目標達成に向け、導入拡大が必要とされている

浮体式洋上風力発電については、県内企業が造

船業で培った技術や人材を活かせる分野と考え、

今後、県内企業のサプライチェーン構築を図っ

ていきたいと考えております。

このような中、今年1月、浮体式の基幹部品
製造で、国の補助金に採択された大島造船所の

取組について、浮体式に関する世界初の量産サ

プライチェーンが県内に構築されるよう、県内

企業の参画を後押ししているところであります。

具体的に、海外案件の受注獲得に向けた動き

も出てきており、浮体式の市場参入に必要な設

備投資を実施する、2グループ6社の県内中小企
業等への支援について、今月、認定したところ

であります。

さらに、浮体式については、排他的経済水域

（EEZ）にも設置できるようにする「改正再エ
ネ海域利用法」が、今月3日、成立し、今後、
国内においても、市場の拡大が見込まれており

ます。

今後とも、県としては、世界的に成長が期待

される浮体式洋上風力発電分野において、国内

外の需要獲得に向けた県内企業の取組を支援し

てまいります。

〇大場博文副議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）浮体式洋上風力の世界

初のサプライチェーン構築に向けて、県内の中

小企業が実際に動かしていることがよくわかり

ました。

県内企業が設備投資するということは、その

先の売上げが見えているということだと思いま

す。五島市の奈留瀬戸で、日本で唯一行われて

いる潮流発電の実証実験も成果を上げていると

聞いています。

今後、世界で拡大するカーボンニュートラル

市場で県内企業が輝く、そういった力強い答弁

をいただきました。

時間が余りましたけれども、夢を持って質問

を終わりたいと思います。

ありがとうございました。（拍手）

〇大場博文副議長 これより、しばらく休憩い

たします。

会議は、2時40分から再開いたします。
― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

〇大場博文副議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）（拍手）〔登壇〕 もっ

たいないよ長崎、大倉 聡です。

今日は、雨が降ったり、やんだりする中、足

元が悪い中、傍聴席にお集まりの皆さん、本当

にありがとうございます。

早速質問に入ります。

1、県庁舎跡地の整備計画について。
（1）県庁舎跡地の配置イメージ案について。
県は、今年3月に、県庁舎跡地に関する配置

イメージ案を公表いたしました。その中身に対

して、様々な意見が届いているというふうに伺

っております。

その中で、長崎商工会議所から、長崎県庁舎

跡地の整備計画について、4月4日に提出された
要望書に対して、県として、その要望書を率直

にどのように受け止めているのか、伺います。

これ以降の質問は、対面演壇席より行います。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 長崎商工会議所から

は、交流人口拡大や長崎を象徴する場所となる

ような県庁舎跡地の整備等について、ご要望を
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いただきました。

県としましても、これまでの経緯を尊重しな

がら、よいものにしていきたいという方向性は

変わらないものと考えておりますので、いただ

いたご意見も参考にしながら、県庁舎跡地整備

の具体化に向けて検討を進めてまいりたいと考

えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）「目指す方向性は変わ

らない」というふうにご答弁がありました。そ

のように言い切れるということは、恐らく長崎

商工会議所と密に連絡をし、協議をしていると

いうことで、前向きにそこは捉えさせていただ

きます。

令和4年7月に策定されました「県庁舎跡地整
備基本構想」の中で、具体的な機能として、「ま

ちなかへの回遊」であったりとか、「県内の周

遊につなげる起点となるよう、観光、食、物産

など、本県の魅力を効果的に発信」とあるわけ

ですけれども、長崎県がこのほど示した施設配

置のイメージ案では、では、どこが、どのよう

にまちなかの回遊へつながっていくのか、その

あたりをお示しください。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁坂の高低差が、

まちなか回遊の阻害要因の一つであるとのご意

見もあることから、先般、2月定例会でお示し
したイメージ案においては、高低差のある敷地

内にバリアフリー動線を確保することなどによ

りまして、周辺との回遊性を高める工夫を行う

こととしております。

また、まちなか回遊や県内周遊につなげるた

めの情報発信等について、どのような手法が効

果的であるのか、サウンディングの実施や、長

崎市をはじめとする関係者とも連携を図りなが

ら、検討してまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）バリアフリー動線によ

って、老若男女、誰一人取り残さない回遊とい

うことも、当然大切だと思うんですけれども、

やはりまち全体を俯瞰で考えた回遊、そこも大

切だというところも指摘をさせていただこうと

思います。

このほど、「長崎県庁跡地をより良い活用協

議会」という団体ができまして、私も会のメン

バーの一人なんですけれども、この会は、県庁

舎跡地周辺の自治会関係者であったりとか、ま

ちづくりの関係者、それから、くんち関係者な

ど、様々な人たちで構成されている団体です。

この団体の協議会では、県がこのほど示した

配置イメージ案に対して、多くの不安であった

りとか、懸念の声が出ています。

そこで、県庁舎跡地に必要なものは何かとい

うことで、県民の皆さんのニーズをきちんと把

握するために、この会では、県民の皆さんにア

ンケート調査を行いました。

6月3日時点で、346人の方から回答をいただ
きました。複数回答ありということでご質問し

たところ、今の時点で跡地に最も求められるも

のは、岬の教会や伝統芸能館など、「歴史であ

るとか文化の活用」、これが84.7％、次が飲食
やカフェ、県内の物産が集まる商業施設といっ

た「経済・観光関連」が61.9％、そしてイベン
ト広場、防災につながるような「多目的広場」

が48.6％でした。
このアンケート結果を見ますと、歴史的に重

要な場所としての価値をしっかりと活かしつつ、

かつ経済にもつながるような観光商業施設を求

めているという県民の皆さんが、一定程度いら

っしゃるというところが見えてきたわけです。
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そして、注目していかなきゃいけないところ

が、イベント広場など、多目的広場を求める声

にどのように向き合っていくかというところだ

と私は思いました。アンケート調査では3番目
だったんですね。高くもなく低くもない数字で

す。

他方、長崎商工会議所からの要望書にあった

のが、こういった文言でした。「近隣には、長

崎水辺の森公園や中央公園があります。広場と

しての活用は最小限にとどめ、今後の他機能の

拡張化を見据えた広場活用をご検討ください」

といった要望がなされているわけです。

そこで伺います。

長崎県として検討している広場機能、これは

どのように考えているのか、お示しください。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 広場につきましては、

県庁舎跡地に整備する3つの主な機能のうちの
一つと位置づけており、日常における県民・市

民や観光客等の憩いの場、多様な催しやイベン

ト等による賑わいの場、そして、災害時には、

一時的な避難場所としての活用を考えておりま

す。

今後、整備後に生じる新たなニーズや社会情

勢等の変化による機能の見直しなどに柔軟に対

応できるようなスペースの確保にも留意しなが

ら、広場や情報発信、交流支援機能のほか、民

間集客、収益施設等を含めた全体の配置のあり

方を検討してまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）長崎商工会議所からの

要望にあった「広場としての活用は最小限にと

どめ」という要望も、ここもぜひきちんと踏ま

えたうえで配置を考えるということも私は大切

だと思います。そのうえで、経済・観光施設と

しての位置づけも、ここも明確にすべきかと思

います。

また、やっぱり何より県庁舎跡地の地理的な

意味、ここを忘れていただきたくないと思いま

す。歴史・文化、このあたりをしっかりと重視

したものにする必要があるというところも付言

させていただきます。

そういう中で、整備費用の概算の額、これが

20億円から30億円程度ということなんですけ
れども、これも長崎商工会議所から指摘されて

いるように、事業費を軽減することを重要視す

ることによって、よいものが造れないのであれ

ば、これは本末転倒なわけです。中途半端なも

のしかできないなら、これは意味がないわけで

す。

どうでしょうか。もう一度、整備費用の概算、

ここから見直してみるというのはいかがでしょ

うか。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 「県庁舎跡地整備基

本構想」に記載しております整備費用の概算額

につきましては、他の自治体の類似事例をもと

にした参考値としてお示ししたものであります。

今後、基本計画を取りまとめる中で、整備す

る機能の具体化と併せまして、建設資材や人件

費等の上昇も踏まえた整備費用の概算額を算定

してまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） 整備費用についても、

精査をしっかりと行っていただきたいと思いま

す。無理に、これは拙速に進めなくてもいいん

だということを重ねてこの場でお伝えをしてお

きます。

長崎商工会議所のある方が、こんなふうに私

におっしゃってくださったんですね。
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例えば、20億円とか30億円の概算費用に、そ
こまで県がこだわるのであれば、まずはその20
億円、30億円で整備してもいいと、いいんだけ
れども、ただし、その金額で全てをもう造って

しまうのではなくて、まずは20億円、30億円で
きちんとしたもの、できるものから造っていく、

その金額でできる範囲のものを、まず造ってい

く、そして、その後、予算立てして、また造っ

ていって、徐々に徐々に理想の姿にしていくと、

それぐらい県は、丁寧に、この場所を取り組ん

でもらいたいというようにおっしゃいました。

ですから、やはり長崎県の将来を左右する、

それだけの場所ということですよね。重要な場

所であるということを長崎商工会議所の方から

のご指摘、ご意見もあったというところをどの

ように受け止めますか。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁舎跡地は、重層

的な歴史を有し、長崎の発祥の礎となった重要

な場所であるとともに、県民全体の貴重な財産

であると考えております。

また、これまでも多方面から様々なご意見、

ご要望があり、皆様の関心が大変高い場所であ

ると受け止めております。

県としましても、本県の将来の発展に資する

よう、県庁舎跡地に整備する機能の具体化に向

けて、しっかりと取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） 少し角度を変えます。

（2）県庁舎跡地の機能整備について。
特に、外国人観光客に対するインバウンド向

けのインフォメーション機能に関するご質問を

します。

本県の外国人観光案内所の設置状況に関して

なんですけれども、日本政府観光局（JNTO）

による認定制度というものが設けられておりま

して、認定件数そのものは、2024年の12月末現
在で、本県は77件と、これは全国3位の設置数
なんです。これだけ見ると、十分整備されてい

るように見えるんですけれどもね。ただし、こ

の77件のうち、パートナー施設と呼ばれる施設
が65件に上ります。このパートナー施設とは何
かといいますと、英語対応ができなくても構わ

ない案内所なんですよ。つまり、これはカテゴ

リーとか、設定区分で言いますと、最も低い区

分の案内所となります。

逆に、最も高度な外国人案内所は、常に英語

を含む3つの言語以上による対応ができる案内
所なんです。ただ、残念ながら本県には0件で
す。つまり、外国語対応ができない外国人観光

案内所が、本県はほとんどだという実態が見え

てくるわけなんです。

このように、外国人観光案内所一つとっても、

長崎県は決して外国人の方々へのおもてなし機

能が十分とは言えません。

県庁舎跡地は、私はこれは海外からの旅行者

にも刺さるような観光拠点としていくべきだと

考えています。それこそ多言語で対応できる、

長崎県にはまだない、高度な外国人観光案内所

を整備するくらいの気概があってもいいと思っ

ているわけです。

そこで、県庁舎跡地の機能整備について、県

としてのご見解をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁舎跡地に整備す

る情報発信機能としましては、訪れた観光客等

をまちなかへの回遊や県内の周遊につなげる起

点の一つとなるよう、本県の魅力を効果的に発

信することといたしております。

今後、基本計画を取りまとめる中で、求めら
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れる機能のあり方については、関係者とも十分

連携しながら検討を進めてまいりたいと考えて

おります。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）長崎県観光連盟の政策

参与を務める平家達史さんは、このように指摘

されています。

「外貨を稼ぐのに重要なのは、観光案内所で

ある。確かに、旅前にSNS等の情報で旅行者は
行動計画を立てては来るが、SNSの情報には偏
りがあることが否めない。観光客は、旅前では

入手できなかった生の情報、地元ならではの情

報を現地で求める傾向が強まっていて、観光案

内所での対面から得る情報に対する期待は、む

しろ高まっている」と、このように平家さんは

指摘をされていらっしゃいます。

特に、今、ツアーなどの団体旅行から、今度

は個人旅行に流行がシフトしてきています。

そういった中、やっぱり充実した高度の観光

案内所設置、これはやはり県庁舎跡地に必要だ

と私は考えています。

（3）長崎市との一体的な管理・整備について。
まず、地元江戸町自治会のご意見をご紹介し

ます。

自治会長からは、「ここにこれを造ってとい

うことよりも、この場所そのものを大事に考え

てほしいと。あの大切な場所を自分たちは見続

けている。そして、支えているんだ」という声

を伺いました。

整備計画に含まれています江戸町公園は、こ

れは長崎市の土地です。道路側には県の土地が

あるんですね。ですから、これは県にとっては

飛び地状態になっているというわけです。

例えば、この長崎市と長崎県の土地を交換す

るとか、あと管理を市と県で一体的にするべき

ではないかというようなご提案、アドバイスを

江戸町自治会からは伺っています。

確かに、土地を貸し出すなどして一体的に管

理、そして整備するやり方というのは、シンプ

ルでありますし、問題共有とか、進捗状況、こ

れも共有しやすいと思います。メリットが多い

ように私は思うんですが、このあたり、県とし

てはどのようにお考えでしょうか。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁舎跡地整備基本

構想の中では、江戸町公園については、県庁舎

跡地との一体的活用を検討することとしており、

これまで長崎市とも協議を重ねてきております。

今年度は、江戸町公園の一体活用も含めてサ

ウンディングを行うこととしており、その結果

を長崎市とも共有しながら、引き続き、検討を

進めてまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）県庁舎跡地の目の前に

は出島がありますよね。非常にすばらしい恵ま

れた環境だと思います。そういった歴史的な建

造物との一体感も含んだうえでの県庁舎跡地整

備と考えれば、それこそ、やはり出島表門橋の

公園もこれは整備されたわけですから、長崎市

と長崎県が一体で整備する、そういった協議を

長崎市と長崎県が一緒にしっかりとやっていく、

これは非常に必要なことだと思います。

ちなみに、出島は、国指定の史跡ということ

もあって、イベント等の許可が結構厳しいと言

われているんですね。だったら、いっそのこと、

じゃイベントは、将来的には県庁舎跡地でやれ

ばいいんじゃないかというような、そういった

未来的な展望も描きながら、県庁舎跡地の整備

計画、これをぜひ議論していくべきだというふ

うに考えています。
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また、ご提案をいただいています地元江戸町

自治会の皆さんとの情報共有、意見交換、これ

は今でもしっかりとやっていらっしゃると思う

んですけれども、さらに、さらに密にやってい

ただきたいと要望いたします。

やはり県庁舎跡地のこの意味ですよね、この

地が重ねてきたもの、奉行所であるとか、岬の

教会であるとか、一朝一夕にはつくれない価値

です。そういった成り立ちを知っている江戸町

の声を、これからもしっかり大切にしていただ

きたいと思います。

（4）運営のあり方について。
この県庁舎跡地の整備に関して、可変性とい

うのが一つのキーワードだと思います。先ほど、

虎島議員も触れていました。まさにそのとおり

で、変化であるとか、変更が可能な状態で整備

していくということです。この可変性、非常に

大切な考え方だと思います。

そういう中で、例えばなんですが、PFI方式
に関してちょっと指摘をしておきたいと思いま

す。

PFI方式というのは、これは基本的には実質
的にPFIの業者がハンドリングをしていくわけ
ですね。設計から建築、運営というふうに行っ

ていくわけですけれども、そうなれば、当然何

十年というスパンになっていくわけです。つま

り可変性とはいったものの、可変ができる時期、

タイミングが長くなっていく可能性があるんで

すよ。例えば、数年後に可変、変化へ変更した

いんだという状態でも、例えばですよ、業者側

から、「いやいや、これは予算が限られている

んですよ。PFIというのはそもそも様式も決ま
っているんだ。仕様が決まっているんだ」と。

だから、そういった理由で可変ではなくて膠着

をしてしまう、そういった可能性も否めないと

私は思っています。

つまり、何が言いたいかというと、PFIを実
施するにしても、業者選定の段階から、私たち

地元の声、長崎県民の声を聞き入れてもらえる

ような業者もくみして選んでいただきたいとい

うふうに思っております。

例えば、東京の業者が取れば、なおさら可変

性ができなくなるかもしれないなんて声も、そ

ういう危惧する声も私のもとには上がってきて

いるんですよ。ただ、これは、最終的な事業手

法がまだ確定していませんから、これ以上は申

し上げませんけれども、どのような整備手法で

あろうと、地元の声を整備後の運営に活かせる

仕組み、これが重要であると考えております。

そのあたり、ご見解がありましたら、どうぞ。

〇大場博文副議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県庁舎跡地が、整備

後も持続的に賑わい、様々な交流の場となるこ

とが重要であり、そのためには地元を含めた関

係者との連携が大切であると考えております。

今後、基本計画を取りまとめる中で、幅広く

関係者の意見を酌み取るような運営の仕組みに

ついても検討してまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） PFIの場合なんですけ
れども、今後のスケジュール計画としては、サ

ウンディング調査を経て、令和8年度には実施
方針、要求水準書案作成となる予定だと聞いて

います。ここが肝だという話もまちづくりの専

門家の方から伺っております。ですから、そう

いう意味では、可変性というものを、いま一度、

このタイミングで丁寧に見つめ直すということ

も必要なんじゃないかなと思っております。

長崎のまちって、まさしく私は生きものだと

思うんですよね。しっくりきます、生きものと
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いうのが、10年先に県庁舎跡地とその周辺、当
然変化しています。まちが生きているからこそ、

可変性というものが大切になってくるわけです

よ。可変性、つまり10年先の未来に長崎県も深
く責任を持つという気持ちで、この県庁舎跡地

整備計画を、引き続き、取り組んでいただきた

いと思います。

2、長崎スタジアムシティ周辺道路における
歩行者動線について。

長崎スタジアムシティが開業して8か月です。
100年に一度の大規模再開発によって、長崎市
内の交流人口が増加しています。今年4月の時
点で250万人が来場するなど、長崎の活気を、
スタジアムシティが今まさに生み出してくれて

いるわけです。これは非常に喜ばしいことでし

て、この賑わいが、今後も、さらに長崎県内全

域へ波及して、持続的に続いていってほしいと

思っています。

そのためには、施設周辺の道路環境もやはり

きちんと整備をしていって、集う人たちが安

全・安心に行き来できる道路の環境整備、これ

をやっていく必要があるのではないかという視

点でお尋ねをしたいと思います。

（1）横断歩道と歩行者用信号機設置について。
パネルをご覧ください。（パネル掲示）

これは、長崎スタジアムシティ周辺の道路地

図です。住所でいいますと、長崎市銭座町、そ

れから宝町周辺の地図でして、車の交通量が大

変多いですね。長崎市の大動脈とも言える国道

206号、これが通っているわけですね。この国
道206号の西側に位置するのが長崎スタジアム
シティ、東側が銭座町、宝町側となっています。

ここからが質問の本題です。

宝町にコンビニエンスストアがあります。こ

のあたりです。コンビニがあります。このコン

ビニで買い物をすることを目的に、スタジアム

シティとコンビニとの往来で人が、横断歩道が

なくても国道を横切ってしまっているという方

が散見されているんです。つまり、交通量の多

い国道を、タイミングを見計らって渡っている

方がいらっしゃるというんですね。

例えば、特に、V・ファーレン長崎の試合で
あったりとか、長崎ヴェルカ、そういった試合

の時、それからコンサートのイベントがある時、

よく見かけるということを地元の方から伺って

おります。

実は、スタジアムシティ内にもコンビニエン

スストアはあるんですけれども、これが、イベ

ント時には、お客さんがたくさんいらっしゃる

ので、どうしてもコンビニに入場制限、入場規

制がかけられるということなんですよ。そうな

れば、国道を挟んでコンビニ目指して、ルール

を守らない方が横切っていってしまうと、そう

いう実態があるんです。

そういった中で、地元自治会の方が最も懸念

しているのが交通事故です。交通事故が起きて

からでは本当に遅いですから、そのための対策

として、この赤いところなんですけれども、こ

の交差点、この交差点に横断歩道と歩行者用の

信号機設置が必要だという声が挙がってきてい

ます。

今議会にも陳情書が地元の銭座校区連合自治

会から提出されました。抜粋して読み上げます。

「国道206号新浦上街道、長崎スタジアムシ
ティと銭座町とをつなぐ横断歩道と信号機設置

に関する陳情書」

スポーツの試合やイベント等がある日には、

最短距離で行こうと国道を横切ったり、路面電

車の軌道敷で立ち止まったりする人の姿が散見

されており、安全面からも非常に憂慮しており
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ます。

横断歩道と信号機を設置することで、往来す

る人々の安全・安心が守られ、銭座町バス停や

コンビニ等から最短距離でスタジアムシティへ

渡ることができます。

実は、20年ほど前にも地域住民の要望として
横断歩道、信号機設置を陳情しましたが、設置

には至りませんでした。当時は、スタジアムシ

ティもなく、変化した今のまちとは全く違う状

況であり、人の往来が今後も増えていくことを

考えれば、交通事故が起きる前の安全対策が必

要だと考えます。

100年に一度のまちづくりとして、その一翼
を担う大切な長崎スタジアムシティ周辺の道路

環境を、未来永劫にわたり安全・安心に使用し

ていくためにも、横断歩道と信号機の設置整備

をお願いいたします、という陳情書です。

警察本部長へご質問です。

一義的には利用者の方のモラル、これが大切

だと思っています。しかし、これはモラルだけ

に頼っていても、現実はそうはいかないんです

ね。モラルが低い方もいらっしゃいます。ルー

ルを守らない方もいらっしゃいます。

やっぱり長崎県民の安心・安全を守っていく

ためにも、時代の流れ、つまりまちの変化にも

柔軟に対応をしながら、必要だと思われるとこ

ろには、横断歩道であるとか、歩行者用の信号

機、これを設置すべきだと私は考えるんですけ

れども、設置へ向けて前向きに検討することは

できませんか。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 お答えいたします。

長崎スタジアムシティの建設計画時は、完成

後の交通渋滞抑止を第一に、関係機関やスタジ

アム開発事業者の方々と協議・調整を行ってお

りました。

その際、施設の出入口の位置や道路構造を検

討し、これと併せ横断歩道、一方通行等の交通

規制の新設、周辺交差点の信号設定変更等を行

ったところです。

スタジアムシティの開業から半年以上が経過

しまして、開業当時と比較して、車両や歩行者

等の流れに変化が生じている可能性がございま

すので、改めて交通流量を確認し、地元住民、

道路管理者、事業者等とも意見交換するなどし

ながら、交通管理のあるべき姿を追求してまい

りたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） そもそも、なぜ人々は

横断歩道を渡らないのかという問題を、ちょっ

と私なりに解説をしたいと思います。

横断歩道自体は、これはあるんですよ。しか

し、ちょっと不便な位置、この青いところ、こ

こにあるんです。（パネル掲示）

この場所は、コンビニ利用者に関してだけで

はなくて、公共交通機関を利用してスタジアム

シティに訪れた方にとっても、これは不便な場

所にある横断歩道なんです。これは、長崎バス

のバス停から横断歩道が遠いという問題になる

んですけれども、ちなみに銭座町、長崎スタジ

アムシティのバス停2か所あって、長崎市南部
方面からやってくる場合は、スタジアムシティ

の目の前、このあたりに停まるんですね。これ

は問題ないんですよ、すぐ行けますから。

しかし、北部方面からやってくるバス停、こ

れがこの国道206号をまたいでいるところ、こ
の辺なんですね。ここだったら、横断歩道がな

いから遠いんです。

つまり、国道を渡ることができる最も近い横

断歩道がここなんですよ。（パネル掲示）ここ
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まで大体120メートル離れているんです。これ
はスタジアムシティノース駅という路面電車の

駅ですね、この横にあるんですけど。

つまり、北部から来たバスから降りた人は、

このようにぐるっと迂回してしかスタジアムシ

ティに行けないんです。そういう道路の構造に

なっているわけですね。

これは、ざっと、そのバス停からスタジアム

シティまでは、距離で言うと290メートルあり
ました。私の歩数で400歩です。時間にして、
赤信号につかまらなかったとしても3分30秒か
かりました。赤信号につかまったら、大体5分
から6分かかってしまいました。
しかも、ここのバス停から、こっちの横断歩

道に行くまで、この道が結構狭くて、起伏もあ

って、歩道も広くないんですよ。ですから、高

齢者の方とか、車椅子利用者の方にとっては、

横断歩道に到達するだけでも大変なんです。

長崎自動車によりますと、コンサートなど大

きなイベントがある時は、誘導員を配置するな

どして、利用者の方の安全を守るべくご対応し

ていただいているということなんですね。民間

の公共交通事業者にご協力をいただいているわ

けなんです。

仮に、この交差点に、赤いところ、ここに横

断歩道と歩行者用信号機が設置されれば、直線

距離で大体30メートルで長崎スタジアムシテ
ィと結ばれます。

そこで、お尋ねします。

国道に横断歩道であるとか、信号機を設置す

る場合、例えば近くの信号機との距離などの設

置基準というものが一つのハードルになると思

うんです。それで言えば、隣接する信号機は120
メートル先にあります。信号機は、原則150メ
ートル以上離れていることが設置条件であると

いうことを聞いているんですけれども、それで

言えば、残念ながら設置基準にこれは当てはま

らないということになってしまうんですよ、こ

こは、しかし、これは、あくまでも私は原則だ

と思っているんです。

例えば、長崎県内、全国を見渡せば、150メ
ートル以内でも、交通量とか、道路の状況など、

総合的に鑑みたうえで設置してある道路もある

と思うんですけれども、そのあたり、設置基準

のご見解をお示しいただけますか。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 設置基準は、国から示

された基準でございますが、設置間隔は、横断

歩道につきましては、市街地でおおむね100メ
ートル以上、信号機につきましては、おおむね

150メートル以上となっております。
もっとも、個別の検討に当たりましては、ご

指摘のとおり、現場の交通状況を加味しており

ます。実際にこの基準で示された距離よりも近

い場所に設置されたものもございます。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） つまり、この交差点に

信号機も横断歩道も設置することは可能だとい

うことだと思います。

皆さん、手元の写真資料を見てください。（資

料掲示）これは電車の軌道敷にある中央分離帯

に立ち止まっている方、何人かいらっしゃいま

す。地域の方が、2024年11月11日に撮影した写
真です。

この件を長崎電気軌道に問い合わせたところ、

この中央分離帯に立ち止まっている方は修学旅

行生です。一番左側にいらっしゃるのが乗務員

さんです。当時の状況を乗務員さんご本人へ聞

き取りをしていただきました。

それによれば、修学旅行生は、あの場所で、
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最寄りに横断歩道を見つけられなかったため、

横断を開始したのだけれども、渡り切れず、中

央分離帯にとどまることになった。それを発見

した乗務員さんは、乗務していた電車を停止し、

修学旅行生に声をかけ、保護をし、もろもろの

車用の交通信号が変わるまで一緒に待って、交

通信号が変わった後、安全を確認して歩道へ横

断させたとのことなんです。

これは、社内規定にのっとった乗務員さんの

ご対応だということで、非常に迅速で、冷静で、

優しい対応に心温まるわけでございますけれど

も、大事な証言をしていただきました。

ポイントとなる証言は、「修学旅行生は、あ

の場所で、最寄りに横断歩道を見つけられなか

った」という部分なんですよ。横断歩道が見つ

けられない。つまり、横断歩道がないと思った

から、国道を横切って渡らざるを得なかったわ

けです。危険な行為をせざるを得ない。この場

所はそんな道路環境であるということを、くし

くも修学旅行生自らが身をもって示したという

ふうに言えると私は思います。

観光立県をうたう長崎県です。スタジアムシ

ティを修学旅行生の皆さん、今後も多く訪れる

と思います。外国人観光客の皆さんだって訪れ

るでしょう。同じように横断歩道を見つけられ

ないから、横切らざるを得ないと思って、横切

って、もしも交通事故に遭ってしまったら、こ

れはもう取り返しがつきません。

つまり、横切っていく人々のモラルだけの問

題じゃないということを言いたいんです。この

国道そのものが、横断歩道であったりとか、信

号機を見つけにくい道路環境と言えるかもしれ

ないということを私はお伝えしたいんです。

そんな中、長崎電気軌道でも注意喚起を促す

ために、幾つかの電停に、皆さんもご覧になっ

たことがあると思います。「渡らんで、危なか

よ」という表示を設置するなどしていただいて

おります。民間の公共交通事業者として、事故

防止対策にきちんと取り組んでいらっしゃるわ

けです。

また、長崎電気軌道によりますと、陳情書に

あった横断歩道とか、歩行者用信号機が設置さ

れることに関して、「路面電車の運行面で支障

は来さない。安全性が確保されるのは歓迎され

るべきことだ」というふうに伺っております。

このように、長崎電気軌道であったり、長崎

自動車が、利用者の方々の安心・安全を維持す

るために、様々に企業努力をしてくださってい

るわけです。しかも、地元自治会からの陳情書

もある。まちの様子が変化していって、にぎわ

いが出ている今こそ、事故が起きる前に、でき

る対策を取るべきではないでしょうか。

お尋ねします。

横断歩道と歩行者用信号機の設置に関して、

例えば、この場所は、入りくんだ道路があるか

らとか、時差式信号機があるからとかいった、

そういった構造的な問題があるので、ここでは

例えば設置しづらいんだと、そういった課題と

か問題がある場所なんでしょうか。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 国道206号は、交通量
の多い幹線道路であるとともに、スタジアム前

の交差点は、変形の交差点でございまして、信

号制御も特異な運用が必要となっております。

これに加えまして、国道の地下には、電線共

同溝が設置されています。また、中央分離帯に

路面電車専用の電柱が設置されているなど、横

断歩道や歩行者用信号を設置する際に考慮する

べき事項が複数ございます。

なお、蛇足ながら申し上げますと、無理な横
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断をすることや中央分離帯に滞留することは、

大変危険でございますので、横断歩道等の設置

の可否に関する検討と併せて、関係機関と連携

した安全対策についても検討してまいります。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） ぜひ、安全対策を検討

するうえで、危険を抑止する方策、これを具体

的に考えていただきたいなと思うわけなんです。

渡ると危険ですよと、横断歩道を使ってくださ

いというような危険を抑止する看板の設置など

も、具体的にこれ、ぜひ抑止策を講じていただ

きたいと思うんですが、そこを要望しておきた

いと思います。

ところで、現地を調査していますと、あるこ

とに気づいたんです。なぜ、交通量が多い国道

を、そもそも横切って人々は渡れてしまうのか

というところなんですよ。もしかしたら、全部

の車線の信号機が赤になる時間が長すぎて、人

が横切って渡れてしまう時間が相当あるんじゃ

ないかというような仮説を私は立てましたが、

それは違いました。

実際の現地調査ではこんな感じだったんです。

もう一回パネルをちょっとアップにしてくださ

い。（パネル掲示）

まず、国道206号ですね、南北に走る国道206
号、ここの信号が赤になります。その後、宝町

側の信号待ちをしていた車は左折が可能になり

ます。国道206号の南側で信号待ちしていた車
は、今度は右折が可能になります。

そのうち、宝町側からは、右折も左折もでき

るようになるんですね。できるようになる。

最後は、ちょっと見にくいんですけれども、

国道から流入してくるこの道、皆さん、これ覚

えておいてください。この狭い道があるんです

けど、流入してくる片側通行、一方通行の道で

す。この道は、非常に狭くて交通量は少ないん

ですが、ここが青になって進入が可能になるん

です、国道206号にというような、これがそれ
ぞれの場所での信号の1ターンの流れです。こ
の信号の赤と青だけの流れを見ていると、人が

横切って渡れるほどの時間的余裕はございませ

んでした。しかし、盲点があったんです。それ

が先ほどの国道に流入してくる、片側通行から

進入してくるこの道の車なんですよ。この道は、

そもそも道幅も狭くて、国道206号ほどは、こ
こですね、車が通ってないんです、そもそもね。

この車の交通量がそれほど多くないというとこ

ろが大きなポイントでして、つまり、この経路

の信号が、この進入経路の信号が青の時は、青

になっているにもかかわらず、車がほとんど来

ない時間帯が結構長いことあるんです。青だけ

ど車が通らないんですよ。ですから、そのタイ

ミングを見計らえば、歩行者が行けてしまう時

間というのが存在してしまっているんです。ほ

かの信号は赤ですから、車が1台も通行してい
ません。空白の時間が生まれてしまうんですよ。

例えば、そういった時間を使って、先ほどの写

真がありました。電車の軌道敷の中央分離帯で

一時待機する。そして、車が来ていない段階で

また渡るという2段階手法でいけば、簡単に、
やすやすと行けてしまうといった、そういった

現状があるんです。

そこで、提案します。

仮に、交差点に横断歩道と歩行者用信号機が

設置できないのであれば、例えば、その交通量

の少ない、一方通行のこの道路から国道へ進入

してくる信号機の青信号の点灯時間を短くする

といった対策、これはいかがでしょうかね。手

元の時計で私がはかってみたところ、青信号が

点灯している時間は25秒から27秒でした。ただ、
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もちろん、朝の通勤時間帯、夕方の帰宅ラッシ

ュ、そういった時間帯の渋滞にこれがつながっ

てはいけません。ですから、曜日とか、時間帯

によってプログラミングを変えるなど、柔軟な

運用もできると思います。そのあたりどうでし

ょうか、ご見解をお願いいたします。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 長崎駅方面からの一方

通行道路に割り振られました車両の青時間の基

本設定は24秒となっておりますが、ある日の状
況を調べてみましたところ、青時間は17秒から
28秒というふうになっておりました。
基本設定が24秒となっておりますのは、朝夕

のラッシュ時間帯や、イベント開催時の車両の

交通量が多い時間帯を想定したものとなってい

るものでございます。

この24秒を短縮できるかどうかにつきまし
ては、改めて現場調査を行うなどいたしまして、

その可否を検討してまいります。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）ぜひ検討していただい

て、よりきめ細かい運用をお願いできればと思

います。

この国道を横切って渡ってしまっている人が

いる件に関して、長崎スタジアムシティとして

の見解も伺っております。

長崎スタジアムシティを企画運営するジャパ

ネットグループのリージョナルクリエーション

長崎の岩下社長によれば、この案件はもちろん

ご存じでした。そして、今年の5月以降、チー
ムのSNSから、交通ルールの遵守呼びかけであ
ったりとか、周辺への配慮のお願い、こういっ

たことを表示していただいております。非常に

ありがたいお話です。

それから、ジャパネットとしても、この場所

に横断歩道と歩行者用信号機が必要だから設置

をお願いしたいとのご要望も私は承っておりま

す。スタジアムの利用者の安全を守るうえでも、

長崎県警には、具体的に、積極的に動いていた

だきたいんですけれども、改めていかがでしょ

うか。

〇大場博文副議長 警察本部長。

〇遠藤顕史警察本部長 繰り返しとなりますが、

長崎スタジアムシティの開業から半年以上が経

過し、車両や歩行者等の流れに変化が生じてい

る可能性もございます。

改めて、交差点形状や構造の課題を整理し、

交通流量の確認等を行いつつ、事業者も含めた

地元の方々、道路管理者等と意見交換するなど

しながら、交通管理のあるべき姿を追求してま

いりたいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）ありがとうございます。

100年に一度のまちづくりの一翼を担う長崎ス
タジアムシティです。それは民間の投資ですよ

ね。ジャパネットグループによる皆さんの力で

賑わいが創出されて、長崎のまちがまさに変わ

ろうとしていっているわけです。

長崎県民の方も、もちろんこれはそうですし、

観光客の方々の安全、とりわけ命に関わること

です。ですから、本当に必要な場所には必要な

安全対策をぜひ講じていただきたいと思います。

もちろん、信号機であるとか、横断歩道を設

置するというのは、これは簡単なことではない

ということは承知をしております。しかし、事

故がいつ起きてもおかしくないような道路環境

を放っておいて、もしも事故が起きてしまって

からでは、これはもう遅いわけです。

ぜひ、やさしいまちづくりの一環として、横

断歩道と歩行者用信号機の設置を、前向きにご



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 133 -

検討、よろしくお願いいたします。

3、石木ダム事業について。
石木ダムの質問をするに当たって、まず、私

は、この石木ダム事業に関して、推進派でもな

ければ、反対派でもありませんということを明

確にお伝えしておこうと思います。あくまで、

中立的な立場で伺います。ただ、おかしいと思

う点に関しては、その疑問点に関しては、率直

に伺います。

報道キャスター時代に、私は石木ダム取材で、

何度か川棚町にも訪れたことがあります。です

から、そういった意味でも関心があることです。

また、先般、石木ダムの住民説明会が4月20
日と6月1日の2回、11年ぶりに行われまして、
私も傍聴をいたしました。

また、その際、水没予定地に暮らす13世帯の
方々とも意見交換をさせていただきました。そ

ういった流れから、今回、質問項目に取り上げ

たわけでございます。

私は、ダムや河川の専門家ではありません。

ですから、あくまでも、直接見聞きした情報を

もとに質疑を行いたいと思います。

（1）4月・6月に行われた住民説明会を受けて。
まず、地元住民説明会が実現したことに関し

ては、県側に対して、地元住民の方からは、「知

事、土木部長など関係者へ敬意を表したい」と

の声が挙がっております。やはり一にも二にも

対話が大切ということだと思います。

その説明会での疑問点を、今日、中立的立場

で、ご質問いたします。

まず、石木ダムの設計洪水流量です。設計洪

水流量、ちょっと難しいんですけれども、これ

は想定される最大の洪水が発生した時にダムに

流入すると予想される流量のことです。

この設計洪水流量は、毎秒500トン、そして

設計洪水位、その時の貯水池の水位、こちらは

72.1メートル、そこまでは安全に洪水吐きで流
せるという県からのご説明がございました。

ただし、その設計洪水流量と設計洪水位を超

えてしまうと、100％ダムは安全ではないと県
は答弁されています。

他方、6月3日の国会です。国土交通委員会に
おきまして、嘉田議員が、国土交通省水管理国

土保全局長に対しまして、気候変動を踏まえた

計画の見直しを長崎県に対して指導するよう要

請をいたしました。

これに対して、局長は、「長崎県からそのよ

うな要請があれば指導する」と答弁いたしまし

た。

そこで、伺います。

国土交通省へ、長崎県から気候変動を踏まえ

た計画の見直しを要請はされましたでしょうか。

あるいは、その予定はございますか。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 川棚川水系河川整備基本

方針につきましては、管理者である長崎県が策

定するものでございます。

県といたしましては、川棚川水系における近

年の洪水の発生状況を踏まえると、河川整備基

本方針の見直しは必要ないと考えており、国に

対し要請を行うことは考えておりません。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） 100年に一度の雨が降
った場合の想定として、24時間雨量で400ミリ
の雨を想定しているというふうに聞いているん

ですけれども、今、気候変動というものが問題

となる中、川棚町民の安全を守るために、50年
前の石木ダム計画の見直しというのは、本当に

必要ないのかという観点で伺います。

そもそも、400ミリを超える24時間雨量は、



令和７年長崎県議会・６月定例会（６月２３日）

- 134 -

長崎県内ではこれまで12回観測されています。
1928年から2007年の79年間で12回観測されて
います。今、全国的にも気候変動によって想定

外の大雨が降るということも珍しいことではあ

りません。

説明会では、県から、「雨の降り方によって

一概には言えないものの、24時間雨量が460ミ
リから500ミリの雨でダムが満杯になる」との
答弁がございました。ちなみに、6月1日の説明
会で県の答弁は、「昭和42年7月洪水の雨の降
り方ではおよそ460ミリ、昭和63年6月洪水の雨
の降り方ではおよそ500ミリ」ということだっ
たんですね。これは、つまり、今の計画雨量以

上の雨が降った場合には、これはどうなんでし

ょう、一定程度ダムの限界を認めざるを得ない

ということなんでしょうか。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 川棚川の治水計画では、

100年に1回起こると想定される大雨として、24
時間雨量400ミリメートルだけではなくて、3時
間雨量203ミリメートルも考慮しており、川棚
川水系においては、そのような大雨はこれまで

観測されておりません。

また、ダムの洪水調節容量には、流入洪水の

予測に関する不確実性などを考慮して2割程度
の余裕を見込んでおります。

さらに、想定以上の大雨が降った場合でも、

ダムが有する洪水調節機能により、洪水のピー

クを小さくしたり、遅らせたりすることができ

ることから、住民の安全・安心を確保するため

にも、石木ダムは必要不可欠なものと考えてお

ります。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）現在の気候変動に対応

するための治水計画として、石木ダムが必要と

いうのであれば、例えば50年前のこれは石木ダ
ムの計画です。これに関して、国へ指導を仰ぐ

ということは、これは別に不自然なことではな

くて、自然の流れだと私は思うんですけれども、

改めて国へ指導を仰ぐということはしないのか、

答弁を求めたいと思います。

〇大場博文副議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 繰り返しになりますけれ

ども、川棚川水系における近年の洪水の発生状

況を踏まえますと、河川整備基本方針の見直し

の必要はないと考えております。

住民の安全・安心を早急に確保していくため、

河川整備基本方針に対応した治水事業を推し進

めていくことが必要だと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） （2）行政代執行の判
断について。

今、水没予定地に住む13世帯の方々の住居、
家屋などを行政代執行で排除するということが

法律的には可能です。そのうち、石木ダムの本

体工事の打設作業、いわゆるコンクリートを流

し込む作業ですね、この打設作業に入る場合に

は判断を迫られるはずです。

知事に伺います。

行政代執行を行うおつもりがあるのか。それ

とも、本体の打設工事をやめるのか。今の知事

の判断、どのように考えていらっしゃるか、教

えてください。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 行政代執行につきましては、

あくまでも最終手段でございまして、ほかに取

り得る方法がないという段階で、状況を踏まえ

ながら総合的に判断しなければならないと考え

ております。

石木ダムは、川棚川の洪水被害を軽減すると
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ともに、佐世保市の安定的な水源を確保するた

めに必要不可欠でございまして、県民の安全・

安心を確保することは、行政の重要な責務であ

ることから、引き続き、地元住民の方々のご理

解を得る努力を続けつつ、令和14年度までの確
実な完成に向けて、着実に工事を進めてまいり

たいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）石木ダム事業に関して

は、進めるにしても、一旦立ち止まるにしても、

どちらにしても、最終的にはやっぱり13世帯の
方々の理解を得ないと、事業を前に進めるのは

極めて困難だと言えます。

そんな中、県は、先般、2回にわたってダム
の必要性について、技術的な説明会を行ったわ

けですけれども、13世帯からダムの必要性など
の技術的な内容について一任されている市民委

員会によりますと、「現行の治水計画は、ずさ

んかつ不合理であり、これまでの県の説明では

石木ダムの必要性は到底認められなく、治水計

画の見直しが必要である」としています。

そこで、伺います。

（3）第3回住民説明会開催について。
第3回住民説明会も、マスコミを含めた公開

の場で継続して行うということは大切だと思う

わけですけれども、今議会の一般質問初日に知

事は、説明会への対応としまして、「説明会と

は別の形で設けるのかどうか、改めて調整した

い」とご答弁をされました。これは、つまり、

捉え方によっては、市民委員会への説明会には

出席はしないが、別の形で住民に説明すること

も含めて調整するとも、これは言えるわけです

よ。

しかしながら、現在、継続中の説明会以外の

場であれば、13世帯の皆様は出席を拒否すると

いうふうに伺っております。

これは、知事、別の形ではなくて、現在、継

続中の説明会の場に出席をされますか。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 先日お答えしたとおり、私と

いたしましても、ぜひ13世帯の皆様と直接お会
いをさせていただいて、石木ダム事業の必要性

であったり、地域振興の取組なども併せてお話

をさせていただきたいと考えております。その

機会は、これまで続けております技術的な説明

を主眼とする説明会とはおのずと異なる形にな

るんではないかと考えております。

現在のところ、今、議員からお話があったよ

うな13世帯の方からの連絡につきましてはい
ただいてございませんけれども、いずれにして

も、どのような機会とするかは、改めて13世帯
の皆様のお考えも含めて調整をさせていただき

たいと考えております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員） 2回の説明会を通して、
技術的な疑問点について、議論はもう一定集約

されてきた中です。ですから、説明会での議論

を、知事がじかに聞いて話し合うということは、

これは早期に石木ダム事業の今後の方針を示す

というためにも、これは必要だ私は思います。

何よりも地元の方から、ぜひにというお願いが

なされています。また、市民委員会からも、知

事への出席を求める要望書も提出されているは

ずです。

その一部を抜粋して紹介をします。

「御庁より情報の開示や説明が実施されたこ

とにより、一定の疑問が解消され、事実認識に

関しては相当数一致していることが明らかにな

りました。他方で、ほとんどの論点において、

事実認識は一致していても、その評価が一致し
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ないために議論が平行線をたどってしまう状況

が見られます。こうした状況で議論を継続して

も、地元の理解は形成されず、むしろ溝が深ま

ってしまいかねないと懸念いたします。

つきましては、次回の説明会では、大石知事

にご出席いただき、双方から議論状況をご報告

し、石木ダム事業が地元の理解を得て進めるた

めに必要なアカウンタビリティを備えているの

か、知事のご見解を示していただく機会を持つ

ことを提案申し上げ、知事のご出席を要望いた

します」と書いてあります。

アカウンタビリティという言葉がありました。

つまり説明責任ということだと思うんです。こ

の説明責任を、知事、説明会の場で果たすおつ

もりというのは、どうですか、ありますか。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれども、

我々として技術的な疑問に対して説明をすると、

理解を得る努力を続けていくということに変わ

りはございません。

その中で、今回、13世帯の方のお一人から、
ぜひ、知事、私も参加をしてお話を、お会いを

したいということを言っていただけたというふ

うに理解をしております。そのことについては、

私としても13世帯の方々と直接お会いをして、
お話をさせていただきたいということはずっと

申し上げてきておりますので、ぜひ、そのこと

については前向きに考えていきたいと思ってお

りますけれども、その機会については、あり方

については、今後、おのずと技術的なものは、

説明は私にはちょっと難しいものがありますの

で、違う機会になるかとは思いますけれども、

13世帯の方とのお会いする形といったものは、
お話をさせていただいたうえで調整をしていき

たいと、そう思っております。

〇大場博文副議長 大倉議員―2番。
〇２番（大倉 聡議員）ありがとうございます。

おっしゃるとおり、技術的な疑問は、これは土

木部河川課の役目でございますから、知事は、

それこそ住民説明会の場で、本当にその説明が

尽くされているのか、ご自分の目と耳、それで

確認して、そしてご自身の口で説明するべきだ

と私は思っております。

最後に、水没予定地に暮らす13世帯の方々の
現状をお伝えしておきます。

皆さん、2010年から毎日毎日、月曜から金曜、
朝から夕方まで座り込みを交代しながら、例え

ば病院に行かなきゃいけない日、通院の日には

交代してくれとお願いをして、それぞれ苦労し

ながら、毎日座り込みを続けていらっしゃいま

す。

座り込み支援者のことを記したノートは10
冊を超えています。座り込みの日数は2,000日を
超えました。そんな支援メンバーの方々も高齢

化が進んで、最高齢の方は85歳だそうです。そ
して、大変残念なことに、これまで13人の方が
お亡くなりになりました。

人生を座り込みに費やしたという13世帯の
中のある方が、私にお話しくださいました。

「私たちは、ただ、普通の暮らしがしたいだ

けなんです」

終わります。（拍手）

〇大場博文副議長 本日の会議は、これにて終

了いたします。

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４２分 散会 ―
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４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員
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大 安 哲 也 県民生活環境部長
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中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監
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石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

安 達 健太郎 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

中 島 廣 義 選挙管理委員会委員

長谷川   宏 公安委員会委員

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

まず、予算決算委員会委員長の辞任許可の件

を議題といたします。

お諮りいたします。

近藤智昭議員から、一身上の都合により、予

算決算委員会の委員長を辞任いたしたい旨の申

し出があっておりますので、これを許可するこ

とにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

次に、予算決算委員会委員長の補充選任の件

を議題といたします。

お諮りいたします。

予算決算委員会の委員長として、前田哲也議

員を選任することにご異議ありません。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。

まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）（拍手）〔登壇〕皆

さん、おはようございます。

無所属のまきやま大和です。

4度目の一般質問となりますが、長崎県民の
一公僕として、皆さんの声を届けてまいりたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、早速質問に入ります。

1、国防について。
（1）外国人による土地の買い占めについて。
長崎県は、有人国境離島を抱える自然豊かな

県であり、国防についても非常に重要な地域に

当たります。

先日、畑島議員のすばらしいバスガイドのも

と、対馬市を視察した時に、地元の方から「対

馬は、外国人ばかりで危機感を覚える」という

話を聞き、調査をしてみますと、日本には「外

国人土地法」がありますが、機能していないこ

とがわかりました。

そういう中で、外国人による土地取引が自由

に行われることに危機感を覚えております。
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そこで、お尋ねですが、本県における外国人

による土地取引の現状と対策について教えてく

ださい。

〇徳永達也議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 土地取引におきまし

て、外国人が国内の不動産を取得することを禁

止、規制する法制度はないものと認識しており、

県において、外国人による土地取引自体に何ら

かの規制をかけることは難しいと考えておりま

す。

なお、令和4年度に施行されました「重要土
地等調査法」における国の調査では、指定され

た注視区域における令和5年度の外国人等によ
る土地などの取得状況は、本県では9筆個とな
っております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 「外国人土地法」

という法律はありますが、運用するための政令

が大正15年に制定後、戦後の昭和20年に廃止さ
れています。そして、その後、国は、完全に放

置の状態であります。

国防上、何らかの対応が早急に必要と考えま

すが、特に、国境離島を有する本県の知事とし

て、外国人による土地取引について、国への働

きかけなど行うべきではないかと思いますが、

いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 国境離島や防衛施設周辺等に

おきます土地の所有、利用をめぐりましては、

安全保障上の懸念があったことから、令和4年
度に「重要土地等調査法」が施行をされており

ます。

この法では、防衛関係施設や国境離島など、

国内における安全保障上、重要な土地及び建物

の利用状況を国が調査をし、不適切な利用行為

を規制することを可能とする法制度となってお

ります。

長崎県は、多くの有人国境離島を有しており

まして、領海等の保全及び安全保障の観点のほ

か、県民の安全・安心を図るうえでも、同法に

よる国の規制は非常に重要であると認識をして

おります。

安全保障につきましては、国の専管事項でご

ざいますけれども、県としましても、地域の声

に耳を傾けながら、引き続き、国の調査への協

力であったり、関係市町との情報共有といった

ことなど、適切に対応していきたいと考えてお

ります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 今、世界中で移民

によるトラブルが頻発し、国の存続にも大きな

影響を与えるようになってきています。県民を、

日本を守るという気概を持って、今後も真剣に

考え、動いていただくよう強く要望いたします。

また、このように「外国人土地法」が形骸化

している現状で、本県でも半導体誘致等を考え

るのであれば、2月定例県議会で大久保議員が
提案されたように、水の使用を規制する条例を

定める必要があるのではないか、見解をお伺い

します。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 地下水域の自然

環境、社会環境、風土は、地域によって様々で

ございまして、「水循環基本法」におきまして

は、地域の実情に応じて地下水の採取の制限を

講ずるよう努めるものとされております。

また、県内7市町では、条例、要綱が制定さ
れておりますが、地下採取の禁止区域や罰則の

内容も異なっておりまして、県が一律に規制を

設けるということではなく、引き続き、市町に
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おいて、地域の実情を踏まえた対応が適切であ

るというふうに考えております。

県といたしましては、引き続き、地下水に関

する情報を収集するなど、状況を注視してまい

りたいと考えております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） もう既に4か月た
っています。情報収集の成果を教えてください。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 他県の地下水に

関する条例の制定状況について情報を集めると

ともに、また、県内各市町における水道に利用

している地下水の利用状況等について、確認を

行っております。

国の資料によりますと、令和5年10月末現在、
地下採取の許可・届け出制などを定めた水源地

域保全の条例を制定している都道府県は22団
体ございます。

また、例えば、県内各市町の水道水源におけ

ます取水量のうち、地下水の占める割合が33％
であるといったところなどを確認しているとこ

ろでございます。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） （2）コロナワク
チン被害について。

我が国で現在進行中の最大の薬害であるコロ

ナワクチンによる被害の現状について、教えて

ください。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 「予防接種法」に基

づく予防接種後、健康被害救済制度は、ワクチ

ン接種後に健康被害を受けた本人やその家族等

が市町村に対して申請し、市町村から都道府県

を通じて厚生労働省に進達された案件について、

厚生労働省の審査会で審査がなされた結果、予

防接種と健康被害との因果関係が認定された方

に、救済のための給付が行われるものとなって

おります。

全国の状況といたしましては、本年6月20日
に開催されました審査会の時点におきまして、

これまで新型コロナワクチン接種後の健康被害

といたしまして、国に進達されました件数は1
万3,814件であり、このうち、認定件数は9,204
件、否認件数は3,796件とされているところでご
ざいます。

本県の状況につきましては、国に進達した件

数は、6月24日時点で145件、このうち認定件数
は105件、否認件数は16件となっております。
また、認定件数のうち、死亡一時金または葬

祭料にかかる件数は、全国で1,024件、本県では
19件となっているところでございます。
〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 私が、はじめて一

般質問した2年前、長崎県では42名の健康被害
と2名の死亡認定でした。2年間でここまで増加
しています。この1,000名を超える死亡認定の数
字も氷山の一角であることは、言うまでもあり

ません。

この被害者の増加数を目の当たりにして、知

事は、どうお考えでしょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 新型コロナワクチンの接種に

つきましては、国の厚生科学審議会の関係分科

会等において、最新の科学的知見、また、海外

の動向等を踏まえて、その有効性に加えて安全

性の評価がなされております。それをもって、

ワクチンの安全性にかかる新たな懸念は認めら

れておりませんで、現時点において、ワクチン

接種によるベネフィットは、リスクを上回ると

考えているところでございます。
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私としましては、ワクチン接種に伴う明らか

に重大な懸念が判明した場合には、もちろん国

に意見を伝えるなど、対応をしっかり行いたい

と思いますけれども、現段階ではそのような状

況にはないと考えております。

引き続き、県民の皆様の健康、そして命を守

るために専門的知見に基づく国の方針を踏まえ

て対応していきたいと思います。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 知事は、ベネフィ

ットがリスクを上回っていると言い、結局何も

されませんでした。

あれから一般質問のたびに訴えてきましたが、

長崎県では、今年3月まででおよそ34万5,000回
の接種が進んでしまいました。

救済制度では、帯状疱疹も多く認定されてい

ます。もし、接種をやめておけば、少しでもワ

クチンによる被害者を減らせたのではないかと

悔やみきれません。

次に、レプリコンワクチンの被害状況につい

て、教えてください。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 予防接種後健康被害

救済制度に基づく健康被害の実績等におきまし

ては、レプリコンワクチンなど、ワクチンの種

類別における健康被害の認定件数は、公表をさ

れていないところでございます。

また、医師やワクチンの製造販売業者などが、

予防接種の副反応を疑う場合には、国へ報告を

行います「予防接種後副反応疑い報告制度」、

こちらによりますと、令和6年12月末までにお
けるレプリコンワクチンの予防接種のうち、副

反応の疑いがある報告は、全国で7件ございま
した。

そのうち、2件が死亡症例として報告をなさ

れたものの、治療に携わった別の医師がワクチ

ンとの因果関係を否定して取り下げられたこと

から、現時点では、レプリコンワクチンによる

死亡症例と評価されているものはないと承知を

しているところです。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 本年4月14日の厚
生労働省審議会資料より10万人当たりの死亡
報告を算出しますと、レプリコンワクチンは10
倍以上多い死亡報告になっています。2024年の
10月1日から12月31日のデータです。
アメリカでは、フェイスブックのマーク・ザ

ッカーバーグが、コロナワクチン推進に不都合

な情報は、バイデン政権の圧力により削除され

ていたことが明らかになりました。

また、コロナワクチンの学校への義務化の禁

止の大統領令が出されたり、厚生長官による子

どもや妊婦さんへの接種推奨の中止というよう

な一連の流れを受けて、モデルナは、インフル・

コロナ混合ワクチンの承認申請を取り下げざる

を得なくなりました。

今や、アメリカの11の州議会でメッセンジャ
ーRNAワクチンの禁止法案が提出され、アメリ
カ国立衛生研究所の所長、アンソニー・ファウ

チ氏は、17の州で、殺人罪で刑事告訴されてい
ます。

国内でも、先日の「そこまで言って委員会」

で、新型コロナウイルス感染症対策分科会長の

尾身 茂さんの「感染を防ぐ効果は、あまりな

いワクチンです」との発言から、ようやくフェ

ーズが変わってきた感じを受けます。

当時は、コロナワクチンのベネフィットだけ

が強調され、子どもから30歳までは死亡率0％
だったのに、しかも、感染予防効果もないのに、

「思いやりワクチン」と言って政府が推奨して
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きたことが、今回のテレビ番組によって、それ

が誤りだったことを知り、今、多くの国民が悲

しい思いをしています。誤情報を結果的に政府

が流し続けていたことになります。

さらには、コロナの予備費11兆円は使途不明
のまま、ワクチン接種推進のための世論形成目

的の偽情報対策の2,700ページにわたる情報公
開資料を厚生労働省は不開示と言う、政府にと

って不都合な事実は徹底的に隠しています。

そして、衝撃的なことに、接種から700日以
上たっても、接種者の体の組織から、スパイク

たんぱく質が見つかっています。つまり、これ

からまだまだ中期的な被害が予想されるという

ことです。

この資料にあるように、我が国ではワクチン

接種後から、謎の大量死が起きています。（資

料掲示）

知事、本県におきましては、各市町から全リ

アルデータを集めて、コロナワクチンの影響に

ついて、検討をしてはいかがでしょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほども申し上げましたけれ

ども、今、議員がいろいろとご紹介をされまし

たけれども、そういったいろんな情報であった

りとか、最新の科学的知見であったりとか、海

外の動向とか、そういったものはたくさんある

と思いますので、そういったことをしっかりと

評価をしていくといったことが重要だと思いま

す。

そういったことを、今、国の方の厚生科学審

議会の関係部会でやっているという認識を持っ

ておりますので、そういったところの動向をし

っかりと注視をしながら、我々としては、しっ

かりとその検証結果を踏まえて、国が有効であ

るという方向性を示したそのものに基づいて、

県民の皆様の健康、命を守るような取組をしっ

かりとしていきたいとそう思っております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）その知事がおっし

ゃる審議会も、製薬会社からお金をもらってい

たりと、信用ができるのかどうか、はっきりは

わかりません。

では、子どもたちを預かる教育委員会教育長、

体調不良等について、子どもたちにアンケート

調査をしてはいかがでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 現時点では、ア

ンケート調査をする予定はございません。予防

接種の影響につきましては、先ほど知事もご答

弁申し上げたとおり、国の方でしっかりとした

調査をなされると考えておりますので、その状

況もしっかりと見守ってまいりたいと考えてお

ります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 次に、被害者の救

済についてです。

体調不良等でワクチン接種による健康被害の

申請を市町へ提出に行けないという患者の声を

聞いています。

県として、申請の負担軽減を図る取組ができ

ないか、お尋ねいたします。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 予防接種により健康

被害を受けられた方が、「予防接種法」に基づ

き、「予防接種後健康被害救済制度」を活用し

やすくなり、申請の負担軽減を図ることは大変

重要であると認識をしております。

県といたしましては、昨年度に健康被害を受

けられた方の診療に当たる医療機関が発行する

受診証明書の記載マニュアルを新たに作成をい
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たしまして、事業実施主体である市町や関係機

関と連携をしながら、その活用を推進するよう

に努めているところでございます。

今後とも、申請にかかる負担を軽減し、より

円滑に救済制度による支援を受けることができ

るよう取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） （3）長崎大学の
BSL－4について。
コロナウイルスの漏洩について。

コロナウイルスは、当初、自然発生していた

ものとされていましたが、現在、アメリカでは、

ラボリーク（Lab Leak）というホームページ
が設置され、武漢の研究所から漏れた、あるい

は漏らされた人工ウイルス、つまり生物兵器ま

がいのものであるということが公式見解となっ

ています。

長崎大学は、BSL－4施設として認定を受け、
また、エボラウイルスのような致死率の高い、

最も危険なレベルの特定一種病原体を所持する

法人として指定を受けましたが、生物テロを含

め、十分な安全対策が取られているのでしょう

か。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 海外の研究所におき

まして、新型コロナウイルスの漏洩があったか

については、各国及び国際機関などで検証が行

われてきたところではございますが、その特定

には至っていないものというふうに承知をして

いるところでございます。

長崎大学が設置をするBSL－4施設は、特定
一種病原体等を扱う実験者が感染せず、施設外

部に病原体等が漏れないようにするため、世界

最高水準の安全性が確保された施設として、「感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」に基づき、国により指定をされてい

るものでございます。

また、長崎大学におきましては、「長崎大学

高度感染症研究センター実験棟生物災害等防止

安全管理規則」などにより、人為的な漏洩も含

め、万全の安全対策が取られていることから、

安全・安心な運営が行われるものと認識してお

ります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） それでは、ヘパフ

ィルターについて、お聞きします。

二重に重ねて空気をろ過することで、ウイル

スを100％除去できるのか、県の見解を伺いま
す。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 へパフィルタ―は、
直径0.3マイクロメートルの微細粒子を99.97％
捕捉する性能を有することが、JIS規格により
定められている高性能エアフィルターというふ

うに承知をしております。

BSL－4施設におきましては、「感染症の予
防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律」に基づき、2枚のへパフィルタ―を直列に接
続することにより、病原体を効果的に捕捉する

構造となっており、長崎大学においては、無菌

の排気だけが施設から放出されるものであると

いうふうに確認をしているころでございます。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）一説によりますと、

エアロゾルなどの除去はできますが、単体の乾

燥した状態でのウイルスを除去できないことも

あるという情報もあります。

次に、BSLの禁止の流れについてです。
本来、生物兵器や未知の病原体に備えるため

に、機能獲得実験などを通して、ワクチンや治
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療薬を開発するという目的でBSL施設が重要
となってきますが、今回のコロナ騒動は、その

BSL施設自体がウイルスの発生源となってし
まい、さらには、あわてて作ったワクチンによ

り、さらに薬害を引き起こすという、世界中を

巻き込んで大きな被害を与えるものとなってし

まいました。

また、アメリカでは、大統領令で諸外国にお

ける危険な機能獲得実験に対し、連邦政府によ

る資金提供を停止するなど、禁止の流れになっ

てきており、特に、長崎大学は、住宅密集地に

あり、住民の方は不安な日々を過ごされていま

す。

既に、武蔵村山市では、住民の反対を受けて、

政府へ移転の要望書を出しています。

長崎でも、住民の命の安全を最優先に、無人

島など、移転を求めてはいかがしょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 長崎大学のBSL－4施設でご
ざいますけれども、これは先ほど来おっしゃっ

ているとおり、特定一種病原体を研究目的で扱

うことができる日本初の施設となります。

特定一種病原体に対する研究や人材育成が、

これによってさらに進むものと期待をしており

ます。

県におきましては、平成27年に長崎大学と長
崎市の3者で締結をいたしましたBSL－4施設
の整備に関する基本協定に基づいて、3者連絡
協議会で協議を進めるとともに、地域住民の代

表や学識経験者などを委員に加えた地域連絡協

議会で、運用状況や安全対策について協議を重

ねてきたところでございます。

また、内閣官房、文部科学省、厚生労働省、

長崎大学、県、長崎市などで構成をいたします

「感染症研究拠点の形成に関する検討委員会」、

こちらにおきまして、平成28年4月に本県から
国に対しまして、「BSL－4施設を住宅地にあ
るキャンパスに設置することに対して、地域住

民の理解のためには長崎大学が安全確保に尽く

したうえで、しっかりとした国の関与を示すこ

とが必要」と要請した結果、国策として安全性

を確保できるように、事故や災害への対応など

に取り組むことが決定をされたところでござい

ます。

さらに、平成28年11月に、長崎大学に対しま
して、BSL－4施設における世界最高水準の安
全性の実現、地域との信頼関係の構築などを要

請して、長崎大学として、責任を持って取り組

むとの回答を受け取っております。

こうした経過を踏まえまして、現立地が決定

したものと承知をしております。

私としましては、今後とも、長崎大学や国に

対しまして、BSL－4施設の安全性等が確保さ
れるよう、適切に運用していくことを働きかけ

てまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）小江原断層の調査

についてです。

このような100％の安全性が求められる施設
です。ですが、長崎大学の目と鼻の先まで小江

原断層という断層があることがわかっており、

活断層かどうか不明なんです。ですので、小江

原断層の調査と、そのまま長崎大学の真下に断

層がつながっていないかどうかの調査が必須に

なってきます。

県は、ちょうど今、能登半島地震による見直

しをすることにしておりますので、震度や被害

想定についても調査していただけないでしょう

か。

〇徳永達也議長 危機管理部長。
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〇今冨洋祐危機管理部長 平成17年度に実施
しました地震アセスメント調査では、過去の調

査で活断層であることが確実なもの、または推

定されるもので、マグニチュード6.5以上の地震
の震源となり得る断層の長さが10キロメート
ル以上のものを対象に調査を行いました。

小江原断層につきましては、研究者の調査文

献等に断層である旨の記載はあるものの、活断

層であることを示す調査結果等はないことから、

前回の調査では、学識経験者等で構成する調査

委員会で検討したうえで、対象外になっており

ます。

また、前回の調査以降も、その状況に変わり

はないことから、今年度から実施する地震アセ

スメント調査の見直しにおきましても、学識経

験者等にもご意見を伺ったうえで、調査の対象

外としております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） （4）米の安定供
給について。

米の安定供給についても、国の農政の問題点

を2年前から質問で取り上げてきましたが、農
林部は、「米生産における供給量の維持はした

い」という回答でした。

知事への会派要望にも取り上げています。

県の取組について教えてください。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 県といたしましては、米

の生産量を維持・確保していくためには、生産

性の向上や省力化の推進が必要と考えておりま

す。

具体的な取組としては、近年の夏場の高温下

においても、高品質化や多収化が期待できる高

温耐性品種の「にこまる」や「なつほのか」の

作付けを推進しております。

また、ドローン防除や直進アシスト田植え機

などのスマート農業の導入や、育苗や田植え作

業の省力化が可能となる高密度播種技術などの

普及に取り組み、生産者の労力負担軽減を図っ

ているところです。

さらに、今年度から、農山村集落の構成員が

共同で行っている草刈りや水路の泥上げなどの

作業を、ラジコン草刈り機などを所有するサー

ビス事業体などに委託する取組を支援し、水田

の維持等につなげていくこととしております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 次に、備蓄量につ

いてです。

ホルムズ海峡が封鎖の危機になるなど、現在、

非常に不安定な情勢にあります。

先ほど述べた能登半島地震からの見直しによ

って、お米不足が問題に上がる中、本県はしっ

かりと、防災の際、備蓄量を確保できるのでし

ょうか。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 災害時に必要な食料

につきましては、「みんなで取り組む災害に強

い長崎県づくり条例」に基づき定められた「災

害時の物資備蓄等に関する基本方針」により、

県民自らの備蓄を補完するため、県及び市町に

おいて、目標量を定め備蓄をしているところで

ございます。

基本方針によりますと、市町の備蓄目標量は、

人口の5％の3日分とされております。
そして、県の備蓄目標量は、全市町の備蓄目

標量の10％分とされており、現在の人口を踏ま
えますと、約6,300人分となっているところでご
ざいます。

県が備蓄する食料のうち、米につきましては、

5年間保存可能なアルファ化米を約6,500食分
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確保し、県内8か所に分散備蓄しているところ
でございます。

県といたしましては、米の備蓄について、現

時点では、特段の問題等はなく、備蓄目標量を

確保できているところではございますが、引き

続き、災害時の備蓄物資としての必要な米の確

保に努めてまいります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 2、選挙制度につ
いて。

（1）なりすまし投票について。
近年主流となってきた期日前投票では、投票

所入場券を持参しなかったとしても投票が可能

であり、別人になりすまして投票する、いわゆ

るなりすまし投票が発生する可能性があります。

仮に、別人になりすまして期日前投票を行っ

た場合、その投票が有効となるそうですが、投

票日当日に投票に来た本人の投票はどうなるの

でしょうか。

〇徳永達也議長 選挙管理委員会委員長。

〇渡邊敏則選挙管理委員会委員長 おっしゃる

ように、期日前投票所を含む各投票所において

は、有権者の便宜を図る観点から、投票所入場

券を持参していない場合でも、本人であること

を確認したうえで投票することができるように

なっております。

仮に、ご質問のような事案が生じた場合、当

日投票に来られた有権者については、本人確認

のため、選挙人名簿と対照し、二重投票となる

おそれがある場合は、投票管理者が投票立会人

の意見を聞いたうえで、投票の拒否を決定する

こととなります。

なお、投票の拒否を受けた有権者が、その決

定に不服がある時は、仮投票をさせなければな

らないとされております。

その際、市町選挙管理委員会は、仮投票を行

った有権者が、正当に投票する資格があったか

どうかの調査を行い、調書等を作成いたします

が、開票管理者においては、その調書等に基づ

き、慎重に判断のうえ、受理するか否かを決定

いたします。

受理された場合は、他の投票と同様に、有効・

無効が判断されることとなります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）アメリカやロシア

では、投票所にビデオカメラを設置し、誰が、

いつ投票したのかわかるように記録していると

聞きましたが、民主主義の根幹に関わることで

あるため、選管として、どのような対策を取り

得るのかを教えてください。

〇徳永達也議長 選挙管理委員会委員長。

〇渡邊敏則選挙管理委員会委員長 これまで、

本県におきましては、別人になりすまして投票

する詐偽投票の事例は把握しておりません。

公職選挙法では、詐偽投票について、2年以
下の拘禁刑、または30万円以下の罰金刑に処す
とともに、一定期間の公民権停止という厳しい

罰則を設けられておりまして、強い抑止につな

がっているものと考えております。

県選挙管理委員会としても、不正防止の観点

から、市町選挙管理委員会に対し、マイナンバ

ーカードや運転免許証の提示などによる本人確

認の徹底や、投票所入場券に注意喚起の文面を

記載すること等を求めているところでございま

す。

なお、お話にありました投票所へのビデオカ

メラの設置については、市町選挙管理委員会に

意見を伺ったところ、投票の秘密保持や有権者

に心理的な圧迫を与えることなどから、否定的

な意見がほとんどでございました。
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〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 次に、郵便等投票

についてです。

投票所に出向くことが難しい一定の身体障害

者等の方については、郵便投票が認められてい

ます。しかしながら、投票用紙等を請求する際

に送料の負担をしなければなりません。

一般の方は、自宅の近くに投票所がある場合

が多く、交通費等の費用がかからないことを考

えると、選挙管理委員会で送料を負担すること

はできませんか。

〇徳永達也議長 選挙管理委員会委員長。

〇渡邊敏則選挙管理委員会委員長 郵便等投票

は、郵便等により行う不在者投票の一つでござ

いますが、住所地以外の市町村に滞在中の不在

者投票や、在外投票における郵便等投票などと

同様に、市町選挙管理委員会に投票用紙を請求

する際の送料は、当該有権者が負担することが

通常であります。

なお、郵便等投票の場合、届いた投票用紙を

返送する際の送料は、市町選挙管理委員会が負

担いたします。この経費は、「選挙執行経費基

準法」等に規定され、負担しているものでござ

います。

そのため、ご指摘の郵便等投票に限って、市

町選挙管理委員会が投票用紙を請求する際の送

料を負担することが、他の不在者投票を行う者

などとの公平性の観点や、選挙執行経費の基準

に定めがないことから難しいと考えております。

ご指摘につきましては、身体障害者の方々な

どの投票環境向上に資する事案でございますの

で、実施に向けては、様々な観点で国会や国の

研究会などでの検討も必要であるというように

考えております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。

〇５番（まきやま大和議員） この場合、公平性

を言い訳にするのではなくて、できる部分から

やっていくという方針であれば、皆さんは文句

は言わないと思います。このように前向きに捉

えて、この先、実現していただきますよう強く

要望します。

3、宇久島の再生可能エネルギー事業につい
て。

（1）風力発電開発について。
宇久島での風力発電事業について、10年前に
施設建設の話があった際に、およそ2,200名の島
民のうち、1,818人が反対していたと聞きました。
今年、急にそのような話が出ているのですが、

その手続きについて、どのように対応したか、

お願いします。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 発電所における

環境アセスメントの手続きは、「環境影響評価

法」に基づき、事業者自らが環境影響等に関す

る図書を公告・縦覧し、住民の意見を受け付け

ることになっております。事業者は、この図書

及び住民の意見を県へ提出し、県は、環境の保

全の見地から、経済産業省に意見を提出するこ

とになっております。

経済産業省は、事業者が実施した環境アセス

メントに対して、県や環境省の意見を踏まえ、

環境保全の適正な配慮に必要な勧告をすること

になります。

宇久島の風力発電事業につきましても、「環

境影響評価法」に基づき、県は、事業者が住民

の意見を含めて提出した書類をもとに、関係市

町、有識者の意見を聴取して、知事意見を作成

し、経済産業省に提出しており、現在、経済産

業省から事業者に対し勧告がなされているとこ

ろでございます。
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〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）世界遺産への影響

についてです。

この風力発電事業が隣接する小値賀町には、

世界文化遺産の構成資産が存在します。当該事

業が世界遺産に及ぼす影響と、世界遺産保全に

向けた県の対応について、お聞きします。

〇徳永達也議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 世界遺産や、そ

の周辺において事業を実施する際には、事業者

はユネスコの勧告等に従い、事前に世界遺産の

価値への影響の可能性を分析・評価する「遺産

影響評価」を行うこととされており、その際、

負の影響が想定される場合には、緩和策を検討

し、報告書に盛り込む必要があります。

報告書は、県や国による内容確認を経て、国

からユネスコへ提出され、その後、ユネスコか

ら世界遺産の価値へ与える影響について意見が

出されます。

現在、事業者が「遺産影響評価」を実施中で

ありますが、宇久島は、世界遺産がある野崎島

に隣接しており、風車の建設により、世界遺産

からの眺望が変化することで、その価値に何ら

かの影響を及ぼす可能性もありますことから、

現在、県においても、学術委員会や文化庁に対

して意見を伺っているところであります。

本事業が世界遺産の価値に与える影響の程度

については、現時点で明らかにはなっておりま

せんが、県としましては、登録された世界遺産

に支障が生じないよう、専門家や国の意見も踏

まえ、事業者に対して適切な対応を求めてまい

ります。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）ユネスコの認定が

得られるまで、事業開発がスタートしないよう、

調整を強く要望いたします。

（2）宇久島メガソーラー事業について。
私が一番心配していた火災対策についてです

けれども、進捗を教えてください。

〇徳永達也議長 危機管理部長。

〇今冨洋祐危機管理部長 事業者の火災対策に

ついて、改めて確認しましたところ、箇所ごと

に伐採後の土地の形状等を確認したうえで、配

置等を検討しながら、ソーラーパネルの設置を

進めている段階であるため、地元消防への相談

は行っていないとのことであります。

今後、事業が進み、火災発生時の具体的な対

応等を検討できる段階で相談したいとお聞きし

ております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 次に、海底ケーブ

ル埋設の許可について、進捗を教えてください。

〇徳永達也長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 宇久島のメガソーラー発

電事業にかかる海域占用許可申請が、昨年6月
に出されておりましたけれども、その後、関係

漁協の同意書がまだ出てきておりませんので、

許可は行っておりません。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）農振地域除外につ

いて、お聞きいたします。

先ほど申し上げました海底ケーブルの埋設の

許可、これが関係漁協の承諾書が必要という条

件になっています。いまだに海底ケーブル埋設

の許可が下りてないということで、農林部が行

った同意というものの見込みが甘かったのでは

ないか、お聞きいたします。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 農用地区域から除外する

ための農用地利用計画の変更については、「農
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業振興地域の整備に関する法律」に基づき、市

町が県の同意を得て決定するものであり、県は

「事務処理要領」に基づき、「必要性」、「適

当性」、「代替性」、「確実性」などの同意基

準を満たした場合に同意することとなっており

ます。

このうち、確実性については、変更手続きに

関係する他法令の許認可等の見込みが必要とな

っており、佐世保市から農業振興地域整備計画

の変更協議においては、関係法令に基づく海底

ケーブル敷設に関する許可に必要な地元関係団

体の承諾について、「得られる見込みがないと

断定できない」との文書が提出をされたことか

ら、県としても同意基準を満たすものと判断し、

同意したものでございます。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） しかしながら、実

際、現在、海底ケーブル埋設の許可は得られて

おりません。一度、ここは農振除外を停止する

といいますか、このままでは事業の可能性がな

いまま、森林破壊が進んでしまう状況にありま

す。何とか止めることはできないでしょうか。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇渋谷隆秀農林部長 農業振興地域整備計画の

変更手続きについては、市が法的な手続きを実

施し、既に決定をされていることから、県は同

意を取り消すことはできません。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 実際に、先日、宇

久島に行ってまいりました。

そこでは、事業者が赤道を勝手に封鎖したり、

また赤道の上に建物を建てたりと、いわばやり

たい放題の状況でありました。こういうことに

対して、県は何か指導等できないんでしょうか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 法定外公共物であります

里道（赤道）や水路（青線）のうち、現に公共

の用に供しているものにつきましては、平成12
年の地方分権一括法の施行に伴い、市町に譲与

されております。このため、里道等の問題につ

きましては、市町の管理となっております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 4、石木ダム事業
計画について。

（1）計画雨量の算定について。
川棚川流域の平均雨量、川棚川の周辺にどれ

くらい雨が降るかというものですが、これが洪

水に対する治水計画の一番の根拠になります。

重要な第一歩です。

本来は、川棚川周辺の複数の地点において、

実際に降った雨のデータから平均値を算出しま

す。

しかし、石木ダム事業では、県は、遠く離れ

た佐世保市で降った雨の量を、川棚川周辺の雨

量と相関があるという理由で、佐世保のデータ

を用いています。

県は、その理由を昭和22年から60年まで雨量
計がなかったからと、裁判で虚偽の記述をして

いることが明らかになりましたが、実際には、

昭和22年から川棚町役場と上波佐見に、そして
昭和49年からは、さらに波佐見に2か所のデー
タがありました。

私は、この治水計画の一番の基礎となる川棚

川周辺の雨量は、遠く離れた佐世保市の雨量の

0.94倍になるという点について質問いたします。
これは、県が公表している0.94の根拠となる
相関関係の図ですが、（パネル掲示）まず、こ

れを見ただけでも、この回帰式の説得力がない

ことは簡単に見て取れます。

数値的には、計算してみると、相関係数は0.73
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となり、比較的大きな値だったかもしれません

が、この相関係数の説得性、確からしさを示す

のは決定係数です。そして、その決定係数は0.53
であり、説得力は余り高くありません。

さらに、もっと重要な洪水を引き起こす可能

性のある雨量、150ミリ以上のデータで計算す
ると、決定係数は0.04となり、全くあてになら
ないということがわかります。統計的な判断を

間違っています。

県の言うことが正しいのであれば、この図で

は、この直線にデータの一つひとつが寄り添う

ように集まっていなければなりませんが、見て

のとおりばらばらです。

この統計的判断ミスについて、どのように考

えますか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 川棚川における計画雨量

につきましては、近傍の佐世保雨量局、この雨

量データと川棚川流域平均雨量の相関を確認の

うえ算出しており、妥当な値であると認識して

おります。

川棚川の治水計画につきましては、河川に関

する法令や技術基準に基づき策定しておりまし

て、有識者等で構成された「川棚川水系河川整

備計画検討委員会」において審議されておりま

す。

また、ダム検証や事業認定の手続きにおいて

も、治水計画の内容は確認されており、事業認

定取消訴訟においても「不合理な点は見当たら

ない」として認められております。

今、議員が取り上げられました決定係数につ

いてですけれども、これは回帰式がデータにど

れぐらい適合しているか、その相対的な度合い

をあらわすものでしかありません。これが、そ

の決定係数単独でモデルのよしあしを決められ

るものではないと考えております。

現に、今、議員が見せられましたグラフ、ち

ょっと遠くて見えませんでしたけれども、今回

の川棚川水系の計画雨量につきましては、100
年に一度の雨、そして、日雨量にして400ミリ
の雨を想定しております。このクラスの雨につ

きましては、先ほどのグラフの中に1点だけそ
れに近いデータがあります。それは、日雨量に

して350ミリに近いデータであります。それは1
点しかございません。そのデータにつきまして

は、その回帰直線はそれを捉えた線となってお

ります。

確かにばらつきはありますが、そうした傾向

を捉えた回帰になっているというふうに認識し

ております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）これについては一

旦とどめておき、そのまま続けます。

県は、計画流域平均3時間雨量を203ミリとし
ています。この値は、3時間の間にどれくらい
の大量の雨が降って、洪水量にどれくらい影響

を与えるのかというのを見るのに非常に重要な

数値です。

この重要な数値の算定に当たって、県は、こ

こでも川棚川流域の実際の雨量データではなく、

佐世保日雨量かける0.94というデータから求め
たものを、なんとそのまま川棚川平均3時間雨
量の算定に当てはめています。3時間単位のも
のの計算に、24時間単位の回帰式を当てはめて
います。これは、もう本当に統計的手法として

は全く不合理であり、適正ではありません。

そして、これらの統計的誤りについては、大

学の統計学者も認めており、県がこのようなミ

スをするとは、とても信じられない様子で、あ

きれられていらっしゃいます。
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県は、これらの計算ミスを直ちに修正すべき

と考えますが、いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 100年に一度の雨を想定
する際に、1日の雨量と3時間の雨量、両方を想
定しております。3時間の雨量を想定しようと
思う時には、1時間ごとに計測した雨量のデー
タがないと、これを出すことができません。

そうした観測につきましては、佐世保の方で

のみ当時されておりまして、佐世保の方で3時
間雨量、これを出して、それを100年に引き延
ばした時に、じゃ、100年にどれぐらいの雨が
降るだろうと、それを想定して、それを川棚川

流域の方に変換する作業をしております。これ

は、限られたデータの中での工夫でございます。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）限られたデータと

いうより、データが不十分なのです。統計学者

が誤りと言っています。

部長、これはとても大事なことなので、状況

を理解していただくためにわかりやすく説明し

ます。

市民による再評価監視委員会で、ダムの専門

家の宮本さんから、「県は、1足す1は5と計算
を間違っていましたよ」と指摘されたんです。

それを算数の先生、別の統計学者に聞くと、「1
足す1は2だから、それでも計算をし直しなさ
い」と言われているんです。

でも、県は、「1足す1は5でも問題ありませ
ん」と言っているようなものなんですね。

検討するとか、そういう問題ではなく、既に

算数の先生が検討をして、指示をしている状況

なんです。基本統計学の初歩の部分で間違って

います。これ、全国に笑われます。

もう一度、問います。

計画流域平均3時間雨量について、修正しま
すか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 そうしたデータの取扱い

につきましては、繰り返しになりますが、過去

に「川棚川水系河川整備計画検討委員会」にお

いて、有識者も含め審議されておりますし、ま

た、ダム検証や事業認定の手続きにおいても、

そうしたデータの処理も含めて治水計画の内容

は確認されております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）知事も理系ですの

で、容易に理解できると思うのですが、本当に

このような初歩的ミスを見直さないまま、押し

通してよいのでしょうか。

事業の責任者は、知事になります。事務方で

はありません。この統計ミスは、見直さないと

いけないんじゃないですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 確かに理系ではございますけ

れども、今のお話については、ちょっと理解が

及びませんで、我々としましては、部長から答

弁させていただいたとおり、しっかり手続きに

のっとって適正にやってきているというふうに

認識をしております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） では、ここから法

的な部分になりますので、部長、私の質問をよ

く聞いて回答してください。お願いします。

まず、中尾土木部長は、部下への仕事の指示

をする時に、石木ダム事業の一部の計算が間違

っていても、そのままダム建設を推進させるよ

うな指示をしますか。それとも、長崎県全体の

奉仕者として、公共の利益のための職務を遂行

するように指示をいたしますか。どちらでしょ
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うか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 今回の石木ダムの件につ

いて申し上げますと、先ほど申し上げましたと

おり、これまでの計画は様々な過程を経て、そ

れが不合理なものではないという評価をいただ

いてきたものだと理解しておりますので、それ

に沿った対応をさせていただいてきましたし、

今後もそうしていきたいと考えております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） 地方公務員法第

30条に、「全ての職員は、全体の奉仕者として、
公共の利益のために全力で専念せよ」とありま

す。間違いは正さないといけません。違反にな

ります。

ここまでくると、統計学の初歩の初歩が理解

できていないということが問題だと思います。

統計学を理解できていないのであれば、意図的

ですので、第30条違反になりますが、本当に統
計学を理解できていないとなると、地方公務員

法の第33条「職員は、その職の信用を傷つけ、
または、職員の職全体の不名誉となるような行

為をしてはならない」とあります。

先ほど、全国の笑いものになると言ったのは、

この件です。この地方公務員法第33条の違反に
なりませんか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 先ほど繰り返した内容に

なりますが、様々な検証を経て現在に至ってお

ります。違反しているとは考えておりません。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） もし、土木部の職

員が、統計学を理解できないまま、県の事業に

携わってきたとすると、これまで全ての土木事

業をチェックし直さなければなりません。

最後にお聞きします。それでも修正されませ

んか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 本件に関しまして、現時

点、修正するつもりはございません。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） （2）公共事業評
価監視委員会について。

5年に一度実施される公共事業評価監視委員
会、石木ダムの事業については50年前ですので、
なんと10回ものゼロベースからの見直しがさ
れましたが、延期、延期できております。

例えばですが、100億円を超えるような大き
な事業については、これまでの公共事業評価監

視委員会とは別に、利益相反のない本物の専門

家で構成された委員会を設置するようにしては

いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 再評価の案件につきまし

ては、一年当たりの事業費が5億円以上の大規
模なものにつきまして、時間をかけて議論する

必要がある個別審議と、それ以外の一括審議に

分けて、重要度に応じた審議をしております。

また、委員会の判断によりまして、外部の専

門家等からの意見聴取や個別審議により時間を

かけた詳細な審議も可能でありますため、長崎

県の公共事業評価監視委員会で十分な審議がで

きると考えております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員）私がこのことにな

ぜ言及するかといいますと、評価委員会の委員

や委員のチェックにも限界があるからです。特

に、委員は、出てきた数字をもとに判断してい

くことがほとんどです。県が出してくるデータ

の扱いや計算結果、統計的手段そのものは正し
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いことと信用することを前提としたうえでチェ

ックしていくので、細かい計算のチェックまで

は、よほどのことがない限りやれません。これ

は、裁判でも同じだったのでしょう。これらの

ことを踏まえて、税金を無駄にしないためにも、

しっかりと対策をしてはいかがと強く要望いた

します。

（3）佐世保市の利水の見込みについて。
先日、佐世保市水道局は、来年度からの水道

料金28％の値上げを提案し、議論が噴出してい
ます。さらに、10年後には、現行から2倍近く
に値上げする必要があるとのシミュレーション

結果も出ており、石木ダム事業が大きな負担に

なっていることが明らかです。

また、佐世保市の水の使用量と市の予測量が

かけ離れていることは、以前から問題視されて

きましたが、ここまで予測がかけ離れていては、

もはや予測とは言えません。民間の会社でこん

なことをやっていたら、担当者はすぐに異動に

なります。

石木ダム事業は、長崎県と佐世保市の共同事

業であり、県は、河川の管理者、そして、佐世

保市に水利の許可を与える立場です。

つまり、県は、しっかりと佐世保市から上が

ってくる資料をチェックしなければならない立

場にあります。この佐世保市の予測の乖離につ

いて、県は、将来のために事前にしっかり検討

しておく必要があると思いますが、いかがでし

ょうか。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 利水面の事業再評価につ

きましては、事業主体であります佐世保市にお

いて適切に実施されていると認識しております。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） では、県は、時期

は問いませんが、佐世保市のデータをチェック

する必要はあるという認識でよろしいでしょう

か。

〇徳永達也議長 土木部長。

〇中尾吉宏土木部長 ダムのポケットの中に、

利水容量が見込まれております。その事業主体

は佐世保市にありますので、それは佐世保市の

方で適切に対応されておられると理解いたして

おります。

ただ、議員おっしゃいましたように、我々河

川管理者としての立場がございます。そのダム

の利水容量を超えた利用が仮にされるとしまし

たら、それの取水が河川環境に悪影響を与えな

いか、そうしたことについては、河川管理者と

してチェックをしていくことになると思います。

〇徳永達也議長 まきやま議員―5番。
〇５番（まきやま大和議員） （4）知事の説明
責任について。

昨日の大倉議員の質疑に対する県の答弁を聞

いて愕然としたことがあります。

先日の第2回市民による「石木ダム再評価監
視委員会」の場では、「県は、気候変動につい

て考慮することという国の方針が示されている

のであれば検討しなければならない。しかし、

県独自ではできるものではない」と発言されて

いました。動画も残っています。

しかし、昨日の答弁は、「気候変動は考慮し

ない」、「国へ指導を伺わない」と答弁されま

した。

どうして、このような嘘が本会議場でまかり

通るのでしょうか。議会軽視も甚だしいのでは

ないでしょうか。

本日、参議院議員の嘉田さんが、この本会議

場に傍聴にお越しいただいておりますが、6月3
日の国土交通委員会では、嘉田さんの質疑を受
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けて、国は、「県から話があれば指導します」

とおぜん立てをしていただいています。もうこ

こまでくると、土木部の怠慢としか言いようが

ありません。

気候変動を考慮しないというのは、川棚川流

域の町民の命を危険にさらす可能性があるのに、

何もしないということです。そんなことをやっ

ているから、住民の理解を得られないんです。

本当に住民の理解を得たいのであれば、職員に

任せっぱなしにするのでなく、知事も職員と肩

を並べて、次回の市民による委員会に参加する

よう求めます。いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 これより、しばらく休憩いた

します。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇大場博文副議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）（拍手）〔登壇〕皆様、

おはようございます。

公明党、本多泰邦でございます。

本日も、元気いっぱい、一般質問を行います。

時間配分に若干の不安がございますので、早

速質問いたします。

1、長崎県の行財政について。
（1）財政について。
まずはじめに、本県財政の特徴について、基

本的な認識をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 本県は、県税等の自主財

源に乏しく、歳出面では、人件費や扶助費等の

義務的経費の割合が高いことから、財政の弾力

性は低く、脆弱な財政構造にあると認識してお

ります。

そうした中、令和6年度は、国の財政措置や
継続的な収支改善対策等により、財源調整のた

めの基金を取り崩さない財政運営を達成するこ

とができましたが、今後は、社会保障関係費や

公債費の増加等により基金の取り崩しが見込ま

れるなど、財政状況は、さらに厳しさを増して

いくものと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）今現在も厳しい財政状

況であり、今後、さらに厳しさを増していくと

のことでした。

都道府県の財政状況については、どの自治体

も、とりわけ地方の自治体においては、どこも

厳しいという話を聞きます。客観的な数値比較

の中で、本県の財政状況をご説明願います。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 都道府県の財政状況とい

うところから、全国統計がある令和5年度の決
算で比較いたしますと、まず歳入面では、企業

からの税収である法人二税が少ないことなどか

ら、県民一人当たりの税収が46位となっており、
全国に比べても低い水準にあります。

また、歳出面では、離島・半島などの条件不

利地域を多く抱える地理的特性から、学校や警

察等を含む行政機関の人員配置、港湾・漁港の

管理等に要する経費が都市部よりも高いといっ

た特徴があります。義務的経費の割合も7位と
高い水準にあることから、政策的な事業に活用

できる財源が乏しく、厳しい財政状況にあると

考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 入りが全国で46位、
にもかかわらず出る先が決まっている経費の割
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合が7位、先ほどまでの答弁により、政策的な
事業に活用できる財源が少ない、全国的に見て

も厳しい財政状況にあることは理解しました。

一方で、喫緊の課題である物価高騰対策につ

いては、厳しい財政状況の中でも、必要な施策

を積極的に講じていく必要があると考えます。

県では、国の交付金等を活用し、これまでどの

ような対策に取り組んできたのかをお尋ねしま

す。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 県では、長期化する物価

高騰により、県民の生活や事業者の社会経済活

動に様々な影響が生じていることから、これま

でも国の重点支援地方交付金等を活用しながら、

各種支援策を積極的に講じてまいりました。

このうち、生活者支援については、LPガス使
用世帯やマイナンバーカードを活用した子育て

世帯への支援などを講じたほか、現在、市町と

連携したプレミアム商品券の発行等に取り組ん

でおります。

また、事業者向けの支援については、各産業

分野の状況や支援ニーズ等を踏まえ、農林水産

業におけるセーフティーネットへの支援や中

小・小規模事業者等の生産性向上に資する設備

導入、デジタル化を支援するなど、きめ細やか

に施策を講じております。

これらの施策により、県民生活の下支えや事

業継続、生産性向上などに一定寄与することが

できているものと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 国においては、エネル

ギー・物価高騰対策として、5月下旬から、ガ
ソリン等の新たな燃油価格支援がスタートした

ほか、夏場の電力・ガス料金支援などが発表さ

れました。

地方自治体に対しても、政府・与党が中心と

なり、国の予備費において、物価高騰対策の財

源として、重点支援地方交付金の積み増しに

1,000億円を充てたと聞いております。今回の追
加交付を踏まえ、県として、どのような支援が

予定されているのかをお尋ねします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 県ではこれまで、国の電

気・ガス料金支援に合わせて、国の支援対象と

ならないLPガスや特別高圧電力料金への支援
のほか、医療機関等の公共性が高い施設に対す

るエネルギー価格や食材料費高騰分への支援を

実施してまいりました。

こうした中、先ほど議員もご指摘ございまし

た、5月末に、国の電気・ガス料金支援にかか
る閣議決定がなされ、新たに、重点支援地方交

付金が配分されたところであり、県としては、

これまで同様、国の支援策を踏まえ、交付金を

活用したエネルギー価格高騰対策等を速やかに

実施するため、本日、関連予算案を提出する予

定としております。

引き続き、社会経済情勢を注視しながら、市

町等とも連携し、適切に対応してまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 本県の財政は、自主財

源に乏しく、脆弱な財政構造にあるといった厳

しい現状を踏まえ、現下の物価高騰への対応な

ども含め、今後の財政運営をどうしていくのか、

知事の考えをお聞かせください。

〇大場博文副議長 知事。

〇大石賢吾知事 私は、厳しい財政状況の中、

県民の生活を豊かにするためには、その基盤と

なる経済をしっかりと回していくことがまず大

切だと考えております。

そのため、まずは長引く物価高騰により影響
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を受けている県民の皆様や事業者等の社会経済

活動をしっかりと下支えするため、国の重点支

援地方交付金等を活用し、令和6年度補正予算
及び本日提出させていただく補正予算案により、

家計の負担軽減や事業者の経営改善につながる

施策に全力で取り組んでまいります。

また、今後の安定的な財政運営につなげるた

めにも、国内外から財の流入や地域内での経済

循環の強化といったことなど、より稼ぐ視点を

持って、税源涵養につながる施策を推進してい

く必要があると考えております。

具体的には、企業誘致や地場企業の振興、農

林水産業の生産性向上や観光の活性化等に資す

る施策を引き続きしっかりと講じてまいりたい

と考えております。

さらに、こうした施策を推進していくために

も、例えば、観光分野においては、宿泊税導入

を含めた観光振興財源についての検討を深める

ほか、ふるさと納税の積極的な活用など、新た

な財源の確保も図ってまいります。

こうした取組と併せて、施策の重点化や効率

化等に努めるとともに、国に対しては、全国知

事会等とも連携しながら、地方税財源の確保・

充実を強く要請していきたいと思っております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） （2）人事について。
会計年度任用職員について、数点お尋ねしま

す。

県庁内において、会計年度任用職員のうち、

事務補助として雇用されている人数をお尋ねし

ます。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 令和6年度に知事部局で
雇用した会計年度任用職員のうち、データの入

力や書類、物品等の整理など、職員の事務補助

のために1年間継続して雇用した職員の数は
275人となっております。
〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） では、1年間雇用する
会計年度任用職員について、その勤務時間や賃

金、手当、年次有給休暇といった就業条件をお

尋ねします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 事務補助の会計年度任用

職員は、パートタイムでの雇用を基本としてお

り、勤務時間は、1週間当たり29時間以下の範
囲で、採用する各所属が決定することとなって

おります。

また、給与面につきましては、1週間当たり
29時間の雇用の場合、賃金は月額約14万円、期
末勤勉手当の額は6月と12月の合計で約63万円
であり、これらを合わせた年収は約220万円と
なります。

休暇制度につきましては、年次休暇が最大10
日間付与されるほか、病気休暇や忌引休暇など

の仕組みがございます。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）社会的に困っている方

を県庁の会計年度任用職員として採用できない

かとの思いから、この質問を行っております。

具体的には、ひとり親家庭のお母様、お子さ

んは小学生が2人として考えました。
先ほどの答弁でわかったこと、パートタイム

での雇用で週29時間、大まかなイメージとして
は、一日7時間で週4日、また一日6時間で週5日、
年次有給休暇は10日付与される、朝から夕方ま
で規則正しく働けて、学校行事などの休みも取

れる。働き方としては、非常にいい条件です。

収入面を見ると、月額賃金は14万円、6月、
12月の期末勤勉手当は約63万円、年収約220万
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円。

住宅課に確認したところ、この収入であれば、

県営住宅の家賃は概ね2万円から2万5,000円ぐ
らいでした。

さらに、長崎県在住、家賃2万5,000円の県営
住宅で暮らす小学生が2人いるひとり親家庭の
生活費で調べてみたところ、標準で13万円から
16万円との結果が出ました。
私が調べた範囲だと、事務補助の会計年度任

用職員として勤めることで、決してぜいたくは

できませんが、十分な生活ができると思われま

す。

さらに、お尋ねします。

事務補助の会計年度任用職員は、どのように

採用されるのでしょうか。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 事務補助の会計年度任用

職員については、採用希望者名簿に登載された

方の中から、各所属が採用者を決定するという

方法で手続きを行っております。

この採用希望者名簿へは、通年で実施してい

る面接試験を受験し、合格した方が登載される

こととなっております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）会計年度任用職員の職

務経歴をもって、正規職員への転換ができるよ

うな制度はございますか。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 「地方公務員法」におい

ては、正規職員の採用は、競争試験または人事

委員会規則で定める選考試験によるものと規定

されているところであります。

このため、会計年度任用職員としての職務経

歴のみをもって正規職員に転換することはでき

ず、正規職員としての採用を希望される場合に

は、人事委員会等が実施している各種の職員採

用試験を受験していただくということになりま

す。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） それでは、聞きます。

事務補助の会計年度任用職員の募集について、

ひとり親家庭の方に限定した募集というのは可

能でしょうか。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 会計年度任用職員を募集

するに当たっては、「地方公務員法」に規定さ

れている「平等取扱いの原則」を踏まえ、年齢

や性別等に関わりなく、均等な機会を与える必

要がございます。

そのため、ひとり親家庭の方など、募集や採

用の対象を限定するということは、今申し上げ

た法の趣旨からは、適当でないと考えておりま

す。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）「地方公務員法」に定

める平等取扱いの原則に反する、制度上難しい

ということは理解できました。

では、ひとり親家庭への支援を所管するこど

も政策局にお尋ねします。

特別枠が今の制度では難しいとしても、まず

は県の会計年度任用職員の募集情報をひとり親

家庭のお母さん方に届けることが大切だと考え

ますが、できることはないか、お尋ねします。

〇大場博文副議長 こども政策局長。

〇浦 亮治こども政策局長 ひとり親家庭につ

きましては、県内の児童扶養手当受給者を対象

としました令和6年度アンケートによりますと、
母子世帯の約3割がパート等の不安定な雇用状
態にあり、また4割超が年収200万円未満という
大変厳しい状況にあります。
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こうした中、県がひとり親家庭の就業支援事

業を委託しております長崎県ひとり親家庭等自

立促進センター、通称「YELLながさき」にお
きまして、本年度中に無料職業紹介事業の許可

を取得し、就業支援を強化することとしており

ます。

こども政策局としましては、ひとり親家庭の

こうした厳しい現状や「YELLながさき」の支
援内容を県庁各課に広く紹介しまして、事務補

助の会計年度任用職員に限らず、各課ごとに募

集する職員採用情報について、センターへの提

供を促すなど、ひとり親家庭のきめ細かな就業

支援に努めてまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） まず、取組を各課に紹

介していただく、さらに踏み込んで、例えば、

会計年度任用職員募集の際は、その情報をまず

はセンターに届け出るよう各課へ通達するなど、

より積極的な支援をお願いいたします。

次に移ります。

正規の県庁職員について、現在の職員数をお

尋ねします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 本年4月1日現在におけ
る県の一般行政部門の正規職員数は、4,054人と
なっております。

その内訳を申し上げますと、一般事務職が

1,913人、土木、農業などの技術系職員などが
2,141人となっております。
〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 職員の採用に関して、

一般事務の職員については、まだ申込み人数が

確保できている状況の一方で、技術職について

は、苦戦を強いられている職種もあると聞きま

す。採用確保に向けて、どのように取り組むの

かをお尋ねします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 職員の採用確保について

は、全国的に人材の獲得競争が激しくなる中、

重要な課題であると認識しております。

そのため、職員採用試験に関しては、民間企

業を志望している人も受験しやすいSPI試験の
導入や採用が厳しい技術職への追加試験の実施

など、随時、試験制度の見直しや拡充に取り組

み、採用者の確保に努めているところでござい

ます。

加えて、県職員の業務内容や働く魅力等を学

生に広く伝えるため、インターンシップの受入

れ拡大や大学の就職説明会への参加等にも積極

的に取り組んでいるところでございます。

さらに、庁内DXの推進等により、業務効率化
や時間外勤務の縮減、多様な働き方の推進等、

就労環境整備にも取り組みながら、就職先とし

て選ばれる県庁となるよう力を尽くしてまいり

たいと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） （3）県庁内DXにつ
いて。

人材の獲得が厳しさを増す中で、DXの視点も
踏まえる必要があると考えております。DXの本
来の目的は、働きやすい職場環境をつくること

や新たな企画立案の時間を創出するためである

ことは理解しておりますが、DXの取組は、結果
的に人材不足にも貢献できるのではないかと考

えております。

県庁内DXの進捗状況や具体的な見直し事例
をお尋ねします。

〇大場博文副議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 令和6年4月、総務部内に
設置した「デジタル改革推進専門チーム」では、
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見直しが完了したものも含めて、民間人材の知

見も活用しながら、34の業務で年度内の実装を
目指しているところでございます。

具体的な事例としまして、製菓衛生師試験業

務では、年間140時間を要していたものが、電
子申請システムの導入やAIを活用することで、
年間の作業時間を半減する見直しを完了してい

るところでございます。

また、今年度以降につきましても、新たな業

務を対象とした見直しに着手することとしてお

ります。

見直しによって生み出された時間については、

議員もお触れいただきました職員の働き方改革

の実現をはじめ、県民サービスの向上の取組に

振り向けることとしております。

引き続き、デジタルを活用した効率的で質の

高い行政サービスの実現に向け、力を注いでま

いります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）今の答弁にありました

ように、DXの取組が進んでいけば、職員のワー
ク・ライフ・バランスの改善が図られると同時

に、これからの人材確保にもつながっていくよ

うに思います。人材確保の取組とともに、積極

的なDXの取組を継続することを要望し、次の質
問に移ります。

2､長崎県の産業について。
（1）中小企業支援について。
先ほどの本県財政運営についての知事答弁で、

経済をしっかり回していくこと、より稼ぐ視点

を持つことに触れられておりましたが、県民の

多くが勤める中小企業の発展が重要だと考えま

す。しかし、中小・小規模事業者を取り巻く環

境は、人手不足や原材料の高騰などにより、依

然として厳しい状況が続いております。

私自身、中小企業を顧客とし、その労働環境

の改善に寄与する会社に勤めていたこともあり、

かねてより、この厳しい環境を事業者が乗り越

えていく支援の一つとして、デジタル化支援は

大事だと考えております。

そこで、県が令和5年度から実施しているデ
ジタル力向上支援事業のこれまでの支援実績に

ついて、お尋ねします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県では、全国と比べ

小規模な事業者が多い県内企業が厳しい経営環

境を乗り越えていくためには、デジタル化等に

よる生産性向上を通じて、賃上げ等の原資とな

る売上げの増加を図ることが重要と考えており

ます。

そのため県では、製造業やサービス業をはじ

め、建設業や医療、福祉など、様々な業種にお

いて、令和5年度からの2年間で、538社のデジ
タル化を支援してまいりました。

その結果、勤怠管理や在庫管理のシステム導

入等による省力化を進め、捻出した時間を販売

の強化等に活用する事業者も出てくるなど、売

上げ増加に向けた具体的な取組が広がってきて

おります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 今、答弁がありました

ように、この2年間で500社を超える事業者の皆
様にご活用いただいており、大変いい取組と思

っております。

本年度についても、国の交付金を活用して事

業者の募集をされていると聞いておりますが、

私としては、特に、経営環境が厳しく、忙しい

毎日を過ごされている小規模事業者の皆様に、

この事業を知っていただき、生産性向上を図っ

ていただくことが大変重要だと思っております。
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そこで、さらに本事業を活用いただくため、

県において、どのような対策を講じられている

かをお尋ねします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 県では、中小・小規

模事業者などに対し、デジタル化事業の活用を

促すため、これまで説明会の開催やメールマガ

ジンの配信のほか、庁内の他部局とも連携する

など、より多くの事業者への周知を図ってまい

りました。

さらに今年度からは、賃上げなど厳しい経営

環境にあって、生産性の向上が急務となってい

る小規模事業者等に対する周知を強化するため、

事業者の身近な支援機関である商工会・商工会

議所の経営指導員を増員し、事業所等へ直接出

向いてデジタル化事業の活用を働きかけるプッ

シュ型支援の強化を図ることとしております。

今後とも、厳しい経営環境にある県内中小・

小規模事業者の生産性向上を図るため、デジタ

ル化事業の周知、活用促進に努めてまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）今ご答弁いただいたデ

ジタル化支援は、生産性向上を図れるとともに、

少なくなってしまった人員でも業務が回せる省

力化につながり、人手不足対策へも寄与します。

一方、県内の人手不足対策を解決するには、

高校生や大学生の県内就職促進も重要と考えま

す。

生徒向けの企業見学会や合同企業説明会に加

え、保護者の企業見学会など、これまでの地道

な取組で県内就職率が上向いていると思います

が、令和7年3月に卒業した高校生と県内大学生
の県内就職率について、お尋ねします。

〇大場博文副議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 令和7年3月に

卒業した高校生の県内就職率につきましては、

速報値で71.7％と、前年より3.2ポイント増加し、
令和4年3月以来の70％超えとなっております。
また、県内大学生の県内就職率は41.2％と、
前年より0.8ポイント増加しております。
〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員） 県内就職率が高校生、

県内大学生ともに上向いているのは、県のこれ

までの地道な取組の成果であり、うれしく思い

ます。

学生やその保護者、採用される側への取組と、

企業など、採用する側への取組が両輪となって、

人手不足という難題に向き合えると考えますが、

県内企業のリクルート活動への支援について、

その取組状況をお尋ねします。

〇大場博文副議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 全国的に人材不

足が課題となる中、県内就職をさらに促進する

ためには、企業の魅力を生徒や学生に伝える機

会を創出し、若者の興味や関心等を把握したう

えで、企業において、効果的な求人活動を行っ

ていただくことが重要であると認識をしており

ます。

このため、高校生を対象としたイベントの中

で、一日の参加者が最も多い「広域合同企業説

明会」の日程を今年度は2日間に増やし、工業
科だけでなく、普通高校や商業高校等に対象を

拡大して開催をすることといたしております。

また、大学生につきましては、大学等で就職

支援を行っている職員から、企業が採用活動の

ポイントを学ぶ「採用セミナー」のほか、県内

外の大学職員に県内企業を知っていただくため

の「就職情報交換会」を開催し、企業支援に努

めているところでございます。

今後とも、必要な人材が確保されるよう、県
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内企業を後押ししてまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員）欲を言えばなんですけ

れども、さらに踏み込んだ支援、例えば、リク

ルート活動のためのオフィスリニューアルへの

支援等、柔軟な発想でのさらなる支援を期待い

たします。

（2）再生可能エネルギーについて。
日本政府は、再生可能エネルギーを主力電源

として、環境、経済、安全保障の面から最大限

の導入を進めております。

再生可能エネルギーの導入効果は、温室効果

ガスの削減、エネルギー自給率の向上、災害に

強い分散型エネルギー、地域活性化と産業振興、

価格の安定と経済競争力と多岐にわたることか

ら、最重要課題の一つとなっております。

そこで、国・県における再生可能エネルギー

の導入状況を、推移も含め、お願いいたします。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 国は、令和7年2
月に閣議決定された「第7次エネルギー基本計
画」におきまして、再生可能エネルギー比率を

2040年度までに4割から5割まで引き上げる見
通しを示しております。

国内の再生可能エネルギー比率は、2013年度
の10.9％から、2023年度に22.9％にまで、直近
10年間で2倍以上に拡大しております。
また、本県は、「第2次長崎県地球温暖化（気

候変動）対策実行計画」におきまして、県内に

おける2030年度までの再生可能エネルギーの
目標導入量を1,360メガワットに設定しており
ます。

県内の再生可能エネルギーの導入量は、2013
年度までが404メガワットに対し、2024年12月
時点では1,209メガワットにまで拡大しており、

順調に導入が進んでおります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員）その再生可能エネルギ

ーの中で、洋上風力発電について、お尋ねいた

します。

洋上風力発電については、特に、再生可能エ

ネルギーの主力電源化に向けた切り札と位置づ

けられており、国は、2040年までに最大45ギガ
ワットの発電量を目標に掲げております。

また、国の法改正により、洋上風車の設置範

囲がEEZまで拡大されることとなりました。
我々公明党としては、この法改正を推進して

きたところであり、河野義博参議院議員が党総

合エネルギー対策本部事務局長として、浮体式

洋上風力発電の早期社会実装などを求めてきた

ことから、今回の法改正は、大変喜ばしく思っ

ております。

今後、国内各地においても洋上風力発電のプ

ロジェクトが創出されることを期待しており、

洋上風力発電に関する県の取組を評価し、応援

しております。

本県では、既に、五島市沖と西海市江島沖に

おいて、洋上風力のプロジェクトが進められて

おりますが、それぞれの進捗状況について、お

尋ねします。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 世界的な脱炭素化の

潮流の中、広大な海域を有する本県は、海洋エ

ネルギー導入のポテンシャルが高い地域である

ことに加え、県内企業が造船業を通じて培った

技術力や人材を活かせる産業であることから、

県では、海洋エネルギー関連産業の振興にこれ

まで取り組んでまいりました。

このような中、県内においては、五島市沖及

び西海市江島沖が「再エネ海域利用法」に基づ
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く促進区域に、西日本で唯一指定されるなど、

全国に先駆けた取組が進められております。

具体的には、五島市沖については、最後の8
基目の洋上風車の設置作業が現在進められてお

り、来年1月には運転開始が予定されておりま
す。

また、事業規模において西日本最大のプロジ

ェクトである西海市江島沖については、現在、

地盤調査や陸上の変電工事などが進んでおり、

令和11年には、28基の風車の設置が完了し、運
転が開始される予定となっております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）県内企業の産業振興を

図るためには、県内の促進区域にとどまらず、

これまで県が言ってきたように、北九州や秋田、

さらには海外の仕事まで受注することが必要だ

と理解しております。

一方で、県内に新たな促進区域ができれば、

より地元の企業が受注しやすくなるとも考えて

おります。

他県では、促進区域設定に向けた調整に手間

どっていることが多い中、本県のみが西日本で

唯一、促進区域に指定されております。本県の

取組が進んでいるその理由について、お尋ねし

ます。

〇大場博文副議長 産業労働部長。

〇宮地智弘産業労働部長 「再エネ海域利用法」

に基づく促進区域が、西日本で唯一指定される

など、本県において、洋上風力発電の具体的プ

ロジェクトが進んでいる理由として、県では、

産学官連携が進み、同事業に対する関係者の理

解が一定醸成されていること、発電事業者によ

る地域貢献策が実施され、事業に対する理解が

地域で進んでいることなどが挙げられると考え

ております。

具体的には、産学官連携については、平成26
年に、県が海洋産業創造室を新設するとともに、

同年6月には、企業などから構成される「長崎
海洋産業クラスター形成推進協議会」が設立さ

れ、令和2年には、長崎大学に専門人材の育成
機関として、長崎海洋アカデミーが設置される

など、本県では、産学官連携の取組が早くから

実施されております。

また、地域貢献策については、令和元年に全

国ではじめて指定された五島市沖の促進区域で

発電する事業者が、五島市に寄附した基金を活

用し、昨年度から、漁業者の燃油代や中学生の

海外体験研修への支援などが実施されておりま

す。

今後とも、市町との意見交換を密にしながら、

理解が得られた地域については、必要に応じ国

に情報提供を行うなど、県内のプロジェクト創

出に努めてまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 3、こども達を取り巻
く環境について。

（1）不登校児童生徒の支援について。
不登校は、年々増加しているというふうにお

聞きしますが、本県の状況をお尋ねします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県内の公立小・

中・高等学校におきます令和5年度、これが直
近の公表数値でございますけれども、この令和

5年度の不登校児童生徒数は4,095人でござい
まして、前年度と比較をいたしますと643人増
加している状況でございます。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） そもそも、どのような

状況を不登校と言うのか、その定義をお尋ねし

ます。
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〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 文部科学省の調

査におきましては、不登校児童生徒は、「心理

的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景

により、児童生徒が登校しない、あるいはした

くてもできない状況にあるために、年間30日以
上登校しなかった者のうち、病気や経済的理由

による者を除いたもの」と定義をされておりま

す。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員）病気や経済的理由を除

いて年間30日以上登校しなかった場合を不登
校と、週1回休んでも、大体40日ほどに学校は
なるというふうに思っております。定義上の不

登校と一般的な不登校のイメージが乖離がある

ように感じます。不登校という言葉が一人歩き

しているような感覚で、我々大人が不登校とい

う言葉に過剰に反応しないことも大事なのかも

しれません。

次に、県として、不登校支援についてどう考

え、どのような取組を実施しているのかをお尋

ねします。

〇大場博文副議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 不登校児童生徒

の支援につきましては、学校に登校するという

この結果のみを目標にするのではなく、児童生

徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的自立

を目指すということが重要でございます。状況

に応じて、一人ひとりに寄り添った、適切な支

援や働きかけが必要であると考えております。

その一環といたしまして、現在、校内教育支

援センターの設置を促進いたしております。こ

れを利用した児童生徒の約60％が、登校や授業
への参加の回数が増えるといった改善が見られ

たとの報告を受けているところでございます。

また、不登校児童生徒に体験活動の場を提供

する、未来へつなぐ「確かな一歩」推進事業と

いう事業がございますけれども、この事業に参

加した子どもたちは、「たくさんの人に話しか

けることができてうれしかった」、あるいは「こ

れからもいろいろなことに挑戦しようと思っ

た」といった自己肯定感の高まりを感じられる

ような感想が寄せられているところでございま

す。

今後も、こうした事業を推進することにより

まして、不登校児童生徒の支援の充実を図って

まいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） これは私、2年前、は
じめての一般質問の際に話した私の考えで、そ

れは今も全く変わってはいないんですけれども、

多様性を認める社会になって、様々な生き方が

できる世の中、今、そういった世の中ですので、

学校になじめないのであれば、無理やりに登校

する必要はないと私は思っております。

ただし、子どもたちも、いずれ社会との接点

を持たなくてはならない時がきます。いつまで

も家族とだけ過ごしていればよいというわけに

はいきません。また、同世代の友人と感受性が

豊かなうちに接点を持つことは重要だとも考え

ております。

県が取り組む様々な事業により、不登校児童

生徒が一歩前へ進む手助けになると感じており

ます。子どもたちとその親御さんの役に立てる

よう、ともに取り組んでまいりましょう。

（2）ピンクシャツデーについて。
カナダの学生が、いじめストップの意思表示

としてピンクのシャツを着たことからはじまり、

世界180か国以上のワールドアクションへと発
展したピンクシャツデー。
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一昨年11月、子ども子育て・若者支援対策特
別委員会の視察で横浜へ行った際に説明を受け、

長崎県議会の議場内では昨年の2月定例会から、
また長崎県庁としては、今年の2月の最終水曜
日に、ピンクシャツデーを実施いたしました。

2月26日当日、議場に入った際、ピンク色の
ネクタイ、ピンク色のスカーフを身につけられ

た方を理事者席に見つけた時は感動しました。

この日を迎えるまでに行った県の具体的な取

組について、お尋ねします。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 令和6年度の取
組としまして、職員に対しまして、庁内のポー

タルサイトや庁内放送でピンクシャツデー運動

への参加呼びかけやピンクシャツデー当日の県

議会出席の際に、いじめ反対の意思を示す缶バ

ッジの着用を促しました。

また、来庁者への周知も兼ねまして、県庁舎

1階のエントランスにおいて、ピンクシャツデ
ー運動のはじまりを説明したパネル展やデジタ

ルサイネージでの情報発信を行っております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員） 県庁1階エントランス
での展示、うれしくなって、すぐに私はSNSに
投稿しました。担当部局の皆様の取組に感謝い

たします。

今年度も、ぜひ県庁でピンクシャツデーを実

施いただきたいと考えておりますが、今年度は

どういった取組を考えているのか、お尋ねいた

します。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 いじめ防止にか

かる普及啓発は大切なものでございます。県庁

内でのピンクシャツデーの取組は、今年度も引

き続きまして、様々取組を実施していきたいと

いうふうに考えております。

また、県庁外におけます普及、啓発につきま

しても、今後検討していきたいというふうに考

えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）このピンクシャツデー

が県内全域に普及していくことが大切だとも考

えております。21市町や県内企業へ普及できな
いか、またプロスポーツチームにも一緒に取り

組んでもらうことはできないかと、夢は膨らみ

ます。

普及に向かい、県ができる取組について、お

尋ねいたします。

〇大場博文副議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 県庁外における

ピンクシャツデーの普及、啓発を検討するに当

たりまして、議員ご指摘ありました市町への対

応、また県内企業へのアプローチといったもの

も大切ではないかというふうに考えております。

市町に対しましては、市町人権担当課長会議

等を通じてピンクシャツデー運動を紹介するこ

とですとか、県内企業に対しては、企業人権啓

発セミナー等の機会を活用して取組を紹介する

といったことなどが考えられますので、今後対

応していきたいというふうに考えております。

また、県内のプロスポーツチームへの対応に

つきましては、今後検討を行っていきたいとい

うふうに考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）いじめのない長崎県を

目指して、誰もが気軽に取り組めるアクション

です。そうはいっても、普及にある程度の時間

が必要なことも理解しております。多くの県民

の皆様が、2月の最終水曜日はピンクの物を身
につける、そしていじめのない長崎県に思いを
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はせる、そのような日がくることを目指し、皆

様とともに取り組み続けることを決意し、次の

質問に移ります。

4、県民の安全安心について。
（1）こども医療について。
去る5月、文教厚生委員会の現地調査で、こ

ども医療福祉センターを視察いたしました。子

どもの発達支援の拠点として、すばらしい施設

であると感じた一方、センターからは、老朽化

や時代の変化などを踏まえ、トイレや病室など

の施設設備の修繕や改修の必要性が生じている

との意見もいただきました。

拠点施設としてのセンターを適切に運営して

いくうえで、老朽化への対策や時代の流れに合

った改修等が必要ではないかと考えますが、今

後どのような対応を考えているのかをお尋ねい

たします。

〇大場博文副議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 こども医療福祉セン

ターは、建設から約20年が経過しており、老朽
化への対応のほか、利用者等のニーズに応じて、

施設、設備への改修等に取り組んでいく必要が

あると考えております。

現在は、毎年度、予算を確保し、優先度の高

い空調設備や照明設備の改修工事のほか、必要

な医療機器の更新を進めているところでありま

す。

引き続き、センターと十分に意見交換を行い

ながら、優先順位をつけて、計画的に改修等に

取り組んでいくとともに、子どもの発達支援の

拠点施設として、円滑な運営に必要な予算の確

保に努めてまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） 引き続き、お願いいた

します。

次に、発達障害者支援センター「しおさい」

は、発達障害児、発達障害者の支援を総合的に

行う専門機関として、発達障害に関するあらゆ

る相談対応を行っていると認識しております。

一方、発達障害については、早期発見後、子

どもの段階からの支援に関する取組は進み、支

援が手厚くなってきているものの、就労支援に

関しては、まだまだ支援が不足しているとの声

をお聞きいたします。

そこで、「しおさい」において、具体的にど

のように就労支援への対応を行っているのか、

お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 こども政策局長。

〇浦 亮治こども政策局長 発達障害の総合的

な専門相談機関であります発達障害者支援セン

ター「しおさい」では、子どもから大人まで、

発達障害のある方やその家族等からの様々な相

談に対応しているところでございます。

そのうち、今ご指摘がございました就労に関

しましては、「職場でうまくいかない」、ある

いは「就職が決まらない」などの相談が寄せら

れておりまして、課題の整理等を行ったうえで、

障害者就業・生活支援センターや障害者職業セ

ンターなどの関係機関と連携して支援を行って

いるところでございます。

就労に関する相談対応実績につきましては、

令和5年度が延べ469件、そして令和6年度は延
べ547件でありまして、増加傾向にあり、ハロ
ーワークと連携しまして、人との関わり方や適

性検査による自己分析などの支援を行った結果、

就労に結びついたというケースもございました。

引き続き、関係機関と連携しながら、発達障

害者の就労及び就労の継続に向けた支援等に努

めてまいりたいと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
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〇３番（本多泰邦議員） 「発達障害者支援法」

が制定されてから20年が経過し、その頃に子ど
もだった方が就職を迎える年代になり、保護者

からは、就労に関する不安の声をお聞きいたし

ます。「しおさい」において、医療機関とのさ

らなる連携に努め、発達障害者の就労支援の強

化を図っていただくことを要望いたします。

（2）国道499号の冠水防止策について。
国道499号の柳田交差点付近は、令和2年9月

と令和3年8月の集中豪雨により冠水いたしま
した。国道499号は、長崎市南部と長崎市中心
部を結ぶ主要な幹線道路であり、冠水箇所は、

小学校も近接する通学路であります。冠水が生

じることにより、歩行者や車両の通行に大きな

影響があり、現に、令和2年9月の冠水時には、
歩行中の男性が排水口に落下、死亡してしまう

という事故が発生いたしました。

近年の異常気象により、今後も大雨が発生す

る可能性が高いことから、冠水に対するこれま

での対策をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 土木部技監。

〇中村泰博土木部技監 柳田交差点は、国道

499号に長崎市管理の市道2路線が接続する交
差点で、周囲の地形より低い位置にあることか

ら、雨水が集中し、排水溝に土砂等がたまりや

すくなっております。このため、令和2年9月と
令和3年8月には、大雨に対する流下能力が十分
に確保できず、冠水いたしました。

このため、堆積した土砂等を撤去するととも

に、長崎市では、排水溝に木やがれきなどの流

入を防ぐためのスクリーンを設置いたしました。

その後の対策といたしましては、排水溝の点

検と清掃を定期的に行うとともに、さらには監

視カメラを設置し、現地の状況をリアルタイム

で監視できるようにしております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）周辺地域も含めた冠水

対策として、長崎市と協議していると聞いてお

りますが、協議の進捗も含めた今後の対策につ

いて、お尋ねいたします。

〇大場博文副議長 土木部技監。

〇中村泰博土木部技監 柳田交差点の冠水を抜

本的に解消するためには、流末である市道の排

水溝も含めた対策の検討が必要でございます。

このため、長崎市とこれまでも対策会議を重

ねてきておりますけれども、今後も引き続き、

有効な排水対策について、市と協議を進めてま

いりたいと考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。

〇３番（本多泰邦議員）県の皆様が取り組まれ

る対策の目的は、あくまでも県民の安全・安心

な生活です。県は対策を行ったが、市の対策遅

れが原因で事故につながったとなっても本来の

目的は達成できません。目的達成のため、長崎

市との協議を早く進めることを強く求めます。

5、県民の健康増進について。
（1）健康寿命延伸の生涯スポーツについて。
私たち現役世代が将来、後期高齢者となった

際にも、できる限り介護に頼らず、元気に暮ら

し続けられる地域社会を実現するためには、健

康づくりの予防的投資が不可欠です。

特に、定期的な運動の習慣化は健康寿命の延

伸に直結する取組であり、県としても、積極的

にその機運醸成に努めるべきと考えます。

そこで、成人の週1回以上のスポーツ実施率
について、昨年度の実施率と実施率向上に向け

た今年度の県の取組をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 令和6年度の本
県における成人の週1回以上のスポーツ実施率
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は51.9％と、前年度の46.2％と比較して､5.7ポ
イント上昇しております。

特に、60代から70代が63.8％と12.4ポイント
上昇しており、これは昨年度の「日本スポーツ

マスターズ」の開催により、シニア世代のスポ

ーツに取り組む機運が高まったことが主な要因

ではないかと考えております。

しかしながら、若い世代のスポーツ実施率は

依然として低いことから、今年度は、これまで

の取組に加えまして、新たに、長崎スタジアム

シティを活用し、仕事帰りに気軽に運動に取り

組めるスポーツ教室の実施や週末に家族で楽し

めるスポーツ体験イベントを開催することとし

ております。

また、市町やスポーツ関係団体を対象とした

ワークショップなども実施することとしており、

スポーツ実施率のさらなる向上を図ってまいり

ます。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）スタジアムシティでス

ポーツ教室、非常に面白いし、楽しそうな取組

だと思います。私も、実際に体を動かすことが

好きで、議場でも体を動かしているような話を

することもあるんですけれども、フルマラソン

に終わらず、ウルトラマラソン、さらに距離の

長いものを走っていると、「100キロ走りまし
た」と言って、1回目は皆さん、驚いてくださ
ったのですが、2回目は、100キロ走ったと言っ
ても、あまり驚いてくださらなかったこともあ

り、今年は173キロに挑戦いたしました。結果、
130キロでリタイアしましたが、健康のための
運動としてはちょっとやり過ぎかもしれません

が、しっかりと体を動かしていきたいと思いま

す。

（2）県内スポーツイベントについて。

スポーツ実施率の向上には、多くの県民が参

加するようなスポーツイベントの開催も有効で

あると私は考えております。

私が今、大いに期待しているのが、2027年1
月、諫早市、雲仙市をコースとして開催を予定

している「長崎ミュージックマラソン」です。

期待する理由はもろもろありますが、長崎ミュ

ージックマラソンに期待する最大で唯一無二な

理由は、東京マラソン財団がプロデュースして

くださるということです。

日本中、世界中の人たちに認知されている東

京マラソンは、2025年大会の参加者3万8,000
人のうち、1万8,000人が海外からの参加者でし
た。大会の人気は絶大で、抽せん倍率は最大10
倍を超えることもございます。

全国各地でマラソン大会が開催されており、

人気があり成功している大会もあれば、逆に、

定員割れから継続不能になる大会もございます。

広く世間に知ってもらうこと、そのためのブラ

ンディングが成功の鍵とも言えますが、その一

番難しいところをサポートしてもらえるメリッ

トは計り知れません。東京マラソンの姉妹大会

の第1号です。ちまたの市民マラソン大会とは
一線を画す、長崎が誇るグローバルイベントに

なる可能性が非常に高いスポーツイベントでは

ないかと考えております。

東京マラソン財団、早野理事長の講演の中で、

走る喜び、支える誇り、応援する楽しみが詰ま

った、まちの人が誇りを持てる大会との話があ

りました。まちの人が誇りを持てる大会、何か

うれしくなってきます。

今後、大会に向けた準備が進む中で、開催自

治体である諫早市、雲仙市から、県に向けて様々

な依頼があると思われます。しっかりとご判断

いただき、しかるべきタイミングがきたら、最
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大限協力してほしいですし、その価値があるイ

ベントだと思っております。

県内スポーツイベントについて、10月の開催
まで4か月を切った「ツール・ド・九州2025佐
世保クリテリウム」の概要をお尋ねいたします。

〇大場博文副議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 本県ではじめて

開催されます国際自転車ロードレース、「ツー

ル・ド・九州2025」は、10月10日の佐世保市で
のクリテリウムを皮切りに、福岡県、熊本県、

宮崎県、大分県においてロードレースが開催さ

れ、約100名の選手が参加の元、4日間にわたり
熱戦が繰り広げられます。

佐世保市でのレースは、させぼ五番街周辺の

約1.5キロメートルのコースを30周して順位を
競いますが、このコースは急カーブが多く、難

易度が高いため、選手の高度なテクニックを見

ることができ、また商業施設や歩道からの観戦

が容易で、港の風景も楽しめるなど、競技の専

門家からも高い評価を受けております。

出場者には、ツール・ド・フランスなど、世

界最高クラスのレースへの参加選手もいること

から、世界トップクラスのスピードと技術を間

近で体感することができる大変貴重な大会であ

り、ぜひ多くの方々に観戦していただきたいと

考えております。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員） その「ツール・ド・九

州2025佐世保クリテリウム」、観客数の見込み
や観客増に向けた県の取組をお伺いいたします。

〇大場博文副議長 文化観光国際部長。

〇伊達良弘文化観光国際部長 観客数の目標に

つきましては、過去2大会において開催された
小倉城クリテリウムの実績をもとに、1万2,000
人と設定しておりますが、多くの方々に観戦し

ていただくためには、レースの認知度向上はも

とより、集客力のある関連イベントの構築が重

要であると考えております。

このため、佐世保市や関係団体等と連携し、

これまで専用ホームページやSNS等での情報
発信、機運醸成イベントの実施のほか、レース

前後でのイベント開催についての検討を重ねて

きたところでございます。

今後は、目標達成に向けまして、県内外での

各種イベントにおけるPR活動や市内でのシテ
ィドレッシング、各種広報媒体の活用によるさ

らなる認知度向上に加えまして、著名な方をお

呼びしてのトークショーの実施や物産販売ブー

スの設置など、魅力的な関連イベントの構築等

にも取り組んでまいります。

〇大場博文副議長 本多議員―3番。
〇３番（本多泰邦議員）大いに盛り上がってい

ただけることを期待しておりますし、応援して

おります。

以上をもちまして、一般質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇大場博文副議長 午前中の会議は、これにて

とどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１３分 休憩 ―

─ 午後 １時３０分 再開 ─

〇徳永達也議長 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）（拍手） 県民会議、

大村市選挙区選出の小林克敏でございます。

今回も、着座のままの質問をお許しいただき、

ありがとうございます。

思えば、ちょうど1年前の6月定例会から、知
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事の政治と金に関わる疑惑が高まり、県議会は、

様々な形で真相を究明してきましたが、納得感

のないのは、決して私一人ではないと確信しま

す。

今回、知事を取り巻く疑惑に対し、告発を行

っているかつての長崎地検の次席検事であられ

た、現在、弁護士として全国的にご活躍の郷原

先生は、県議会総務委員会の集中審査に参考人

としてご出席いただいた際、委員の質問に対し、

「私が今まで経験した政治資金規制法違反の中

でも、最も露骨かつ悪質な政治資金規正法違反

と言わざるを得ない」と答えられたことが、今

でも私の脳裏から離れることはありません。

それでは、質問通告に従い、順次、お尋ねを

いたします。

願わくば、知事におかれましては、これぞ、

県民皆様に対する説明責任と言われるような明

快な、わかりやすい答弁を期待したいと思いま

す。どうぞよろしくお願いをいたします。

1、大石けんご後援会への2,000万円の架空貸
付の疑惑について。

（1）令和4年大石けんご後援会収支報告書の
修正。

一般的に政治資金規制法上は、政治資金収支

報告書を提出した政治団体も、翌年度への繰越

金について、口座の残高証明書の提出が義務づ

けられていないことは、承知しております。

しかし、この大石けんご後援会については、

2,000万円の借入金の架空計上が問題となり、そ
れに関して、大石知事が、選挙運動費用収支報

告書への収入欄に、2,000万円の自己資金の記載
と、2,000万円の借入金が二重計上だったので、
借入金の記載を削除する訂正を行ったと説明さ

れ、借入金の架空計上か二重計上かを巡って、

この県議会でも、知事定例記者会見の場でも、

再三にわたって質問が行われてきたところであ

ります。

もし、二重計上だったのであれば、収支報告

書に借入金を記載したことは、ミスだったとい

うことになるわけですから、それを削除しても、

後援会への会計への影響はないはずですから、

翌年度の繰越額も口座の残高と一致しているは

ずです。

そういう意味では、その辺が一致しているこ

との確認は、知事が二重計上と県議会で答弁さ

れてきたことが正しかったことを証明すること

になるわけです。

口座の残高を示すことは、知事の責任として

当然のことだと考えております。いいですか、

口座の残高を示すことは、知事の責任として当

然のことと考えております。

したがって、口座の残高について、政治資金

規制法上、開示義務がないからということで、

前段の状況において、こういうことを知事とし

て答弁しないことは、許されるものではないと、

このことをあらかじめ確認したうえで、質問を

いたします。

知事、よろしゅうございますか。

修正された大石けんご後援会の令和4年政治
資金収支報告書の繰越金275万5,203円は、令和
4年末の大石けんご後援会の口座残高と現金残
高の合計と一致していますか、お尋ねします。

いいですか。もう一度言います。

修正された大石けんご後援会の令和4年政治
資金収支報告書の繰越金275万5,203円は、令和
4年末の大石けんご後援会の口座残高と現金残
高の合計と一致していますか、お尋ねいたしま

す。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 小林議員のご質問に
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お答えをさせていただきます。

令和4年12月末時点の預金口座の残高と、あ
と令和4年の収支報告書の繰越金額の差につい
てのご質問だと理解をしております。

特定の口座の残高につきましては、お示しを

するのは控えさせていただきたいと思いますけ

れども、訂正後の令和4年分の収支報告書にお
きます繰越金額につきましては、275万5,203円
ということで、これは実態に即したものである

というふうに考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）その残高証明を控え

たいと、なぜ控えなければならないんですかと

いうことが理解できないと、こういうふうに思

うわけですね。

私がまともに聞いているのは、政治資金規制

法上、開示義務がないからといって答えられな

いと、これだけみんなに迷惑をかけながら、許

されない、理解ができないと、こう言っている

わけです。

だから、令和4年末の後援会の預金通帳に幾
らありましたかと、こう聞いているわけだから、

それと現金の残高、これと一致して繰越金とな

るわけですから、間違いがありませんか、どう

なっていますかということを聞いていること、

それをあなたが答えられないということ、控え

ているということ、これ自体、おかしいではな

いか。令和4年末の大石けんご後援会の預金残
高は幾らでしたかと、何かおかしいことを聞い

てますか。繰越金というのを知ってますか、あ

なたは。

そういう意味からいって、令和4年の末に預
金の残高は幾らでしたかと。そして、現金残高

と合わせたのが繰越金、こういうことになるわ

けだから。

それをやっぱりまともな議会で答弁ができな

いなどという、控えたいということは、一体な

ぜか、そのことをおっしゃっていただきたい。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど申し上げたとおりでご

ざいますけれども、特定の（発言する者あり）

個別口座に関する残高につきましては、回答を

差し控えたいと思います。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）何回も同じことを質

問しますが、そうやって、こういう公の前で、

県民の皆様方がご覧いただいている。我々は県

民の代表として、この場をいただいております

けれども、これだけのいわゆる疑惑があなたに

あるわけですよ。これをやっぱり正しく解消し

なければいけないと、そのためには説明責任を

しっかり果たしていただかなければいけないと、

何度もこんなことは言ってきているわけだよ。

だから、誰が考えても、おかしいことを私が

言ってますか。令和4年の繰越しと、こう言っ
ているわけだから、繰越金というのは、一体ど

ういうものか、知事、知っているのか、あなた、

繰越金。もう一度。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 令和4年分の収支報告書に関
しまして、訂正前は二重計上になっていた2,000
万円と、あと寄附が漏れておりましたけれども、

記入が漏れていた約390万の部分、それについ
て訂正を行っておりますけれども、それを訂正

した後の繰越金額、これは令和4年末の会計の
残金で翌年に持ち越すものでございますけれど

も、その金額は275万5,203円ということでござ
います。
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ただ、その時の特定の個別の口座の残金につ

きましては、回答を控えたいと思います。それ

は実態に即したものであると考えております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）やっぱりなかなか歯

切れが悪いね。要するに、令和4年に訂正する
前、銀行の口座に幾らあったのかと、後援会だ

から、あなた個人の通帳の残は幾らあるかと聞

いているわけじゃないんだよ。公にある後援会

の、そういう表に出すわけだから、繰越金とい

うならば、当然、後援会の残高は幾らありまし

たか、現金の残高は幾らありましたかと、あな

た、わかってないね、繰越金というのを、もう

ちょっと経理に強いかと、会計に強いかと思っ

たら、あんまり大したことはないな。しかし、

そういうわけにはいかない。

今、言っているように、繰越金が幾らかとい

うと、残高の残と現金の残、これはちゃんとそ

ういうことで、いろいろと帳簿を見て一致して

ますかと、こう言っているから、そういう後援

会の残金は、12月の31日現在で幾らございまし
たかということは答えられないんですか、どう

してですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれども、

繰越金額に関しましては、訂正後、275万5,203
円ということでございます。（発言する者あり）

訂正前ですか。確認をさせてください。

訂正前に関しましては、1,885万3,259円とな
っております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 訂正前が1,800万以
上あったんだよ。こんな大金がやっぱり大石け

んご後援会には、やっぱり存在をしているわけ

だよ。

ついこの間も、1,000万円のパーティーをやっ
たとか、そんな大きな金額があるにもかかわら

ず、まだこれ以上お金を集めなければいけない

のかと、ちょっとやっぱり疑問を感じますけれ

どね。

実際において、そういう点からしてみても、

やっぱり後援会の令和4年12月末に幾ら残高が
ありましたかということについては、やっぱり

繰越金に大きな影響を与えるわけだから、問わ

れたら、ちゃんと答弁することが当たり前では

ないかと考えます。それが残念ながら出てこな

いことは、非常に不信感を覚えます。

次に、使途について。

選挙活動費として、長崎県医師信用組合と交

わした金銭消費貸借契約書について、3点、質
問しますから、知事、1点ずつお答えをいただ
きたいと思います。

①この契約書は、知事が書いた知事の字です

か、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 2,000万円を選挙の際に借り
入れた契約書に関しましては、私が契約はして

おりますけれども、今、お尋ねになられたもの

が、それに該当するかどうかに関しては、ちょ

っとこの場では、わかりかねます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 私は、今、そんなこ

とについて、そんな答弁が間違いなく返ってく

るなどというのは思ってもなかったから、私は、

もう資料を置いてきたけれども、あなたが医師

会の信用組合から2,000万円借りたことについ
て、あなたの字ですかと、こう聞いているわけ

だよ。あなたが借りたんでしょう、あなたの字

だよね。そういう契約書を結んだんじゃないで

すか。あれは、あなたの字ではないんですか、
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もう一度確認します。どうぞ。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 知事選挙の際に2,000万円を
借り入れた際、契約をしたのは私でございます

ので、その契約書には私のサインは入っており

ます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）ちょっと明快に答え

てください、わかっていることだから。みんな、

あなたの契約書は、委員会等で配られているか

ら、みんな持っているわけです。あれは間違い

なく、いろんな人に聞いたけれども、あなたが

書いた字です、あんまり上手じゃないけれども、

この契約書は、知事が書いた字なんですねと、

そこははっきり認めるんですか、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれど、

そのまかれているものがわかりませんけれども、

私自身は、2,000万、借り入れる際に自分で契約
をしておりますので、自分でサインをしており

ます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）自分で契約してます

というところまでだけれども、いわゆる契約書

に2,000万円と書かれて、住所を書かれて、「大
村市上諏訪」何々と書いて、「大石賢吾」と書

かれている、その字は、あなたが書いた、あな

たの字ですよねと、確認しているんです。そこ

はどうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれども、

契約書には、私は署名をしておりますので、私

が2,000万円を借り入れた時の契約書は、私がサ
インをしております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。

〇３４番（小林克敏議員）私が答弁を求めてい

る、これは、2,000万円はあなたの字ですよねと、
あなたが借用書として契約書を結ばれた、県の

医師会の信用組合から借りられた2,000万円、こ
れはあなたの字で契約を結ばれましたねと、こ

う聞いているわけだから、自分で書いたという

ことを今お認めになったと受け止めております。

②令和4年1月14日に借入れを行った時点で、
選挙資金として使うという認識でいたというこ

とでよろしいですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私が知事選挙の際に借り入れ

た2,000万円については、選挙に充てるという目
的で借入れをしております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） だから、そうやって

借り入れた時点で選挙資金として使うというこ

とで認識したということでよろしいんですね。

もう一回確認します。

選挙で使うという認識で借りたということで

よろしいんですね。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 選挙に使うという時に、どう

いった使われ方、どういった形で処理されるの

かとか、そういったとこまでわかっていません

でしたけれども、私が立候補して選挙に出ると

いう時に必要な資金として借り入れたという認

識でございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） ③2,000万円は実際
に選挙に使われたんですね、どうですか。今の

問題と関連をします。2,000万円は実際に選挙に
使われたんですね、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私が借り入れた2,000万円に
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ついては、経緯を話しますと、1月14日に後援
会の口座に入っておりますけれども、そこに入

った2,000万は、選挙運動費用収支報告書で報告
をさせていただいている、自己資金として使用

させていただいております。残った分に関しま

しては、それがちょっと記入が漏れておりまし

たけれども、今般、後援会の方に寄附として残

金はそのまま移しております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）要するに、③の2,000
万円は実際に選挙に使われたんですねと、残金

が390万ぐらいあったということは、後でわか
ったけれども、それはもう結局は選挙にその

2,000万円は使ったということでよろしいんで
すね。もう一度、確認をします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 その当時は、どう使われるか、

わかっておりませんで、選挙が終わった際、貸

付けにすることで問題ないということで、二重

計上になってはしまいましたけれども、訂正を

した現在の時点で申し上げると、選挙の、先ほ

ど申し上げたとおり、選挙運動費用収支報告書

に記載されているとおり、自己資金として活用

させていただいております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）ここで二重計上なん

かの話が出てくるとは、どうも不可思議です。

今、私が言っているのは、あなたが医師会か

ら2,000万円を借りられたと、それは選挙のため
に借りたんだと。だから、これを後援会に入れ

た、これを選挙に使ってもらったということは、

当たり前のことじゃないですか。それはそうい

うふうなことで、後々、これをはっきりしてい

かないと、やっぱりおかしくなっていくから確

認をしているんです。

選挙に使いましたよね、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれども、

その振り込んだ、借り入れた当時、どういう処

理をするかというところまでは、はっきりわか

っていませんでした、認識があったわけではな

いです。

ですけれども、そのことで、後々、二重計上

になって、どっちが、二つある中で正しいかと

いうことで整理をしました。で、後援会に貸し

付けた2,000万の方は誤りであって、今、おっし
ゃってくださったように、選挙で使った方が正

であるという整理をして、そちらに今訂正をし

てなっておりますので、選挙に使ったという整

理で間違いないと思います。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） だからね、今言うよ

うに、選挙のために借りたと、だから、それを

後援会に入れましたけれども、それについては

後援会から選挙事務所に寄附したという事例は

何にもない。そういうものは何もないんです。

入金の記録はないんです。あなたが医師会から

借りた2,000万円は、選挙のために使うというこ
とで当たり前に入れたんです。これは我々もそ

うですよ。これを選挙スタッフが、いろいろと

活動してくださって使うんです。だから、その

とおり選挙のために使ったということでいいん

じゃないかと思います。

④大石知事が県選管に提出された修正前の令

和4年大石けんご後援会政政治資金収支報告書
の繰越金を見ると、1,885万3,259円となってい
ます。この繰越金は、誰が、どのようにして確

認されたんですか。質問通告をしていますので、

明快に答弁していただきたいと。

なお、私は、いいですか、よく聞いてくださ
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い。

修正前のことを聞いていますので、いいです

か、修正後の内容は一切答えないように。修正

後の内容は一切答えないように注意していただ

きたいと思います。お答えください。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 修正前の令和4年の分の収支
報告書ですけれども、これは後援会、当時、会

計を担当してくださっていた事務員が、政治資

金規正法の会計基準にのっとって領収書などを

整理をして、それで作成をしております。

ですので、その当時は二重計上の前の話です

ので、二重計上の2,000万も含んでましたし、先
ほど話をした残金の約390万の部分、そこにつ
いては漏れていたという状況でございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）私が聞いているのは、

どうやって確認したかを聞いているわけです。

そこの点については、全然お答えにならんじゃ

ないですか。あなたがどうやって確認したのか

と、1,885万3,259円をどうやって確認をされま
したかと、当たり前の質問をいたしております。

いかがでございますか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私個人、私自身でございまし

たら、その当時は、これまでも申し上げてきて

反省をしているところですけれども、会計につ

いてスタッフに任せてしまっておりましたので、

十分な確認はできておりませんでした。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）田中愛国県議の同じ

質問においても、今みたいなことで、「自分は

わからなかった」と、このような答弁をされて

おりますが、本年3月13日の知事の緊急記者会
見における知事の発言を申し上げます。

「後援会総会の議事録を確認いたしますと、

令和5年11月8日の日に後援会の総会が行われ
て、そこには私も参加しておりました。私参加

のもとで開催をされて、会計責任者から収支の

報告がございまして、当日の参加者は約60名ほ
どいらっしゃいましたけれども、その皆様から

承認された旨、記録が残ってございました」と、

あなたは言っているわけです。

そこで、事前通告をしておりましたが、総会

では、翌年への繰越金は幾らと報告がありまし

たか、お願いをいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 これは確認をさせていただき

ましたけれども、当時の資料を確認しましたと

ころ、今、お話になった令和5年11月8日に開催
されました後援会の総会では、令和4年分の収
支決算報告がなされておりまして、翌年への繰

越金額は、訂正前の収支報告書に基づいて1,885
万3,259円と報告をされております。
〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）確認をいたしますが、

1,885万3,259円ですね。そういう状況で進んで
おりますが、この総会において、会計決算報告

資料は、参加者約60名に配布したのですか、配
布していないならばプロジェクター等で説明を

行ったんですか。事前通告しておりますので、

簡潔にご答弁をお願いします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 事務所に確認をさせていただ

きました。その時は、資料は配っておりません

で、プロジェクターで映されたということでご

ざいました。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 今、私が言っている

のは、そういう決算報告資料をどうやって配っ
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たのかということを聞いて、プロジェクターな

んかでやったんですかと、こういうことをお尋

ねをしているわけです。

時間がないから、もっとまともにですね、ほ

かのいわゆる後援会資料は全部紙で配ったと、

ただ、そういう決算報告書については、そこだ

けはプロジェクターでやったと、そんなことは

自分でわかっておるわけだから、あなた、もっ

と正直に言ったらどうですか。どうぞ。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 配布資料については、確認し

ましたけれども、後援会組織図と、その総会の

中で、私の後援会の名称を変更しております。

その名称を変更する際の資料、そして、あとは

会費に関して分類を新たに設けておりますので、

その3つの資料は、もしかしたらお配りをした
かもしれないということでしたけれども、この

決算報告に関しましては、スライドでお示しを

したということですので、お配りしたというこ

とではないと伺っております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） つまり総会資料は

配布したが、決算資料については、紙で配布を

しないで、別にプロジェクターで説明したとい

うことですか、もう一度確認します。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 収支決算については、スライ

ドでお示しをしていたというふうに伺っており

ます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） なぜ、総会資料に決

算資料を添付しなかったんですか。なぜ、総会

資料に決算資料を添付しないんですか。紙資料

で配布したくない何か特別の理由があったんで

すか、お答えください。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど申し上げた三つの資料

に関して、配ったかどうか、これについてもは

っきりはわからないという状況でございますけ

れども、スライドでお示しした特別な理由があ

るかどうか、それについても私の立場では、ち

ょっとわからないです。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） では、大石けんご後

援会総会における令和4年の繰越金は1,885万
3,259円ということで、これは県選管に届け出た
令和4年大石けんご後援会政治資金収支報告の
繰越金と同額です。

では、以下の3点をお尋ねいたしますので、1
点ずつお答えをいただきたいと思います。

①令和4年大石けんご後援会総会での決算報
告資料については、会計監査を行いましたか、

どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 この際、二人の監事による会

計監査が行われた旨、報告がされております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） ②会計監査は、どの

ようにして行いましたか、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 この会計監査につきまして、

監事の方に確認をさせていただきました。これ

については事前にお話を事務方からさせていた

だいて、その内容について監査を受けたという

ことでしたけれども、実態は、時間的な制約な

どがあって十分な監査ができていない状況で承

認をしてしまったということを聞いております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）今の知事の答弁を聞

いて、この大事な総会で繰越金等を承認しなけ
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ればいけないと、こういうことを、いわゆる会

計監査にやってもらわなければいけないと、こ

れはあらゆる団体でも、何の組織でも、当然、

会計監査はやるわけです。会計監査というのは、

総会の前とか、そういう別の日に会計監査の

方々に来ていただいて、通帳を見せたり、いろ

んなものを、必要なものを見せたりして確認を

していただいて、そして、ご了解をいただける

と、こういうことでないと総会に提案はできな

いわけです。

そういう点から考えていくと、時間がどうの

とか、そんなことを言うてですね、まともな会

計監査はできてなかったと、こんな長崎県知事

の後援会が、こういうていたらくでいいんです

か。

③監査で繰越金は確認しましたか、どうです

か。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰越金額というのは、収支報

告決算の中での繰越金額でよろしかったでしょ

うか。その中では実際に確認をして、それで問

題ないということで認めてしまったということ

でしたけれども、今おっしゃったとおり、その

ことについて、十分な状況になかったというこ

とについては、私自身も、議員ご指摘のとおり、

ちゃんとやれてないということは、本当に私の

管理不足はもちろんですけれども、後援会組織

全体として、それについては深く反省をすべき

だと思っております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 知事は、深く反省し

ている、深く反省していると、何回反省してい

るということを言えばいいのかと、そういう感

じがしますけどね。

ただ、常識的に、そういう総会に約60名の方

がお越しいただいていると、そこの中で会計監

査は当然やるわけです。

それで、恐らく私が過去において、いろいろ

知り得た情報で調べたところ、後援会の監査人

は、病院の先生が一人、それから行政書士みた

いな会計に強い方があと一人、二人の会計監査

人がいらっしゃったと思います。

そういう点から考えてみれば、知事の今の答

弁は、なかなか率直に言って当たらないわけで

す。非常にこの後援会が、いかばかりずさんで

あるかと、こういうことを言わざるを得ないと、

どうやって監査を行ったのかと、ただ時間がな

かったから適当にやったみたいな言い方をされ

て、そういう60名の方々は本当に気の毒だと思
うし、本県のリーダーである長崎県知事の後援

会が、そういうようなずさんなやり方をやって

いるということ、こういうようなことについて

は、反省をしている、反省をしていると言うが、

この辺が一番大事なところなんです。繰越金を

提案する、これを会計監査が、いろんなものを

調べたけれども、異常がなかったと、こういう

答弁をしなければならんのに、全然時間がなく

て、そういう事前の準備、事前のいわゆる会計

監査ができてないと、こういう状況の中で、何

かお手盛りみたいなやり方をされても、我々は

理解ができないと思うんです。

そういう点から考えて、次の意見を申し上げ

ますが、政治資金収支報告書も当然ですが、総

会での決算報告は、関係者に対して厳格に報告

することが求められています。わかりますか。

特に、帳簿を確実に整理されたうえで示される

繰越金は、必ず確認すべきものです。

繰越金は、具体的にどのようにして行ったの

か、あなたの答弁でわからないから、もう一度、

繰越金は具体的にどのように行ったのか、お答
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えをいただきたいと思います。これもちゃんと

事前通告をしています。いきなり、ここで言っ

ているわけじゃないので。どうぞ。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰越金額をどのように行った

かということでしたけれども、繰越金額を計算

したのは、先ほど申し上げたとおり、会計です

ね、政治資金規制法の会計基準にのっとって積

み上げをした、整理をしたものでございます。

その総会の中で、どのように説明をしたかと

いう手法に関しましては、（発言する者あり）

紙ではなく、スライドにお示しをして、ご説明

をしたということでございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） この知事はね、基本

から離れてね、なんか煙に巻いてしまうような

こと、何もそんなこと、聞いてないんだよ。

会計監査というのは、やっぱり総会とは別の

日に来てもらって、それで一番大事なこと、や

っぱり繰越金がどうなっているかということは、

何度も言うように、やっぱり後援会の12月末の
残高がどうなっているか、現金の残高がどうあ

るかと。これは会計監査ならば、必ず見なけれ

ばならないと、チェックしなければならないと

いうことだけれども、じゃ、あなたの後援会の

通帳を、この監査人たちは見てないということ

になるわけですか、そこはどうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 会計監査の方法でございます

けれども、これについては確認をしたところ、

元職員の、事務職員が監査人のところへ出向い

て説明をしたということでしたけれども、今、

残高を見たのかということも、ご質問の中にあ

ったと思います。これについてもお二人に対し

て、私から直接確認をさせていただきました。

お二人から言われたのは、「見た記憶は、は

っきりとはない」ということでございまして、

ただ、二人がおっしゃっていたのは、同一の口

座で、複数の会計が入り交じっていたので複雑

であったということで、よくわからなかった」

と、そういったこともありましたし、先ほど申

し上げたとおり、時間的な制約が非常にあった

ということで、そこは十分じゃないまま、監査

承認、認めてしまったということは、おっしゃ

っておりました。

これにつきまして、組織として、私の管理不

足としても非常に反省をすべきことだと思って

おります。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）こういう答弁ばっか

り繰り返しているんだよ。それで私の管理不足

とか、そして申し訳なかったと、こう言ってい

るんだけれど、基本的に嘘を言っていると思う。

会計監査というのは、何度も言っているよう

に、当期の残高の通帳、通帳に残高が幾ら入っ

ているか、現金の残高が幾らあるかということ

は、これは当然求められるし、求められなくて

も、これははっきり会計監査をしていただかな

ければいけないことなんです。それを時間がど

うとか、制約がどうとか、その通帳を見たかど

うかわからん、記憶にないと言っているとか、

そんなような話で煙に巻いてしまうから、もと

もと話がおかしいわけよ。

そして、何か指摘されれば、何度も言うよう

に、申し訳ない、申し訳ないと頭を下げるだけ

のことなんだけれども、やっぱり何よりも自身

が総会に出ているわけです。

それじゃ、今のようなことから、じゃ、この

際、あなたと会計検査をやってみようじゃあり

ませんか。令和4年末の大石けんご後援会会計
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収支について、通帳口座と現金の残高について、

それぞれお答えください。事前通告をいたして

おります。どうぞ。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど、多分一番はじめの方

にお答えをさせていただきましたけれども、口

座、特定の個別の口座の残金については、そこ

は回答を差し控えたいと思いますけれども、令

和4年末の訂正後の残高につきましては、275万
5,203円でございます。
〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）この程度の発言はね、

やっぱり我が県のリーダーがやっていることは、

情けないと思うんです。なんでもっと明確にき

ちんと言うことができないのかと、1,885万
3,259円、これが令和4年末の大石けんご後援会
の通帳残高と現金残高の合計と、これは同一で

すか。どうぞ、お答えください。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 今、お話しいただいた訂正前

の繰越金額の1,885万3,229円でございますが、
これも繰り返しになりますが、二重計上となっ

ておりました2,000万円と、また、選挙運動費用
収支報告書の剰余金、約390万円ありますけれ
ども、これが抜けていたということ、これが二

つが前提となっているものでございますので、

訂正後の275万5,203円、これが正確な数字でご
ざいます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 私は、訂正前の話を

やろうと言っているわけです。だから、1,885
万3,259円と、これがやっぱり訂正前の金額、こ
れを総会のいわゆる承認をいたただいているわ

けですね。

そういうふうなことからしてみて、どうも言

うことがおかしいと、2,000万円の架空貸付の疑
惑により、これだけ県民及び県議会に迷惑をか

けているにもかかわらず、そして、今、事前通

告をしているにもかかわらず、自分の後援会の

繰越金がどうやって確認されたのかすらわから

ないということでいいんですか。8,000億円規模
の長崎県の年会計の責任を持つ一県の知事のあ

るまじき発言があった後にもかかわらず、法律

を盾に回答しないという信じられない答弁です

ね。

知事、これはもはや、あなたは説明責任を果

たす意思が全くないとしか言えない。むしろ答

えたら、知事自身が窮地に追い込まれると、む

しろ答えられないのは、答えてしまったら、知

事自身が窮地に追い込まれるので答えることが

できないのではないかと、こう思いますが、ど

うですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私にお答えできることは、真

摯に、丁寧に、できる限り答弁をさせていただ

きたいと、そう思っております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）そういうような言い

方をしてますがね、1,885万3,259円は、令和4
年末の大石けんご後援会の通帳残高と現金残高

の合計と同一ですか、お尋ねをします。どうで

すか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 先ほど来、申し上げておりま

すけれども、訂正前の数字は、二重計上であっ

たり、寄附の記入漏れがございますので、それ

については誤りの数字でございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） この知事は、二重計

上、二重計上と、ずっと一貫して二重計上と言
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っているけれども、何でここで二重計上が出て

くるのかと、だから、ここんにきに問題がある

と思うんです。

もう、いつも言っているように、繰越金とい

うのは、知事、頭の中によく入れとってくださ

い。該当期間末日の通帳残高と現金残高の合計

ですね、わかりますか。それに合わない繰越金

が多いとなれば、何かが加算されているのでは

ないかと思われます。

実際に令和4年の後援会政治資金収支報告で
は、貸付金2,000万円を消してますね。だから、
その分、繰越金が多いのではないか、どうです

か。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返し述べていますけれど

も、おっしゃるとおりで、二重計上となってい

た2,000万円が削除前のものでございますし、そ
れに加えて寄附ですね、選挙運動費用収支報告

書にある剰余金に関しまして、寄附の記入が漏

れておりましたので、その二つに関しましては、

正確になっていないという状況だとそう認識し

ております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 知事、あなたは疑惑

だらけで疑われているわけだよ。だから、説明

責任の機会を、私は、他の質問もいろいろある

中において、私に与えられた1時間、全部、あ
なたの疑惑を晴らそうと思って聞いているんだ

けれども、全然そんな気はありませんね。そう

いうようなことから、全然ですね、そういう状

況でございますから、何にも話が前進をしない

わけであります。だから、知事は、わかってい

ても言えないのではないかと。

したがって、また別の角度から質問しますが、

後援会の令和4年収支報告書は、令和6年8月2日

に修正され、新たな収入として大石賢吾、つま

り知事から寄附金として令和4年2月21日、390
万1,944円が出てきました。これは、令和4年、
知事選挙の残高とのことですが、本当ですか、

お尋ねをいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 今、ご指摘になられた約390
万円の部分ですけれども、これは2,000万円とし
て自己資金を入れたものから、選挙運動収支報

告書の中に記載のとおりの費用を差し引いて、

あと、法定の補助が出ますけれども、そこの剰

余金についてが、ずっと後援会口座に残ってお

りましたので、それを寄附として処理するのが

漏れていたものを記載したものでございます。

ですので、それが正しいと思います。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 当初から、この390
万1,944円に気づかないのがおかしいけれども、
気づいていたら、令和4年大石けんご後援会の
政治資金収支報告書の繰越金は、当初の繰越金

1,885万3,259円に390万1,944円をプラスした
2,275万5,203円となりますが、この390万1,944
円は、一括口座に入っていて、後援会が引き継

いだので、そうならなければ成り立たないと思

いますが、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 選挙の自己資金の剰余金につ

きましては、議員おっしゃるとおり、すぐに処

理をされるべきでございましたので、もちろん、

2,000万の二重計上はありますが、記入が遅れた
といったことは、ご指摘のとおりだと思います。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） しかし、こういうこ

とを会計監査が専門的な人にもかかわらず、気

づかないことがあり得ますか。そうなると、こ
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の繰越金の差は、さらに大きくなりますね。知

事、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 2,000万円の二重計上の部分
があるので、必ずしも、そこの一個の部分だけ

を反映するものではないと思いますけれども、

それは約390万円が抜けていたといったご指摘
は、もう本当ごもっともでございますし、それ

に気づくのが遅れてしまったといったことは、

本当に反省をすべきところだと思います。

〇徳永達也議長 小林議員、よろしいでしょう

か。時間があと12分しかありません。
〇３４番（小林克敏議員）ほかのこともありま

すが、大事なところですから、お許しをいただ

きたいと思います。

〇徳永達也議長 一応お知らせをしておきます。

小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） そうすると、令和5
年大石けんご後援会政治資金収支報告書を令和

6年4月以降に提出されています。その時も
1,885万3,259円の繰越金を引き継いだうえで、
最初の提出をしたのですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 R5年分に関しましては、訂正
の際に、そこに反映をさせておりますので、公

開になった分では、訂正後のものになっており

ます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）さっきも私は思って、

言おう、言おうと思ったんですけれども、もう

この場で二重計上というものはないということ

が明確になっているわけだから、こういう公式

の、公の場で、ありもしない二重計上という言

葉を使っていただくことはないと。

あなたは、記者会見の中で、「二重計上はな

かった」と、取り巻く弁護士の皆さん方から、

その有効性はないと、そういう指摘をされたわ

けだから、2,000万円の自己資金を正とすると、
こういうことでおっしゃっているわけだから、

そういう点から考えていけば、二重計上などと

いう話はないわけですから、そこは、こういう

公式の場で二重計上とか言うのは、私は、やめ

てもらいたいと思うけれど、どうですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 後援会に貸し付けた2,000万
円と、選挙の際に自己資金として入れた2,000
万円、この二つがあったのは二重計上でござい

ますので、そこを判断する時に、選挙で使った

方を正として、後援会の方を誤りとして削除し

たと、それは二重計上があったことでのことで

すので、それは事実として述べさせていただき

ます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 知事ね、今まではそ

ういう答弁で、率直に言って、あなたは逃げて

きたんだよ、煙に巻いてきたんですよ。一体、

あなたは医師会から2,000万円借りた、その後援
会に、これを貸し付けるということで、そうい

うようなことをやったということは、どこにも

記載がないじゃないですか。どこを探しても、

あなたが後援会に貸し付けたと、それを後援会

に入れた、その後援会が、いわゆる選挙に寄附

したというようなところは、何一つないではな

いですか。そこはどう思うんですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私が借り入れた2,000万円を
選挙の自己資金として計上して、それを使用し

たことは、もう事実です。

ですけれども、それを貸付けという処理をす

るということは、問題ないということで、貸付
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けにしたことも、その時は適切だという認識で

させていただいておりました。それは同一の

2,000万円です。ですけれども、それが事実と異
なっていたので、今回、訂正をさせていただい

た次第でございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）非常に大事なことで

す。大石知事への2,000万円は、後援会に入れて、
後援会から選挙事務所に寄附したと、こういう

記載は一切ないわけです。だから、あくまでも

自己資金なんです、貸付けではないんです。だ

から、二重計上にはならないと。

このことだけははっきり言って、そういう状

況からしても、県民の皆様が納得できるように

説明しなければ、虚偽記載、つまり架空貸付け

であるという疑惑をあなたは晴らすことはでき

ないのではありませんか。どのようにして、そ

の疑惑を晴らすというお考えをお持ちですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 この2,000万円の二重計上の
経緯については、これまでも繰り返し説明させ

ていただいてきておりますし、そこの主張がな

かなかご理解がいただけないというところに至

っておりますので、私としては、もちろん、問

われれば丁寧にまた説明していきますけれども、

なかなか主張が交わらないということで、司法

の判断に委ねる段階にはあるというふうに考え

ております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）もう何度も言ってい

るけれども、大石賢吾から、当時の、そうやっ

て後援会に医師会から借りて2,000万円を入れ
た。しかし、これを選挙事務所に貸し付けたと

いう記載は一切ないわけです。貸し付けという

記載は、一切ないわけです。

そういう点を、何かごっちゃにして、2,000
万円が、あたかも二つあったかのように、一つ

しかないわけですよ。

ちょっとお尋ねしますがね、知事、2,000万円
が二つあるように見せかけているけれども、

2,000万円というお金は一つしかなかったんで
しょう。あなたは、2,000万円のお金を持ってな
かったんでしょう、どうですか。これははっき

り言います。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 繰り返しになりますけれども、

選挙運動費用収支報告書に自己資金として記載

している2,000万円と、二重計上で訂正しました
けれども、後援会の貸付けとして2,000万円計上
していたもの、これについては同じものでござ

います。ですので、それについては一つが正解

であって、それに合わせる形で、実態に即した

形で訂正を行わせていただいております。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）時間がないから急ぎ

ますが、今、大事なところです。二つ、なかっ

たんですよ。最初に二つあるかのような、そう

いう発言等が大変な誤解を招いているわけです。

2,000万というのは一つしかないと。
そういうようなことで、やっぱり今の答弁の

ように、もっと真摯に、やっぱり不信を抱かれ

ることがないように、しっかりやってもらいた

いと思っているわけです。

そうしたらね、いいですか、とても大事なこ

とを言います。今、あなたは、令和4年末の、
いわゆる自分の通帳の残高が幾らだったのかと

いうことについては、これを発言を控えたいと、

こう言っておりますが、実は、元監査人と思わ

れる方が、SNSのXにおいて、令和4年の知事の
後援会通帳の期末残高を、なんと、公開してま
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すよ、知ってますか。その残高の金額は幾らか

と、1,880万かと思ったら、なんと268万7,298
円、なんと268万7,298円となっています。驚い
てます。

ちなみに、令和4年の後援会の政治資金収支
報告書の当初の繰越金は1,885万3,259円で出
しているわけですよ。それが今言うごと、268
万7,298円と、1,600万以上の、そういう差があ
ると、これは知事、一体どういうことですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 1,885万円の繰越し、訂正前の
ものでございますけれども、それは繰り返し述

べておりますけれども、2,000万円だったり、約
390万円の、それが抜けておりますので、誤り
でございます。

正確なものは、すみません、調べる時間があ

りません、二百七十数万円のものが、訂正後の

ものが正確でございます。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員） 268万7,298円、こ
れが後援会の残高、こういうことで明らかにな

っているわけであります。残高証明書も明らか

にされているようであります。この辺のところ

は記者会見などを開いて、やっぱりこの点につ

いては明らかにしなければいけないと、ぜひ記

者の皆様方にお願いをいたしますが、緊急記者

会見を開いて、この辺のところを明らかにして

いただきますようにお願いをしたいと思います。

次に、もう時間がないから申しわけないが、

いろいろ端折って、全国最多額となった大石知

事の個人献金者の住所表記問題について、お尋

ねします。

令和7年、先月の、5月5日の長崎新聞の一面
に驚くような記事が大きく掲載されました。「知

事20人献金ずさんな記載 個人名義も企業所

在地 大石氏78件681万円 金額は最多 再訂

正の可能性」、こういうような記事が大きく載

っていることは、ご存じだと思います。

当然、私は、大石知事が訂正するものと思っ

ていましたが、5月26日の定例記者会見で、知
事は、「記載する住所に法的な定義はない」と

指摘し、「訂正の必要はない」との認識を示し

ていらっしゃいます。

78件という、こういう皆さん方が、個人の住
所じゃなくして、自分の企業の住所を書いてい

ると、これは間違いなく企業献金ではないかと、

こういう疑いを持たれるというくらいなことは、

わかるはずだと思うんです。

そういうものについて、例えば、よその知事

あたりは、やっぱり企業献金と思われたら大変

なことになると、そこはきちんと訂正、精査す

ると、こうなっておりますけれども、あなたは、

そんなことについては全く訂正する必要がない

と。

これだけ長崎県知事を取り巻く政治と金の疑

惑の数々を考えれば、それこそ、しっかり訂正

することが、県民の皆様方に対する政治という

ものではないのですか。県議会や記者会見等で

は、架空貸付等々の問題には、口を開けば、「申

し訳ない、私の不行き届きです、反省していま

す、二度とこんなことがないように」と、おわ

びを連発しているんですが、どこまで心底反省

しているか、疑わざるを得ない。

知事、このことについてはいかがですか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 私自身が企業献金だとか団体

からの寄附をいただくといったことは、そうい

う疑いを持たれるということは、やはりできる

限りなくすべきだと思っております。

ですので、そういった個人の住所であるのが、
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もちろん疑いを持たれない形ということで、望

ましいのは、そう思いますけれども、ただ、議

員もおっしゃるとおり、住所に対して定義がな

い中で、そこに対して、もちろん任意で応じて

いただいたりとか、こういった報道があったり

とかして訂正をしたいということになれば、そ

れは応じていきたいと思いますけれども、今後

は、我々として、しっかりと個人献金というこ

とをはっきりとさせる形で疑いを持たれないよ

うな形をしっかり取り組んでいきたいと思いま

す。

〇徳永達也議長 小林議員─34番。
〇３４番（小林克敏議員）時間がありませんか

らね。口だけじゃなくして、個人献金と疑いを

持たれないように、これだけのやっぱりあなた

には疑惑がある中で、真っ先になって訂正をし

なければいかんと、そういう政治姿勢をあなた

は持っていただかなければいかんけれども、そ

ういうようなことがないということが、とても

私は残念に思います。

こういう問題が明らかになったことによって、

あなたの人柄が県民の皆さん方にどう映るか、

よく考えてもらいたいと私は思います。

残念ながら、以上で、終わります。

〇徳永達也議長 これより、しばらく休憩いた

します。

会議は、2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３４分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

〇徳永達也議長 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、対馬市選挙区選出の畑島晃貴でござい

ます。

今年4月6日、対馬病院を出発し、壱岐沖に不
時着した医療搬送用ヘリコプターの事故に際し、

お亡くなりになった3名の方々に心からお悔や
み申し上げます。

長年、民間病院でありながら、対馬、壱岐の

医療に多大な貢献をいただいております福岡和

白病院に感謝申し上げるとともに、日頃から離

島医療に携わる全ての方々に敬意を表し、まず

はこちらの質問をさせていただきます。

1、離島の救急医療体制について。
先般生じた事故は、対馬をはじめ、離島に住

む人々に大きな衝撃と不安を与えました。

離島を多く抱える本県においては、多くの

方々のご協力により、ヘリを活用した島外への

救急搬送体制を整備いただいており、それによ

り島民の安全・安心な暮らしが守られておりま

す。今後もこの体制を維持していくためには、

島民、そして離島医療に従事する方々の不安を

払拭することが何より重要です。

そこでまず、4月6日に発生した民間医療搬送
用ヘリコプターの不時着事故の調査状況と当該

事故を受けた本県のドクターヘリの安全確認等

の対応状況について、お伺いいたします。

以降の質問は、対面演壇席から行わさせてい

ただきます。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 今般発生いたしまし

た民間医療搬送用ヘリコプターの事故につきま

しては、国の運輸安全委員会の調査で、後部回

転翼を制御する部位が破断していたことが判明

し、その原因等については、引き続き、詳細な

調査が行われているところでございます。

本県のドクターヘリは、事故機と同系列の型

式でありますことから、事故翌日から運航を休
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止し、運航業者における自主的な機体の点検や

国土交通省航空局の指示に基づき、事故機で破

断しておりました部位などの詳細な検査を行い、

安全性を確認いたしましたことから、5月30日
に運航を開始いたしております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）今なお事故原因の調査

等は続いているかと思いますが、二度と同様の

事故を起こさないよう、引き続き、万全の運航

体制を図っていただきたいと思っております。

ただいまの説明の中では、本県のドクターヘ

リについて、状況確認をさせていただきました

が、1機しかないドクターヘリだけで全県域を
カバーするには限界があり、そのほかにも、防

災ヘリの活用や自衛隊、海上保安庁等と連携し

て体制を構築されていることと承知しておりま

す。

これらも含めた本県における離島の島外への

救急搬送の体制及びその実績がどうなっている

のか、改めて県民にわかりやすくご説明くださ

い。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 離島からの救急搬送

につきましては、医師の判断のもと、より早く

対応が可能で、高度な医療機器を常備しており

ますドクターヘリにより優先的に対応しており

ますが、ドクターヘリにより搬送できない場合

は防災ヘリで搬送し、防災ヘリでも対応できな

い場合は自衛隊や海上保安庁に災害派遣要請な

どを行っているところでございます。

なお、令和6年度の搬送実績は、ドクターヘ
リが133件、防災ヘリが24件、自衛隊及び海上
保安庁が41件となっております。
〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）ただいまの説明により、

ドクターヘリをメインとしつつも、それぞれの

役割の中で、関係各所と協力し、二の矢、三の

矢と、不測の事態に対応できる体制を講じてい

ただいていることが理解できました。

一方で、自衛隊、海上保安庁のヘリ出動には、

ドクターヘリよりも時間を要するといった不安

の声を島民から聞くことがあります。先ほどの

説明により、ドクターヘリ、防災ヘリ、自衛隊

等と段階的に要請を行うため、結果として時間

を要することは理解しましたが、この時間短縮

のためには、自衛隊、海上保安庁への災害派遣

要請等を行う手続きをより円滑に行うことが必

要と考えますが、どのような取組を行っていま

すでしょうか。

〇徳永達也議長 危機管理部長。

〇今冨洋祐危機管理部長 県では、離島からの

急患搬送にかかる手続きを迅速かつ確実に行う

ため、関係機関とともに要請の手順や様式等を

定めたマニュアルを作成し、引継ぎの徹底や研

修の実施など、適正な運用に努めております。

マニュアルにつきましては、より円滑に対応

できるように、過去の対応で内容確認に時間を

要した要請書の項目に、具体的な記載例や留意

事項を追加修正するなど、毎年、関係機関と意

見交換しながら見直しを行っております。

引き続き、関係機関と連携しながら、出動ま

での時間短縮に取り組んでまいります。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）私が申し上げるまでも

なく、救急医療は一分一秒を争うものです。事

務的な手続きが妨げとなって、救える命が救え

ないこととならないよう、引き続き、関係各所

と連携しながら、可能な限りの対応をよろしく

お願いしたいと思っております。

また、この場をお借りして、日頃からご協力
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いただいております自衛隊、海上保安庁等の皆

様には感謝申し上げます。ありがとうございま

す。

さて、今回の事故は、福岡に所在する福岡和

白病院が独自に運航するヘリにおいて生じたも

のでございますが、日頃から、対馬、壱岐の方々

は、物理的な距離、アクセスの利便性もあり、

福岡や佐賀といった近隣地域の医療機関にお世

話になっております。

先ほども申し上げたとおり、救急医療は一分

一秒を争うものであり、県境などの行政区分、

地図上の線引きがその妨げとなってはいけませ

ん。離島に限らず、近隣地域と連携した体制構

築を図ることは、県民の安全・安心な暮らしを

守るうえで必要不可欠です。

そこで、特に、隣県である佐賀県との連携状

況、そして、その他近隣地域の医療機関への搬

送状況はどうなっているのか、お尋ねいたしま

す。

〇徳永達也議長 福祉保健部長。

〇新田惇一福祉保健部長 本県におきましては、

平成30年3月に、佐賀県とドクターヘリの相互
応援にかかる協定を締結しており、令和6年度
においては、本土地区における114件の患者搬
送を佐賀県にご対応いただいているところでご

ざいます。

また、ドクターヘリによる患者の搬送先は、

医師が患者の容態及び患者または家族の希望を

考慮し、県内に限らず、県外の医療機関も踏ま

えて決定をしておりまして、令和6年度におけ
る他県の医療機関への搬送実績は、福岡県が32
件、佐賀県が17件、熊本県が3件の計52件とな
っております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）本県のドクターヘリで

も近隣県の医療機関への搬送が可能ということ

で、安心しております。

また、佐賀や福岡のドクターヘリは、離島へ

の海上運航ができる装備を有していないと聞い

ておりますが、その中でも、可能な限りのご協

力をいただいており、感謝申し上げます。

本来であれば、行政区分にかかわらず、各種

の医療拠点を中心とした広域的な医療圏を構築

していくことが、我が国にとって必要なことか

と考えております。こうした問題は、長崎県に

かかわらず、全国どこでも生じることであり、

国レベルでの議論が必要となります。

そうした問題提起も含めて、引き続き、県単

独でもできる対応、官民問わず近隣地域との連

携強化に努めていただきますよう、よろしくお

願いいたします。

さて、これまでは離島における島外への救急

搬送を中心として議論してきましたが、これは

あくまで真に必要に迫られた特殊なケースだと

認識しています。本来であれば、やはりまずは

日常的な島内における救急医療体制を万全なも

のとすることが重要です。離島への移住を考え

る方々にとっても、医療環境は大きな関心事項

であり、やはり本土と比べると救急搬送に時間

を要してしまう、十分な対応ができないのでは

ないかと、不安を感じる人も少なくないかと思

います。

そこで、お伺いいたします。

本土と比べた場合の県内離島における島内の

病院への救急搬送にかかる状況はどのようにな

っているでしょうか。

〇徳永達也議長 危機管理部長。

〇今冨洋祐危機管理部長 令和5年の各消防本
部における病院への救急搬送にかかる所要時間

は、全国平均が45.6分、県内本土地区が44.7分
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に対し、県内離島地区は37.6分とむしろ短く、
最も長い対馬市でも45.1分と、本土地区と変わ
らないことから、離島は、本土に比べ救急搬送

に時間を要しているという状況ではないと考え

ております。

県内の各消防本部では、日頃から、救急隊員

の訓練や機器の点検整備等を行うなど、より迅

速かつ安全に搬送できるように取り組んでいる

とお聞きしております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）それぞれ個別の地理的

な要因はあるものの、離島だからという括りで

はハンディキャップが生じていないということ

で理解いたしました。

消防の皆様には、与えられた条件下の中で最

大限のパフォーマンスが発揮できるよう、日頃

からの訓練、準備に努めていただいております

こと、感謝申し上げます。

一方で、この問題に関しては、消防の取組だ

けには限界があります。やはり各種医療機関の

機能、役割、配置等の問題、そして、そこに至

るまでの交通インフラなど、多岐にわたる問題

です。福祉保健部や土木部など、ほかの部局に

おいても、この観点を加味しながら、それぞれ

の政策推進に引き続き努めていただきますよう、

お願い申し上げす。

さて、ここまでは事故を発端として、離島の

救急医療体制について議論させていただきまし

たが、本質的には、救急に至る前の日常的な医

療体制こそが重要です。日頃からの診療による

早期発見、計画的な治療、あるいは医療的指導

に基づく生活習慣の改善等を図りながら、やむ

を得ない緊急時のために、島外を含めた救急搬

送の体制を構築しておく、当然、離島という物

理的な制限が生じることは否めませんが、かと

いって、離島だからという理由で医療環境に対

する不安を生じさせない。それができなければ、

人はしまでの暮らしを選びません。

こうした離島の医療的なハンディキャップを

生じさせないための今後の県の取組方針を知事

にお伺いいたします。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 議員ご指摘のとおり、居住地

によらない医療提供体制、しっかり安心できる

ような、そんな環境をつくっていくことは非常

に重要だと、まず思っております。

ただ、離島においては、医療資源が大変限ら

れているということ、そして高齢化が進んだり、

また人口減少といったことで、医療需要の変化

にも適切に対応していく必要がございます。こ

のため、効率的かつ効果的な医療提供体制を離

島においてもしっかり構築していくことが重要

となります。

特に、救急医療につきましては、救命率の向

上を図るために、より多くの救急患者を高度な

治療を行う医療機関に対しまして迅速に搬送で

きるように、ドクターヘリ2機目を導入するこ
ととしております。本年秋頃の運用開始に向け

て、今、準備を進めているところでございます。

また、医療分野におけるICTの活用につきま
しては、離島・へき地の医療提供体制を確保す

るうえで非常に重要な手段の一つとなると考え

ております。オンライン診療の普及、拡大であ

ったり、今、五島地区で取り組んでおりますけ

れども、ドローンによる医薬品配送の日常的な

活用に向けた取組といったこと、これらをさら

に進めてまいりたいと考えております。

県といたしましては、引き続き、ドクターヘ

リの安全運航に万全を期すとともに、引き続き、

市町や関係機関と連携をしまして医療提供体制
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の充実を図って、離島の住民の皆様の安全・安

心の確保にもしっかりと取り組んでいきたいと

思っております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員） 離島出身、医師資格を

有する大石賢吾知事だからこその知見、専門性

をいかんなく発揮していただき、全国に、そし

て世界に誇れる離島医療の体制構築を期待して

おります。よろしくお願いいたします。

さて、以降の質問では、最近の多岐にわたる

社会課題の中でも、その根本的な要因である燃

油高騰、そして人手不足について、本質的な議

論をさせていただきたいと思っております。

2、燃油高騰対策について。
改めて私が申し上げるまでもなく、最近の燃

油高騰を発端として、様々な産業が影響を受け、

そのしわ寄せが県民生活にまで及んでおります。

その対応を議論するに当たり、いま一度、前

提の部分から確認させていただきたいと思いま

すが、そもそも全国的に生じている昨今の燃油

高騰の状況とその要因について、ご教示くださ

い。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 全国の燃油価格

につきましては、令和2年以降上昇しており、
その要因は、国のエネルギーに関する年次報告

によりますと、OPECプラスによる協調減産政
策の維持、新型コロナ禍から世界経済が徐々に

回復したこと、さらにロシアによるウクライナ

侵略及び円安の影響などとされております。

具体的に、ガソリン価格の全国平均につきま

しては、資源エネルギー庁の調査によりますと、

令和2年5月に1リットル当たり124.8円であっ
たものが、その後、上昇基調となり、令和7年4
月14日時点では、過去最高の186.5円となって

おります。国が5月22日から「燃料油価格定額
引下げ措置」を講じた後の直近調査、6月16日
時点では、171.2円となっております。
〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）今ご説明いただきまし

たように、燃油価格については、為替や国際情

勢等、様々な影響を受けています。そもそも石

油資源を国外に依存している我が国においては、

燃油価格を自らが主導的にコントロールするの

は、ほぼ不可能とも言えます。

そんな中、国をはじめとして、本県において

も、この燃油高騰に対して、価格上昇分に対す

る補塡など、各分野ごと、個別の支援が講じら

れていることと思います。

それそのものは、現時点においては、必要か

つ効果的な支援ではありますが、どの水準で価

格が落ち着くか見通せない、もしかすると価格

が下落することなく、高騰する現在の価格水準

が当たり前のものとなってしまうかもしれない

中で、いつまでもこうした逐次的な価格補塡策

を続けるには限界があります。抜本的な対応を

講じる必要性を私は強く感じております。

先ほど申し上げたとおり、燃油価格は、国レ

ベルでもコントロールしにくいものであり、県

としてのできることも限られているといったこ

とは否めません。

一方で、特に、県民生活への影響が最も大き

いガソリン価格については、長崎県は、全国的

にも高いと指摘する声も耳にしております。

ほかの都道府県と価格を比較した時の差は、

国外の要因を受けるものではなく、あくまで地

域的な事情によるものであり、その部分につい

ての対応は、県として取り組むべきものではな

いかと考えています。

そこで、長崎県におけるガソリン価格の状況
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及び長崎県固有の地域的課題について、ご教示

ください。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 ガソリン価格の

現状につきましては、国の調査によりますと、

直近の6月16日現在の本県平均は181.9円とな
っており、全国平均171.2円と比べ、10.7円高い
状況にございます。

本県は、離島が多く、ガソリン価格について

は、流通コストがかさむ離島の価格が高いこと

や1店舗当たりの販売量が少なく、人件費等の
コストが割高になることなどから、全国と比べ

高くなっていると考えられます。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）ただいまご説明いただ

いたとおり、様々な要因が複雑に絡み合ってい

る状況と推察いたしますが、本県独自の課題と

して考えられるものを放置しているままでは、

いつまでも選ばれる長崎県を実現することはで

きません。

特に、県民目線に立った時も、離島・半島を

多く抱える本県においては、鉄道、バスといっ

た公共交通機関よりも、自家用車に頼らざるを

得ない状況があり、ガソリン代の負担は大きい

ものとなっております。

そんな中、ほかの産業への波及効果を見据え

ても、川下の消費者ではなく、川上のガソリン

事業者に対する根本的な支援を講じる必要があ

るのではないかと考えております。

先ほどの部長からの答弁にもありましたとお

り、本県のガソリン事業者、販売量の規模が小

さいといったところ、また、あるいは競争性に

乏しいといった要因も考えられます。

本来、民間の市場環境に任せて、一定の競争

性が働く中で、事業者の統合や経営効率化が図

られていくべきものかもしれませんが、そうし

たこれまで前提とした市場環境が崩れているの

が今の状況です。そして、なおも、この市場性

に期待するだけであれば、当然、東京や福岡と

比べて市場環境に劣る長崎県は、衰退していく

一方かと思います。

そこで、先ほど提案したとおり、川下の消費

者だけではなく、川上のガソリン事業者に対す

る支援を行うなど、抜本的な対応が必要かと思

いますが、県としてのお考えはいかがでしょう

か。

〇徳永達也議長 県民生活環境部長。

〇大安哲也県民生活環境部長 今般の燃油価格

の高騰につきましては、国際情勢や円安等が要

因でありまして、国における対応が求められる

ところでございます。

国においては、この間、燃料価格支援策を講

じる一方で、ガソリン事業者に対しては、従前

から、燃料貯蔵タンクの集約化や事業の多角化

など、経営力強化の支援が行われております。

燃油価格高騰に対する抜本的な措置は、国に

おいて対応していただく必要があると考えてお

りまして、県は、離島における本土との価格差

是正の抜本的な措置を要望しているところでご

ざいます。

ガソリン事業者に対する県の対応としまして

は、業界団体と意見交換を行い、地域の現状を

国の方にしっかり伝えてまいります。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員） まずは、ご答弁いただ

いたとおり、事業者とのコミュニケーションを

しっかり取っていただき、県としてやれること

を考えていただきたいというふうに思います。

ガソリン事業者に対する国の支援策、それ以

外にも、例えば、複数事業者が現在個別に管理
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している貯蔵タンクを共同利用化を後押しして

あげたりとか、あるいは小規模事業者の事業承

継・統合を後押ししていくなど、考えられるこ

とはあるかと思いますし、県としてやれること

もあるというふうに私は考えております。これ

までの枠にとらわれず、思考の範囲をしっかり

広げて、ご検討いただくことをよろしくお願い

いたします。

最後に、もう一段、視座を高くして、この燃

油高騰の問題を捉え、提案と質問をさせていた

だきたいと思います。

先ほどから申し上げているとおり、国レベル

でもコントロールできない燃油、特にガソリン

価格ですが、そもそも自国で調達できない石油

燃料に我が国のエネルギーを依存してしまって

いることが大きな問題です。

昨今、カーボンニュートラルという大きな旗

印のもと、再生可能エネルギーの導入が促進さ

れていますが、そもそも、炭素云々の前に、我

が国の安定的なエネルギー資源として、この再

生可能エネルギーは大きな価値があると私はと

らえております。

カーボンニュートラルと切り取ってしまうと、

県民に、二酸化炭素排出抑制のコストを、我慢

を強いてしまうような印象を受けるこの脱炭素

政策でございますが、本来であれば、県民生活

の利便性の向上の観点から議論すべきものでご

ざいます。

もし仮に、例えば、電気自動車や水素自動車

が普及した場合、これまでのガソリン車に比べ

て、どのくらい県民一人ひとりの生活コストが

低減できるか、そのためにどれくらいの投資が

必要になるのかを分析したうえで、政策を講じ

るべきです。

そして、その効果を県民にご理解いただき、

より一層推進力を得られれば、県のカーボンニ

ュートラル政策は、県民の利便性向上や負担軽

減につながり、ひいては慢性的な燃油価格に左

右される本県の産業構造も抜本的に改革するこ

ともできます。

現在、次期総合計画の策定作業を進めている

ところであり、その中でも、県民生活に関する

カーボンニュートラル施策は位置づけられるこ

ととなろうかと思います。本県のカーボンニュ

ートラル政策を進めていくうえでは、こうした

県民目線での利便性向上、負担軽減といった観

点でも分析のうえ、発信していくべきと考えま

すが、知事のお考えはいかがでしょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 カーボンニュートラルの実現

を目指した持続可能な社会づくりにつきまして

は、世界の潮流でございますし、本県にとって

も重要な課題であると認識をしております。こ

れは次期総合計画においても、施策に掲げたい

と考えております。

カーボンニュートラルの実現をしていくため

には、県民の皆様の意識の変容、そして行動を

変えていくと、行動変容、ライフスタイルの転

換が重要となります。そのためには、県民にも、

議員ご指摘のとおり、例えば、太陽光発電設備

は災害時に非常用電源として活用ができるとい

ったことなど、また電気自動車の話もありまし

たけれども、その導入や、またエコドライブも

あるかもしれませんが、こういったことの実践

が燃料費節約につながることなど、利便性向上

であったり、負担軽減の観点からも、より自分

ごととして捉えて参画をいただくことが重要だ

と考えております。

よって、県としましても、それらの観点から

普及啓発に取り組んでいるところでございます
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し、さらにこの取組を進めていきたいと思って

おります。

加えて、気軽に実践できる取組をご紹介する

ために、月ごとの環境配慮テーマ、「ゼロカー

ボンアクション12」といったことをやっており
ますけれども、これで私からも県民に呼びかけ

ておりますが、今後とも、さらに工夫をしなが

ら、よりわかりやすく、また興味を持っていた

だくと、自分ごとに捉えていただけるような情

報発信に努めて、県民の皆様とともに取組を進

めていきたいと、そう思っております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員） まさに、自分ごととし

て捉えてもらうことが重要かなというふうに思

います。

例えば、今となっては、ここ県庁の皆様にと

っても当たり前のように普及しているクールビ

ズですけれども、これもそもそもは、「東日本

大震災」の時の電力抑制の呼びかけがきっかけ

であったのではないかなと記憶しております。

この運動に対しても、電力云々ということより

も、当事者として、日常的な快適性が向上する

からという理由で協力した人や企業が多くいた

のも、この広く普及した一つの要因ではないか

と思っております。

こうしたことも参考としていただき、引き続

き、県民目線での県政推進をよろしくお願いい

たします。

3、人材養成対策について。
もう一つ、燃油高騰と並んで、あらゆる産業

に影響を与えている根本的な要因の一つが、人

手不足問題かと思います。

これまで議会の中でも様々な議論が行われ、

県としても、対策を講じてきたことかと思いま

す。

まず、議論の前提として、各産業における人

材確保・養成の取組、関係団体等との連携状況

について、全てを聞くことは困難ですので、例

として、農林水産業、半導体関連産業において、

どのように取り組んでいるのか、確認させてく

ださい。

〇徳永達也議長 農林部長。

〇渋谷隆秀農林部長 農業分野では、「第3期
ながさき農林業・農山村活性化計画」の中で、

新規就農者を毎年313名確保する目標を掲げ、
市町や関係団体等と一体となって担い手の確

保・育成に取り組んでおります。

具体的には、県の新規就農相談センターのワ

ンストップ窓口における就農希望者に対するサ

ポートや各JAが主体となった就農研修機関や
研修生に対する支援のほか、若者の就農意欲を

喚起するため、農業高校や農業法人等と連携し

たインターンシップ等を実施しているところで

す。

〇徳永達也議長 水産部長。

〇吉田 誠水産部長 水産分野におきましては、

「水産業振興基本計画」に基づき、年間210名
の新規漁業就業者の確保・育成を目指し、各種

取組を進めております。

具体的には、漁業就業の総合窓口として、「な

がさき漁業伝習所」を設置し、漁業関係者や市

町、鶴洋高校などの教育機関と連携を図り、漁

業体験を通じ、その魅力を伝える学習会や就業

支援フェアの開催、漁業習得研修など、就業相

談から定着まで、段階に応じた切れ目のない対

策を進めております。

〇徳永達也議長 産業労働部政策監。

〇石田智久産業労働部政策監 半導体関連産業

につきましては、本年2月に策定しました「長
崎県半導体産業成長戦略」に基づき、企業誘致
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や県内企業の受注拡大を図るうえで必要となる

人材の育成・確保に努めているところでござい

ます。

具体的には、「ながさき半導体ネットワーク」

において、産学官の連携を深めながら、小中学

生向けのものづくり教室や工業高校における半

導体授業、学生向けの企業見学会など、小学生

から大学生等に至る各段階に応じた取組を実施

しているところでございます。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）ただいま答弁いただい

た分野以外にも、医師、薬剤師、介護人材など

の福祉分野や観光業、建設業などの分野におい

ても同様に、個々の計画等に基づき、人材確保・

養成の取組が実施され、関係機関等と連携した

取組がなされているところと確認しております。

このように、県における人材確保・養成の取

組は、各産業の各所管部局において策定した個

別の計画に基づき取り組まれており、教育機関、

産業界などの関係機関等との連携も、産業分野

ごとに個別に実施されている状況でございます。

要するに、何が言いたいかと申し上げますと、

本県においては、この全産業の根幹に位置する

人手不足という問題に対して、総合的な戦略を

策定し、全体を統括的にまとめる計画や部署が

存在しないということを、まずはじめに問題提

起させていただきます。

どれだけの人材が不足し、どこで、どのくら

いの人材を養成するのか、どこから、どのくら

いの人材を確保してくるのかといった全体像が

ないのです。この点は、後ほど、改めて言及さ

せていただきます。

人手不足という問題に対しては、人材の確保

と養成という大きく2つのアプローチがあるか
と思います。

人手の確保という観点からは、外国人材の活

用や働き方改革などの政策が必要になりますが、

今回は、人材の養成にフォーカスを当てて議論

させていただきます。

今、不足している分の人材を即戦力として補

える外国人材の活用などの人材確保の策に比べ、

人材養成の策は、実際に戦力となるまでのタイ

ムラグもありますし、せっかく育てても、ほか

のところに逃げられてしまうといったコストと

リスクが生じます。

一方で、最近、本県に多数の企業誘致を成功

させていただいておりますが、長崎県に企業が

進出する一つの狙いとして、首都圏よりも安定

的に人材を先取りして雇用できるといったとこ

ろも挙げられております。つまり、人材養成の

取組は、目先の人手不足の解消のみならず、将

来に向けた企業の投資を促進することになる、

本県の経済成長には欠かすことのできない政策

だと私は考えております。

さて、この人材養成に関しては、当然、産業

界との連携、そしてその人材養成機能を担う各

種教育機関との連携が不可欠です。

そこで、まずこの人材養成機能を担う県内の

大学、高専、専修学校及び高等学校の数と在籍

者数を、国公私立の設置者別に確認させてくだ

さい。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 国の学校基本調査による

と、令和6年5月1日現在の県内の大学数は、高
等専門学校を含めて11校、その内訳及び学生数
は、国立大学が2校で1万266人、公立大学は1
校で3,209人、私立大学は8校で7,051人となっ
ております。

専修学校は、休校中の8校を含め32校あり、
うち公立は1校で205人、私立は31校で2,886人
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です。

高等学校は、80校あり、うち公立は57校で2
万2,778人、私立は23校で1万2,221人となって
おります。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）今の答弁を整理します

と、大学、高専、専修学校の高等教育機関の在

籍者数の割合は、県が直接所管する公立が約

15％、県の所管外である国立が約43％、そして
私立が42％となっています。高校については、
私立が全体の約35％を占めています。
このように、県内の人材養成に当たっては、

県の所管外である国立、私立の教育機関が大き

な役割を担っているといったところが確認でき

ます。

そこで、ご質問いたします。

こうした私立の大学、専修学校及び高校に対

する許認可や財務報告、指導、監督の範囲など

について、どのような根拠に基づいて、どのよ

うな管理事務を県が行っているのか、確認させ

てください。

〇徳永達也議長 総務部長。

〇中尾正英総務部長 私立学校は、学校法人等

が設置する独立した自主組織でございますが、

県では、法律に基づき、高等学校及び専修学校

の設置、廃止及び寄附行為認可のほか、助成に

関して必要な報告徴収、立入検査などの限定的

な管理事務を行っております。

なお、私立大学については、学校の設置、廃

止などの管理事務は、文部科学省において行わ

れております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）私立の大学等について

は、国が管理事務を行っており、県が関与する

ことはない、専修学校や高校についても、その

管理事務の範囲は限定的ということです。

このように、本県の人材養成の重要な役割を

担う私立学校ですが、県が主導的に彼らとの連

携を推し進めていくような体制となっていない

という現状を、お聞きの皆様、ご認識いただけ

ればと思います。国立の学校との県の関係にお

いても同様です。

次に、大学側目線のお話をさせていただきま

す。

今年2月、国の中央教育審議会において、「我
が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育シ

ステムの再構築～」という答申が取りまとめら

れました。今後の日本の高等教育政策の方向性

を示す最重要文書というふうにご理解ください。

この答申の特徴としては、今後の高等教育機

関の果たすべき役割として、地域との連携をこ

れまでになく強調されています。

ご承知のとおり、少子化に伴い学生が激減す

る中、多くの地方大学が存続の危機に瀕してい

ます。地方大学の果たす役割とは何か、自らの

存在価値を問うた場合に、やはりその地域のニ

ーズに応えた人材養成、あるいは知の拠点とし

ての機能を果たせねば生き残ることはできない

と、そう示されたわけです。

実際に、先日、私が古巣の文部科学省を訪問

した際に、国立、私立のそれぞれ担当者から、

「畑島君、これからの大学は、地域との連携が

最重要ミッション、ぜひ長崎県における取組も

後押ししてほしい」といった趣旨の言葉をいた

だきました。

ただ、私はこう返しました。「残念ながら、

現状のままでは、うまくいくとは思えません。

だって、長崎県庁内に大学との窓口となる部署

も、連携を進めるノウハウもないのですから」。

せっかく大学側が歩み寄ってこようとしている、
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チャンスが到来しているにもかかわらず、大学

側からの相談を受ける窓口が県庁内にないので

すから、これ以上話の進めようがありません。

さて、前置きが長くなりましたが、本題に入

ります。

まず、冒頭の質問において、本県の人材養成

に関しては、各分野の個別の取組にとどまり、

総合的な戦略を策定し、全体を統括的にまとめ

る計画や部署が県庁内には存在しないことを確

認いたしました。

次に、本県においては、国立、私立の教育機

関が人材養成の重要な役割を担っているものの、

県が主導的に彼らとの連携を推し進めていくよ

うな体制とはなっていないといったことも明ら

かとなりました。果たして、このような体制で

本当に長崎県の人材養成は、未来への投資は進

んでいくのでしょうか。

先ほどご紹介した中央教育審議会の答申の中

には、このような記述があります。

「今後、地域の将来像について議論をする際

には、高等教育機関との連携について地方公共

団体が更に役割を果たすことが期待される。各

地方公共団体においては、設置者の枠を超えて

大学等の高等教育機関を一層活用し、地方創生

に関する取組を構想していくような機能の構

築・強化が期待される」、まさに今の長崎県に

求められていることではないでしょうか。

そこで、知事にお伺いいたします。

高等教育機関や産業界との連絡調整窓口とな

り、県内の人材養成のための総合的な旗振り機

能を担うような部署を県庁内に設置すべきでは

ないかと考えますが、知事のご見解はいかがで

しょうか。

〇徳永達也議長 知事。

〇大石賢吾知事 議員ご指摘のとおり、県は、

大学に対する直接的な権限を有しておりません

けれども、地域活性化におきましては、地域を

支える人材育成が必要不可欠という認識のもと

で、これまでも、様々な枠組みを活用して大学

との連携は深めてきている経緯がございます。

また、現在、国の有識者会議におきまして、

地域大学振興に関する議論が行われておりまし

て、大学や行政、産業界など、地域の関係者が

地域課題や人材育成等について協議をする体制

の構築等が検討されていることは、私も承知を

しております。

こうした国の動向を踏まえた県組織の在り方

については、県に求められる役割、そして今後

の事業展開等を十分に精査して、総合的な観点

から判断する必要がございますけれども、人材

確保の点に課題を抱える本県において、大学と

の連携強化、これは大変重要な視点であるとい

うふうに考えております。

そのため、県としましては、大学をはじめと

する教育機関、そして産業界などの関係者の皆

様方のご意見をお聞きしながら、国の動きや他

県の取組といったことなどの報収集に努めてい

きたいと、そう考えております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員） この件についても、関

係者とのコミュニケーションをしっかり取って

いただいて、ご検討いただければと思っており

ます。これまでも、しっかり大学との連携はや

っていただいているものと思いますが、もう一

段、ギアを上げないといけないステージにきて

いるというのが全国的にも、そして当然、この

長崎においても求められているところかなと思

っておりますので、これから新しくはじめると

いう場合の、そうした領域の話になるかなと思

いますから、必要に応じて、国からの助言もい
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ただきながら、またほかの都道府県の取組等も

参考としていただきながら、ぜひ前に進められ

るように、ご検討いただければと思っておりま

す。

さて、人材養成に関して、先ほどまでは、大

学等の高等教育機関を中心とした議論をさせて

いただきましたが、次に、高校段階について、

お話しさせていただきます。

県内にも、商業、工業、農業、水産など多数

の専門高校がございますが、やはりそこで学ぶ

生徒たちも、本県の基幹産業を支える貴重な人

材です。しかし、引く手あまたの昨今の労働市

場の中で、必ずしも活躍の舞台として長崎県を

選んでもらえるわけではありません。しっかり

と地元の産業を、企業をイメージしてもらい、

また自らの学習内容がどのように社会で形をな

すのかも理解してもらい、さらなる学習の質の

向上を図ることも重要です。

このように、高校教育におけるキャリア教育

あるいは専門性向上の観点からも産業界との連

携は重要と考えますが、県の取組はいかがでし

ょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 県におきまして

は、令和6年度から、産業界と教育現場、県の
関係部局が連携、協働いたしまして、地域産業

を担う人材を育成するNEXT長崎人材育成事業
という事業に取り組んでおります。

この事業内容といたしましては、高校のカリ

キュラムに産業界の専門的知見を取り入れまし

て、産業人材としての基礎的な知識やスキルの

育成を図ると、また併せまして、地域産業や地

元企業で活躍したいといった意識の醸成も図る

ことといたしております。

例えば、工業高校におきましては、年間を通

して、複数の半導体関連企業から講師をお招き

いたしまして、半導体の製造過程について学習

をしたりですとか、また商業高校では、地元の

観光協会や旅行業者等のご指導をいただきなが

ら観光ビジネスプランを作成したりですとか、

こうした各産業分野と連携した取組が進められ

ているところでございます。

生徒へのアンケートによりますと、授業への

満足度も高く、地元企業に対する認知度の向上

にもつながっておりますことから、今後も、産

業界との連携、協働を推進し、地域産業を担う

産業人材の育成に努めてまいりたいと考えてお

ります。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）すばらしい取組だと思

いますので、ぜひこの調子で続けていただけれ

ばと思います。

今ご説明いただいた取組は、どちらかという

と産業界の方々に学校の中に入ってきてもらう

方策かと思いますが、逆に、学校の中から産業

界の方に飛び出していくといったことも必要か

なというふうに思います。

昨年6月定例会の一般質問において、大久保
堅太議員から、バイターンシップに関する質問

と提案がございました。

バイターンシップとは、アルバイトとインタ

ーンシップを掛け合わせた造語で、有給の職業

体験を示すものです。生徒に地元の産業、企業

を理解してもらうキャリア教育、そして自らの

学習の専門性向上の2つの観点から、大きく期
待している取組です。

その後の9月定例会の文教厚生委員会におい
て、私からもバイターンシップについて取り上

げさせていただいたところ、当時の高校教育課

長から、各学校において混乱が生じないようガ
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イドラインを作成し、推進していくといった趣

旨の答弁をいただいておりました。

さて、その後の取組状況はいかがでしょうか。

〇徳永達也議長 教育委員会教育長。

〇前川謙介教育委員会教育長 バイターンシッ

プを含めた有償型インターンシップにつきまし

ては、県立高校の中にも先進的に取り組む学校

が出てきておりまして、各学校が安心して実施

できるように、県教育委員会においてガイドラ

インを策定いたしまして、今年の3月に、各高
校に通知をしたところでございます。

このガイドラインでは、各学校が目的を明確

にしたうえで、学校における教育活動とのバラ

ンス、あるいは就職採用選考における公正、公

平の確保等に留意しながら実施することなどを

示しているところでございます。

有償型インターンシップを経験した生徒から

は、「働くことの意義や地元企業について深く

理解できた」ですとか、「教室では学べない貴

重な経験ができた」といった感想がございまし

た。

引き続き、学校と企業等との連携、協働によ

るキャリア教育の一環といたしまして、有償型

インターンシップの効果的な実施を支援してま

いりたいと考えております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。

〇８番（畑島晃貴議員）これまでの議会での議

論が、ガイドライン策定という具体的な形につ

ながったことをうれしく思っております。

今ご答弁いただいたとおり、有償型インター

ンシップでは、単なるアルバイトのような形に

ならずに、しっかりと学校と地元産業界が連携

しながら、地域で生徒を育てていく意識の醸成、

環境づくりにつながっていきますことを期待し

ております。引き続き、よろしくお願いいたし

ます。

4、離島における海上運送体制の維持につい
て。

ここまで、燃油高騰、人手不足と、全産業の

根幹に関わる問題について議論させていただき

ました。その具体的な影響を受けている事例に

ついて、今回は一つ取り上げさせていただきま

す。

長崎県が数多く有する離島において、その生

活必需品、産業物資を運ぶ海上貨物航路につい

てです。

離島と本土を結ぶ貨物航路は、旅客定期航路

とともに、離島住民にとっては、なくてはなら

ない、まさに生命線と呼ぶべきものです。

現在、私の地元である対馬においても、複数

の民間事業者が、この貨物航路を運航していた

だいておりますが、燃油高騰、人手不足の影響

を大きく受け、苦しい経営状況に陥っていると

いう声を聞いております。航路の廃止も具体的

な話として検討している段階と承知しておりま

す。

まずはじめに確認させていただきますが、対

馬に限らず、県内各離島で運航する貨物航路事

業者について、県の把握している状況を教えて

ください。

〇徳永達也議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 離島の貨物航路は、

生鮮食料品のほか、ガソリンやプロパンガスな

どを輸送しており、離島において、住民が安心

して生活を営むために重要な役割を担っている

ものと認識しております。

国の統計によると、令和6年3月末現在で、本
県に本社を置き、船舶を運航する貨物航路事業

者は28社となっております。
〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
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〇８番（畑島晃貴議員）ただいま私が聞いたの

は、県内各離島で運航する貨物航路事業者の県

の把握している状況というふうにお伺いしまし

たが、答弁で返ってきたのは数だけでした。

恐らく、どういった各経営状況にあるのか、

どういった困り事を抱えているのか、そういっ

た意見や状況といったものを把握していないと

いうのが今の県の状況だと思います。

まず、そこについての問題は、そもそもそう

した状況であるということを問題として提起さ

せていただきます。

今ご説明いただいたとおり、県内には多くの

民間の貨物航路事業者が運航いただいておりま

す。

ただ、昨年12月の国土交通省の海技人材のあ
り方に関する検討会の中間取りまとめによりま

すと、この内航海運事業者の99.7％が中小企業
であると言われており、その事業基盤が脆弱だ

と指摘されております。これは全国の数字です

けれども、恐らく、我が県においても同様の状

況ということは推察できると思っております。

まさに、この燃油高騰、人手不足のあおりを

受けている中で、その経営を維持するための運

賃の値上げ、事業規模の縮小といった判断を差

し迫られているのが今の状況です。

そして、その影響は、当該事業者のみならず、

農林水産業、建設業、医療、介護、福祉、小売

業、あらゆる産業、そして島民生活にまで及ぶ

こととなります。

先ほども議論させていただいたとおり、燃油

高騰に対して、川下の生産者や事業者等に対し

て、高騰分何割補助といった形での支援を講じ

ていただいているところでございますけれども、

大本の運賃が跳ね上がってしまいますと、生産

者の負担も行政の負担も増える一方です。

このような状況から、貨物航路事業者の安定

した運航体制を維持するため、燃油代や船舶更

新等の費用負担に対し、県としても支援を行う

べきと考えますが、いかがでしょうか。

〇徳永達也議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 県におきましては、

燃料価格高騰が事業に及ぼす影響に鑑み、国の

臨時交付金を活用し、離島の貨物航路事業者に

対しても支援を行ってきたところであります。

一方で、貨物航路の船舶更新に関しては、現

状において支援制度がないことから、県としま

しては、引き続き、国に対して、支援制度の創

設などについて要望するとともに、貨物航路事

業者との意見交換を行って、状況の把握等に努

めてまいりたいと考えております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員）今ご答弁いただきまし

たとおり、まずはしっかりとこちらの事業者と

のコミュニケーションを取って状況を把握する、

その一歩目からまずはじめていただきたいなと

いうふうに思います。

そして、国にも要望していくということです

けれども、この件に関しましては、長崎県とし

て、全国に率先してリーダーシップを発揮して

いただくことを強く求めます。

全国47都道府県において、有人離島を有しな
い地域においては、この問題は生じていません。

無関心です。離島を日本一抱える長崎県が先ん

じて動いて、それから国を巻き込んでいくくら

いの進め方でなければ、手遅れとなってしまう

というふうに感じております。

私がここで言う手遅れとは、どういう意味か。

もし仮に、民間の貨物航路事業者が全て撤退し

た場合、それでも離島生活を守るためには、例

えば、県が貨物船を所有し、運航を民間事業者
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に委託しなければならない、そのような未来も

起こり得るかもしれません。そうならないため

に、今、一定の公共的な役割を担う貨物航路事

業者をしっかりと支えていくことが必要という

ことを申し述べさせていただいております。

離島航路は、本土における国道とも言われて

おります。予防保全的な考え方から先行投資を

行うことで、将来的な行政負担を小さくできる

という観点からも、指摘させていただきます。

また、貨物航路事業者の運航の安定化を図る

うえでの課題として、もう一つ、人手不足もご

ざいます。現に、私の地元対馬の事業者からも、

船員確保に苦慮しているとの声をいただいてお

ります。

船員になるためには、専門の資格を取得する

ことが必要ですし、ほかの業種と異なり、外国

人材の活用にも制限があるというふうに聞いて

おります。

こうした中で、船員の確保についても県とし

てサポートする必要があると考えておりますが、

県としてのお考えはいかがでしょうか。

〇徳永達也議長 地域振興部長。

〇渡辺大祐地域振興部長 船員の有効求人倍率

は、全国で5.65、長崎管内で2.70、佐世保管内
では1.67と、総じて高くなっておりまして、一
部の航路事業者からは、船員の確保に大変苦慮

しているとの声を伺っております。

県における船員の確保に向けた取組について

は、これまで「船員職業安定法」で禁止されて

いたため実施することができない状況にござい

ました。しかしながら、本年5月、「船員法等
の一部を改正する法律」が交付され、地方公共

団体における船員職業紹介事業の実施を可能と

する改正が行われたところであります。

今後、国において政省令の改正等が行われ、

具体的な取扱いが定められる予定となっている

ことから、国の動向を注視しつつ、船員確保に

向けた取組についても、検討を進めてまいりた

いと考えております。

〇徳永達也議長 畑島議員―8番。
〇８番（畑島晃貴議員） 直近の法律改正も、恐

らく、私が先ほど指摘したような危機感から生

じたものではないかなというふうに捉えており

ます。

恐らく、これまで行政としては、旅客航路へ

の支援、人流の促進といった観点を重視し、人

が一定いれば、自然と市場が形成され、ビジネ

スとして貨物航路が成立すると、そういった考

え方で、貨物航路事業者への支援は後手に回っ

ていたのではないかなというふうに推測してお

ります。

ただし、本日、私が述べたような急激な燃油

高騰、人手不足に伴い、これまで前提としてい

いた市場環境が破壊され、また人口減少により

市場は縮小する中で、民間投資が期待できない、

そういった状況になっています。

人が住んでいても物が届かない、運べない、

ならば、人も離れていく、もっと物流が悪化す

る、もっと人が離れていくといった悪循環に、

今、陥ろうとしている状況です。そうしたこの

今の状況に目を背けることなく、県として必要

な対策を講じていただきますように、よろしく

お願いいたします。

まだ今なら間に合いますが、本当に手遅れと

なってしまわないように、強い危機感を持って、

今日、幾つか新しい提案といいますか、これま

で県として取り組んでなかった領域のお話を私

はさせていただきました。ここでの議論だけで、

すぐにどうこうということでは当然ないとは思

いますけれども、今日、私がご指摘させていた
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だいたことを、これからしっかりとご検討いた

だきまして、どういった形であれ、長崎県が前

に進んでいきますことを強く期待して、そして

私も一緒に頑張っていきますので、また皆さん

と一緒に頑張っていきたいというエールを込め

まして、私からの一般質問を終えさせていただ

きます。

ありがとうございました。（拍手）

〇徳永達也議長 以上で、県政一般に対する質

問を終了いたします。

次に、知事より、第86号議案の送付がありま
したので、これを上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます―知事。
〇大石賢吾知事〔登壇〕 本日、提出いたしまし

た追加議案について、ご説明いたします。

第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正
予算（第3号）」は、国の重点支援地方交付金
を活用した物価高騰対策に要する経費について

計上し、補正予算の総額は、一般会計15億2,526
万8,000円の増額補正をしております。
これを現計予算及び既に提案いたしておりま

す6月補正予算案と合算いたしますと、一般会
計7,421億3,053万6,000円となります。
以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

何とぞ、適正なるご決定を賜りますよう、お

願い申し上げます。

〇徳永達也議長 次に、さきに上程いたしまし

た第68号議案乃至第84号議案、及び第86号議案、
並びに、報告第1号乃至報告第14号につきまし
ては、お手元の議案付託表のとおり、それぞれ

の委員会に付託いたします。

お諮りいたします。

第85号議案「長崎県収用委員会の委員の任命

について議会の同意を求めることについて」は、

委員会付託を省略することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、第85号議案は、委員会付託を省略い
たします。

次に、各委員会は、お手元の日程表のとおり、

それぞれ開催されますよう、お願いをいたしま

す。

以上で、本日の会議を終了いたします。

明日より、7月8日までは、委員会開催等のた
め本会議は休会、7月9日は、定刻より本会議を
開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４５分 散会 ―



第 ２ ２ 日 目



令和７年６月定例会 令和７年７月７日

第 ２２ 日 目

１ 開　　　　　議

２ 議案撤回の件

３ 散　　　　　会

議　　　事　　　日　　　程

◇ ◇
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令和７年７月７日（月曜日）

出 席 議 員（４３名）

１番 欠     番

２番 大 倉   聡 議員

３番 本 多 泰 邦 議員  

４番 白 川 鮎 美 議員  

５番 まきやま 大 和 議員

６番 田 川 正 毅 議員

７番 虎 島 泰 洋 議員

８番 畑 島 晃 貴 議員

９番 湊   亮 太 議員

１０番 冨 岡 孝 介 議員

１１番 大久保 堅 太 議員

１２番 中 村 俊 介 議員

１３番 山 村 健 志 議員

１４番 初 手 安 幸 議員

１５番 欠     番

１６番 宮 本 法 広 議員

１７番 中 村 泰 輔 議員

１８番 饗 庭 敦 子 議員

１９番 堤   典 子 議員

２０番 坂 本   浩 議員

２１番 鵜 瀬 和 博 議員

２２番 清 川 久 義 議員

２３番 坂 口 慎 一 議員

２４番 千 住 良 治 議員

２５番 山 下 博 史 議員

２６番 石 本 政 弘 議員

２７番 中 村 一 三 議員  

２８番 大 場 博 文 議員

２９番 近 藤 智 明 議員

３０番 宅 島 寿 一 議員

３１番 山 本 由 夫 議員

３２番 堀 江 ひとみ 議員

３４番 小 林 克 敏 議員

３５番 川 崎 祥 司 議員

３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員

３９番 ご う まなみ 議員

４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員

４５番 溝 口 芙美雄 議員

４６番 田 中 愛 国 議員

欠 席 議 員（１名）

３３番 中 山   功 議員  

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

山 内 洋 志 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監
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太 田 彰 幸 交 通 局 長

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監

石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

辻   良 子 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

渡 邊 敏 則 選挙管理委員会委員長

森   拓二郎 公安委員会委員長

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午後 １時３０分 開議 ―

〇徳永達也議長 ただいまから、本日の会議を

開きます。

この際、お手元に配付いたしておりますとお

り、知事より、議案撤回の請求があっておりま

すので、直ちに議題といたします。

議案撤回の請求について､知事の説明を求め

ます─知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 7月2日に請求いたし
ました議案の撤回について、ご説明いたします。

6月16日に提案いたしました議案のうち、第
69号議案「知事及び副知事の給与及び旅費に関
する条例の一部を改正する条例」は、私の政治

資金等にかかる一連の問題で県政の混乱を招き、

県民の皆様にご心配をおかけしたことに対する

道義的責任を明確にするため、提案したもので

あります。

しかしながら、自らへの処分について、県議

会において様々なご意見をいただいたことから、

再度、検討を行い、再提案をさせていただきた

く、議案の撤回を請求したものであります。

何とぞ、ご理解のうえ、ご許可いただきます

よう、お願い申し上げます。

〇徳永達也議長 お諮りいたします。

第69号議案「知事及び副知事の給与及び旅費
に関する条例の一部を改正する条例」の撤回を

許可することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、第69号議案の撤回は、許可されまし
た。

本日の会議は、これにて終了いたします。

7月9日は、定刻より本会議を開きます。
本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 １時３２分 散会 ―



第 ２ ４ 日 目
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第 ２４ 日 目
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２ 会期延長の件

３ 第８７号議案上程

４ 知事議案説明

５ 第８７号議案　委員会付託

６ 散　　　　　会

議　　　事　　　日　　　程

◇ ◇
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出 席 議 員（４３名）
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２番 大 倉   聡 議員

３番 本 多 泰 邦 議員  

５番 まきやま 大 和 議員

６番 田 川 正 毅 議員

７番 虎 島 泰 洋 議員

８番 畑 島 晃 貴 議員

９番 湊   亮 太 議員

１０番 冨 岡 孝 介 議員

１１番 大久保 堅 太 議員

１２番 中 村 俊 介 議員

１３番 山 村 健 志 議員

１４番 初 手 安 幸 議員

１５番 欠     番

１６番 宮 本 法 広 議員

１７番 中 村 泰 輔 議員

１８番 饗 庭 敦 子 議員

１９番 堤   典 子 議員

２０番 坂 本   浩 議員

２１番 鵜 瀬 和 博 議員

２２番 清 川 久 義 議員

２３番 坂 口 慎 一 議員

２４番 千 住 良 治 議員

２５番 山 下 博 史 議員

２６番 石 本 政 弘 議員

２７番 中 村 一 三 議員  

２８番 大 場 博 文 議員

２９番 近 藤 智 明 議員

３０番 宅 島 寿 一 議員

３１番 山 本 由 夫 議員

３２番 堀 江 ひとみ 議員

３３番 中 山   功 議員

３４番 小 林 克 敏 議員

３５番 川 崎 祥 司 議員

３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員

３９番 ご う まなみ 議員

４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員

４５番 溝 口 芙美雄 議員

４６番 田 中 愛 国 議員

欠 席 議 員（１名）

４番 白 川 鮎 美 議員  

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

山 内 洋 志 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長



令和７年長崎県議会・６月定例会（７月９日）

- 205 -

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監

石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

辻   良 子 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

渡 邊 敏 則 選挙管理委員会委員長

森   拓二郎 公安委員会委員長

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

まず、会期延長の件を議題といたします。

お諮りいたします。

本定例会の会期を議事の都合により、7月10
日まで1日間延長することにご異議ありません
か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、会期を1日間延長することに決定さ
れました。

次に、知事より、第87号議案の送付がありま
したので、これを上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます─知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 本日、提出いたしま

した追加議案について、ご説明いたします。

第87号議案「知事及び副知事の給与及び旅費
に関する条例の一部を改正する条例」は、私の

政治資金等にかかる一連の問題で県政の混乱を

招き、県民の皆様にご心配をおかけしたことに

対し、深く反省し、心からお詫びを申し上げる

とともに、私個人としての道義的責任を明確に

するため、改めて提出しようとするものであり

ます。

自らへの処分の内容については、県議会にお

ける様々な意見を踏まえ熟慮した結果、8月か
らの3か月間、給料の50％を減額するため、所
要の改正をしようとするものであります。

何とぞ、適正なるご決定を賜りますよう、お

願い申し上げます。

〇徳永達也議長 次に、ただいま上程いたしま

した第87号議案につきましては、お手元の議案
付託表のとおり、総務委員会に付託をいたしま

す。

本日の会議は、これにて終了いたします。

明日は、定刻より本会議を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１０時 ２分 散会 ―



第 ２ ５ 日 目
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４ 意見書上程、質疑・討論、採決

５ 議長辞職の件

６ 議　長　選　挙

７ 議会閉会中委員会付託事件の採決

８ 閉　　　　　会

議　　　事　　　日　　　程

◇ ◇
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２番 大 倉   聡 議員

３番 本 多 泰 邦 議員

４番 白 川 鮎 美 議員

５番 まきやま 大 和 議員

６番 田 川 正 毅 議員

７番 虎 島 泰 洋 議員

８番 畑 島 晃 貴 議員

９番 湊   亮 太 議員

１０番 冨 岡 孝 介 議員

１１番 大久保 堅 太 議員

１２番 中 村 俊 介 議員

１３番 山 村 健 志 議員

１４番 初 手 安 幸 議員

１５番 欠     番

１６番 宮 本 法 広 議員

１７番 中 村 泰 輔 議員

１８番 饗 庭 敦 子 議員

１９番 堤   典 子 議員

２０番 坂 本   浩 議員

２１番 鵜 瀬 和 博 議員

２２番 清 川 久 義 議員

２３番 坂 口 慎 一 議員

２４番 千 住 良 治 議員

２５番 山 下 博 史 議員

２６番 石 本 政 弘 議員

２７番 中 村 一 三 議員

２８番 大 場 博 文 議員

２９番 近 藤 智 明 議員

３０番 宅 島 寿 一 議員

３１番 山 本 由 夫 議員

３２番 堀 江 ひとみ 議員

３３番 中 山   功 議員

３４番 小 林 克 敏 議員

３５番 川 崎 祥 司 議員

３６番 山 口 初 實 議員

３７番 山 田 朋 子 議員

３８番 松 本 洋 介 議員

３９番 ご う まなみ 議員

４０番 中 島 浩 介 議員

４１番 前 田 哲 也 議員

４２番 浅 田 ますみ 議員

４３番 外 間 雅 広 議員

４４番 徳 永 達 也 議員

４５番 溝 口 芙美雄 議員

４６番 田 中 愛 国 議員

説明のため出席した者

大 石 賢 吾 知 事

浦   真 樹 副 知 事

馬 場 裕 子 副 知 事

陣 野 和 弘 秘書・広報戦略部長

早稲田 智 仁 企 画 部 長

中 尾 正 英 総 務 部 長

今 冨 洋 祐 危機 管理部 長

渡 辺 大 祐 地域 振興部 長

伊 達 良 弘 文化観光国際部長

大 安 哲 也 県民生活環境部長

新 田 惇 一 福祉 保健部 長

浦   亮 治 こども政策局長

宮 地 智 弘 産業 労働部 長

吉 田   誠 水 産 部 長

渋 谷 隆 秀 農 林 部 長

山 内 洋 志 土 木 部 長

井 手 美都子 会 計 管 理 者

中 村 泰 博 土 木 部 技 監

太 田 彰 幸 交 通 局 長

峰 松 茂 泰 地域振興部政策監

村 田 利 博 文化観光国際部政策監
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石 田 智 久 産業労働部政策監

前 川 謙 介 教育委員会教育長

辻  良 子 人事委員会委員

下 田 芳 之 代表 監査委 員

渡 邊 敏 則 選挙管理委員会委員長

真 下 和 枝 公安委員会委員

遠 藤 顕 史 警 察 本 部 長

桑 宮 直 彦 監査 事務局 長

小 畑 英 二
人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

狩 野 博 臣 教 育 政 策 監

坂 口 育 裕 教 育 次 長

髙 橋   圭 財 政 課 長

黒 島   航 秘 書 課 長

小 橋 和 則 選挙管理委員会書記長

奥 野   勝 警察本部総務課長

議会事務局職員出席者

中 尾 美恵子 局 長

濵 口   孝 次長兼総務課長

佐 藤 隆 幸 議 事 課 長

大 宮 巌 浩 政務 調査課 長

太 田 守 人 議事 課長補 佐

山 口 祐一郎 議 事 課 係 長

天 雨 千代子 議事課会計年度任用職員

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇徳永達也議長 おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

この際、知事より、新任の幹部職員を紹介い

たしたい旨、申し出があっておりますので、こ

れを受けることにいたします。

知事。

〇大石賢吾知事 令和7年7月10日付けで発令
いたしました幹部職員をご紹介いたします。

山内洋志土木部長。（拍手）

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇徳永達也議長 次に、第85号議案「長崎県収
用委員会の委員の任命について議会の同意を求

めることについて」を議題といたします。

お諮りいたします。

本議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、楠本

愛氏、久村豊彦氏に、それぞれ同意を与えるこ

との賛否について、表決ボタンをお押し願いま

す。

表決漏れはありませんか。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第85号議案は、原案のとおり、それ
ぞれ同意を与えることに決定されました。

これより、先に各委員会に付託して審査をお

願いいたしておりました案件について、審議す

ることにいたします。

まず、総務委員長の報告を求めます。

鵜瀬委員長─21番。
〇鵜瀬和博総務委員長（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、おはようございます。

総務委員会の審査結果並びに経過の概要につ

いて、ご報告をいたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

70号議案「職員の育児休業等に関する条例等の
一部を改正する条例」のうち関係部分、外5件
であります。

なお、第69号議案「知事及び副知事の給与及
び旅費に関する条例の一部を改正する条例」に
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つきましては、本委員会に付託され、審査を行

っておりましたが、知事より、撤回の申入れが

あり、当該議案の審査を中止いたしました。

しかしながら、昨日、第87号議案として再提
案がされ、本委員会において、大石知事出席の

うえ、審査を行ったところであります。

慎重に審査いたしました結果、第87号議案
「知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例

の一部を改正する条例」につきましては、起立

採決により、原案のとおり可決すべきものと決

定されました。

その他の議案につきましては、いずれも異議

なく原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告を申し上げます。

まず、第87号議案「知事及び副知事の給与及
び旅費に関する条例の一部を改正する条例」に

関し、「知事自らに処分を課すということで、

今回、3か月間、給料を50％減額ということで
提案があったが、減額内容の考え方は。」との

質問に対し、知事より、「自分なりに熟慮を重

ね、当初、給料を1か月100％減額ということで
提案を行ったが、先の総務委員会でいただいた

様々なご意見をしっかりと踏まえ、責任の重さ

について、より理解を得られる形ということで、

今回、内容を再考し、改めて提案を行ったとこ

ろである。減給する期間が必ずしも反省をする

期間ということではなく、一連の問題に関して

反省の意をしっかりと持ち続けながら、二度と

このようなことがないように県勢の発展に努め

てまいりたい。」との答弁がありました。

このほか、「説明責任を十分に果たすことが

一番大切であるということを改めて理解いただ

きたい。」との意見や、「司法の判断が示され、

知事自身の責任が問われた場合は、出処進退を

明らかにしてほしい。」との意見などがありま

した。

次に、第71号議案「長崎県職員賞じゅつ金の
支給に関する条例」に関し、「賞じゅつ金の支

給は、これまで長崎県職員賞じゅつ金の支給に

関する要綱に基づき運用しており、職員に対す

る賞じゅつ金の支給根拠が明確でなかったこと

を理由に、令和5年3月に廃止しているとのこと
であるが、廃止から今回の条例制定までの間は、

条例も要綱もない状態、いわゆる空白の期間に

なるのでは。」との質問に対し、「要綱の廃止

から条例制定までの間は、県として支給根拠が

なく、2年ほど制度がない状態である。幸いな
ことに、この期間中は、賞じゅつ金の支給に必

要な案件の相談はなかったが、今後については、

速やかに制度を開始し、関係部局と連携のうえ、

スムーズな運用に努めてまいりたい。」との答

弁がありました。

次に、第77号議案及び第78号議案「契約の締
結」に関し、「両議案は、新佐世保警察署（仮

称）電気工事及び空調設備工事の契約の締結に

ついてであるが、本体工事が落札決定していな

い中であり、契約しても工事に着手できないと

いう認識であるが、今の状況は。」との質問に

対し、「本体工事が入札不落であったため、電

気工事及び空調設備工事は着手できないことか

ら、契約締結と同時に工事の一時中止を予定し

ており、本体工事の落札結果を待ちながら、契

約期間について検討していく状況である。本体

工事は、再度、不落とならないように取り組ん

でまいりたい。」との答弁がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、警察本部関係の所管事項について、 警
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察職員の時間外勤務に関し、「令和2年に佐世
保警察署の警察官の自死事案が発生し、長時間

労働やパワーハラスメントの実態が明らかとな

ったが、この事案は、200時間を超える時間外
勤務が大きな問題である。勤務も様々な形態が

ある中で、警察職員の時間外勤務はどのような

状況となっているのか。」との質問に対し、「他

律的業務に対応する職員で月45時間の勤務を
超えた職員数は、令和6年度中は延べ1,048人で
あり、令和5年度の延べ650人に比べて増加して
おり、時間外勤務の縮減には至っていないのが

現状である。」との答弁がありました。

これに対し、「警察職員が心身共に健康であ

って、県民の生命や財産が守られるものである。

警察本部においては、職員の健康を守る働きや

すい風土をしっかりとつくっていただきたい。」

との意見がありました。

次に、企画部関係の「長崎県総合計画（素案

骨子）」に関し、「新たな総合計画の5つの柱
のうち、『しごと創造』は3番目に位置づけら
れているが、県民アンケートにおいても、産業

振興に対する県民のニーズは高い。県民所得の

向上、稼ぐ力・意識の底上げに向け、『しごと

創造』の柱は、もっと前面に出して取り組むべ

きではないか。」との質問に対し、「『しごと

創造』については、5つの柱の真ん中とも捉え
て、地域社会の基盤となる経済の活性化をさら

に推進していくこととしている。地域の雇用と

経済を支えている基幹産業の成長のほか、地場

中小・小規模事業者の支援、職場環境の改善、

農林水産業の成長に必要な施策等を検討してお

り、新たな総合計画においても、産業振興にし

っかりと取り組んでまいりたい。」との答弁が

ありました。

次に、地域振興部関係の移住相談に関し、「な

がさき移住サポートセンターの人員体制はどう

なっているのか。また、窓口は市町にもあると

思うが、県庁及び県全体の過去3年間の相談件
数の推移は。」との質問に対し、「人員体制は

長崎本部が4名、東京窓口が1名である。また、
過去3年間の相談件数の推移は、県への相談件
数は令和6年度が6,656件であり、令和4年度か
ら806件増加している。市町を含めた県全体の
相談件数は、令和6年度が1万2,432件であり、
令和4年度から992件増加している状況である。
今後も、ホームページやSNSを通じ、本県の魅
力をPRし、一人でも多くの相談者や移住者を増
やしてまいりたい。」との答弁がありました。

次に、危機管理部関係の孤立集落対策に関し、

「災害発生時に県内でも孤立する可能性がある

集落は、昨年の調査の結果、492か所とのこと
で、県内市町で孤立集落対策を実施する必要が

ある。

鳥取県においては、孤立可能性のある集落ご

との対応方針を定めたカルテを作成し、関係機

関で共有するとのことである。本県もカルテを

作成する必要があると思うが、見解は。」との

質問に対し、「昨年度の調査において、孤立す

る可能性がある集落の人口構成や避難所数など

基礎的なデータは整理ができており、関係機関

と共有したうえで進入対策等の検討を進めてい

く予定としている。鳥取県のように、様式を定

め、孤立可能性がある集落ごとに整理すること

は有効であると考えているため、まずは市町と

の協議の中で検討する。」との答弁がありまし

た。

以上のほか、総務行政全般にわたり熱心な論

議が交わされましたが、その詳細につきまして

は、この際、省略させていただきます。

最後に、別途、本委員会から、「地方財政の
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充実・強化について」の意見書提出方の動議を

提出しておりますので、併せてよろしくお願い

いたします。

以上で総務委員会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇徳永達也議長 この際、念のため申し上げま

す。

本委員会と文教厚生委員会に分割して付託い

たしておりました第70号議案「職員の育児休業
等に関する条例等の一部を改正する条例」につ

いては、文教厚生委員長の報告終了後に、一括

して審議することにいたします。

これより、第87号議案「知事及び副知事の給
与及び旅費に関する条例の一部を改正する条

例」について、質疑・討論に入ります。

山田議員─37番。
〇３７番（山田朋子議員）（拍手）〔登壇〕 改

革21、山田朋子でございます。
第87号議案「知事及び副知事の給与及び旅費

に関する条例の一部を改正する条例」に反対の

立場で、改革21を代表して討論をいたします。
まず、昨年の6月議会で浮上した知事の選挙

資金、政治資金並びに政務と公務の混同に関わ

っての数々の疑惑に関して、その後の9月、11
月、2月、そして本年の6月議会においての一般
質問、全員協議会2回、総務委員会集中審査2回、
議会運営委員会、各派代表者会議に費やされた

時間を調査したところ、延べ日数35日、約59時
間、県費が約540万円が費やされていたことが
明らかとなりました。この金額には人件費は一

切含まれておりません。

併せて、知事の議案の撤回、再提出に伴い会

期が延長され、また新たに約80万円もの県費が
支出されることとなりました。

本来ならば、県民の福祉の向上、県勢浮揚の

ために費やすべき時間と労力が、知事の数々の

疑惑に関わって、議員、三役、理事者など県政

の中枢を司る関係者や準備に携わった職員を含

めて、このような時間や労力を費やすことはな

かっただけに、深刻な、そして危機的状況であ

ると強く危惧しております。

そのような中、6月議会開会日に第69号議案
が上程をされ、6月30日に総務委員会で知事出
席の下、議論が交わされましたが、様々な理由

で全会派が反対することとなりました。

それを受けて、7月7日に、過去に例がない、
知事の自らの処分に関わっての議案が取り下げ

られました。そして、新たに第87号議案「知事
及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部

を改正する条例」が上程されました。

知事からは、私の政治資金等に係る一連の問

題で県政に混乱を招き、県民の皆様へご心配を

おかけしたことに対し、深く反省し、心からお

詫びを申し上げるとともに、私個人としての道

義的責任を明確にするために、減給50％の3月
が提案されましたが、県民が求めているのは、

決して給料の減額ではなく、知事自らの言葉で

全ての疑惑に関して事実に基づき説明責任を果

たされることです。また、2,000万円の疑惑に関
しては、司法の結論もまだ出ておりません。

私どもといたしましては、今回の減給50％の
3月の処分で一連の知事の疑惑に終止符を打ち、
幕引きをするというような安易な処分は認めら

れません。

知事には、一刻も早く事実に基づく説明責任

を果たすことを求め、第87号議案に対しての反
対討論とさせていただきます。

議員各位のご賛同を賜りますよう、何とぞよ

ろしくお願いいたします。（拍手）
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〇徳永達也議長 中島議員─40番。
〇４０番（中島浩介議員）（拍手）〔登壇〕 自

由民主党、中島浩介でございます。

会派を代表いたしまして、第87号議案「知事
及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部

を改正する条例」について、賛成の立場で意見

を申し述べ、議員各位のご賛同を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

昨年6月の県議会一般質問に端を発した知事
の政治資金等の疑義に対し、議会としてのチェ

ック機能を果たすべく、本会議での一般質問や

総務委員会集中審査、全員協議会等、疑義の解

明に膨大な時間と労力を費やしたところでござ

います。

このような中、我々、自民党においては、こ

の問題に区切りをつけ、本来、私たちに託され

た県勢の発展に集中して取り組むため、去る3
月19日の2月定例会後、知事に対し、知事自身
が自らに処分を課してけじめをつけることと申

入れを行ったところでございます。

本議案については、知事自身が自らへの処分

を課すものとして提案されたものであり、かつ、

先の6月30日の総務委員会での意見を踏まえ、
ご自身で熟慮のうえ、よりわかりやすい形で改

めて提案されたものであります。

さらに、一連の問題に関して、二度とこのよ

うなことがないよう、反省の意をしっかりと持

ち続けるとともに、これを幕引きとせず、引き

続き丁寧な対応に努めていくとされていること

から、我々としては、賛意を表明するものであ

ります。

知事におかれましては、改めて再発防止の取

組を示すこと並びに司法の判断が示され、知事

に対して知事自身の責任が問われた時は、速や

かに出処進退を明らかにすることに対応してい

ただくことを強く申し上げ、残りの任期につい

て、県勢発展のため、全力で取り組んでいただ

きたいと存じます。

以上、第87号議案の賛成意見を述べ、議員各
位のご賛同を賜りますようお願いいたしまして、

賛成の討論とさせていただきます。（拍手）

〇徳永達也議長 質疑・討論をとどめて、採決

いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

表決漏れはありませんか。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第87号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

お諮りいたします。

その他の議案は、質疑・討論を省略し、直ち

に採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、文教厚生委員長の報告を求めます。

中村泰輔委員長─17番。
〇中村泰輔文教厚生委員長（拍手）〔登壇〕 お

はようございます。

文教厚生委員会の審査結果並びに経過の概要

について、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

70号議案「職員の育児休業等に関する条例等の
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一部を改正する条例」のうち関係部分、外2件
であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第74号議案「長崎県立佐世保青少年の
天地条例等の一部を改正する条例」に関し、

「千々石少年自然の家については、指定管理者

制度により運営しているが、今年度末での施設

の廃止に伴い、現在勤めている職員に対しては、

どのような対応を考えているのか。」との質問

に対し、「県との直接的な雇用関係はないもの

の、職員がこれまで培ってきたスキル等を活か

すことのできる勤め先について、雇用主である

指定管理者や千々石少年自然の家所長に対して、

適宜、情報を提供しており、引き続き、情報共

有に努めてまいりたい。」との答弁がありまし

た。

これに対し、「県の判断により施設を廃止す

るものであり、しっかりとした対応をお願いし

たい。」との意見がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議のありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、総務部の所管事項について、体罰等に

関わる実態調査に関し、「今回の調査結果から

は、一人の教員が複数の体罰及び不適切な指導

に関与したことが推測できるが、そのような場

合は私立学校であっても県が直接赴き指導する

など、踏み込んだ対応が必要ではないか。」と

の質問に対し、「私立学校の教員の指導、処分、

監督の権限は、設置者である学校法人にあるも

のの、学校として発生した事案に対し、どうい

った対応を取ったのか、どのような体制を整え

ているかについては、私立学校を所管する部局

として関心を持ち、私立学校関係者と話をしな

がら、子どもが安全で楽しい学校生活を送るこ

とができるよう努めてまいりたい。」との答弁

がありました。

次に、教育委員会の所管事項について、学校

指定型のふるさと納税制度の創設に関し、「多

くの方々に制度を活用いただくためには幅広く

周知する必要があるが、どのように実施してい

くのか。また、発信に当たっては、在校生や保

護者等の連携も有効と考えるが、どのように考

えているのか。」との質問に対し、「県の公式

ウェブサイトでの発信をはじめ、県外の関係団

体等に対し、機会を捉えて周知していく予定と

している。また、学校と連携し、同窓会を通じ

て呼びかけていただくこととしている。

さらに、発信については、指摘のあった手法

を含め、制度の活用につながるよう、工夫を凝

らしてまいりたい。」との答弁がありました。

次に、福祉保健部の所管事項について、麻し

ん・風しんの定期予防接種に関し、「昨年度、

麻しん・風しんの定期予防接種に使用される

MRワクチンが不足し、医療機関が希望する数
量を入手できなかったと聞いており、希望する

方が接種できなかったのではないかと懸念して

いるが、昨年度の接種状況は、どのような状況

であるか。」との質問に対し、「昨年度は、統

計が残っている平成20年度以降、最も低い接種
率となっている。国においては、対象期間を超

えて接種ができる特例措置が取られており、今

後、予防接種の実施主体である市町へさらに働

きかけ、保護者に周知するほか、麻しんやMR
ワクチンに関する適切な情報提供を行うよう努

めたい。」との答弁がありました。

これに対し、「接種率の低下により、感染力
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が強い麻しんの発生リスクが高まると危惧して

いる。国が示す接種率等の達成に向け、予防接

種の実施主体である市町に加え、教育部門と連

携し、対象者への周知等について、しっかりと

した働きかけを行っていただきたい。」との意

見がありました。

次に、こども政策局の所管事項について。

少子化、未婚化対策に関し、「少子化、未婚

化等が進む中、歯止めをかけるために、県とし

てどのように取り組んでいくのか。」との質問

に対し、「結婚や子どもを持つことについては、

個人の考えによるところが大きく、難しい課題

と認識している。併せて、国においては、結婚

等についての若い方の認識に変化が生じてきて

いるとの分析もされている。

結婚等に消極的になる背景の一つに、子ども

に触れ合う機会がなく、具体的なイメージが持

てないとの声も聞いていることから、若い世代

の方が将来のライフデザインを描き、それを実

現するために必要な知識を身につけていただく

よう、企業や関係団体と連携してセミナー開催

等に力を入れてまいりたい。」との答弁があり

ました。

以上のほか、教育及び福祉保健行政全般にわ

たり熱心な論議が交わされましたが、その詳細

については、この際、省略させていただきます。

以上で、文教厚生委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇徳永達也議長 お諮りいたします。

本委員会と総務委員会に分割して付託いたし

ておりました第70号議案を含め、各議案は、質
疑・討論を省略し、直ちに採決することにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、観光生活建設委員長の報告を求めます。

坂口委員長─23番。
〇坂口慎一観光生活建設委員長（拍手）〔登壇〕

観光生活建設委員会の審査結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第75号議
案「長崎県営バス運賃等条例の一部を改正する

条例」、外6件であります。
慎重に審査いたしました結果、第75号議案

「長崎県営バス運賃等条例の一部を改正する条

例」につきましては、起立採決により、原案の

とおり可決すべきものと決定され、その他の議

案につきましては、いずれも異議なく、原案の

とおり可決すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第75号議案に関し、「長崎県営バスの
運賃改定によって、どれくらいの増収を見込ん

でいるのか、また、増収分をどのように活用し

ようとしているのか。」との質問に対し、「今

回の実施運賃の改定率は約17％であり、これに
よって利用者数が一定減少することも想定され

るが、これらも踏まえて年間4億円程度の増収
を見込んでいる。今後、3年間で82台の車両更
新を計画しており、人材確保に向けた処遇改善

についても対応していく必要があると考えてい

る。行動計画を着実に実施しながら経営の安定
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に努めていきたい。」との答弁がありました。

また、第82号議案「契約の締結について」に
関し、「入札に参加した3者の入札額が全て同
一価格となっているが、どのように落札者を決

定したのか。また、決定過程における透明性は

確保されているのか。」との質問に対し、「入

札は、総合評価落札方式を採用しており、価格

のほか、技術力等を評価して決定している。各

地方機関に委員会を設置し、外部の専門家の意

見も聞くことで透明性を確保している。」との

答弁がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、土木部の所管事項について。

旭大橋高架下の活用に関し、「現在、駐車場

となっており、特定の事業者から活用したいと

いう提案があっていると思うが、県として、今

後、どのように活用する方針なのか。」との質

問に対し、「現在、特定の事業者から提案があ

っているが、まだ具体的な活用策は決まってい

ない。今後、活用方針を定めたうえで、事業者

を選定する場合は公平性を欠かないよう、公募

を実施したいと考えている。」との答弁があり

ました。

これに対して、「県として利活用の方向性は

あるのか。」との質問があり、「まちづくりや

にぎわいのある施設を考えており、本年度内に

は方向性を示したい。」との答弁がありました。

次に、文化観光国際部の所管事項について、

新たな観光振興財源の導入に関し、「宿泊税導

入の検討がなされているが、どのような目的で

行うのか。また、どれくらいの予算が必要と考

えているのか。」との質問に対し、「人口減少

に伴い、国内観光需要の縮小が避けられない中、

今後は、インバウンドのさらなる取り込みが不

可欠であり、そのためには受入れ環境の整備や

魅力的なコンテンツづくりなども必要となるこ

とから、これらを安定的に実施していくため、

宿泊税を含む新たな観光振興財源の導入を検討

している。予算については、市町にアンケート

を実施するなど、県全体の財政需要を試算した

ところ、少なくとも十数億円の財源が必要とし

て、専門委員会に報告させていただいた。」と

の答弁がありました。

これに対し、「宿泊事業者等の理解を得られ

るよう十分に説明を行っていただきたい。」と

の意見がありました。

また、長崎～上海線の増便に関し、「長崎～

上海線の利便性を高めるためには、同路線の増

便が必要と考えるが、現在の状況はどのように

なっているのか。」との質問に対し、「長崎～

上海線については、これまで同路線のインバウ

ンド、アウトバンド双方の利用促進に取り組む

とともに、運航している中国東方航空に増便の

働きかけを行ってきたところであり、今般、夏

季休暇の期間である7月18日から8月18日まで、
水曜日を増便して週3便での運航が決定した。」
との答弁がありました。

次に、県民生活環境部の所管事項について、

パートナーシップ宣誓制度の導入に関し、「本

定例会の一般質問において、令和8年度の早い
時期の導入に向けて進めたいとの答弁があった

が、導入に至る直近の検討状況はどうだったの

か。」との質問に対し、「これまで市町や関係

団体との意見交換や有識者による検討委員会の

意見を踏まえて検討を行ってきたところであり、

本年度に入ってからも先行自治体の状況確認と

ともに、市町や関係団体との意見交換を重ねる

など課題整理を行ってきた。これらを踏まえて

制度導入という判断に至ったものである。」と
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の答弁がありました。

以上のほか、観光生活建設行政全般にわたり

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。

最後に、別途、本委員会から、「国土強靱化

の計画的かつ着実な推進について」の意見書提

出方の動議を提出しておりますので、併せてよ

ろしくお願いいたします。

以上で観光生活建設委員会の報告といたしま

す。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇徳永達也議長 お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第75号議案「長崎県営バス運賃等条例
の一部を改正する条例」について、採決いたし

ます。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

表決漏れはありませんか。

これにて表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第75号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、農水経済委員長の報告を求めます。

清川委員長─22番。
〇清川久義農水経済委員長（拍手）〔登壇〕 農

水経済委員会の審査結果並びに経過の概要につ

いて、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

76号議案「長崎県技能会館条例を廃止する条
例」であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第76号議案に関し、「令和8年3月末に
県立諫早技能会館を諫早市へ移譲するとのこと

だが、県及び市にどのようなメリットがあるの

か。」との質問に対し、「市への移譲後も、技

能会館は、これまでと同様、建設業などの技能

講習会や各種資格試験等の会場として活用され、

諫早市内外を問わず、利用が可能である。

そのため、県のメリットとしては、県内の技

能振興拠点としての機能維持が図られるととも

に、土地使用料をはじめ、運営に関する負担が

なくなることも挙げられる。

また、市のメリットとしては、市が自立的に

県央地域における技術・技能継承拠点として利

用促進を図ることができるほか、地域の各種会

合等での使用など柔軟に活用でき、より地域振

興につながることが挙げられる。」との答弁が

ありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

水産部関係の所管事項について、日本産水産

物の中国向け輸出再開に関し、「令和5年8月か
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らの中国向け輸出停止による影響は。また、輸

出再開のために必要な技術的要件について、日

中双方で合意に至ったとのことであったが、再

開へ向け、県はどのように取り組んでいくの

か。」との質問に対し、「令和4年度の中国へ
向けた輸出実績は約25億円であったが、停止に
伴い、現在はゼロと大幅に減少している。

また、再開に当たっては、技術的要件として、

中国当局による輸出施設の再登録や施設ごとの

放射性物質の追加検査が必要と国から説明を受

けている。

関係事業者へは、再登録に必要な書類や追加

検査に係る要望調査等が国から直接送付されて

おり、順次、事業者が国へ申請等を行っている

ところである。

県としては、各事業者に個別に技術的要件を

案内し、申請等を促しており、今後もしっかり

と連絡調整を図ってまいりたい。」との答弁が

ありました。

これに対し、「事業者も待ち望んでいた再開

であるので、きめ細かな対応をお願いしたい。」

との意見がありました。

次に、農林部の所管事項について、米の価格

高騰に関し、「米の価格が値上がりする一方で

資材費の高騰等もあり、農家の手取りは上がっ

ていないと聞く。農家が安心して米づくりがで

きる所得を確保する政策が必要であると考える

が、県の見解は。」との質問に対し、「持続可

能な米の生産環境を確保するためにも農産物の

適正な価格形成について、国へ要望したところ

である。

国においては、米の価格形成の在り方や水田

政策の見直しなどを検討しているとのことであ

る。県としても、国の動きについて情報収集に

努めてまいりたい。また、本県は、特に中山間

地域が多く、米づくりにコストがかかるという

面がある。そのような地理的な状況も国に伝え

ていき、生産性の向上や省力化を図るなど、今

後も長崎県の米農家が希望を持って生産できる

よう、支援してまいりたい。」との答弁があり

ました。

以上のほか、農水経済行政全般にわたり熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。

以上で農水経済委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇徳永達也議長 お諮りいたします。

第76号議案は、質疑・討論を省略し、直ちに
採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、第76号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、予算決算委員長の報告を求めます。

前田委員長─41番。
〇前田哲也予算決算委員長（拍手）〔登壇〕 予

算決算委員会の審査の結果並びに経過の概要に

ついて、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第68号議
案「令和7年度長崎県一般会計補正予算（第2
号）」外15件でございます。
慎重に審査いたしました結果、第68号議案に
ついては、起立採決により、原案のとおり可決

すべきものと決定され、その他の議案は、いず
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れも異議なく、原案のとおり可決、承認すべき

ものと決定されました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務分科会では、特定有人国境離島地

域社会維持推進交付金に関し、「約1億3,000万
円の交付金が減額となっているが、その要因

は。」との質問に対し、「国から、航路・航空

路運賃低廉化事業、雇用機会拡充事業及び滞在

型観光促進事業の3事業に係る交付金を受け入
れているが、令和6年度の実績が予算計上額よ
りも少なかったため、減額となっている。」と

の答弁がありました。

これに対し、「国の交付金を減額することは、

離島の活性化にとってもマイナスになるため、

気を引き締めて頑張っていただきたい。」との

意見がありました。

次に、文教厚生分科会では、高等学校私立学

校助成費に関し、「授業料に対する就学支援金

において、所得による制限がなくなり、原則、

全ての生徒が支援の対象となる中で、これまで

と同様に申請がなければ対象とならないのか。」

との質問に対し、「支援制度における手続は、

国において定められており、引き続き申請がな

ければ支援の対象とはならない。」との答弁が

ありました。

これに対し、「制度への理解が十分でないた

めに、申請をせず、支援を受けられない世帯が

生じないようにしていただきたい。」との意見

がありました。

次に、観光生活建設分科会では、公共事業予

算に関し、「今回、補正に至った経緯はどうな

っているのか。また、予算を執行する準備はで

きているのか。」との質問に対し、「公共事業

費は、国の内示額を見込んで当初予算を編成す

るが、事業によっては、内示の結果、見込額に

対し、増減が生じるものがあり、このうち増額

となった部分について、今回、補正予算を計上

している。予算が確保でき次第、早期発注に努

めたい。」との答弁がありました。

これに対し、「大幅に増額される予算を有効

に活用して県民の安全・安心を確保していただ

きたい。」との意見がありました。

次に、農水経済分科会では、特別高圧電力高

騰対策支援事業費に関し、「これまでの実績は

24社とのことであるが、今回の補正では、大企
業と中小企業それぞれ何社を対象として見込ん

でいるのか。」との質問に対し、「予算計上に

当たり、本事業を利用できる事業所の調査を行

い、大企業21社、中小企業5社の計26社を支援
対象事業者と見込んでいる。

また、対象となる大企業の中には、大規模な

商業施設等も含まれており、入居するテナント

等の小規模事業者にも支援が届く仕組みとなっ

ている。」との答弁がありました。

以上のほか、補正予算に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。

以上で予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇徳永達也議長 これより、第68号議案「令和
7年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」につ
いて、質疑・討論に入ります。

堀江議員─32番。
〇３２番（堀江ひとみ議員）〔登壇〕 日本共産

党の堀江ひとみです。

ただいま、議題となりました第68号議案「令
和7年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」に
ついて、高校無償化への関連予算など、県民が
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求めている予算については、賛成です。しかし、

以下の予算は賛成できません。

1、病床数適正化支援事業費12億8,200万円。
効率的な医療提供体制の確保を図るため、医

療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を

進める医療機関に対し、支援を行う事業です。

平たく言えば、病院ベッドを一つ削減するごと

に、これまで200万円だった金額を倍の410万円
にして国が全額補助しますとする予算です。

国は、4兆円の医療費削減を決め、手はじめ
に病床数11万床の削減を打ち出しました。医療
機関を取り巻く状況は、大変厳しく、このまま

では、ある日突然、病院がなくなる、日本医師

会と日本病院会など6団体の訴えが衝撃をもた
らしています。

長崎県医療政策課の調べでは、令和5年度決
算によれば、企業団病院6病院のうち5病院は赤
字経営です。令和6年度において、病院・診療
所の閉院・廃止が39施設で、病院・診療所の開
院・開設25施設を大きく上回っています。
長崎県長寿社会課の調べでは、県内において、

介護事業所が1か所もない自治体はないものの、
令和6年度中に廃止した事業所は34件となって
います。

医療機関の経営危機の原因は、診療報酬のマ

イナス改定です。この10年間、マイナス改定で
昨年6月の改定も物価上昇や一般企業の賃金の
引上率には、とても追いついていません。それ

だけに病床ベッドを減らせば補助金が出るとい

う本事業は、赤字経営医療機関からすれば、経

営難を乗り切るために喉から手が出るような金

額で、国でも、長崎県でも、想定以上の申込み

となっています。これでは、国による廃業の加

速化、病院潰しにつながります。

今、すべきことは、病床削減ではなく、今こ

そ、緊急の国費投入です。そして、医療従事者

の待遇改善と病院経営支援のための診療報酬引

上げを行うよう、求めます。

2、動物愛護管理センター（仮称）整備予算。
令和7年4月9日実施の入札において不落とな

ったことから、積算の見直しを行い、事業費16
億6,575万円を19億4,388万円とすることから、
増額分の2億7,812万円を補正しようとするも
のです。

同センターを老朽化、狭隘化で整備すること

は異論ありませんが、PFI方式での整備は賛成
できません。この制度を用いると事業コストが

削減できるとか、より質の高い公共サービスの

提供ができるなどと言われています。

しかし、実際には多くの問題があり、国内で

も契約が解除されたり、中止されたりする例が

出てきています。

そもそも、公共施設や公共サービスにおいて、

質が高く、かつ経費も安いということはありま

せん。経費を削減しようとすれば質は下がりま

すし、質を維持しようとすると経費は簡単に減

りません。15年の長い期間、一つの事業者に委
ねるPFI方式では、本来の公共施設の役割・サ
ービスが守れるとは、とても言いきれません。

昨年9月定例会で述べた反対理由を申し上げま
す。

以上、反対討論といたします。

〇徳永達也議長 虎島議員─7番。
〇７番（虎島泰洋議員）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党の虎島泰洋でございます。

会派を代表いたしまして、第68号議案「令和
7年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」につ
いて、賛成の立場で意見を申し述べ、議員各位

のご賛同を賜りたいと存じます。

今般の補正予算は、一般会計における国の内
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示に伴う公共事業費等の追加のほか、高校無償

化に要する経費、医療機関の病床数適正化や職

場環境の改善に要する経費、周産期及び小児医

療の提供体制確保に要する経費、動物愛護管理

センター（仮称）の整備・運営のための債務負

担行為の追加などが計上されています。

このうち、高校無償化に要する経費について

は、令和7年通常国会における審議の結果、高
等学校等就学支援金制度の所得制限を事実上撤

廃し、全高校生を対象に授業料相当額を支援す

るものであり、物価高騰による子育てに係る経

済的負担の軽減を図る重要な支援制度となって

おります。

また、現下の人口減少や人手不足など、医療

機関の経営状況の急変に対応する緊急的な国の

支援事業として、効率的な医療提供体制の確保

を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病

床数の適正化を進める医療機関への給付金や、

業務効率化や職場環境の改善など、職員の処遇

改善につながる取組に対する給付金、周産期及

び小児医療の提供体制の確保のため、患者数が

減少している医療機関に対する給付金などが予

算計上されており、可能な限り早期の執行を望

むものであります。

そして、動物愛護管理センター（仮称）の建

設管理業務は、令和6年9月定例会において、令
和24年までの債務負担行為の設定について議
決承認されているものの、今般、入札不落とな

ったことに伴い、物価上昇の影響等を見直し、

増額部分を債務負担行為として追加するもので

あります。

この間、施設整備・運営に当たっては、民間

の経営能力及び技術的能力の活用を図り、効率

的・効果的に推進するため、PFI法に基づく事
業として実施するとされており、昭和51年に設

置されたアニマルポート長崎の老朽化や狭隘化

に対応するため必要な増額予算であると認識し

ております。

そのほか、災害時の歯科医療体制の整備や令

和7年の国勢調査に要する経費など、いずれも
重要な事項ばかりであります。

知事におかれましては、今回の補正予算に盛

り込まれた事業について、一刻も早く県民の皆

様に届けていただき、早期に具体的な効果を実

感いただけるよう、引き続きご尽力いただくこ

とを強く要望いたします。

以上、第68号議案の賛成意見を申し述べ、議
員各位のご賛同を賜りますよう、お願いいたし

まして、賛成の討論といたします。（拍手）

〇徳永達也議長 質疑・討論をとどめて採決い

たします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

表決漏れはありませんか。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第68号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

お諮りいたします。

その他の議案は、質疑・討論を省略し、直ち

に採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決・

承認されました。
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次に、お手元に配付いたしております動議件

名一覧表のとおり、各委員会から、政府、国会

宛て、意見書提出の動議が提出されております

ので、これを一括して議題といたします。

お諮りいたします。

各動議は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各動議は、可決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇徳永達也議長 ご異議なしと認めます。

よって、動議は、それぞれ可決されました。

議長を交代いたします。

〇大場博文副議長 この際、ご報告いたします。

議長 徳永達也議員から、本日付けで、一身

上の都合により、議長の職を辞職したい旨の辞

職願が提出されましたので、ご報告いたします。

ただいま、ご報告いたしました辞職願を直ち

に議題といたします。

本件につきまして、長崎県議会会議規則第 88
条第 2項の規定により、許可を与えるかどうか
について、お諮りいたします。

徳永達也議員の議長の辞職を許可することに

ついて、賛成の議員の起立を求めます。

     〔賛成者起立〕

〇大場博文副議長 起立多数。

よって、徳永達也議員の議長の辞職は、許可

することに決定されました。

この際、徳永達也議員より、退任のご挨拶が

あります。

徳永議員─44番。
〇４４番（徳永達也議員）〔登壇〕 退任に当た

り、一言、ご挨拶を申し上げます。

私は、令和5年5月に皆様方のご推挙をいただ
き、長崎県議会第69代議長として、本日まで県
政の様々な課題に取り組んでまいりました。副

議長をはじめ、議員各位のご指導とご協力によ

りまして、公正かつ円滑な議会運営を果たすこ

とができましたことに対し、改めて心からお礼

を申し上げます。

議長就任以来、この2年2か月間を振り返って
みますと、様々なことが思い起こされます。

若い世代に政治を身近に感じてもらうため、

高校生や大学生を対象にした主権者教育の推進、

半島振興法の期限延長・内容の充実の達成に向

けた要望活動、平成22年以降中断していた佐賀
県、長崎県の両議会議員の交流の再開に力を尽

くしてまいりました。

また、九州各県議会議長会の会長として、喫

緊の課題である地域医療提供体制の確保をはじ

めとする九州各県に共通する課題について、九

州各県議会の議長の皆様と連携し、国に要望活

動を実施したほか、財政基盤強化対策県議会議

長協議会の会長としても、関係県議会議長とと

もに、地方税財源の拡充・強化などについて、

国に対し、要望活動を実施し、必要な予算確保

に努めてまいりました。

加えて、本県議会では、県議会議員自らの行

動を厳しく律し、率先してハラスメント防止に

取り組むことを目的に、昨年6月に長崎県議会
におけるハラスメントを防止するための条例を

施行する一方で、知事の政治資金問題について、

本会議、全員協議会、総務委員会の集中審査な

ど、多くの時間をかけて対応してまいりました。

本県におきましては、人口減少対策をはじめ、

離島・半島の振興、九州新幹線西九州ルートの

整備促進など、喫緊の課題も山積しており、今
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後、さらに県当局と県議会が力を合わせて、そ

の解決に全力で取り組んでいかなければなりま

せん。

私も、今後は一議員として、引き続き、県政

の推進に力を尽くしてまいる所存でございます。

本日、議長の職を辞することになりましたが、

無事に議長の職を務めることができましたこと

は、大石知事、執行部の皆様をはじめ、議員各

位のご指導・ご協力と、報道関係者の皆様のご

理解のおかげでございます。

改めて、ここに厚く感謝を申し上げ、簡単で

はございますが、退任のご挨拶とさせていただ

きます。

本当にありがとうございました。（拍手）

〇大場博文副議長 これより、議長の選挙を

行います。

議場を閉鎖いたします。

ただいまの出席議員は、43名であります。
お諮りいたします。

選挙立会人 2名を、議長において指名いたし
たいと思いますが、ご異議ありませんか。

     〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇大場博文副議長 ご異議なしと認めます。

よって、中村泰輔議員及び中村俊介議員を指

名いたします。

投票用紙を配付させます。

〔投票用紙配付〕

〇大場博文副議長 投票用の配付漏れはありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

〇大場博文副議長 配付漏れなしと認めます。

中村泰輔議員及び中村俊介議員の立ち会いを

お願いいたします。

〔選挙立会人・立ち会い〕

〇大場博文副議長 投票箱を改めます。

〔投票箱点検〕

〇大場博文副議長 異常なしと認めます。

本選挙につきましては、地方自治法第118条
第1項の規定に基づき、公職選挙法を準用いた
します。

この際、念のため申し上げます。

投票は、単記無記名でありますので、投票用

紙に、被選挙人の氏名のみを記載のうえ、点呼

に応じて、順次、ご投票を願います。

それでは、氏名を点呼させます。

〇中尾美恵子議会事務局長 それでは、議席番

号順にお名前を読み上げます。

大倉議員、本多議員、白川議員、まきやま議

員、田川議員、虎島議員、畑島議員、湊議員、

冨岡議員、大久保議員、中村俊介議員、初手議

員、宮本議員、中村泰輔議員、饗庭議員、堤議

員、坂本議員、鵜瀬議員、清川議員、坂口議員、

千住議員、山下議員、石本議員、中村一三議員、

大場議員、近藤議員、宅島議員、山本議員、堀

江議員、中山議員、小林議員、川崎議員、山口

議員、山田議員、松本議員、ごう議員、中島議

員、前田議員、浅田議員、外間議員、徳永議員、

溝口議員、田中議員。

〇大場博文副議長 投票漏れはありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

〇大場博文副議長 投票漏れなしと認めます。

投票を終了いたします。

これより、開票いたします。

〔開票〕

〇大場博文副議長 選挙の結果を報告いたしま

す。

投票総数 43票、うち有効投票 43票、無効投
票なしであります。

有効投票中、外間議員 42票。堀江議員 1票。
以上のとおりであります。
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本選挙の法定得票数は、11票であります。
この結果、外間議員が、議長に当選されまし

た。（拍手）

議場の閉鎖を解きます。

この際、議長に当選されました外間議員より、

就任のご挨拶があります。

外間議員─43番。
〇外間雅広議長〔登壇〕 ただいま、議員各位の

ご推挙をいただき、第70代長崎県議会議長の重
責を担うことになりました佐世保市・北松浦郡

選挙区選出、外間雅広でございます。

議長就任に当たりまして、一言、ご挨拶を申

し上げます。

議員の皆様方におかれましては、応援をいた

だいて本当にありがとうございました。心から

感謝申し上げます。

議長という大役への就任に当たりまして、身

に余る光栄であり、その使命と職責の重さを痛

感いたしております。このうえは、議員各位の

ご指導、ご鞭撻を賜りながら、公正で円滑な議

会運営に取り組んでまいりたいと存じますので、

ご協力を何とぞよろしくお願いをいたします。

さて、本県におきましては、西九州新幹線開

業以来、沿線市を中心に再開発が進み、長崎ス

タジアムシティの開業をはじめ、様々なプロジ

ェクトが進展しております。

さらに、本年9月から、天皇皇后両陛下をお
迎えして、我が国最大の芸術・文化の祭典、「な

がさきピース文化祭2025」、また、10月には、
佐世保市におきまして、本県初となる国際サイ

クルロードレース「ツール・ド・九州2025」が
開催されます。

県議会におきましては、この時期を本県の明

るい未来を創り出す大きなチャンスと捉え、県

民の信頼と期待に応えていかなければなりませ

ん。

県議会の使命と役割、責任の重要性を強く認

識をし、人口減少対策をはじめ、九州新幹線西

九州ルートの整備促進、離島・半島振興対策な

ど、当面する本県の重要課題に対し、県当局と

力を合わせて、その解決に取り組み、県勢発展

のために誠心誠意尽力してまいる決意でござい

ます。

なお一層のご指導、ご鞭撻、ご支援をどうぞ

よろしくお願い申し上げます。

最後になりましたが、大石知事はじめ理事者

の皆様方並びに報道関係各位のご協力とご理解

を賜りますよう、心からお願いを申し上げ、議

長就任のご挨拶とさせていただきます。

ありがとうございました。（拍手）

〇大場博文副議長 それでは、しばらく休憩い

たします。

― 午前１１時２６分 休憩 ―

― 午前１１時５０分 再開 ―

〇外間雅広議長 会議を再開いたします。

まず、常任委員会委員の選任の件を日程に追

加し、議題といたします。

小職が議長に就任いたしましたことにより、

長崎県議会委員会条例第 1条第 3項の規定によ
り、小職が所属しておりました総務委員会及び

予算決算委員会の両常任委員会の委員を外れま

すので、両常任委員会の後任委員として、それ

ぞれ徳永達也議員を選任することといたしたい

と思いますが、ご異議ありませんか。

     〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇外間雅広議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

議長を交代いたします。
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〇大場博文副議長 次に、観光・新幹線対策特

別委員会委員の辞任許可及び補充選任の件を日

程に追加し、議題といたします。

お諮りいたします。

外間雅広議員から、一身上の都合により、観

光・新幹線対策特別委員会委員を辞任したい旨

の申し出があっておりますが、これを許可する

ことにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇大場博文副議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

この際、観光・新幹線対策特別委員会委員の

補充選任を行います。

外間雅広議員の観光・新幹線対策特別委員会

委員の辞任が許可されましたので、その後任委

員に徳永達也議員を選任することといたしたい

と思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇大場博文副議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

議長を交代いたします。

〇外間雅広議長 次に、各委員会から議会閉会

中の付託事件として、お手元の一覧表のとおり

申し出があっておりますので、これを許可する

ことにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇外間雅広議長 ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

以上をもちまして、本定例会に付議されまし

た案件の審議は終了いたしました。

この際、知事よりご挨拶があります。

知事。

〇大石賢吾知事〔登壇〕 6月定例県議会の閉会

に当たり、一言、ご挨拶を申し上げます。

まず、はじめに、外間雅広新議長のご就任に

対しまして、心からお慶びを申し上げますとと

もに、県勢発展のため、格段のご指導、ご協力

を賜りますよう、お願い申し上げます。

今回、ご退任になられました徳永達也前議長

におかれましては、就任以来、九州新幹線西九

州ルートや国土強靱化に資する高規格道路等の

社会資本整備の促進、離島・半島の振興、核兵

器廃絶に向けた取組、海外との友好交流の拡大

等の県政の重要施策について、県議会を代表さ

れ、ご貢献を賜るとともに、今般の物価高騰対

策や頻発する自然災害への対応についても、多

大なるご尽力をいただきましたことを厚く御礼

を申し上げます。

また、財政基盤強化対策県議会議長協議会の

会長として、地方税財源の拡充・強化を国に対

し、要望していただくなど、全国や九州の議会

を代表した広域的な活動は、行政運営を行うに

当たり、非常に心強く感じるものでありました。

今後とも、ご健勝のうち、引き続き、お力添

えを賜りますよう、お願いを申し上げます。

次に、第69号議案及び第87号議案につきまし
て、議案審査に当たり、徳永前議長をはじめ、

議員の皆様方に多大なご負担をおかけしました

ことをお詫びを申し上げますとともに、適正な

ご決定を賜りましたことに心から感謝を申し上

げます。

私としては、二度とこのようなことがないよ

う、反省の意を持ち続けながら、県政を一歩で

も前に進めることに全力を注いでまいりたいと

考えております。

さて、このたびの議会は、去る6月16日から
本日までの25日間にわたり開かれましたが、議
員の皆様方には、本会議及び委員会を通して、
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終始熱心にご審議いただくとともに、それぞれ

適正なご決定を賜り、厚く御礼を申し上げます。

この際、議会中の主な動きについて、ご報告

申し上げます。

防災対策。

去る6月27日、原子力発電所周辺自治体の6府
県とともに、内閣官房及び関係府省に対し、原

子力発電所の安全対策に係る周辺自治体への支

援に関する要望を行ってまいりました。

要望に当たっては、原子力発電施設の周辺自

治体においても、立地自治体と同等の原子力防

災対策を行わなければならないことから、必要

かつ十分な財源措置に配慮するよう求めたとこ

ろ、青木内閣官房副長官からは、エネルギー政

策では原子力発電は欠かせないもの、財政措置

について皆さんと一緒に協力していきたいとの

回答をいただいたところであります。

県としては、引き続き、原子力発電所周辺6
府県や県内関係4市と連携を図りながら、原子
力防災対策に力を注いでまいります。

また、去る7月1日、県内8市町が南海トラフ
特措法に基づく南海トラフ地震防災対策推進地

域に指定されました。これを受け、県としては、

南海トラフ地震防災対策推進計画を策定し、津

波からの防護や避難、救助などの各種対策に取

り組むとともに、円滑な避難確保等に関して、

防災対策計画の作成が義務づけられる施設管理

者等に対し、細やかに周知を図るなど、県民の

安全・安心の確保に力を注いでまいります。

中国における日本産水産物の輸入再開。

中国における日本産水産物の輸入については、

令和5年8月から停止されておりましたが、去る
6月29日、中国税関当局は、「輸入を一部再開
する」と発表いたしました。

県としては、これまで一日も早い輸入再開に

向け、様々な機会を通して積極的に働きかけて

きたところであります。

今回の発表は、そうした我々の取組に加え、

国による粘り強い外交交渉や科学的根拠に基づ

く安全性の説明、及び関係者の皆様に多大なる

ご尽力をいただく中での結果であり、県として

は、前向きに受け止めております。

輸入再開に当たっては、中国税関当局による

日本の輸出施設の再登録と、追加的な放射性物

質の検査が必要とされていることから、県とし

ては、現在、県内事業者に対して必要な手続に

不備がないよう支援を行っているところであり

ます。

併せて、長崎鮮魚の速やかなシェア回復のた

め、今後、現地パートナーと連携した大規模展

示会への出展や販促プロモーションを展開して

まいりたいと考えております。

引き続き、国や県内事業者の皆様と緊密に連

携しながら、県産水産物の輸出再開とシェア回

復に力を注いでまいります。

国際定期航空路線長崎～上海線の増便。

本県と中国の友好交流の空の懸け橋として、

中国東方航空が運航する長崎～上海線について

は、現在、週2便で運航されておりますが、7月
23日から8月13日まで週3便に増便されること
が決定いたしました。

県としては、こうした機会を捉えて、官民一

体となって長崎～上海線の利用を促進するとと

もに、インバウンド、アウトバンド双方のプロ

モーションを強化することで安定運航を図り、

週3便の定期便化につなげてまいりたいと考え
ております。

サッカーの国際親善試合開催決定。

去る6月25日、公益財団法人日本サッカー協
会から、本年11月29日に長崎スタジアムシティ
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のピーススタジアムにおいて、サッカー女子日

本代表なでしこジャパンの国際親善試合が開催

されることが発表されました。

これまで、本県での国際試合の開催実現に向

け、県サッカー協会とともに、日本サッカー協

会へ要望書を提出するなど、積極的に誘致活動

を行ってまいりました。

今回の決定に至りましたことは、大変光栄で

あるとともに、県民の皆様にとって世界で戦う

代表選手のプレーを間近で観戦することができ

る、またとない機会になると考えております。

県としては、競技団体をはじめとする関係者

の皆様と連携しながら、情報発信など、開催に

向けた後押しを行ってまいります。

このほか、会期中、皆様からお寄せいただき

ました数々の貴重なご意見、ご提言などについ

ては、今後の県政に積極的に反映させてまいり

たいと存じます。

さて、日ごとに暑さが増すこの頃、皆様方に

は何かとご多用のことと存じます。どうか健康

には一段とご留意いただき、ますますご活躍さ

れますことを心からお祈り申し上げます。

最後になりますが、報道関係の方々には、会

期中、終始、県議会の広報についてご協力を賜

り、ありがとうございました。

この機会にお礼を申し上げまして、閉会のご

挨拶といたします。

〇外間雅広議長 これをもちまして、令和7年6
月定例会を閉会いたします。

― 午後 零時 ３分 閉会 ―
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令和７年６月定例会

議案番号 件 名

第68号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）

第69号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例

第70号議案 職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

第71号議案 長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例

第72号議案 長崎県警察官の支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例

第73号議案
長崎県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正
する条例の一部を改正する条例

第74号議案 長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部を改正する条例

第75号議案 長崎県営バス運賃等条例の一部を改正する条例

第76号議案 長崎県技能会館条例を廃止する条例

第77号議案 契約の締結について

第78号議案 契約の締結について

第79号議案 和解及び損害賠償の額の決定について

第80号議案 契約の締結について

第81号議案 契約の締結について

第82号議案 契約の締結について

第83号議案 契約の締結の一部変更について

第84号議案 財産の取得について

第85号議案 長崎県収用委員会の委員の任命について議会の同意を求めることについて

第86号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）

第87号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例

報告第1号 令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）

報告第2号 令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算（第２号）

報告第3号 令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第２号）

報告第4号 令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第２号）

報告第5号 令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第３号）

報告第6号 令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第２号）

報告第7号 令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第２号）

報告第8号 令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第２号）

報告第9号 令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第２号）

報告第10号 令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第４号）

報告第11号 令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第２号）

報告第12号 令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

報告第13号 令和６年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号）

報告第14号 令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第５号）

上 程 議 案 件 名 表
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令和７年６月定例会

月 日 曜 日 開 会 時 刻

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

7月7日 月 １１：００
予 算 決 算 委 員 会
（ 分 科 会 長 報 告 、 採 決 ）

議 場

委 員 会 名 場 所

委 員 会 開 催 日 程 表

7月2日

１０：００

7月1日 火 １０：００

水 １０：００

木 １０：００

6月27日 金 １０：００

6月30日 月

7月3日
(予備日)





令和７年６月定例会

総務委員会委員長 鵜瀬　和博

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例
（関係分）

原 案 可 決

長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例 原 案 可 決

長崎県警察官の支給品及び貸与品に関する条例の一部を
改正する条例

原 案 可 決

契約の締結について 原 案 可 決

契約の締結について 原 案 可 決

知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改
正する条例

原 案 可 決

計  ６件  (原案可決  ６件）

審　査　報　告　書

第 87 号 議 案

総 務 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月9日

記

番　　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 70 号 議 案

第 71 号 議 案

第 72 号 議 案

第 77 号 議 案

第 78 号 議 案



文教厚生委員会委員長 中村　泰輔

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例
（関係分）

原 案 可 決

長崎県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基
準に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正す
る条例

原 案 可 決

長崎県立佐世保青少年の天地条例等の一部を改正する条
例

原 案 可 決

計  ３件  (原案可決  ３件）

文 教 厚 生 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月1日

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 70 号 議 案

第 73 号 議 案

第 74 号 議 案



観光生活建設委員会委員長 坂口　慎一

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

長崎県営バス運賃等条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

和解及び損害賠償の額の決定について 原 案 可 決

契約の締結について 原 案 可 決

契約の締結について 原 案 可 決

契約の締結について 原 案 可 決

契約の締結の一部変更について 原 案 可 決

財産の取得について 原 案 可 決

計  ７件  (原案可決  ７件）

第 84 号 議 案

第 83 号 議 案

観 光 生 活 建 設 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月1日

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 75 号 議 案

第 79 号 議 案

第 80 号 議 案

第 81 号 議 案

第 82 号 議 案



農水経済委員会委員長 清川　久義

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

長崎県技能会館条例を廃止する条例 原 案 可 決

計  １件  (原案可決  １件）

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月1日

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 76 号 議 案



予算決算委員会委員長 前田　哲也

１　議　　案

審査結果

令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号） 原 案 可 決

令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号） 承 認

令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予
算（第２号）

承 認

令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第２
号）

承 認

令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第２
号）

承 認

令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第３号） 承 認

令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算
（第２号）

承 認

令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計
補正予算（第２号）

承 認

令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第２号） 承 認

令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第２
号）

承 認

令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第４
号）

承 認

令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第２号） 承 認

令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第２
号）

承 認

報 告 第 5 号

報 告 第 6 号

報 告 第 7 号

報 告 第 8 号

報 告 第 9 号

報 告 第 10 号

報 告 第 11 号

報 告 第 12 号

報 告 第 4 号

予 算 決 算 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月7日

　　　　議長　　徳永　達也　　様

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 68 号 議 案

第 86 号 議 案

報 告 第 1 号

報 告 第 2 号

報 告 第 3 号



審査結果番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

令和６年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号） 承 認

令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第５
号）

承 認

計  １６件  (原案可決  ２件・承認  １４件）

報 告 第 13 号

報 告 第 14 号
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動       議

      提   出   者     総 務 委 員 会

      提 出 年 月 日     令和 ７年 ７月 ２日

種  類 意 見 書

件  名 地方財政の充実・強化について

要  旨

地方自治体は、こども・子育て政策の強化を含む社会保障関係費が年々増
加する中で、地方創生・人口減少対策や地域経済活性化・雇用対策、人づく
り、大規模災害に対応するための防災・減災対策、ＤＸ・ＧＸ化の推進な
ど、様々な政策課題に直面している。

政府においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2024」において、地
方の一般財源総額について、2025 年度から 2027 年度までの 3 年間、
2024 年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する
としたところであるが、長期化する原油価格・物価高騰や賃上げに伴う財政
需要のさらなる増加が見込まれるなど、地方財政を取り巻く環境はますます
厳しくなっており、地方が安定的な住民サービスを維持しつつ、地域経済の
回復・拡大に継続的に取り組んでいくためには、更なる地方税財源の増額確
保・充実が必要不可欠である。

よって、国に対して、2026 年度の地方財政予算全体の安定確保に向け
て、次のとおり適切な措置を講じるよう強く求めるものである。

１．地方財政計画、地方税のあり方、地方交付税総額など地方に関わる重
要政策については、国と地方の協議の場において、地方と十分に協議を
行い、その意見を反映すること。

２．物価高騰や賃上げに伴う財政需要の増加が見込まれるなか、地方創
生・人口減少対策をはじめ、こども・子育て政策の強化を含む社会保障
関係費の増嵩への対応、地域経済活性化・雇用対策、人づくり、防災・
減災対策、ＤＸ・ＧＸ化の推進など、地方の実情に沿ったきめ細かな行
政サービスを十分担えるよう、今後も安定的な財政運営に必要な一般財
源総額の増額確保・充実を図ること。

３．地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機
能が適切に発揮されるよう総額を確保するとともに、財源不足への補填
については、臨時財政対策債の発行等によることなく、法定率の引上げ
を含めた抜本的な改革等による対応を検討すること。

４．東京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大
しつつある地方団体の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課
題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構
築を図ること。



５．地方創生を確実に推進するため、地方財政計画における「地方創生推
進費（1.0 兆円）」、「地域デジタル社会推進費（0.2 兆円）」及び「地域
社会再生事業費 （0.42 兆円）」を維持・確保すること。また、本県は
離島・半島など条件不利地域を多く有するとともに、人口減少や高齢化
が全国よりも進展している状況であり、その算定については配慮するこ
と。

６．新しい地方経済・生活環境創生交付金をはじめとする地方創生関連予
算については、「若者・女性にも選ばれる地方」の実現に向けて、移住
促進や関係人口創出、高付加価値型の産業・事業づくりなどの取組を推
進するため、継続的かつ安定的な財源を確保するとともに、地方の実情
に応じた柔軟な活用ができる仕組みを構築すること。

７．全国的な賃上げの動きを踏まえ、会計年度任用職員を含む職員の給与
関係経費については、地方自治体の財政運営に支障を来すことのないよ
う、必要な財政需要を地方財政計画に適切に計上すること。

８．地方自治体は、国を上回る行財政改革や歳出抑制の努力を行う中で基
金の確保など財政運営の年度間調整に取り組んでいることから、地方の
基金残高の増加を理由に地方財政計画の圧縮や、地方交付税の削減を行
わないこと。

なお、文案の作成及び提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会



動       議

      提   出   者     観 光 生 活 建 設 委 員 会

      提 出 年 月 日     令和 ７年 ７月 １日

種  類 意 見 書

件  名 国土強靱化の計画的かつ着実な推進について

要  旨

近年、自然災害は全国的に激甚化・頻発化しており、至る所で多くの人命
や財産などに甚大な被害をもたらしている。特に、能登半島においては、地
形的特色で周辺からのアクセスが限定された脆弱な道路ネットワークが、地
震により寸断されたことで人流や物流が長期間滞り、被災地の復旧が思うよ
うに進まない中、同年９月に豪雨災害にも見舞われ、さらなる甚大な被害を
受けており、半島地域の自然災害に対する脆さを改めて浮き彫りにした。

また、令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損による道路
陥没事故は、インフラの老朽化対策が待ったなしの課題である事を如実に示
している。

本県においても、前線に伴う集中豪雨や台風の常襲地帯に位置しており、
急峻な山地や崖地が多く、全国で２番目に多い約３万７千箇所もの土砂災害
警戒区域を抱えていることから、頻繁に洪水・浸水被害や土砂災害が発生し
ている。また、多くの離島半島を有し、高規格道路のミッシングリンクも存
在する本県では、大規模災害の発生時に人流・物流が寸断される危険性が高
い。加えて、県が管理する橋の約６割が１０年後に建設後５０年以上経過す
るなど、高度経済成長期に整備されたインフラの老朽化が急速に進行してい
る。

このような状況から県民の生命・財産・暮らしを守るためには、防災イン
フラの整備や交通ネットワークの強化、交通・上下水道等ライフラインの老
朽化対策などを急ぐ必要があることから、令和７年度までの「防災・減災、
国土強靱化のための５か年加速化対策」予算を最大限に活用して事業を進め
ているが、その取組は未だ道半ばであり、資材価格や人件費の急激な高騰の
影響による事業進捗の遅れも懸念されている。

今後も継続的かつ安定的に国土強靱化の取組を推進していくためには、予
算規模については５か年加速化対策を上回るおおむね２０兆円強程度を目途
とすることや、今後の資材価格・人件費高騰等の影響については予算編成過
程で適切に反映することなどが盛り込まれた「第１次国土強靱化実施中期計
画（令和７年６月６日閣議決定）」を早期かつ着実に実行し、必要となる予算
を切れ目なく確保していくことが極めて重要である。

よって、国に対して、国土強靱化の計画的かつ長期安定的な対策の推進に
向け、下記の事項を講じられることを強く要望するものである。

記

・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」終了後も、切れ目な
く継続的かつ安定的に取組を推進するため、「第１次国土強靱化実施中期計
画」に基づき、その実現に必要な予算・財源を通常予算とは別枠で早期に
確保すること。

・資材価格や人件費の高騰等の影響についても、予算編成過程で適切に反映
させるとともに、今後の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情勢、財
政事情等を総合的に勘案し、必要となる予算額を満額確保すること。

・令和７年度までの時限措置となっている「緊急自然災害防止対策事業債」、
「緊急防災・減災事業債」等の地方財政措置を継続すること。



・災害が発生した自治体に対し迅速かつ円滑な支援を行うため、地方整備局
や研究機関等において必要な人員と体制の充実・強化を図ること。

  なお、文案の作成及び提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会
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令和７年６月定例会議会閉会中 委員会付託申出一覧表
№１

委 員 会 名 付 託 事 件

総 務 ○委員会、現地調査及び要望活動
・秘書及び広報に関する事項について
・重要施策の企画及び総合調整に関する事項について

   ・職員の人事、勤務条件、給与、福利厚生等に関する事項について
   ・行政改革、情報公開等県の行政一般に関する事項について
   ・県の予算、財政、県税その他の財務に関する事項について
   ・政策評価に関する事項について
   ・広聴に関する事項について

・公有財産に関する事項について
   ・地域・行政情報化その他他部の主管に属しない事項について

  ・危機管理、防災、消防、危険物の規制等に関する事項について
・離島・半島及び地域の振興に関する事項について
・県内市町の行政、財政、選挙に関する事項について

   ・土地対策に関する事項について
・交通運輸に関する事項について
・県庁舎の跡地活用に関する事項について

   ・出納及び物品調達に関する事項について
   ・議会事務局に関する事項について
   ・監査事務に関する事項について
   ・人事委員会に関する事項について
   ・労働委員会に関する事項について
   ・警察の組織及び運営に関する事項について
   ・交通安全、防犯対策の推進に関する事項について
   ・公安委員会に関する事項について

文 教 厚 生 ○委員会、現地調査及び要望活動
      ・私立学校及び県立大学（公立大学法人）に関する事項について

    ・福祉保健行政の企画及び総合調整に関する事項について

    ・社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査に関する事項について

    ・医療政策に関する事項について

    ・医療人材の確保等に関する事項について

    ・薬務行政に関する事項について

    ・国民健康保険等に関する事項について

    ・高齢者施策の推進に関する事項について

    ・障害者施策の推進に関する事項について

    ・原爆被爆者対策等の推進に関する事項について

   ・子どもに関する総合的な施策及び調整に関する事項について

・教育委員会に関する事項について

・教職員の定数、勤務条件及び福利厚生等に関する事項について

    ・県立学校の施設及び設備に関する事項について

    ・義務教育及び高校教育に関する事項について

    ・特別支援教育に関する事項について

・生涯学習に関する事項について

    ・学芸文化に関する事項について

・保健体育に関する事項について
・競技力の向上に関する事項について



№２

委 員 会 名 付 託 事 件

観 光 生 活 建 設 ○委員会、現地調査及び要望活動
  ・文化振興に関する事項について

・世界遺産に関する事項について
・観光振興に関する事項について

   ・物産流通振興に関する事項について
   ・国際関連施策の推進に関する事項について

・スポーツ振興に関する事項について
・県民生活及び環境に関する施策の企画及び総合調整に関する事項に

ついて
・県民との協働推進等に関する事項について

    ・人権・同和問題に関する事項について
    ・男女共同参画に関する事項について
    ・交通安全の企画、交通安全運動等に関する事項について
    ・統計に関する事項について
   ・生活衛生に関する事項について
   ・食の安全・安心及び消費者行政に関する事項について

  ・環境保全等に関する事項について
    ・生活排水対策及び水資源政策に関する事項について
    ・廃棄物対策に関する事項について
    ・自然環境に関する事項について
    ・道路及び河川に関する事項について
    ・まちづくりに関する事項について
    ・土砂災害対策に関する事項について

・住宅及び建築に関する事項について
      ・県土地開発公社に関する事項について
   ・県住宅供給公社に関する事項について
   ・県道路公社に関する事項について
    ・港湾、空港その他土木に関する事項について
      ・県営交通事業に関する事項について

農 水 経 済 ○委員会、現地調査及び要望活動
   ・産業の振興に関する事項について
   ・労働に関する事項について
    ・産業技術の振興に関する事項について

・水産業に関する事項について
    ・漁港漁場に関する事項について
    ・農業に関する事項について
      ・林業に関する事項について

予 算 決 算 ○委員会、要望活動
・一般会計、特別会計及び企業会計予算並びに決算について

議 会 運 営 ○委員会、現地調査及び要望活動
  ・議会の運営に関する事項について

   ・議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項について
    ・議長の諮問に関する事項について

離島・半島地域振興
特 別

○委員会、現地調査及び要望活動
   ・離島・半島地域振興対策

   ・有人国境離島法対策
・離島・半島航路対策、離島航空路対策
・関係人口拡大対策

観光・新幹線対策
特 別

○委員会、現地調査及び要望活動
   ・観光振興対策

・国際戦略対策
・新幹線・二次交通対策
・空港活性化対策

成 長 産 業 ・
県 土 強 靱 化 対 策
特 別

○委員会、現地調査及び要望活動
    ・成長産業戦略

・エネルギー対策
   ・物流対策
   ・防災対策


